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はじめに 3 

はじめに

木嗚は，一連の比較市民社会糾織・比車交利益［叫休分析の出発点をなす書物

である。

この 調査は， 1997年春に日木から始まり，同年秋から冬には韓国調

98年から99年にかけて米国 2000月こにはドイツ調査が実施された。

そして2001年以降中1月調査か実施されつつある（以上の共同研究チームと調

査方法，データについてはコートプック参限。辻中編 1999a;1999b; 2001a; 

2001b)。私たちはこの 5ヵ田調査が世界的にも希な，市民社会の組織やそ

の政治活動に関する体系比較であり， 世界の比較市民社会研究に彗礎データ

を提供するものと考えている。市民社会や NPO. NGOといった概念は，冷

戦以後社会主義以後の世界を亡霊のようにさ迷っているが，その実質に迫

る経験研究は少ない（例外的な比較研究として， NPOセクターについて

Salamon & Anheir 1997参附）。

こうした一連の調査結果すべてを分析するものではなく，その喘

矢として各11]データの一部を日木の位附を明らかにするために援用しなが

ら， 専ら日本の政治過程，市民社会構造に焦点をあてて分析するものである。

現段階で可能なデータ分析を意味するが、より積極的にはこれに続く．韓

米国， ドイツ．中国の各国研究 日本との対比較研究に対して，理論や

分析方法・手法において先鞭をつけ、導き手としたいからである。各国研究

および日木との比較を行った後、最後の巻において，全体の比較分析をより

体系的に行い、全体として総合するというのが本研究チーム（出発点での名

称は「団体の基礎構造に関する調査」チーム， JapanInterest Group Study略

称JIGSである。現在の比較研究全体の正式英文名は Cross-nationalSurvey on 

Civil Society Organizations a叫 InterestGroupsであるが，全体を今も JIGSと

略記する）の戦略である。

簡単に研究の経緯をiJ己しておこう。政治過程や市民社会における圧力団体．

利益集団， NGO/NPOなど市民連動に関する研究は，；常にしっかりした対象
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素材，データは何かという間題に悩んできた。編者は、 1970年代未からこの

問類に取り組んできたが. 90年代の中頃地球環境政策ネットワーク研究

(Global Environmental Policy Network Study, GEPON。これも日韓米独4ヵ田

で， 1997"-"2000年に遂行した）に取り組むこととなり，そこで再び政策ネッ

トワークの基底である社会過程でのNGO.NPOなどの実態と を

しつかりと捉えたいと考えはじめた。今度こそ これまでとは異なる，徹底

的に包括的な、市民社会組織の把握を，市民社会の組織的な輪切りをしたよ

うな把握を行いたいと考えた。幸い｀ この雷に寄稿してくれている若い優秀

な研究者が，筑波大学に集っていたのを幸いに JIGS一日本調査を97年春に

行った。この時この研究が数力国に亙る調査研究に発展するという

まだ「夢」の状態であった。というのは下に記すような調杏資金調査の目

途は全く立っておらず， 日本調杏はいわば，数十万円プラス人力で始めた

からである。その後このJIGS一日本調査は，予想以上の成果を上げた。そ

の結果，地球環境政策ネットワーク GEPONとともに多くの調査資金が得

られ，現在までに中国なども含め数力国に亙る調査分析が可能となった。

本研究は，共同調査，共同研究の産物である。本書に寄稿している森裕城，

在宰栄石生義人，足立研幾，平井由貴子のほか，多くの研究者・大学院生

（朴盛彬，三輪博樹，今井尚義），村井恭，金雄熙，榔美愛，高橋裕子，辻中

ゼミ関係の学類学生の熱心な協力を得た。特に森裕城は，編者が多忙でとも

すればルーズになるのに対して， この数年一貫して研究の機動力かつ旗振り

役，また押さえ役であったし，同様に崖宰栄は精密な統計分析を冷静に行い

続けた。この両者なしには本研究は出発も遂行もなしえなかったと思う。

第一の貢献者である。加えて，この間研究助手をつとめた仙保隆行，吉田

里江，奥西美幸，中里しのぶ近藤加奈の諸氏にも感謝したい。

米国， ドイツ，中国と調査対象を広げていくには言うまでもなく，

内外の多くの研究者の協力なしには行い得なかった。研究チームの詳細は，

る各巻に譲るが，廉載縞（高麗大学），李進（雄鎮専門大学学長）， ミ

ランダ・シュラーズ（メリーランド大学），ゲジーヌ・フォリヤンティ・ヨス

ト（マーチン・ルター・ハーレ大学）， Li,Jing-Peng (北京大学），坪郷腐（早

稲田大学），久保文明（慶應義塾大学），国分良成（慶應義塾大学）のお名前
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はここで触れ．感謝の巖を表さずにおれない。

本雷が，華稿として，翡き始められてからもほぼ2年が経つ（『選挙』での

連載，辻中他 1999)。編者が大掛かりな調査を各国で次々と始めることに、

若い研究者たちは呆れ頻で見つめていたが，その我慢も限界に達した今年．

漸く第 1巻を線めることが可能となった。

その第一箪稿の線まりを通読し，厳しい枇判をお願いするという我侭かつ

無理な要求を，快く引き受けて下さった何名かの研究者には本当に感謝の

気持ちで一杯である。その言わば被害者にあたる研究者は伊藤光利（神戸

大学），大西裕（大阪市立大学）今丹羽功（憲山大学），近藤康史（筑波大学）

の諸氏である。 2001年の春合宿に付き合って頂き心よりお礼申し上げたい。

村松岐夫（京都大学），山川雄巳（関西大学），三宅一郎（神戸大学名誉教

授），中野実（明治学院大学，故人），蒲島郁夫（東京大学），大嶽秀夫（京都

大学），猪口孝（東京大学），福井治弘（広島市立大学平和研究所），佐々木毅

（東京大学），川人貞史（東北大学）．真渕勝（京都大学）、加藤淳子（東京大

学）， 河野勝（冑山学院大学），田中愛治（早稲田大学）．川島康子（［国立環境

研究所），佐藤英夫（筑波大学，故人），ピーター・カッツェンスタイン（コ

ーネル大学），スーザン ・ファー（ハーバード大学）， フランク・シュワルツ

（ハーバード大学） • T J. ペンペル（ワシントン大学）・ ロバート ・ペッカネン

（ハーバード大学）その他多くの優れた先生方、先輩方からは様々なご教

示，ご批判，知的刺激を賜わった。これらなしには こうした共同研究は生

まれなかった。また，筑荻大学における諸先輩，特に進藤榮ー，中村紀ー，

波多野澄雄の諸先生，そして多くの仲間から得た刺激にも感謝したい。特に

素晴らしい研究環境時間スペースと研究資金を提供してくださった大学

当局にも心から感謝する。

厳しい出版情勢の中で，本暑を含む『現代世界の市民社会・利益団体』研

究叢書を公刊できるのは木鐸社の英断による。とりわけ，二0年余に亙り，

編者の研究を激励して頂いている編集者の坂口節子氏に心から感謝したい。

最後に私事ながら，編者の家族にも感謝したい。妻若子．長女梓，長男

馨次女遥に心から感謝する。頑固で，仕事中毒で，あまりできの良くない

夫父親であるが，彼らなしにはいかなるしつかりした体系的な経験研究

も生まれなかった。
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なお，これまで得た助成金．補助金は以ドの通りである。審査委員事

務局など関係各位に心から感謝申し上げる。日本でも' [H: 昇的な実訊［調査が

可能となったのはこうした資金援助のお陰である。

補助金リスト

「団休の基礎構造に関する調査」 (JIGS)および「地球環境政策ネットワーク

(GEPON)研究に関して得た研究助成見金の一覧

文部省科学研究費補助金且盤研究 (A) (1) (07302007) 「日米独韓にお

ける環境政策ネットワークの比較政治学的実証［分析」 (1995-1997) 

文部省国際学術研究（共同研究） (09図4020) 「日米独韓における環境政

策ネットワークの比較政治学的実証．分析」 (1997-1999) 

・ 筑波大学学内プロジェクト補助金S(1997 -2000) 「世界における地球環

境政策ネットワークの比較政治学的実~iill: 分析」

筑波大学学内プロジェクト補助金A(2000 -2003) 「世界における地球閤

境政策ネットワークの比較政治学的実証分析」

文部省科学研究費補助金基盤研究 (A) (1) (12372001) 「現代中国を中

心とした利益団体および市民社会組織の比較実証［的研究」 (2000-2003) 

文部省科学研究費補助金甚盤研究 (A) (l) (10302002) 「米欧アジア主

要田家における地球環境政策ネットワークに関する比較政治学的実証分

札『」 (2000-2001) 

サントリー文化財団助成金 (19~-98年度）「現代日本およびフランスの

政治構造・政治過程に関する研究」

・ サントリー文化財団助成金 (2000-2001年度）「異なる連立政権の形成と

そのインパクト」

松下国際財団助成金 (1998-2000年度）「米欧アジア主要田家における地

球環境政策に対する情報ネットワーク分析およびキーパーソンの認知に

関する

この他筑波大学 TARA(先端学際研究センター）のプロジェクト（進藤

からも様々な援助をえた。
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第 I部

溝人



第 1章

序論：本書のモデル・構成・見方

辻中

ここでは市民社会組織、利益団体という本書の対象に関する概

念と関連用語を定義するとともに社会過程，政治過程，政策過程

（そして全体としての政治体制）からなる 3層モデルを分析枠組みと

して提示する。新間での用語の頻出度を手がかりに現在の団体状

祝配1箇に関して，急速に進む多元主義化，メディア多元主義，既成

生症者団体支配モデルの 3つの見方、また団体R活動に関して，上

からの動員か，下からの働きかけかという力向に関する見方，そし

て，市民社会団体世界における亀裂は何か，団体世界のグループ

化はできるか， といった本雷の分析を導く、複数の見方群を

起として示す。
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はじめに

「利益集団って何ですか？」

「利益団体とはどう違うのですか？」

［市民社会組織とは何を指すのですか？」

「私達『団体』とか『組合』に属していない『普通の人』には関係ない

んじゃないですか？」

日本ではよく聞かれる質間である。そして欧米ではあまり間かれること

のない質間である。政治学関連の諸学会においても事情がそう変わるわけで

はない。例えば， 日本政治学会名簿 (1999年版）によれば．政治集団論を専

門とする研究者はわずか 5名，政治運動論で 7名．現代社会論で14名に過ぎ

ないのだから，それも肯けるところである。

しかし，集団はいうまでもなく重要である。村松岐夫がいうように「圧力

団体は政治の実質的部分であるから．その活動の様々なシーンを闘別的に

記述するだけで生き生きとしていて面白い」（村松・伊藤・辻中 1986: l) 

のである。集団と政策決定の絡み合い，決定の背後にある諸集団，そうした

集団の利害・理念集団組織の内部の闘争，集団と集団の権力を求めての競

合，集団と政党の関係，集団と行政組織の関係．メディアと集団など，すべ

て，現代政治，政治の現在に関心を持つ者にとって， これほど興味のあるも

のはない。現実に挑む健全なジャーナリスティックな精神にとって，「集団こ

そがすべて」 (Bentley1908, 邦訳 19団）かもしれない。

後に詳しく述べることになる（第12章歴史的形成）が，時代とともに集団

現象はあるし，集団とともに時代が移ろうのである。日本において集団が噴

出したいくつかの時期は， 1920年代， l団5,-.....,55年頃， Lffi5______,75年頃そして

1980年代後半以後である。そしてこの時期は政治社会体制の形成，変容や

変質化の時期であった。時代（政治社会体制）と集団がどう関係するのかと

いうのは最も重要で大きな間いかけであり，それは私たちの現在と未来を

問うものでもある。

興味深いことに（次の第 1章で述べることになる），政治学者はこの集団噴

出を追いかけるように政治分析を行い， 日本の政治仕会休制を理論化し，モ
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デル化していったのである。

「では，集団分析，団体分析，市民社会分析とは何でしょうか？」

この問いには「現代政治・社会での，気象研究のようなもの，地殻研究の

ようなものですよ」と答えておくことにしよう。

今日の天気について具体的に述べることは難しいけれど，この10年の， 1年

の，季節の，傾向を示すこと，いわば気象構造を示すことはできる。同様に，

いつ地震が生じるかは予想できないが，地震の起こる大きなマクロ・プレー

ト・メカニズム，地殻構造を示すことはできる。何時どこでどの程度の雨が

降るかいつどこでどの程度の地震が発生するかを完全に予測することは

できない。しかしながら， 日々の天候を規定する気象構造や地震の発生を規

定する地殻構造の調査を積み重ねることで，それらが発生する時間的・空間

的・規模的範囲や条件を科学的に特定することができる。

政治現象も同じである。ある政治現象を完全に予測することはできない。

しかしそれは必ずある枠組みの規定する範囲の中で発生しているはずであ

る。中・長期的な政治の構造を集団を分析することである政治現象が発

る範囲を特定することが可能になるのではないか。一期ー会的に発生し

ているように見える政治現象のあり方を規定する政治社会構造の地図メカ

ニズム，条件を示そうというのが、私たちの研究なのである。

集団利益集団利益団体市民社会市民社会組織を分析する本書を始

めるにあたって， 3つの点でこうした研究は意味があると述べておきたい。

第 1に，集団，利益集団利益団体はそれが政治を実際に動かしている

がゆえに重要な研究対象なのである。そうしたものに属していないと考えて

いる多くの人々も，知らず知らずにそれに属している場合も多い。また言う

までもないが，そうしてなされた政治決定の帰結は全ての人に及ぶのであ

る。現代では政治から遥れることができないように利益集団や利益団体か

ら逃れることはできない。

第 2に本章で後に述べるように利益団休と市民社会組織は，実際上は

ほぼ同じ対象を指している。こうした組織は仮にそうしたものと無縁に生
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きている人でも一度政治に関わろう．公共政策に影響を及ぼそう，砦の間

題を皆で考え．それを「公」に決めたいと考える闘形成せざるをえない組

織なのである。いわば普通の人々が公共件を志向する時．市民社会組織は必

然となるのである。

第 3に，社会と政治の大きな転換期にあって私たちは一瞬一瞬の政治

決定や事件だけでなく、それらを生み出す構造を知りたいと思うし，知るこ

とが重要である。そうした社会と政治の関係構造こそ．集団利益集団利

益団体．市民社会市民社会組織を分析することから岬解されるのである。

私たちはこれから示す図のように. 3層構造で，社会と政治の関係を考

えている。そして私たちはそれを「団体の甚礎構造に関する調査 (JIGS)」

によって，ほぼ3層を貫く形で代表的な団体サンプルをランダムに取り出し，

分析したのである。共通のフレームを用いて， この調査を 4カ国で行った

(1997~2000) し，現在それを中国 (2001~)などに拡張しつつある。

日本の社会過程について、 メゾレベルの政治過程について，マクロレベル

の政治体制について，瀾査結果に基づいて，調査時点での構沿的な配歯， い

わば気象や地殻の構造配置にあたるものを示すようにしたい。従って トッ

プレペルの政策決定過程については少ししか触れない。それらは事例研

究や参与観察の情報を加えて分析すべき諜題であるからである。

政治社会構造の基本として，集団（人々の集団化，その関係）構造と制度

（人々を律する規範，ルール）構造，文化（内面化された行動様式，理念）構

造などが考えられるが，本研究では，そのうち集団の政治・社＿会的な配懺構

アクターとの相互作用を中心に分析することにする。例えば，現在の政

策決定を理解するための条件としては， これらを総合して考えずに理解する

ことは困難てある。制度論だけでも文化論だけでも難しい。私たちは，集団

構造から， 日本政治の構造とその世界での位箇づけ，中長期的な構造の変化

を示したいと思う。

まず，私たちのモデルを説明しよう。

1 本書のモデルと定義

本書では政治と社会の構造を，石田 (l992)の着想を借りて， 3層構造の
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システムとして捉えている（図 1-l)。このシステムをなす円錐を，上中下

と3段に分け，下から社会過程，上 2段を政治過程，最上部を政策決定過程

と呼ぼう。 3層に重なる形で政策決定過程レベル，政治過程レベル，政治

体制レベルという 3つのレベルも考えられる。これは前者が後者に含まれる

形であるので同し円状の入れ子をなすと見てもよい。

この概念図には石田の原図にはない．いくつかの政治システムの機能も

付け加えてある。社会過程から、政治過程へ，そして政策決定過程へと向か

う矢印は，いわば，政治システムの入力機能に相当する。つまり，様々な要

求支持批判関し．無関心．そ してそれらにともなうカネ，情報，モノ

（様々な財）の動きである。上部から下部に向かう外側に描いた矢印は，逆に

政治システムから社会方向へ流れる政策 ・政治出力である。

さらに円錐の外固を回るように描かれた 2つのラインは，システム的見

方だけでなく，制度論的な見方文化論的な見方も書き入れたものである。

つまり，政策決定過程，政治過程社会過程．それらを含みこむ政治体制の

どのレベルでもまたレペル横断的にもゲームのルールがそれらを規定し

図1-1 「権力の3層モデル」のシステム
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ているし．文化的な要因もそれらに影響を与えているという点を示している。

残念ながら，入カ・出力だけでなく、 フィー トバックにあたる作用もある

が省略した。同様に，他の国々や匝翡祭機関とのインターナショナルな関係や

国境を越えたトランズナシ ョナルな閃係も． 図を複雑にしすぎるので省略し

てある。

この模式図は， ライト・ ミルズ（邦訳 lS69)のパワー・エリートモデルを

初彿とさせる。また，これを水平に附きなおせばイーストン（片岡監訳

1980)やアーモンド (Almondand Powel 19%)の政治システムモデルや構造

機能分析モデルと相似の図式となる。上下を逆転させれば漏斗状になるが．

これもノークたちの政策ネットワーク ヘの参与図式 (Knoke,Pappi, Broad-

bent, Tsujinaka 19% : 25)や投票行動諭（三宅 l989:37)での況明図式に類

似する。つまり ．この図示はある意味であり ふれたものであり．普通，政治

と社会の全構造と全過程を包括的に捉えようとする時．用いられるものと考

えてよい。

私たちのモデルの特長は，モデルの形態そのものよりもそれに甚づいて

市民社会の組織．利益団体を理論的に位置づけること．そしてこのモデルと

その位置づけに基づいて．実院に数ヵ国に跨る実証的な研究のためのサンプ

リングを体系的に行ったことにある。

1 -1 市民社会組織

社会には無数といってよいほど，集団が存在する。恒常的なもの，一時

的なもの，事務所や従業者を雇用する組織のあるもの，そうでないもの，私

的なもの，公的なもの，営利性のあるものないもの、― ...そこには無限の

分類と形態が存在するだろ う。 それらを完全にとらえることは， 一瞬であれ

世界の時間を止めても，不可能かもしれない。そして， これらの中には私た

ちの研究対象とななるものとならないものが存在する。

群集なとのように永続目がないかもしくは存在時間の短いものや，男性・

女性茨城県人，外国人労働者といった様々な分類による集合ではあるが相

互関係のほとんどないものは社会集団と呼ばないことが多いし， 私たちも

それを分析対象外にしよう。さらに，家放親放 レストランの常連客，バ

ントやサークルの仲間のような純粋に私的な集団はある意味で社会集団て
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図1-2 「権力の 3層モデル」と市民社会組織・利益団体
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あるが，これも私たちの対象とはならない。

では次に私たちが対象とする市民社会組織や利益団体を模式図に加えて

みよう（図 1-2)。

私たちが対象とするのは市民社会組織である （市民社会の活動体や団

体といってもよいが本研究で用いる分類の市民団体と紛らわしいので， こ. . . . . . . . . . . 
こでは市民社会組織とする）。第 1の条件はそれは外部から把握できる程度. . . . . . . . . . 
の，一定の継続性．恒常性をもった集団であり，活動体であることである。

いわば図のaの状態の社会集団組織である。ただ現実的にはこのaの状態に

とどまる集団は少ない。 aの状態の集団は社会の中に存在するのであるか

ら， 他の集団組織の存在．また「政治」の存在を自然に意識していくであろ

う。 また，他と共通するもの．広く 「公共性」とは何かを意識していくであ

ろう。従ってほぼすべての社会集団組織はいわばbの状態として政治的

意識の潜在的な状態として存在する。この政治や公共性への意識を自覚した

状態が Cである。公共性への意識 これが市民社会組織の第2の条件である。. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
社会集団が．単なる私的利益や私的関係でなく．公共性をなんらかの形で



22 

意識し自らを組織したとき市民社会組織 (b. cの状態）と考えてよいだ

ろう（後述第10草の Putnam1993の議論参照）。公共性を意識した市民の組織

が 市民社会組織である。ここでの公共ヽI・'.トは大変広し）、意味てあって現実に

は何らかの組織を有する集団は市民社会組織であることが多い。

ただ私たちは．営利企業営利企業に準じた民間（私立）の病院 ・学校.......... ......... 
宗教組織としての教会 ・奇院は社会集団として扱い．市民社会組織の対象. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
から外した。構成員に報酬を与える組織は営利企業に準じた組織とした。教
． ．．．． ． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

会 ・寺I院は， 家族親放などのような純粋に私的な組織に雄じた組織とみな
．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
した。 しかし．これらが下記の意味で利益集団化する可能収「は否定できない。

また公共性を急識する集団 ・組織であ っても国家 （中央政府地方政府
．．．．．．．．．．．．．  

国 ・公営企業固公立の学校，病院）そして国家栢力追求組詭（政党）に属........ 
するものは外した。

市民社会組織は．例えば．市民社会論を復権させた 1人であるダイアモン

ド(Diamond19図防）によれば， 「市民社会（組織）」として次の 7種類が

あるという。ちなみに「市民社会は自発的 自己生庄的．自己支持的，国家

から自律的でなんらかの法もしくは共有化された規約によって規制された

組織的な社会領域である」 (ibid.208) と定義する彼にとっては結社＝市

民社会である。

(P)経済組織（製造業 ・商業の業界団体とネットワーク）

但）文化組織（集団的な権利 ・価値• 主義 ・信念 ・依徴を擁護する宗教，

民族共同体などの組織）

(r)楕報・敦育組織（利益を求めてであれそうでないものであれ、公共

的な知識 ・理念 ・ニュース ・情報を生み出し広めることに専心

する組織）

(s)利益甚盤型組織（労慟者，退役軍人，年金受領者，専門家なと， メン

バー間の共通する眺能的もしくは物質的な利益を促進，防衛す

るための組織）

(t)間発組織（地域の社会資本，制度，生活の質の向上のために個々人の

リソースを結合する組織）

(u)争点志向組織（環境保護，女性の権利土地改良，消費者保護等のた
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めの運動）

(v)市民政治組織（無党派方式で，政治システムの改良，人権のモニタリ

ング．有権者敦育と動員世論観察，反政治腐敗運動などを通

じた政治システムの民主化を追求する組織）

市民社会（組織，以下省略）もその射程は極めて広く，彼自身「社会その

もの」とは異なるが，それに匹敵する広がりをもっていると考えているので

ある。

しかし，ダイアモンドによれば上記「市民社会」には4つの共通点があ

る。

(1)市民社会は個人的・私的目的ではなく公共的 public目的を目指している。

(2)市民社会は国家と関係するが．国家の正式の権力や官職を得ることは目的

としない。

(3)市民社会は多元主義と多様性を含むものである。

(4)市民社会のいかなる集団も部分的である。

それゆえ？「市民社会」は国家とも社会とも同じでないし，政治社会（政

党）とも区別される。

1 -2 利益団体

図l-2によりながら先の説明を続けると， bの状態の市民社会組織は，何

らかの形で公共性や国家や多元主義を意識しながら、多様な形で，社会過程

においてその活動を遂行している。当然政治や政策が．市民社会組織の関

心となり政治レベルでの利益（私的レベルでない）が意識され，政策関心

が生じる。図の Cの状態である。それを利益集団化の間始と考えてもよい。

利益集団については特殊な自□利益中心の集団と捉える定義や一般通念
も存在するが，公共的利益 (publicinterest). 公共的な利益集団 (publicinterest 

group)といった用語から理解されるように多様なものを含みうるものであ

る。

政治・政策関心を有した市民社会組織＝利益団休b.cは，政治過程に参入

するか，もしくは政治過程に動員される可能性が高い。 d,e, fはそう

した活動に従事している利益団体を示している。

例えば、様々な公共的利益の実現のための啓蒙活動や生活や権利を防衛す
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るための活動．行政のもたらす補助金や［信忍可を煎得するための活動を利

益団休は行うのである。集会を間いた り．絣間やテ レヒなとマスメディアに

，情報を提供することもあるだろう。その過程で与党や野党の諸政党に， 行

政の各部局に、いわゆる有力者に接触したり，桔報を流 したり，稀にはデモ

や座り込みのようなことを行ったりすることもあるたろう。

そうした利益団（木としての行動はより実監的な法案や規則の作成への関

与法案の胆家を作成したりする諮問機関への祖議参加．筍年の政府や地方

自治（木の予算編成への関与とし＼った形をとることもある。公式 非公式の様

々なチャンネルが用いられる。 g,h. iで示される利益団（木の活動は．こう

したレベルの団休活動を示している。

clから iまでの様々な団体活動は自発的になされる場合も政党や行

政機関の リーダーシップが関係する場合もあるだろう。いわゆる動員という

側面もありうる。
．．．．．亀. . . . . . . . . . . . . 

私たちの定義では政治 ・政策閲心を有した市民社会組織が利益団体であ

る。 この定筏と先の公共性を意識した組織としての市民社会組織の定義とは

本質的に異なるものではない。 本研究では後述（第 3箪） のように調沓し

た組織のほぼ100%が政第関心をもっており，市民社会組織と利益団（本は実. . . . . . . 
態的にはほぼ同義と考えても差し支えない。社会過杵での存在形態が，市民

社会組織 (b.c)でありそれが政治過程，政第過程に参入すると利益団体

(cl, e, f, g, h, i) となるのである。ただその境目は曖味である。 この両

者を指して． 一般に使われる用冶を使って、 「団体」と略称する ことが多い。

普通にいう団体（団体 ・組合） とは， 市民社会組織であり．利益団体のこと

である。

市民社会組織でないもの，すでに触れた私たちの定義では，営利企業．そ

れに準じた民間の学校，病院など，そして宗教活動組織としての教会 ・寺院

なども，利益集団化する。政治 ・政策閉心を有し，それへの働きかけも行う

ことはいうまでもない。 加えて，田家の下位部分．つまり．官庁の都局も地

方自治体も， 公営企業も国公立の学校・ 病院ももちろんそうした活動を行う。

つまり，利益集団という概念はずっと広いものである。本讃での私たちの射

程を超えるが，利益集団についても，触れておこう。
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1 -3 利益集団

利益集団には国家と社会の実賃をなす全ての媒体（集団組織個人）

が含まれる可能性を持つ（辻中 1988)。それは人々を選挙に動員し，代表過

程に影薯を与え，人々に様々な参加の機会を与え，様々な情報を伝達・流布

し，政策形成や執行に影響を与え， 自らに有利な情報，意見を反映させよう

とする。 BaumgartnerとLeechによれば「その活勁の多様さ，その含意の余

りの豊かさゆえに，集団は体系的に研究するには最も困難な集合である。し

かし，その幅広さ故に，政治学者は集団に閏いを寄せなければならない。集

団利益は実際の政治の括礎であり，利益集団は政治研究の基本でなければな

らない」 (1998: 188)。それゆえに，利益集団は複雑である。

利益集団という概念にはあまりに多様なものが詰め込まれている。アメリ

力において利益集団で用いられる定義には先の BaumgartnerとLeechによれ

ば次の10種類がある (1998: 29) という。

(a)人口の内の社会的・人口統計学的な分類。例えば農民や女性．黒人。

(b)会員制の組織。会員団体。結社。

(c)信念， アイデンテイティ．利害を共通する人々の集合。

(d)社会運動。

(e)立法府に登録されたロピイスト（米国の制度）。

(f)政治活動委員会（米国の制度）。

(g)規則作成ないし立法のための公聴会参加者。利害関係人。

(h)企業や政府の諸機関を含む全ての制度。

(i)組織や制度機関からなる連合体。

(j)政治的な企業家やロピイストとして活動する目立った個人。

ここには大規模ではあるが単なる人間の分類としての集団(a)から政治，

特に議員や政府機関との交渉を専門的な職業とするロビイスト(e)(j)まで，捉

えどころのない信念の共有集団(c)から明確な規約と成員規則を有した組織の

連合体(i)まで政府の外にある社会運動(d)から政府の下位機関(h)まで多様な

ものが雑多に存在している。

しかし， ここにも 1, 点だけ共通点が存在する。ここに述べられた全ての集
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団は．公真餃富．政治決定・執行権力との閃辿でここに登場しているのであ

る。つまり．広い意味での政治への関心である。利益棋団とは政治に関心

を持った国家と社会に存在する全ての集団のことである。それゆえ利益集団

の研究は全政治社会システムを対象とした壮大なものとならさるをえない。

私たちは利益集団を対象として木調杏や研究を遂行することは困難と判断し

た。木研究は利益集団研究の一部をなす市民社会組訛と利益団体の研究で

ある。

1 -4 圧力団体・ロビー・ロビイスト

今まで触れてきた市民社会組織利益且I(本．利益集団は日本語では新

間などで用いられる一般的な用語になっていない。後褐の表 l-l. 表 l-3 

はそのことを示している。しかし．表 1-3に示されるように圧力団体，口

ビー．ロビイストは違う。後の二者は主としてアメリカや国際政治での用語

として圧力団休は日木を含めて悩通の用語として使われている。それゆえ，

私たちの定義との関係を述ぺる必要かあるだろう。

簡単にいえば政治過程や政策過程において，その戦術や存在感ゆえに．

非常に顕著な目立った利益集団が．圧力団（本と呼ばれるといえるだろう。そ

れは私たちの定鞍した意味での利益団体の場合もあるし．そうでなく．特定

の営利企業（例 NIT. 東京電力. IBM. GM)やある特定の業界（建設業

の企業群，特定郵便局の集団）．特定の政府下位組織（経済性業省や国土建設

省の特定の部局）や地方自治休（東京都．茨城県，つくば市など自治体），大

学や病院などがそれにあたる場合もある。これは利益集団と同様に無数に

あり ，範囲も相当広いが利益集団ほどでない。圧力団体は．政策決定の側

から．それに関与するものとして把梶することが可能である。事例研究とし

て特定の政策決定を取り上げれば．そこでは関連する圧力団体の把握が必

要であり，また完全ではないが可能である。私たちが．別のプロジェクト

(GEPON)で行った政策ネットワーク研究ではいわばこうした圧力団体

全てと政策決定機構の機関が，重要関連アクターとして把握され．分析され

たのである（辻中ほか 1999)。圧力団体は政策の内容．事例ごとに異なり，

一般的な圧力団休という実体があるわけてはない。その把握には上記のよう

な別のアプローチを必要とするのである。このアプローチと私たちのアプロ
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ーチは補完的であり，私たちも並行して遂行している。

同様に， ロビー， ロビイストも把握することができる。ロピーと圧力団体

はほぼ同義である。ロビイストは，その専門的人的側而である。米国では，

ロビイスト（代理人）．ロビー（代理機関）の登録（外国ロピーは司法省，国

内ロビーは議会）が制度として確立している（辻中 1988)。ただ， 日本では，

圧力団体や有力仲介者といった漠然たる意味で使われており研究用語とし

ては適当でない。

2 本研究の調査対象，関連研究の調杏対象とモデル

私たちは上記のモデルにそって現実を把握しようとした。そのために

は市民社会組織と利益団体に関して，包括的かつなるべく代表性の高い信

頼性と妥当性のあるサンプルを得る必要がある。本調査では電話帳を用い

て， ランダムサンプリングによってそれを解決しようとした。私たちが，な

ぜそうした組織を実際の調査対象にしたか．その詳細．その研究上の意義に

ついては次の章に譲ることにする。ここでは本書のモデルにおいてどのよ

うな領域を対象にしたか．図示しておく（図 1-3)。

この「団体基礎構造調査」以外にも，いくつかの調査を併用し．その成果

を吸収するか参考にしている。特に．市民社会組織や利益団体の統計的な

側面に関しては非営利団体比較統計調査(D)を用いた。日本の政策過程の構

造に関しては政策過程構造調査アクター間のネットワーク関係について

は比較地球環境政策ネットワーク調査 (GEPON)の分析を参考にしたが，

本研究でそれらのデータを直接には用いていない (GEPON関係は別のシリ

ーズを予定している）。こうした複数の調査を行い．分析することで，今後、

市民社会や利益団体と政治過程の関係構造をより一層立体的に捉えうると

考えられる（図 l-4)。

3 本書のねらい

私たちの本書での狙いは日本の市民社会組織．つまり国家と企業と家族（そ

れらに準ずるもの）を除く，その他全ての， まさに生の市民社会の集団構造

を，できるだけ包括的に．漏れのなl,)ように捉え．その構造を明らかにする

ことである。
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この課題を達成するために，具体的には以下の 3点の分析を行う。

①市民社会と利益集団に対する調査が如何にして可能か，つまり市民社会組

織と利益団体に注目し，それをいかに操作化するか，その調査方法を示す

こと。

②日本の政治過程と利益団体（市民社会組織）の相互関係を，政治過程の主

要登場アクターごとに明らかにすること。

③日韓米独の4カ国 もしくは日米韓の 3カ国の調査結果の比較の中で，基

本的な相違・相似点を明らかにし， 日本の市民社会組織，利益団体の国際

的な位置づけに関する仮説を提示すること。

以上である。

ここで「明らかにする」と述べたのはデータ自体の体系的な紹介，
―ゞ

丁ー

タと現実の記述分類そして分析である。デュヴェルジェ (1%4,邦訳 1%9

316)のいう経験的研究の基本形態として，記述，分類を行うことであり，

さらに Ringら (King,Keohane, Verba 19叫）のいう記述的推論を行い，経験

的なパターンを発見しようと試みる。

本巻では因果関係分析（説明，因果的推論）を慎んでおり基本的に行わな

い。それは次巻から始まる 米国 ドイツそして中国と日本の各2カ国

比較， さらに最終巻での 5カ国比鮫の諜題となる。

「構造」という言葉も曖昧であるが｀イーストン（邦訳 1998: 85) によれ

ば， 「構造とは秩序」であり，彼は観察可能な低次の「構造とは 1つの客体

の各部分間または諸客体間の相対的に安定的な関係にかかわる経験的で記述

可能な属性のこと」とし，カテゴリーによる集合体（民族集団や階級），政党

や広義の利益団体（政治・社会組織，共同体組織，組織エリート，階級エリ

ート，軍事組織）の政治的役割をあげる（辻中 1993:序論）。

構造は，安定しているが可変的でもあり，政治「分析の中心間題」である。

「なぜそれら（政党や利益集団体制構造のような個々の部分構造）は現に

今とっているような形態をとっているのかJ(イーストン 1998: 8) を明ら

かにするためには必要な変数なのである。現代日本の政治と社会の構追を示

すという課題にとって，本書の方法は 1つの接近方向を示すものであると考

えている。
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4 検証されるべき日本政治・社会構造への見方

さて．木研究は利益其団化する可能刊のある社会止団においても企業

および企業に叫ずるもの．家放およびそれに叫ずる私的集団敦会など宗教

組織を除外しており田家およびその下杓機構・ 組織も除外している。さら

に政党・ 議会なども市民社会組織利益団（木との関係て扱っている。い

わば，他の研究同様部分的な研究であることを免れるものてはない。

それゆえ．検証されるぺき見方として. El木の政治休制や政第形成過程の

モテルが多元主義であるのか．ネオ・コーポラティズムてあるのか．エリ

ート主義的であるのかまた〖皆級闘争的であるのかといった（村松 ・伊藤 ・

辻中 2001). マクロなまたミク ロな見方を歯接提示するものではない。た

だこうした見方にどう答えるかは，＇常に念頭に齢かれているし． どの方向

をベクトルとしてとっているのかについても敏感である。つまり私たちが

明らかにする市民社会と利益団（本の構造は、 とのモデルにより適合的かとい

う問題であるc

もう少し具体的に考えるために．政治現象の表層を．新聞用甜とい う観点

から観察してみよう。ここでは朝日新間の例を示したか，読売新間でも検

団体名

与党

野党

利益媒rn
利益団体
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市民団体
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〇ピイスト

労慟糾合
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業界団体

消費者団（本
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討しており差異はみられるものの傾向自体は極めて相似している。

この分析はいわば新聞での言葉の頻度から見る日本の市民社会 ・利益団

体構造のイメージを見たものである。 1994年に第 2次圧力団体調査（後掲．

第2章）が遂行されたが，その際，調査した100組織（全国団体）に相互の一

般的影響力を聞いている。その上位50位（実〖祭には同数の評価点のため55

位）の評価点と新聞での記事登場数 (1991年から1995年の朝日，読売，毎日

の合計）との間の相関係数は， 0.8325と柑当高いものであった。

影響力の評価点自体をどう考えるか，実際の影讐カ・権力との関係はそれ

自体研究上の大きな論点である。またメディア多元主義という理論的見地

嘩島 1990) からはメディアは構造的なバイアスを持っており，いわばそ

れが媒介することで多元主義を推進する機能を果たす可能性があるから，そ

の点にも留意する必要がある。ただ こうした評判法で間いた結果が，いわ

ゆる政治・社会のイメージを形成していること自体は言うまでもない。この

推論の延長上に 表 l-1と表 1-2をみると，次のような見方が浮上する。

表 1-1の一般用語の頻度推移からは，財界，労働組合．農業団体・婦人団

体，消費者団体など既成団休組織の用語の頻出度は比較的安定しているが，

漸減傾向である。そして財界と労働組合がごく近年以外は相対的にみて多

使用頻度（朝日新間1987-2CXXl) 
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表1-2 利益団体に関係する固有名詞の
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かったことがわかる（官僚，与党野党は比較の目安として掲載）。他方で，

市民団休は数倍， NGOは20倍近くの伸び， NPOなどは 0から始まって400近

くに達している。ここでは市民関連の新しい語団体アドポカシーセクタ

-(説明は後辿第3章具体的には，分類上，市民団体と政治団体の合計）

の急速な進展が印象的である。

表l-2を見ていこ う。 これは具体的な団休固有名詞，主として全国的な団

体や下位団休を組織した連合組織に往目したものである。こうした組織自体

も相当数存在するから．この表はその一•例に過ぎないが，そうした限界を踏

まえた上でざっと傾向を観察してみよう。

ここでも，経済，労働中央団体は目立って多いが．その記事数は安定して

いるか漸減気味である。既成の市民 ・政治団休も漸減傾向である。 NGO.

NPOの代表格とされる団休も，外国のものを除いて記事数は少ないし，伸び

ていない。

こうした事実から日本の政治社会構造に対するいく つかの見方を考えるこ

とができる。

（ア）急速に進む多元主義化てある。一般凰冶での市民系のアドボカシー団体

セクターの伸ひは、現実をかなりの程度忠実に反映しているという見方であ

る。
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（イ）メディア多元主義である。実院はこれほどではないが．マスメディア

が，意図的かどうかはともかく祈しい傾向の． しかも日本の政治・社会にと

って必要とメディアの立場で考える団体集団を多く報道しているという仮

説である。一定のメディアによる増幅を考える立場である。

（ウ）既成生産者団体支配モデルである。これは表層のこうした報道の意義

は小さいと考える。依然として日本社会・政治では既存の団体が大きな役割

を果たしていると捉える見方である。具体的には経済，農業労働といっ

た生産に関連し，］員上団体を発達させたセクターの支配である。この位）の見

方はそうした団体の協調的な政策形成や社会統合を強調するコーポラティ

ズムヘ結びつく可能性もある。また．エリートモデルや，階級闘争モデルと

の関係も考えられる。

こうした複数の見方を念頭に置くことで．私たちは新しく登場しつつあ

る団体が． どういう傾向を有し． いかなるインパクトを既成の構造に年えて

いるかを政沿体制論的な文脈において苺察することが1-1J能になるだろう。

新聞記事への登場数を検討することから、し＼くつか見方の可能性を推察し

た。言うまでもなく． 言葉は言葉，言説であって．実休そのものではない。

しかし，一定程度実体を反映している場合もあるし．規範や岬念．文化の形

成と関係して実休を作る可能刊もある。表]-3の広辞苑での出現時期から
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表1-3 利益団体関連用語の『広辞苑』における出現時期

〇第版 (l9SS)

〇第二版 (l%9l

〇第二：．版 (l~l<_q ~))

〇第四版 (1991l 

〇第五版 (199<_q)

〇未だ出現していないもの

労働糾合｀財界・ 業界．協[ti]利し合. .f;lj椅

庄カ[t[/末ロヒイスト

NCO. 市民而動ロヒー (i-• ロヒイストIとし＼う表現て）

該‘りな し

NPO 

利益集団利益Irl f卜、 diL(活動ネ J トワーク（人間関
係を意味するものとしては木た(fー(rせず） 政策ネットワ

ーク

貞ざf.'.討 ij~ ;IU占 氾、辞苑j 各版 ([. ,;じ） C 冷者ii成。

は現実に団（木が登場して定祈してから．褐載されているようにも読めるの

で，新閉記事数は検討に伯する。

以下の他に日木の政治学の文脈では次の見力を外すことはできない。そ

れは市民社会組織や利益団休の政治との関係が自発的なものか動員され

たものかという問いである。日本ては次の 2つの見力が並存している。第

1は、上からの出力，市民付会への入力を聾視する．立場 すなわち国家論、

制度論的なアプローテでありもう 1つは， 卜からのベクトルを重視し．政

治過程を拙く 多元主義的アプローチである。このとちらがより妥当であるか

は政治過程のアクターと団休との閉係すなわち政党や行政と団体の関係

を分析する中で，検討していきたい。

最後に，木研究では日本の市民礼会利益団休世界における亀裂区分

線は何か，様々な市民社会の組織団体はいかにグルーピングできるかとい

う煩型学にも取り組みたい。団体の市民社会や政治過程での配樅の形は．エ

リート主義多元主羨コーポラティズム，階級闘争という諸モデルを考察

する点でも．示唆を与えるであろう。ここでも，新しい団体や分頷の位憎を，

これらの亀裂．区分線を考えることで，現在および将来への推察を行うこと

ができる。

5 本書の構成

木翡は， 4部構成てある。

この庁論を含む第 I部は，いわは総論にあたる。本叫の方糾特に調査ヵ

法の研究史上の意義を明らかにする。 主たる素材てある「団体の基礎構造調

査（略称JIGS)」の方法的紐義を検』する。そのために、 日本ての実証的な
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利益団体分析とその歴史現在を検討し，オく書の位置を確定する。

第 2章では現在利用できる範囲で4ヵ国比較データ を用いて日木の市

民社会組織，利益団体の位樅を概観する。どれほどの割合の団体が．政策に

関心をもち．政治過程での様々な活動， ロピイ ングをするのか，彼らはどの

程度、 自らの影薯）］を感じているのか。さらに彼らの判断する主要な政治・

社会アクターの影響力の分布はいかなるものか。これらの設問に対して． 日

本と韓米独の相似相違が示される。

続く，第rr部と第M部は，並列的な関係にある。第 I部のあとは第Il部

でも第1ll部でも．関心のある方に読者は進んでいただきたい。

第n部では JIGSデータを用いて，個々のアクターや政治領域ごとの検討

がなされる。団体分類ごとの大まかな横顔が示され．活動範囲（地域空間）

ごとの，団体の志向性の違いが示される。続いて政党関係 ・選挙行政関

係，ロビイング．そして新しい世界志向の団体がそれぞれ分析される。

第M部では本巻以後に展間していく比較分析を展望しつつ，韓米独や米

韓との比較の中で日本のデータの特徴が観察される。後に述ぺるような統合

空間モデルに埜づいて，l国家 ・制度化の方向と，社会からリソースの方向へ

の， 2側面から主として量的な側而に光をあてる。 そこから日本の利益団体

の条件が明らかになり．仮説が構想される。団体の歴史的な形成も，現在を

理解するのに不可欠であり他の国々と比べた日本の個性的パターンが抽出

される。

最後にrv部では． 日本の政治社会体制の中で団体世界はどのような全体的

構造を有しているのか，分類や種類．設立年ごとの位置の違いが明示され，

日本の市民社会組織、利益団休の亀裂．区分線が示される。

最後の結論は．上記4部の分析を要約すると共に 日本政治．利益団体政

治，市民社会への示唆を線める。



第2章

日本における利益団体研究と

JIGS調査の意義

辻中豊・森裕城

本研究ては， この第□章と第10章にわけて．理論的先行研究の検
討を行う。第2章では主要な日本での先行研究の成果と間題を確認

する。本書および「団体の加甚構造に関する調杏」 (JIGS)調査の特

長は市民社会全体の見取り図を描きつつ，社会過程，政治過程，

政策過程，そして政治体制を検討しようとした点にある。利益団体

の作業定義も比較調査に耐え得るものとして設定し，屯話娯を中心

とした母集団を決定する。
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はじめに

集団現象は時代とともに生れ．叶代は集［川の成にりしわオlる。様々な団（木が

歴史的に形成され．政治 ・ti公体制に影響を与え． また政治 ・社会体制とそ
の変化から団（木は影響を扱ふそれゆえ集団分析はそのII、Hしの（木制とその

変化に関心を持つ限り必製な什業である。『日木の圧力団（木』の編者．升味碓

之輔がプレッシュア ・グループスとし＼う「この流行冶を契機として これま

でと りあげられることのすく なかった． 政治（木制の内奥の社り明に光をあて、

そこのうごめくもののなかに 現代日木の政治過程のカラクリを易lj袂するこ

とを目的とする」（日木政治学会編 1%0: :-i) と辿べたように 政治学者が

健全なジャーナリスティックな精神をもって時代と格闘する限り，集団分析

は必要な作業である。

政治学者はこうした集団現象の波 (1図5----..55_ 1%5~75. l980後半以後。

後述第11章参照）に少し遅れて．その分析と理論化を行ってきた。 日本にお

いても偉大な広し＼意味での利益団休，市民社会組織研究（以下．団体研究

と略記） の先逹を私たちは持っ ている。重要なマクロ政治分析は，広義の集

団政治から研究を始めているし，その現代 ・現実岬解の着想の出発点はそこ

にあることが多い。なぜなら，時代の（木制． 体制の変化，変化の方向に関心

を持つ限り，現実を生で，集団のレベルで観察することが不可欠だからであ

る。

このことをまず， 日木の実証的政治分析を振り返っ て［作認し， 受け継ぐ伝

紘反省すべき点をし っかり Ii'(い忍する作業から始めたい。ついで，箪者逹

（『団休の星礎構造に関するi凋査』 JIGS)の方法と対象を1確定する。

1 日本における実証的利益団体研究の系譜

戦後日本の利益団体の研究は 1950年代に集中的になされている。それは

これまての日本の政治学界が誇りうる大きな業績の ＼つてある。

50年代の研究の背景となった日本の利益団体政治の現実， 多様な集団の噴

出現象をごく簡単に述べてみよう（辻中 1988: 35-38)。まず，それまで抑

圧されていた階級関係やそれに見づく政党の形成組織化か新憲怯によって

はじめて可能になった。そして，直応体から48"--49絆まで絨＜労働連動農
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民運動，その他様々な自立的な社会連動の興隆は，引き続いて社会党，護憲

的市民運動への結集をもたらす。急速な戦後復興，工業化とともに日本にお

いてはじめて階級関係と政党の発展白発的集団の噴出が始まったのである。

このような時期に同様に様々な形で噴出した集団・団体を分析した研究者た

ちの問題意識は， このような団休をいかに近代化（＝西洋化）し，西洋的な

意味での民主主義を確立するかというものであった。

丸山真男辻清明 (1950) に始まる研究は岡義武編『戦後日本の政治過

程』 (1953)から1930年の『日本の圧力団休』までの団体分析に結晶化した。

そこでは石田雄，田口富久沿升味準之輔，永井陽之助，阿利莫二，松下圭

ー，篠原一，小林直樹らの人々が多様な力強い論文を執筆した。とりわけ，

石田雄『現代組織論』 (1931). 松下圭一『現代日本の政治的構成』 (1932).

篠原一『現代の政治力学』(]932). 田口富久治『社会集団の政治機能』 (1939),

升味準之輔『現代日本の政治体制』 0939)などの書物が代表的な研究である。

ここでは①日本の政治過程や利益団体休系における本系列と別系列， 2系列

の存在の指摘，②日本の団休や政党における役割の代替性や役割構造の欠如

の発見③組織成立時点における既存集団の丸抱え構造の存在，および団体

内部における下駄預け的リーダーシップの存在や地位の政治の重要性．さら

に統制団体化の危険性．④団体の行政官僚制志向．政治家（議員）の従属性，

⑤諸団体の構成する政治過程を究極的に支配するものとしての高級官僚号 自

民党，財界の 3者による 3角同盟もしくは 3すくみ状況. 3頭制パワー・エ

リートの存在の指摘がなされた。以上のように50年代の研究はかなり明確な

モデルを結晶化させたのである。

しかし，そこでは体系的な比較という方法的手続きを欠き実証的な研究

も綿密ではあるが．対象に偏りが存在し．戦前と戦後の連続性の要素が強調

され，実証的基礎が弱いままに三頭制モデルというエリート主義的モデルを

提出したという点で近代主義的なエトスが存在した（大嶽 1979b. 1999)。

すなわち日本の政治の近代化にとって戦後噴出してきた圧力団体がどのよ

うな問題性を持ちどのように変えられるべきであるかという規範的問題意識

に先導されながら、実証的{i升究や埋論的まとめがなされていったように思わ

れる。

50年代に集中的に行われた）王力団休の研究は. (30年代の初めに保守と革新
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の配囲が雁定し．その中で戦後55q.:f木柑q以袖に形成された団（木の政党関係が

決定し固定化するにつれて．後続の研究を得ることなく終わる。おそらく，

もはや圧力団（木• 利益団（木が日木の近代化やその変革じ体とい う関心からは

重要なものではないように思われたからである。閲心は次なる近代化の主:-(本

と客（本を求めて地方自治休や市民匝動へと移っていった。

確かにその後 日木の利益団（木の多くは官僚制の管轄のラインに沿って秩

庁づけられ．官庁クライエンテリズムと呼ぶぺき団体と官庁そして関連議員

を中心とする共生関係が形成されていく。 70年伯後から台頭する族議員の拮

礎の形成である。とはいう ものの利益団（木の形成は 60年代に入って これ

までの生庄者団（木に加えて． 社会サーピスに関辿する諸団（本の増大． さらに

は75年頃から脱工業化的なアドポカシー団体も増えてくる。このような高度

成長期 ・同以後の団体の大増列L またそれによる利益集団政治の変容は．大

部分の政治学者の分析対象とならなかった。その間なされていたのは．内田

満 (1980, 1988), 中野実 (19図）なとを中心とする どちらかといえば学説史

的な利益集団の理論的検討であった。

この第2の集団化の波に対して正面か ら取り組む利益集団研究が復興した

のは， 70年代未に大忍秀夫か大企業の政治権力を．村松岐人が官僚制，圧力

団体の研究を実証的に開始したときからである。具体的研究としては大嶽

秀夫『現代日木の政治杯力紆済権力』 (1979),村松岐夫 『戦後日本の官僚制』

0 981). 村松岐夫・伊藤光利・辻中閤『戦後日本の圧力団体』 Ct986)などが

これに当たる。これらの研究に代表される研究群は， 日本の政策過程，政治

過程における団体の活動を学問的に正当に．それ自 体を事実に即して政治

的にではなく政治学的に評価することを指向するものであった。

彼らの研究の背後には、 1つの共通する詔識があった。それは 日本の政

治過程構造が高度成長期を経て保守 ・革祈資木宇義 ・社会主義の体制対立

では捉え切れない「新しい何か」に変質したというfi在信てある。大嶽は「自

由企業主義の世界」と表坦し，村松は「古い朽ち果てた坪論から、政治の実

賀の研究へ」と述べ．これらの研究を遂行することを通して政治学的リア

リズムの必要性を説いたのであるc

団体政治をリアリ スティックに学間的に止さりに記11{1tliするには．枯礎的梢

報の収集それ自体が重要になる。多くの研究者は． 巾例研究というアプロー



2 ! 化 「1本における利益団体研究と JIGS調介の意義 41 

チから，政策過程における団体の活動に焦点をあてた。政治過程における事
(1) 

例研究には特定の団体自休に焦点を合わせた組織事例研究と特定の政策決定
(2) 

に焦点を合わせた決定事例研究が存在する。後者の事例研究は，政策の決定

される決定的瞬間に焦点を合わせつつ、その現場でのアクター間の相互作用

とその帰結，すなわち過程の実質部分を描こうとするものであった。例えば

大嶽の研究は 日米繊維交渉．欠陥車問題における財界・業界の行動パター

ンを明らかにしている。

大嶽に代表される事例研究は． 日木の政策決定過程に団体が影響力を及ぼ

していること， しかしながらその影響力行使のあり方はエリートモデルや階

級政治が想定するような単純なものではなく．様々な方式があることを雄弁

に主張した。そして．日本においても圧力団体政治が確かに存在すること

それを研究することの重要性を多くの学者に認識させることにも成功した。

しかしながら，特定の事例や組織における団体の実態をどの程度まで一般化

できるかという点では限界があった。

この点を補完したのが質間紙に基づくサーベイによる団体研究であった。

代表的なものとして村松岐火の「官原調査 (1次， 2次）」（村松ほか 1981),

三宅一郎ほかの「エリートの平等観調査」（三宅ほか 1985),村松ほかの 屯廿

体調査 (1次： 2次）」（村松ほか 1986:辻中 1988;レヴァイ アサン 1998冬

臨増）がある。

2 『戦後日本の圧力団体』

サーベイに基づく妍究群の中でも利益団体・圧力団体政治そのものを正

面から分析したものが村松・伊藤・辻中 『戦後日本の圧力団体』 0986) で

あった。『戦後日本の圧力団体』は私たちの調査・研究の直接的な先行研究

であり私たちはこの研究から多くのことを継承している。またその一方で

この研究にも残された課迎があると考えている。 私たちの研究の位置と特色

を明確にするためにも本節ではやや詳細かつ網羅的に『戦後日本の圧力団
(3) 

体』の内容を紹介しておきたい。

2 -1 データと分析の視点

サーベイデータに依拠する研究を検討する場合はまずその調査対象がど
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のように選はれたかを押さえておく必使かある。『戦後日木の）／し力団休』の牡

色の 1つは調査対象団（木の選び方にある。団書が調舎対象としたのは，利

益団（木の中でも政治（特に中央の[II政レヘル）に対してf立極的な働きかけを

行う団休，すなわち圧力団（本である。（寸!(木抽出什業につllては次のように

要約されている。「ます，村松餃文か197b-----77年に実施した『官俯調杏』にお

いて各省月の関係団体として名袖をあけられた全[JI(木が調査対象団体の候補

となった。ついで『朝日年鑑』と『全［且各h田I(本名鑑』を利用して，新間の

政治ニュースに登場する団休名を拾い出した。さらに必すしも新間ニュ

スとなることは多くないが苫名な業界関係DI(木なとも追加した。こうして最

終的には約450のリストをつくった。回収字を約60% と勘定したため｀この栢~

度のゆとりのあるサンプル選択が必要であった。これら450の団休を政策領域

別（農業廿I{木，福祉団休経済団（瓜労働団（木，由民・政治団（瓜教育団体，

専門家団（木，行政関係団体）に分け，また他方で重要度別に分けて，有効サ

ンプルがバランスをもったものになるように努めた」（同祖： : 25)。

利益団体を定量的に扱う院には，一定の視角に見ついて調杏対象団（木に何

らかのグルーピングを胞さなけれはならなくなる。このグルーピングの仕方

にも．研究者の視点は反映される。調査対象となった団体は，必ずしも自ら

の団体を利益団休・圧力団体であると自覚しているわけてはない。このよう

な諸団体を，とのように他称すれはよl¥か。村松らは．団体分類と団体類型

という 2つの概念で団体をグルービングした。

団体分類とは，サンプリングの見礎となる団体のカテコリーで，専門家団

体，経済団休，農業団体，敦育団体，行政関係団体，協祉団休，労働団体，

市民・政治団体の 8分類か採用されている。-・-・方，［月休類邸とは．調査の結

果として発見されたグループ分けてあり，セクター団体（社会の経済的・職

業的な構成や分野を反映している市場的な団体），政策受益団体（政府の活動

にその存立が依行していたり，少なくとも政府の話動に密着して存立しえて

いる団休），（曲伯推進団休（その推進するイテオロキーや価仙休系が「休制」

や「政策休系」に深く根を下ろしていない団体）の 3つかある。

団休分類との関係ではセクター団休＝紆済［廿（木，専門家団体。政策受益

団体＝農業団仙教育団（木，行政閃係団体，協祉団体。価［い仙~且団休＝労働
団体，市民団休，政治団休，伶濯団（本となる。定義的にはセクター団体とさ
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れるべき農業団体や労働団休が別の頷型的特性を持っていたり， 1つの分

類が 2つの類型にまたがって存在するあたりに日本的特性が表れているとい

えるだろう。

団体政治の“論じ方＂という点でも特色かあらわれている。村松らは，

上記の調査データと団体のグルーピングに拮づき，団体政治の様々な局面を

切り取っていくのだが，基本的には 「政府一社会」という二元的構造を機軸

に据えて，①社会過程における団体の姿 ②社会と政府を結ぶルートの様式，

③政策決定における団休の影響力， という 3つの局面の解明に焦点が定めら

れている。『戦後日本の圧力団体』の視点は社会→政府という流れを前提と

したものであり，多元主義理論を全面的に援用した研究の典型であることが

わかる。

2 ~ 2 内容の検討

『戦後日本の圧力団体』 の各論を具体的に検討しよう。各論は，大きく分

けて 3つの論点（社会過程における団体．政治へのルート．影器力）から構

成されている。

(1) 社会過程における団体

村松らの前提とするところでは団体世界は本来的には自律的な存在であ

るという。しかしながら現代社会においては組織外からの援助なしでは存

続できない団体が多数存在するため．政治が必要とされる契機が生まれるの

であるという。日本の団体はどの程度自律的な存在であるのか。そして，

どのような団体が政治を必要としているのだろうか。

社会過程における団体の研究を担っているのは第 2章「団体の形成

そのサイクル」（辻中），第 3草「連合と対立 大企業労使体制」（伊藤）で

ある。辻中が担当する「団体の形成 そのサイクル」は『戦後日本の圧力

団体』の中で集計データを用いたllft―一の章であり．日本の団体状況がいかに

形成され，現在の政治過程配贈にどのような歴史的痕跡を残しているかを，

各種の年鑑をデータ源として団体世界の変化を量的かつマクロに捉えようと

している。議論は網羅的で様々な発見がなされているが．その主要なものを

記せば「団体形成の循環Jの発見がある。これは社会における団体の噴出

が，セクター団体→政策受益団休→価値推進団体という順に見られるという
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知見である。 この他政治体制変動や政府の政策と同I{木数との関連なども指

摘されている。

伊藤の担当する「連合と対立/―ー大企業労使（木制」 は．調査データを用い

て．団休の協；凋 ・対立を扱ったものである。社会過程における団（木は 他の

団（木とどのような関係にあるのだろうか。この課也を伊藤は、領域内の団体

間関係異なる領域に属する団（本間閃係. r貝上団（木と--・般団（木との関係に分
割して，その結果を詳細に報告している。議論は多岐にわたりここでその内

容を紹介できないが全（木として見る と， 9割の団（本は協力団休を持ってお り

その相手は同 じ領域内の団休である ことが多いという。 これに対して．対立

経験かある団休は4店りとさほと高くなし＼。多くの団体が対立経験なしに．政

治的目標を達成しているのである。対立の内訳を見るとその6割は領域内

の対立であり，領域間の対立よりも多いと報告されている。同章で伊藤は，

自律的過程である社会過程の団体の中で．バイアスが存在することを指摘す

る。 その 1つは．「大企業労使連合」と伊藤が呼ぶもので，このような団体群

が社会過朽）における団休世界で優伍な位箇を占めているとい う。一方で5局者

的団体も存在し，政府の援助を必要とする「分配志向団休」が数多く存在す

ることも確認している。

(2) 政治へのルー ト

『戦後日本の圧力団休』では団（本の話動は 2段階に分かれるとされている。

第 1段階は団体相互間の交炒てあり， そこで事態が解決しない場合団体は

政治制度（具（木的には政党と官僚制） に（動きかけるのである。この第 2段階

の部分を分析するのが．村松の担当した第4章「ロヒイ ングー一一党優位制

の枠組み」である。ここで村松は、「団体は活発に行政に働きかけ、主として

課長レペルでこれが受けとめられ，政策化されていく。しかし，政策化が進

行する過程では政椛党の役割が大きい。政椛党の影響力は次第に官僚制の

影響力を凌似するようになっていった」 (178頁）とい う抄論と，「競争力のあ

る野党とかなりの程度自立的な官僚間がある場合 優勢政党も柔軟であらざ

るをえな いのである」 (209頁） と いう独自の —一党優位制論を示し ， これらの

議論を下地としながら．データに見づいて政党 ー団体関係．行政ー団休関係

を（固別に検討した後「政党か行政か」という議扁を行っている。

政党一団体関係の議論でまず汀目されるのは村松が，政杭党だけでなく
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野党の影響力も重視している点である。そして，必ずしも自民党に距離の近

い団体（友好自民党議員自民党支持．自民党接触の 3変数で尺度化）だけ

が影響力を持っているわけではないことを指摘し． 自民党と距離の遠い団体

は野党に接触することを通して影善力を発揮しているのではないかと主張す

る。村松の議論でユニークなのは彼が野党（特に社会党）—団体関係が単

にイデオロギーの共通性で結ばれているのではなく，社会党に接触する団体

の少なからざるものがその野党としての地位に期待し，物質的利益を求めて

接触を試みているとしている点である。

団体一行政関係については公的関係（許認可，法規制，行政指導．補助

金供与）と積極的関与（協カ・支持，意見交換．審議会・諮間委員会への委

員派遣退職後のポスト提供）という 2つの尺度と影響力の関係を検討して

いる。公的関係積極的関与はともに行政への信頼．自民党支持という変数

と正の相関を示しているが，団体が認知する影饗））もしくは政策推進成功率

と正の相関を示すのは積極的関与度のみである。この点から村松は「自発的

な政治活動（ここでは行政に向けての政治活動）をする団体は報われている

のである」と指摘する。また，政策阻止成功率と積極的関与度には明確な相

関は見られない点や．公的関係度・積極的関与度が低い団体が「働きかけの

対象」として政党（ないし議会）を重視しているという点から，政策阻止と

いう点では「別系列」の団体が野党を通じてその影響力を発揮している可能

性があることを示唆している。

団体は「何か間題があったとき」政党と行政のどちらに慟きかけを行うの

であろうか。この点に関して村松は数量化理論且類による分析結果から．

次のような知見を導き出す。「いざというときに行政に依存したり行政に接

触しようとするのは自民党にも社会党にも接触をとることが少ないグルー

プである」 (207頁）。一方政党のみへの依存が高いのは「自民党支持が

『低』＜，行政への信頓も『低』＜． しかし社会党への接触頻度は『高い』」

(207頁）といったような特性を持つ団（木である。これらの団休群に対して，

行政にも政党にも関係するグループもあり自民党支持＝高．行政信頼＝

社会党支持＝低，予算要求度＝低（すなわち行政への依存度低）という特性

が見られると報告されている。

この章の分析・議論はやや拡散的で内容を使約することは容易ではないが．
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団（木と政治を結ぶルートには政策受益rn休が重視する「行政ネットワーク」，
労慟 ・市民・ 政治団叩心視する 「野党ネソトワークI.専門家 ・経済団休と

いったセクター［引休が聾視する「政権党ネットワーク」 の3つが存在するこ

とを全体として明らかにしているといえよう。

(3) 舵響力

第5単「影響力の構造」は団（わか政策形成やその執行においてどのよ

うな影響力を持っているかを分析している。影密力を測定することは必ずし

も容易な作巣ではないが村松らは次のような操作で 2種類の影響力を検出

する。 lつめは「主観的尺度］ で． 団（木指導者の自己謹価か ら影響力を数値

化したものである（；忍知された影欝力）。 2つめは「客観化された尺度」で，

団体が「政策実施 ・阻Lr.・ 修正に成功した経験があるかどうか」という設問
によって測定されている（成功した影響力）。

本章の主要部分は，次の 4つの仮説の紹介と検証てある。① 「組織リソー

ス仮説」（団体の影響力は 団体の自由になる組織的 リソースによ って決ま

る）， ② 「相互作用正統化仮況」（影響力は．政策エリートヘのアクセス、と

りわけ政策エリートとの相互作川によ って決まる）．③ 「バイアス構造化仮

説J(影響力は，団体の屈廿や活動によってではなく，政策エリートとの一・定

の安定した関係によって決まる）．④ 「f貞上団体統合化仮説」（影糊力は．団

体間の社会レベルでのヒエラルヒーと関係する）。内容の詳細をここでは紹

介しないが全体として②と④に適合する結果を発見している。この結果は，

日本の政策決定過程は多元：［義的なものかコーポラテ ィズム的なものかのど

ちらか（あるいはその折衷的性格）であり階級支配論者やパワーエリート

論者が想定するようなものではないという議論に連なっている。

この章の分析で興味深いのは．「認知された影饗力」と「成功した影響力」

の2変数を使用してみると，影聾力の認知は必ずしも実社会での影響力行使

の大きさと同じではないことがわかる点である。例えば，狭い領域で活動す

る団（本ほど政治的影響力を高く認知する傾向がある。 当然のこ とではあるが，

政策領域ごと．団体分類ことに影響力の感じられ方影響力行使の成否は大

きく異なってくるわけであり．影響力の分析をより現実政治に近い感覚で把

捏しようとすると調杏対象団体を 一•括して統計処岬することの問題性にぶ
つかる。
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『戦後日本の圧力団体』では最終的に個々の政策領域別，団体分類別に

まで立ち入って，影響力の分析がなされている。 そして， 影響力の自己認知

（量の観点） と，活動が政策実現の方向と阻止の方向のどち らを目指している

か（方向の観点）から，団体分類を大きく 3つに分別している。すなわち，

①実現型（政策実現が政策阻止を上回っている）＝教育 ・行政関係（影薯カ

の自己認知弥），農業 ・福祉（認知準強），経済（認知中），②両方型（政策実

現と政策阻止が同程度）＝専門家，③阻」上型（政策阻止が政策実現を上回っ

ている） ＝労働 ・市民 ・政治， というものである。

この 3つは，団体類型ときれいに重なるものではないが，大雑把に①狭い

政策領域で影薯力を自覚する政策受益団体（行政ネットワークと関連），②平

時は自立的で対立が生じたとき影薯力を行使するセクター団体（政権党ネッ

トワークと関連），③政策阻止の経験から影響力を自覚する価値推進団体（野

党ネットワークと関連）というように分別することができるとされている。

2 -3 小括： JIGSに連なる問題意識と課題

『戦後日本の圧力団休』 は．体系的なサーベイ調査に基づく日本で初の研

究書である。団体政治の捉え方からはじまって調査項目ワーディング

変数の操作知見の導き方等，様々な工夫が施されており，それらの多くは

我々の調査 ・研究においても継承されることとなった。しかしながら，同書

も 当然のことながらいく つかの課題を残している。 個々の論点については，

後の各章で論じること にして， ここでは大きくその課題をまとめておきたい。

第 1に，村松らは先述の通り，議論の一般化を狙ってサーベイ調査に着手

したのであるが調査団体の抽出はかなりの程度主観的に行われた側面があ

るので，彼らの議論にも一定のバイアスが生じていると思われる。彼らが調

査対象としたのはどの程度“圧力＂団体であったのか。また，その姿は

一般の利益団体とどのよう に相違しているのか。この部分が定かにならない

限り，『戦後日本の圧力団休』をどの範囲で一般化すればよいかは確定されな

しJo

第 2に，村松らの発見は 1980年（同日選挙以前）という時代的特性を多

分に反映している可能性がある。周知のとおり村松らが調査を遂行した時

期は保革伯仲期から自民党一党優位全盛期への過渡期でありそこで明ら
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かにされた団休の姿は長期的な観点からすれば逸脱型である可能性も否定

できなし＼。 また．村松らの日I(本政治の論じ方は 自民党ー党（斐位状況を前提

としたものであるので.93年以後の政治変動を考咆に人れた利益団体論が必

要となる。村松らの発見は 20年後の我々の調査でも再発見されるのだろう

か。

第3に．村松らの研究でも示唆されたことであるが，利益団体世界は単数

形として分析てきるほどにー様てはない。符に統計的手法に依拠して分析を

行う場合には政治過程の仕々な局面領域を想定し，分析対象の特色や文

脈を一定程度把捏した上で分析を施さなければ．分析結果は机上の空論とな

りかねない。『戦後日本の圧力団体』では，団体世界か持つ領域性の問題を提

示しているがそれが貝（本的にどのようなものであるかは、明確にされてい

ない。この点て，個別局面の分析の深化も課迎として残されている。

3 『レヴァイアサン』98冬臨増号

ところで．第2, 3の点に関しては，村松らのチームが1980年調査と同 じ

要領て19団年こ行った「第2回調杏」の分析を掲載した 『レヴァイアサン』

98冬臨増号 「政権移行期の圧力団休」によって．一定の進展を見せている。

全1本としてこの特集号は『戦後日本の圧力団休』が分析対象とした80年代以

降の変化を念頭に樅いて鸞かれたものであるといえよう。政権交代という短

期的な変化か利益団体にどのような影響を与えたか。 また， 高度成長の終焉

・祈自由主義的改革の時代か到来したことによって利益団休の活動はどのよ

うに変化しているのかといった中期的な変化について議論が展開されてい
(4) 

る。この特集では5木の論又か掲載されており ここでは簡単な要約を提示

しておく。各論文が自ら設定する課題に対して． とのような方法でどのよう

な知見を導き出しているかをまとめておきたい。

巻頭論文は．村松岐夫「圧力団体の政治行動一ー政党か行政か」である。

第2回調杏では①自民党支特の低下．②圧．力団｛本の活動総量の減退③圧

力活動のターゲットとしての行政の飩協上昇， とし＼う結果が出ていた。この

結果は， 80年代に見られた「党扁政低」現餃に咀らかに反するもので．「転換

期の政治では行政が大きな役割を果たす」という通訛に適合的なものてある

が，村松は「筆者の見鮒では政第過程の最終決断者が政局に貼間とエネル
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ギーを奪われてしまうので，官僚集団の活動機会も影響力も減少する」とい

う持論を展開し會なおも政党の重要性を強瀾する。政権移行期の政治過程に

おける「政党か行政か」という議論を見ると， 80年調査に基づく議論が政治

的・政治学的な時代的状況を多分に反映したものであったことに気づかざる

を得ない。

第 2論文は辻中豊・ 人「利益団体ネットワーク構造と政権変動

2層構造の発見」である。ここでは回答団体の76団体に「ネットワーク分

析」が施され，「現代日木の団休ネットワークにはいわばコーポラテイズム

的な協力関係の重畳が織りなすプリズム状のネットワーク構造と．デュアリ

ズム論者が強調するような大企業優位，階級政治の構造が並存している」と

いう興床深い発見がなされている。従来，質的に議論されていた事柄を．定

量的に確認することを指向した論文である。

第 3論文は真渕勝「静かな予算編成 自民党単独政権末期の政治過程」

である。ここで真渕は予算編成過程が自民党政権末期にはそれ以前と質的

に変化していた事実を挙げ何がそのような変化をもたらしたの力＼その変

化は何を意味しているのかを論じている。予算配分をめぐる政治過程に関す

る94年調査の発見は団体の活動量が大きく減退していることであったc こ

のような調査結果に対して真渕は財政状況の悪化・予算配分のゼロサム化

と予算編成の早期化（資金の配分が予算編成過程の早い段階で決定される傾

向）が，団体の有効性感覚の低下（＝あきらめ）を生み．その結果，活勤の

減退が起こった可能性があることを指摘している。ポスト高度成長期の団体

政治の一局面をきれいに描いて見せた論文である。局面を限定することで，

既存の政治過程に関する知見とデータ分析の結果が対話可能となっている。

このような中範囲レベルの分析の蓄積は今後もっと重視されなければなら

ないだろう。

第4論文は秋月謙吾「分水嶺にある日本の圧力団体 政権交代前後にみ

る団体の態度変化」である。同論文は利益団体の世界と政権・政局の変動

が， どの程度直接的にリンクしているのかという観点から．団体の態度変化

を分析している。分析の手法は政権交代の前と後に同一の質問を同一の団

体に尋ね，その回答の差異を分析することを通して，政権交代そのもののイ

ンパクトを探ろうとするものである。投票行動研究でよく利用されるパネル
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調査の分析を団休分析に応用したものとして註目できる。分析は多岐にわ

たるのでその；rr細を紹介てきないが政杵交代か与えたインパクト以上に，
より長期的な変動か下地として存仕していたこ との重要性か指摘されている C

現在進行している団体の変化は「一時的な過渡的変化」か 「構造的な永続的

変化」かという大きな間いに辿なる議論である。

第5論又は伊藤光利「大合業労使連合再訪 その持続と変容」である。

80年調杏で発見された対立軸は①保守と革新の対立，②民間大企業労使と

政策受益団体の対立（新自由t義と社会民主主義），③経済団（木と消費者・環

境団体との対立，であった。このような対立が継続しているかどうかについ

て伊藤は「94年調査では要約的に言えばこれら 3つの対立軸は，依然と

して持続しているが全体として対立の激しさはかな り緩和した」と評価し

ている。対立紛和に影響を与えた要因として，井市場団（木（とくに政誤受益

団休）の利益を地方政府組織が表出するようになった点（機能的利益の地域

的利害への転換）を伊藤は挙げている。政策受益団（木との相互対立を認知し

ている民間労使連合も，地方政府との対立は認、知 していないので，対立が緩

和されるのであるという。この論文は『戦後日木の圧力団休』でその存在が

指摘された「大企業労使連合」 が，その後どのように持続・ 変容しているの

かを木人が検証したものであり、また団休政治分析に中央ー地方関係の視点

を導入することの必要性か指摘されている点でも興味深い。「小さな中央政

府と大きな地方政府Jという視点は，今後の日本政治を分析する上で無視で

きないものになるだろ う。

4 JIGS: 調査の設計とその特徴

4 -1 市民社会・社会政冶過程の研究

この20年来の業紙の裕禎によって， 団休の諸括動を学問的に研究すること

それ自体の意義は十分に確認されたといえるだろう。 また，団休政治を研究

する方法論も徐々に整備されつつあるように思われる。

団休研究の次の課題は何だろうか。 既存の視点をよ り実証的に掘り下げて

いくことはもちろん重要である。それと同時に，研究の焦点をより広げてい

くこ とも重要ではないかと総拮できる。こ こで先の図 l-lのよ うな社会過程
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ー政治過程ー政策過程という 3層構造を考えた場合既存の研究は特定の一

般化の困難な個別政策過程，個別政治過程に偏っているか，逆に全く抽象的

な政治過程にのみ注目してきたといえないだろうか。いくつかの団体が日本

のいくつかの個別の政策政治過程で影弱力を有するといっても，この社会

に存在するすべての団体が節しく影薯力を持つわけではない。個々人の投票

行動に関係する団休や集団の影をぼんやりと科学的に描いても私たちの政治

学的現実認識は深まらないのではないか。『戦後日本の圧力団体』，『レヴァイ

アサン』 98冬臨増号も， 利益団体全体を対象としたものではなかった。

そもそも 日本には数量的にどのくらいの団体があるのか。どのような

性格の団体が． どのような割合で存在し，そのうちのどの程度の団体が政治

的に活性化し．圧力活動を行うのか。圧力活動を全く行わない団体は一体ど

のくらいあるのか。その圧カ ・影糊力活動はいかなるアクセスや態度の特徴

をもつのか。実はこうした間題こそが政治社会体制 ・構造問題と直結する
(5) 

のである。

社会過程ー政治過程ー政策過程の断而図を描くためには，政治的に活性化

していない団体をも含めたランダムサンプリングによるサーベイ調査がなさ

れなければならない。本研究はこのような視点から．東京，茨城の 2地域

（各国とも 2地域）の団体をランダムサンプリングによって調査を遂行したc

2地域に限定しているものの． ランダムサンプリングによる包括的な団体調

査はおそらく世界初の試みである（序綸参照）。

4 -2 利益団体の「作業定義」

序論で触れたように利益集団 (InterestGroup)という概念は機能概念で

あるため．すべての集合体をこの概念で把握し分析することが可能である。

利益集団は公共政策の主体以外の集合でありかつ公共政策への関心を有

するものである。こ こには官僚制．議員集団 地方政府なども含みうる。こ

うした包括性は 政治システム的な認識を導くとし＼う点ではメリットであっ

たが，経験的な「実体」がなく ，実証分析には適さない。それゆえ，私たち

は利益集団ではな く，理論的には市民社会組織 利益団休に， 具体的には

「組合・団体 (union,association)」に注目することに決定した。

私たちの焦点である組合 ・団体とは何か。ここでは各国ですなわち各
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国の電話帳団体統；n-(事業所統叶，登録統』）、名簿などて「団体・組合」

と「呼ばれている」ものてある。一般には』政府・月常利的団体 (NGO,

NPO) とほぼ重なる。すでに応詞の定義て辿べたように構成員自体に集団

から報酬を与えるものではないし．与える（［組みがないことが必要である。

これはほぼ昇営利性とし＼ってもよく．企業やそれに吼した病院学校などが

対象から除かれる。市民社会組織としての団（木であることから．公共政策の

決定主体が除かれる。政治制度の↑位集団．政府部局．地方自治体そのもの

などは除かれる。後に実贔lするように． こうした組合・団体と呼ばれている

ものは公共政策への関しをほぼ全体が有するので，組合・団体と認知され

ているものは利益団体のことなのである。これらのうち．政治的に活性化し，

叫示的な圧力活動を行うような団休が牡に圧力団体と呼称されるのである。

利益団体は，市場的な活動だけによってではなく、広い意味での政治的活動

によって利益集団機能（公共政策への影饗力行使）を遂行しようとする社会

団体のことである。

私たちがここで対象「外」としたものは，政治制度集団（官僚制，地方

政府などの GO,Governmental Organization). および営利企業 (PO,Profit 

Organization) . そして私的集団 (PrivateOrganization)およびそれに準ずるも

のである。つまり対象はほぼNGO,NPOである。厳密に言えば，各種協同

組合など一部の中間的な法人は利益を分配する可能性．があり非営利と言えな

い場合もあるが，成員が集団から報酬を得ると判断できないこと（いわばグ

レイゾーン）から．含めることとした。他力，個別宗教組織（敦会，寺社な

ど）を構成員とする連合組織や直接的な布教活動を行わない間接組織 (YMCA

なと）である宗教団体は含めるか，布教・礼甘など宗教組織そのもの（教会

など）は特に強く現担利益が「ないものとして振る舞う」こと、 また広義の

私的集団と見なせることから除外した。学校法人や：社会福祉事業体（一部），

医療法人も，企業に準じ報酬を得る場合もあり，含めないこととした。

4 -3 「作業定義」に基づく母集団の確定と調査サンプル抽出

このように，利益団体として組合・団体を設定した後の間題は，具休的に

この定義にかなっている団（木を摘出する作業である。有権者名簿のような

「（利益）団体名簿」が存在しない以上ランダムサンプリングによって調査
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する場合にはこのような定義に近似する性格の団体の情報を収めた何らか

の団体母集団を利用することになる。そしてその近似団体を利益団体とみ

なすことになる。この点において，木研究における利益団体はあくまで

「作業定義」としての「組合・団体」である。

組合・団体を包括的に捕捉した母集団としてはどのようなものが考えられ

るだろうか。通常組合・団休を考える場合に用いられるのは「団体名鑑」

「団体ディレクトリー」の類である。 各国でこれまでの利益団体，利益集団

圧力団体， ロビーなどの研究は最も包括的な名簿としてこうしたものを用い

てきている。日本でも ミカミマーケティングインステイテュート『全国各

種団体名鑑』など民間企業発行の名鑑や，『通商産業省（現，経済産業省）関

係公益法人便覧』（通商産業省産業政策局総務課編．通商産業調査会発行，各

年）など行政省庁が管轄の公益法人• 関係任意団体等について線めた便覧，

助成財団，国際 NGO. 国際文化交流団体などにはその分野での中心的な組

織が編集した名簿 宗教団体，政治団体などについても所管の省庁の編集す

る名簿が存在する。外国の研究では例えばEncyclopediaof Association (Gale 

Research Company), Washington Representatives (Columbia Books), Yearbook 

of International 01ganizations (K G. Saur), Directory of Association in Cana.da 

(Micromedia Limited), Directory of British Associations (CBD Research Ltd.) 

『韓国民間団体総覧』（韓国ハンギョレ新聞編）などの包括的な名簿が母集団

として用いられることも多い。 これらは大変貴重な資料であるが.(1)収集

団体の編集方針に一定の傾向がありすべての社会団体を包含していない， (2)

商業的目的で編纂されることが多く． 一度収集された組織は休眠状態や廃止

されても残存しやすく．逆に業）i規の組織は収集されにくい，といった限界が
(6) 

つきまとう。つまり．一般的にいって代表性に問題がある。

第2に考えられるのが活動に着目し．母集団を確定する方法である。つ

まり議会 (I国会）の公聴会出席団体審議会など諮間機関への関与（構成

団体）など，何らかの政策活動が公的に把捏できる資料に基づく方法である。

新聞のCD-ROMや縮刷版などに登場する団体を取り上げる方法もありうる。

これは，団体収集の恣意性を避けることができるがいわゆる圧力団体のみ

を拾い上げる結果となる 。 そうした ~j詞定した研究の母集団としては推奨でき

るが，本書のような全市民社会組織の縮図を作る試みには迎さない。
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第 3には，恣意、―,1・'」を無くし，代表t・'.tを]pんじる厳性虞視角から考えられる

もので政府統』，具1本的には事業叫統訃によるものてある。日本では事業

所統計は指定統計第2月の見木統叶てあり、 3ないし 5鉢釘にすべての l名

以士の従業者がいる事業所を対象とした悉皆調査である。従業者とその作業

所が存在すれば対象となる。調杏防点では中分類番号94が「政治経済文化団

体Jであり、経済団体，労働団（本，政治団体，学術文化団体，その他の団体

が小分類に含まれる。その他協同組合（分類番号85). 社会保険•福祉（同

90)なども関係する。アメリカ，韓囚に同様の統叶が存在し，母集団として

よい条件を備えているため私たちはこれを第 1候袖として検討した。しか

し，結果的には事業所統計は使用できなかった。この統計母集団の使用主

（木には、「田の行政機関又は地方公共団体」という制限があり，筑波大学がこ

れに適合するものと統計局官房文書課によって認められなかったからである。

第4に構想されたのが，職業別電話帳（タウン・ページ）を用いることで

ある。後に詳述するが事崖所統計における団（木の数と屯話帳における団体の

数には当然のことながら柑違が見られる。 2000年現在の数値は，事業所統計

での政治経済又化団体に協同組合，事菓協同組合を加えた数が6.6万，電話帳

での団休の数は 3倍の19.8万である。これはそれぞれに収録されている団体

の属性が異なることの表れにほかならない。事業所統計に収録される団体は，

事業所並びに 1人以上の常勤職員を保有する団休であり電話帳に収録され

る団（本は電話回線を有し，収録を希望する団休である。電話帳を母集団にし

た本調査は，事業所統叶を母集団とした場合よりも，より小規模な団体を包

含していることになる。事業所統叶母集団はおそらくすべて電話輯母集団に

含まれていると推定できる。社会過程まてを射程に人れようとする本調査の

趣旨からいえば電話岨の力がより適切な母集団であったといえよう。また

比餃調査への応用可能↑生も高い。

かくて，電話帳という母集団が採用されたのである。

4 -4 母集団・調査対象団体・回答団体

木調査の母集団は、 1997{「東京都版（島邸を除く 10エリア）と1997年茨城

県版 (5エリア）の職業別屯証峨（日本屯信屯請枕式会付発行『タウンペー

シ』）の「組合・団休］という項目に[,已載されている23,12srn休（東京21,渓S6,



2序 「］本における利益団体研究と JIGS調杏の意義 55 

表2-1 電話帳『組合・団体』に含まれる団体

「組合・団体」に入っているもの

組合・団体（学術・文化）（漁業協同紐合）（経

済）（社会保険）（宗教）（政治）（農業協伺組合）

（農林•水庁）（労働）

医療団体

援護団体

学術団体

学会

共済組合

教育団体

教団

漁協

漁業団体

経済団体

啓発団体

健康保険組合

厚生年金甚金

国際親善団体

国民年金基金

慈善事業団体

自治会

市民団体

社会事業団体

宗教団体

趣味の会

商工会議所

商工会・商店会

消費者IJ!f木
親睦[JI(本
スポーツI寸I(木
政治団体

政党

青年会議叫

団体

地域住民団体

町内会

農業協詞糾合

農業団体

病院協会

文化団体

ポランティアグループ

ライオンズクラプ

林業団体

労働組合

ロータリークラフ｀

「組合・団体」に人っていないもの

（以ド太字は，左記との対比で注目さ

れるもの）

青色叶J告会＊

医師会＊

会計・弁詭士事務所ほかの専門職事

務噌

楽団

教会（キリスト敦諸教．神道）

劇I可
研究所

公団

公民館

歯科医師会＊

印業Fil
社会福祉施設

社会保験事務所

商品取弓I所
集会所

資料館

身体印害者厚生援殿施設

生活協同組合＊

寺

福祉施設

保巡施設

/;J: 一f福祉：屈昇斐

下記および上記＊印は2000年度NTTホームペーシには組合・団体として所収。

弁護士会＊．行政褐t会＊．公認会計上会＊．社会保除労務 L会＊．獣医師会＊．浜剤師会＊。

茨城1,762) である（表 2-1)。この年の版での「組合・団体」という項目に
(7) 

は次に記す10の下位項目がある。

①組合・団体，②組合・団体（学術・文化）．③組合・団体（漁業協同組

合），④組合・団体（経済）．⑤組合・団休（社会保験），⑥組合・団体

教），⑦組合・団体（政治）⑧組合・団体（農業協同組合），⑨組合・団体

（農林•水産），⑩組合・団体（労働）。

なお，それぞれの項目、 下位項目への団体の分類は客観的な基準に基づ

いて行われるものではなく，電話帳記載団体の自己申告に基づいて行われて

いる。また複数の項目下位項目に団体名を載せることも可能なため．調査

団体選定時に．同一団体を重複してカウントしている場合がある。
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表2-2 団体の分布

図札、日I 謀！介tt象UI(本 ｛！効回答rn休
東京 茨城 束京 茨城 東京 茨城

cc組合 [ rl (本 ,120 :no ,1~0 l94 4°! 2 27 9 

ぐl('学術文化） l-l 9 .!.-1 l-l.-! Jl t.cl l 4 l 

③ （漁業協阿糾合） ():) '.?G OG :1 l 0'.l 30 

④ （紆済） 改）（） 1:; 2 1%  ll 6 19,) [,[ 7 

念 rn会保険） 38 l <.l 、LG 2.G 70 :30 

＠（宗教） 20 -! 0 20 :n 1 I l 0 

⑦ （政治） :rn :J'.! 29 、l7 18 :rn 
⑧ （漁業協I司料l言） lO l'..:'..: t,,[ l8G 13 l~2 

⑤ （農林水飩） :n !G.! 32 t:l l l ,1 173 

⑩ （労（勅） 90 10 l 95 10 5 8.!l lO 7 

丈 威；；； :!l'. 知 I 762 :l.8GG ；硲l 1,-rn 197 

このほか電話帳には教会 (3,860組織）なと団体として考えうる可能性．のあ

る項目があるか，既にのべた私たちの利益団体の作業定義に照らし．上記の

10珀目が私たちの対象として十分であると結論したため「組合・団体」とい

う項目のみを使用することとした。

上記母集団からの抽出に院しては無作為系統抽出払を用いた。調査方法

としては郵込法を用いた。郵送法には. (I)調査費用が相対的に安価である

こと. (2)同時に多量の調査対象を調査できること といったメリットがある。

他方調査票の回収率や調査票内設問での回答率が低くなる可能ヤ上がある．

というデメリットも指摘されている。この短所に関しては，回収率が下記に

述べるように平均で4割を越えかなり高い水準を得たこと， また回答率も 7

割以上を記録したことでほぼ克服されたといえるc

本調査ては東京茨城合わせて4,247団体（東京3,866, 茨城381) に調査

栗を郵送し，全体でし635(東京1,438, 茨城197)の有効回答を得た。回答者

は団（木の事務局長もしくは日常業務の貨任者である（付緑参照）。有効回収率

は東京37.2%, 茨城51.7%である。ここで木謂］査の母集団無作為に抽出

した調資対象団体，そして有効回答団（本の分布を下位珀目別に示すと表2-2

のとおりである。今回の渦査での標本か，極めて母集団を反映した比率で構

成されていることか迎解てきる。回答を寄せたftlf卜は東京の電話帳所載組

織の6.7%, 茨城の且.2%にあたる。またこれを電話賑所載全国団体の推計値

（し997年当時事業所統計と同比率で推計） 15万団休 (2000年版では分類の改

計もあり約20万）での比率を見れは約1.1%にあたる。
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図2-lは払たちの調杏標木の分布地図を示したものである。電話帳は．自

己申告によることもあり．先の止義以外の団（本も若干・凋杏対象に含まれるこ

とがわかる。

4 -5 本調査の視点

本調査を設計するにあたって過去の調査結果との比較が可能になるよう，

先行する研究の調奇票の須間を多くと りいれた。 主に参苺に したのは既に

ふれた先行するサーベイ調沓であるエ リートの平等観調査 団体調査 （第 l

次 1980年 第2次 1994年） である。 木調査は先行する調査とは異なり，圧

力活動を全く行わないような団（木をも調査対象に含んでいる。既存の調杏は，

エリ ートレペル，頂上団（木を対象としたものであったが，その際使用された

質問文をその他の団（木に昴ねた場合，どのよ うな回答が得られるだろうか。

木研究の焦点の lつである。

本調査では後になされる語外国との比校以外に調沓対象内での次の 3

レベルの比較可能性．にも留意した。それは①地域間比較，②団体分類間比

校③過去との比較である。

第 1の地域間比較について。利益団休の屈刊：・活膨）には大きな地域差があ

ることが予想される。木調査では調査対象地域として，東京都と茨城県を選

んだ。首郡であ り巨大部市てある東京都と 代表的な農業県であ り，中規模

で，都市と農村の湿在型の茨城県とでは，団体の属性・活動に大きな相違が

見られるはずである。様々な政治変動の先端的な傾向を示してきた東京都と，

保守勢力の怖い茨城県との比鮫は， 団体構造の大都市 ・地方間の相違を浮き

彫りにするだろう。

第2の団体分類間比投について。 利益団体の属性 ・活動には団体分類の

間で大きな相違があることが知られている。異なる団体分類間でどのような

相違が見られるかについては本調査の大きな関心である。 団休分類につい

ては 「農業団休経済団体，労慟団休， 教育団体，行政関係団（木，福祉団休，
(8) 

専門家団休、政治団休，市民団休，その他JのlO分類を採用した。この分類

は前掲『戦後日本の圧力団体』の 8分類を改良（市民・政治団体を分害il)

したものてある。そして調査対象団休自身にこのlO分類のうち， 自分の団

体がどの分類に当てはまるかを選んてもらった (Q1)。回答結果を見ると，



2睾 日本における利益団体研究とJIGS調杏の意義 59 

東京では約 7割，茨城では約 8割の団休が，「その他」以外の 9つの団体分類

のどれかに入ると認識している。

第 3に過去との比較について。 90年代以降の日本政治は変化が著しいが，

利益団体の活動はそれと相関しているのかそれとも独自の営みを持ってい

るのか興味のあるところである。利益団体の活動の変化を追跡するためには

同じような調査が過去にも行われていなければならない。しかしながら，本

調査のようなランダムサンプリングによる調査は過去になされたことはなく，

適切な比較のデータが存在しない。そこで本調査では「現在」についてだけ

でなく，「10年前はどうでしたか」と尋ねる質間を含めた。このような回答者

の記憶を頼りにするリコール調査の手法は投票行動研究では馴染みのもの

であるが， 1994団体調査に一部含まれるほか団休調査ではこれまでなされて

いない。 10年前と現在とでは団体の活動にどのような相違があるのか。こ

の点を明らかにすることも本研究の大きな焦点である。

本調査の質間票は大きく36の設間から構成されている。ここで，その内

容を記すと次のようになる。 Q1 (団体分類）令 Q2 (関心のある政策分野）

Q 3 (団体の目的・活動）， Q4 (法人格の有無） • Q 5 (会員の保革イデオ

ロギー）， Q6 (活動の地理的範囲）， Q7 (活動地域における影響力）， Q8

（国の行政機関との関係）'Q9 (自治体との関係）， QlO(行政への直接的慟

きかけ）， Qll(行政への間接的働きかけ）， Ql2(行政機関からの働きかけ）噌

Ql3 (政党支持）， Ql4(政党接触）.Q応（選挙活動）， Q16 (国の予算編成

における働きかけ）， Ql7(自治休の予算編成における働きかけ）腎 Ql8(行

政機関政党・国会議員に対する信頼） • Q 19 (政党．行政裁判所のどれが

有効か）， Q20(利益代表人数）， Q21(ロビイング）， Q22(情報源）， Q23

（個人的に接触できる有力者） • Q24 (マスコミ登場回数） • Q25 (重要政策決

定との関係）， Q26 (影響力）, Q27 (協調・対立）， Q28 (政策実施成功の有

無）， Q29(政策修正・阻止成功の有無）， Q30 (団休設立年）， Q31(団体設

立時の援助）， Q32(会員数） • Q33 (職員数）'Q34(予算）， Q35(補助金

・奨励金）， Q36 (情報機器導入の程度）。

本調査には約260の回答箇所がある。このように複雑で回答しにくい質間を

含んだ調査を郵送で行うにあたっては．調査票の回収率だけでなく．個々の

質問の回答率が低くなるのではないかという懸念があった。しかしそれは
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杞憂に終わった。回収率は先述の通りだが設問の回答率平均値は東京75.0

（標準偏差19.5、最低伯20.9). 茨城72.1(檬y_化偏l:19.7、最低値18.3)で 期

待以上の結果であった。電話帳に記載されている団休がこのよ うな郵送調査

に誠実に答えてくれることを発見できたことも本調査の大きな成果と考え

る。

5 調査時期の問題と韓米独でのJIGS調査について

日本におけるJIGS調査は 19%年秋から構想され.97年3月3日に調査表

を発込（東京3,619. 茨城38l. !i'!-4,000). 締切日を 3月20日に設定した。 同

3月17日に督促状を送付， 5月12日に無固答団休（および追加247) に対して

調査票を再度発込し．締切日を 5月31日に設定した。合計4,247団体のうち，

1,635が有効回答であった（辻中編 1999a)。因みに，第II祁などで日本の位

置を明らかにする目的で部分的に参照される韓囚調査は．ソウル (2,940),

京畿道地区 (950)を対象に3,890団（木に1997年10月20日に発送され， 12月応

日にかけて遂行された。回答はソウル37l. 京畿道110,計喰外で回収率12.4%

であった。また米国調査は．ワシントン D.C.(2,465)とノースカロライナ州

(2,625)を対象に1999年7月に実施され、それぞれ740.752の回答を得た。

ドイツではベルリン (4,572).ハレ (1,086) を対象に2000年4月 5月に実

施され，それそれ図3、154の回答を得た。（各コードプック参照。辻中編 1999b,

2001a, 2001b)。

この比較参照調査との比骰可椛性についての方法的間趙やその方法．両調

査の時期的背景については，別の巻でまとめる予定であるのでそれを参照し

ていただくとして， ここでは日本の調査時点について述べておきたい。

1997年3月から 5月という貼期の政治史的な位樅をスケッチしよう。当時

の政権は， 19~年 1月に発足した橋本龍太郎内閣であるが， 19%年lO月の総

選挙で過半数近くの議席を得て， 11月の改造後第2次橋本内閣になりそれ

までの自社さ政権から，社会仄主党，さきがけは閣外協力に移行した。他方

で， 97鉢9月にはそれまでの入党T作の糾果衆議院での過半数を回復して

いる。 JIGS調査時点では，橋木政権は閣外協力を得た自民党単独少数政権で

あった。

他方で野党に目を移せば図釘ll月に結党した新進党は％年総選挙で156



2'り 11本における利益[<IJ(木研究とJIGS調査の意義 61 

議席を得たものの，改選議席を下回り．「二大政党制」形成に顕き選挙総括後

内紛過程に入り，％年末には有力者が離党し太陽党が結成され， 97年12月末

には解党し 6党に分裂するに至る。調査時、点では自民党との協調も模索され，

保保連合の可能性も取りざたされた。

第2の野党として，民主党は％年 9月に結党され. 10月総選挙で現状を維

持したが．その後社民党などから議員が流入し， 97年12月の新進党解党後，

98年4月にはその相当部分を吸収し新「民主党」として野党第一党になる。

調査時点では旧「民主党」であり，野党第2党である。

国内外の政治経済を概観すれば， クリントン第2則政権下でアメリカ経済

が好調を維持したのに対して．アジア金融通貨危機が97年当初から間題化し

ていった時期である。ただ表面化したのは 7月以降である。日本経済もバブ

ル崩壊後，一時期景気が緩やかに回復拮調にあったものが，％年以後再び停

滞し， 97年にはマイナス成長に転じ，年末には金融破綻へと連なる時期であ

る。調査時点ではこうした政策不況は表面化していないが，その兆候が現れ

始めた時期である。

以上，本書の主たる素材を提供するJIGS調査の方法とその意義について述

べた。「組合・団体」という実体的で作業可能な対象を確定し，理論的な位置

づけを与えたこと，それに対する無作為系統抽出法による郵送調査という方

式を実践し，その有効性を示したことによって．本調査本研究は世界的に

見ても 1つの研究範型を示すことになったといえよう。

注

(1) Tsujinaka (1993). 篠田 (l989)の「連合」研究．高橋 (1986)の医師会研

究などが挙げられる 3

(2) 大嶽 (1979). 加藤 (1997). 飯尾 (199:3)などが挙げられる。

(3) 『戦後日本の圧力団体』の共同研究者である辻中自身が，同書を論評す

るのは適切でないと判断したので．本節は森が単独で執筆した。次節も同

様である。

(.1) 『レヴァイアサン』 98冬臨増月で扱われなかった重要な間題としては

NPOなどの団体の喘出現象かある。現在利益団体の数は着々と増大して

いるわけだが、そのような団体の豆場はどのようなインパクトを日本の政

治社会に及ぼしているだろうか。今後．検討されなければならない課題で
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ある。 NPOの台珀に応i日した晶杏としては東爪都 (l9ffi)、経済企画庁

(19%)' 社会調査研究所 (1997)がある。

（日） このような間いに対する［直接的な解答てはないが．マクロて比較政治的

な視点から利益団体を捉えようとする研究もすてに存行する。それは．

タに着目し．団体の訊動を捉えようと

るものである。日本の団体の罰的な囚院応餃（辻中 l9図. 19£6. Tsujinaka 

19%). 各種団体の数の叶系列的変化と民じ化の関連 (Tsujinkal 997). 団

体の県別分布と選糸糾集との関連（辻中 1997)を指摘する辻中の研究がそ

れである。ただし．集計データを用いた研究はエコロジカルファラシー問

題 (Alker1%9) と無緑ではなく｀より広範なテータの収集と分析．指標

の検註事例分析による補完なと分析をより粕緻化させていく必要かある

ことはいうまでもなli。

(6) しかし．名簿によってはそうてない場合もあるし． こうした名簿以外に

データがない場合もある。

(7) 電詰紐は、 i丘年電子化され．ホームページて検索可能となったが．

などの変更が旬作みられ袢畏~，時期による変動が見られる可能性ーがある。

(8) 団体分類は， 9分類以外に (l)9分類の「その他Jを再コード化したもの，

(2) Q 4の法人格による分類、 (3)調杏表の質間への回答パターンを主成分分

析し．主成分得点によって内分類したものなどを分析の必要~に応じて用い

る。本稿でも(l)を用いてし＼る。



第3章

概観：市民社会の政治化と影響力

辻中豊・雀宰栄

本章では比較調査の成果を紹介し． これに続く利益団体の行動

分析への概親を与える目的で団休の 「政治化」もしくは「市民社

会組織の利益団体化」を包括的に検討する。市民社会の組織におい

て，政策関心→ロビイング・ア クター関係→強い政治活動（選挙 ・

予算活動） の漏斗状の隈屑性を発見する。そして，試論的なデータ

の韓米独集計データの紹介を通じて 日本のロピイングという政治

活動化が相対的に低い水準にある可能性を示唆する。分穎別では

政治．農業労働団体などに政治活動が活発であるものが多いこと、

また，選挙活動予算への影響力行使活動では他の国々より活発

であるものが多い可能性があることを示唆する。漏斗状の活動団体

の3層構造は他の国々と共通である。

他のア クターの影響力評価では. H本の団体は官僚．農業団体．

外国の政府利益団体．因院機閲に他国より高し）評価を与えている

が，労慟組合や政治・市民団体などアドホカシー系の団体には低い

評価を与えている。
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はじめに

団休の数分布．比籠は聾裳であるが，政治学的な癌味を考えるにはそれ

だけでは十分てなし＼。政治学的にはそれがどれほど政治化 してし＼るか，政

治的に活性化しているか逆に自えばどれだけ政治に動員されているかが重

要である。

すでに第 l章で述べたように無数にある社会の集団のうち｀「利益」つま

り政治・政策に関心のある集団すなわち公共政策の決定・執行活動に「能

動的な関心」があるものが利益集団であり．そのうち永続的な組織を持ち、

構成員自身に報酬を与えるのでない組織が利益団（木である。社会においてど

の程度の集団か利益集団であるかはそれぞれの社会の「政治性」を見る上

で重要である。どの分野の集団がどのように利益集団化しているかは．その

社会の国家・社会関係つまりは「政治体制」を識別する指標ともなる。本研

究は，すべての集団でなく．市民社会組織．つまり国家．営利企業，純私的

な組織以外の組織を対象としている。どの仕会においても営利企業． とりわ

け大企業は利益集団化することがしばしばあるが， ここでは．企業と印家組

織宗教など私的集団以外の市民社会の組織において公共政策への関心を

持ち，その利益にそった対外行動をとの程度するかを探求したい。

私たちは本巻で日木について．主として「薗都」での利益団体のアクタ

一行動を取り上け詳細に分析する。同様に他の巻ても各田の利益団休行動が

日本との比較において分析される。木章では個々の行動の種類そのものよ

りも，様々な行動全休として，いかなる関心や行動を示したかに注目し，政

治的な活-I".」化自体の墨的把捏に努めたい。ここての閤いかけは 日本の団体

全体としてどの程度．どんな方法で政治化しているのかである。前章で見た

ように異なる社会において団（本の類型ごとの分布に差が見られるのが普通で

ある。また同じ類型でも性質に柑追があると予想される。しかし， ここでは

団体の分類別等の[(f細な分析は行わない。まず，全（木として，市民社会の団

休世界がとのように政治化しているかが知りたいのである。

その際，現時点て利用できる限り．つまり日韓米独4カ国での比較政治的

な特徴を考察しておきたい。比蛉データを見礎集計し，頻度や累槙頴度を計

算し，それらを概観した範囲で， 日木の科徴つけを行いたい。すでに触れた
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ように体系的な比較検討は，「なぜそうなのか」をめぐってこの比較プロジェ

クトの最終巻でなされる。ここでは行動や諸傾向の把握に〖祭して， 日本の

特徴の認識目的に資する「最小限の範囲」で参照データに触れ，「今どうなっ

ているか」を素描するにとどめる。

予備的な比較の最後に，各国での「団体による他の社会アクターの影響力

評価」についても触れたい。これは実際の影響力分布とどのような関係に

あるかは現時点では評価できない。しかし，少なくとも，市民社会の団体に

よって共有された影薯力分布のイメージである。木章で述べる団体の政治活

性化や政治行動度がそれといかに関連するかなど多くの分析上の疑問には

ここでは答えず，今後への問題提起として比較データでの事実発見を提示

するにとどめる。

1 日本における市民社会組織の政治化

まず，図 3-1を見ていこう。これはここに取り上げる日本のJIGSでの変

数の論理的な繋がりの仮定図である。 JIGSでの変数はこれに限られるわけで

はない。また私たちは本章でここで想定された関係を検証しようとするわけ

図3-1 市民社会組織（活動体レベル）の政治化関連変数

I f①主観的関与：政策関心と「政治的な」目的 ' 

↓ 

②アクターとの「積極的なJ関係：対行政対政党．対マスコミ

③行動の有無：予算活動．選挙活肋．ロピイング全般

④実際の12大事件への関与

↓
 

⑤成功経験実施成功.¥lil. 止 ・修正成功

↓ 

l邸舌動地域での主観的な自己影響力
11 ピりアクターヘの影響力評価
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でもない。こ こでの関心は．各質間にどの程度「yesJないし「均定的」な団

休が存在するか， その割合自休である。 しつ しつの設間への回答馴合を個別

に見ても全体の（頃向を把握しにくいのでいくつかの改間の「どれか」に yes

である比率（累械頻度）も計節して政治化の印l合を測ろうとした。

まず，主蜆的な関与の領域である。 [~「[(tはリストアップされた20以上の様

々な国や自治体の政策に関心を持つかどうか (Q2 「あなたのll!(木が関心の

ある政策や活動分野はどれにあたりますか」）。次に団体の目的におし＼て政治

的・対外的な目的をもつかどうか (Q3 -3. 5. 6. 8. 9会員や組合員の「生

活や権利の防衛のための活動」「囚や自治休からの袖助金や奨励金を斡Mt」「許

認可や契約などの行政上の使宜」「専門的知識に甚づく政策案を提宮」「公共

的利益実現のための啓蒙話動」）。この 2つの成間から主観的な政治への閲与

の割合を探りたい。

ここで知りたいのは， 何らかの形て「政治化」しているかどうかであるか

う 各項目への諾否だけでな く．「どれかに」肖定的なものは． まず政治化へ

の主観的関与ありと見なす（累積的な頻度割合）。 22項目の政策分野の 1つに

でも yesならそれでいいのである。同様に 5つの政治的目的の lつに当ては

まればまずよいわけである。

次に政治的アクター関係，対政治的アクター行動．具（木的な政策決定事

件でのアクター行動 ・立場である。すなわち，他の政治アクター．行政機関

(Q 8、 Q9. Ql2. Qll. QlO). 政党 (Ql3. Ql4). マスメディア (Q21-11)

との関係，積極的な関係の有無を間く質問続いて予算活動 (Q16)、選挙活

動 (Ql5),ロビイング全般 (Q21) といったより明確な政治的利益集団活動

の有無を間く質問さらには実隙に80年代から90年代に生じた12の重要な政

治的決定作成への参加の程度賛成反対の立場の表明、こうした 3つの集合

の設問群によって，一般的な政治アクター関係から，具休的で政治的な利益

集団活動， さらに特定の事件への影響力行使活動まて， レベルごとにその政

治化度合を探求する。これも主観的関与同様，（固々の設間への；沿否だけでな

く、 賀間集合群ごとにどれか lつでも諾ならカウントする方法も用いた。

そして，最後にこうしたロピイングや閃係の結果として，田や自治体の牡

定の政策や方針の頃施J 上の成功紆験 (Q28) や修正 ・ [\El l~--経験 (Q29) を

確かめ、自已の地理的な江動対象領域での影薔力の評価 (Q 7) を閾いてい
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る。

2 政治化の 3層構造

その結果は後述の4カ国比較の表 3-1に詳しいが，まず日本での概略を

示す図 3-2, 図3-3を見ていこう。図 3-2は先の諸賀問への日本での答え

を首都と茨城を対比し．両地域の著しい相違点と各回答の概略を太字で示し

たものである。図 3-3は団体分類別に検討し，全体の割合より比率が顕著に

高い分類を抜き出し．分類別の特徴を付け加えたものである。数値はいずれ

も絶対比率である。つまり表示したのは全体の有効調査標本に占める割合

であって，回答団体に占める割合ではない。missingを含めた統計に対する割

合である。こうすることで回答率の低い設問での回答を過大に評価する誤

りを防ぐことができる。以下． この比率を基に． 日木の市民社会組織の政治

化を推論するが設問相互の関係はここでは考察していない。同じように

「5割の団体が」と述べても．いうまでもないがその内容は異なる。. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
まず，後に示すように韓米独 3カ国ともほぼ共通する次の点にとりわけ

注目したい。. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
それは「政策関心→ロビイング→政治活動」の階層性とその参与割合であ

．．．．．．．． 
る。つまり．各国とも，①政策関心：ほぼ100%(米国では政策に対するロビ

．．．． 
イング実施率のため 8割），②ロビイング全般： 4から 7割．③選挙活動： l 
．．． 
割前後を示しているという興味深い事実である。

第 1の事実(QJ)は．回答した団体はほぼ100%この設問に回答し，ほぼ100%

の団体が財政政策．金融政策に始まり国際交流・協カ・援助政策，文孝文・

学術・スポーツ政策で終わる22の政策のどれかに「関心ある政策や活動分野」

として〇印をつけたということである。当り前のことのようだが，私たちの

調査対象は，無作為に電話帳から抜き出された普通の団体であって．決して

圧力団体や政策活動で知られた団休（ばかり）ではない。いわばでたらめに

抜き出した団休が，すべて公共政策分野との関係を有しているという単純な

事実である。

これはある意味で大変印象的な発見である。確かに団体の指導者に質

問すればどれか 1つぐらいは政策に関しありと答えるというのは，＇常識的で

ある。ただ．その常識の蒻には社会集団が組織化され活動体化されるとい
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図3-2 市民社会組織の利益集団化（政治化）［

概要と東京・茨城の対比

①主観的恨1与・政策関心 (22のうちとれか） ．約100%(98-99%) 

政治的な（生活権利防衛補助金袷旋 行政便宜政狽案捉言公共利益啓殺の

5つのうちどれか）目的： 約5-6割 (56-63%)

政策案提言： 1ー2割 (17-9%)

↓
 アクター

関係 I 
②アクターとの「禎極的な」関係対行政

・ （協力、意見交換審議会参加ポスト提供）

行政 対国行政約3-5割 (4L!-34%) 

対自治体行政約3-5割 (30-46%)

どちらか5割 (5l-54%) 

行政協議2-3割 (32-22%) 

・政治家経由国行政〇ピー3-5割 (31-45%) 

政治家経由自治体行政ロ ピー2-6割 (27-54%)

政府省庁接触7-8割 (78-71 %) 

政党 1 対政党

与党接触2割 (16-17%) 

野党接触1割 (8-7 %) 

マスコミ 1 対マスコミ情報提供1-2割 (16-13%) 

行動 ③行動の有無

:: I ::;;:,~:~: 動の内と；；し、'i-2□;,1 (15-44%) 
ロピー ロビイング全般 (7項目どれか） 3-5割 (43-35%)

12大事件 l④実際の12大事件への関与（どれか）
参加 4割 (39-44%)

立垢表明 6割 (60-61%)

↓
 ⑤成功経験

実施成功 1-2割 (l4-ll %) 

阻Ll:・ 修正成功 1割未満 (7-6%)

↓
 ⑤活動地域での主観的な自己影響力

「ある程度 J 以上4-5割 (4~-55 %)

［かなり」以上 1-2割 (14-17%)

（注） 尖際の結果 （％）：ここ に表示したのは 全体の淵杏標本に占める割合。missingを含めた総

計に対する割合である。（ ）内は実椋の数値で前が東恥後が茨城の数値。両者のポイン ト差が

大きいところは．太字で表示した。
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図3-3 市民社会組織の利益集団化（政冶化）］］
団体分類別の特徴（首都：数字％）

①主観的関与

政策関心 (22のうちどれか）：全体98-99

目的： (5項目中どれか）：全体 57, 労働92, 政治72

生活権利防衛：全体 26, 労働89, 農業49

補助金斡旋 ：全体 11, 経済 22, 農業20, 政治 14

行政便宜 ：全体 10, 政治 21, 経済 19, 農業 14

政策案提言 ：全体 17, 政治45, 専門家36

公共利益啓蒙：全体 28, 市民47, 政治48, 行政42, 専門家37

↓
 

マスコミ
/-

行動

予算

選挙

アクタ― |②アクターとの「積極的な」関係

関係 ・対行政（協力，意見交換，審議会，ポスト提供）

行政 対国行政約：全体44, 経済62, 行政57, 農業 57

対自治体行政：全体 30, 政治45, 農業43

どちらか：全体51, 農業83, 経済 70, 行政65

・行政協議：全体32, 行政43, 経済43, 農業43

・政治家経由国行政ロピー：全体31, 政治76, 市民55, 労働 53

同自治体ロピー：全体27, 政治 72, 労働55, 市民 53

対政党 与党接触：全体 16, 政治55. 市民 30

野党接触：全体8, 政治 38, 労働29, 市民23

対マスコミ 情報提供：全体 17, 政治35, 市民33

③行動の有無

予算活動：全体 13, 農業34, 労慟27, 政治21

選挙活動 (5活動）全体 15, 政治86, 労働44, 農業31

ロビイング全般 (7項目）全体44,政治 79,市民62,労慟60,農業51

政党

ロビー

12大事件 ④実際の ]2大事件への関与（どれか）

参加：全体39, 政治 69, 労働66, 農業 51, 経済 51

立場表明：全体 58. 政治86. 農業80, 労働 75

↓
 ⑤成功経験

実施成功：全体 15, 政治 28, 市民27, 福祉25

阻止・修正成功：全体 7, 政治21, 労働20, 市民 J.4,農業 12

↓
 ⑤活動地域での主観的な自己影菩力

「ある程度」以上：全体45, 政治 76, 農業63. 市民57, 労働52

「かなり」以上：全体 14, 農業34. 政治21
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うことが政鎖関心ありの目）（木と同筏てあること，すなわち．かつて集団理

論が述べたように集団（組織）化＝政策（政治）関心を杓つ． という理論

的合意がある。 A.Eベントリーが20世紀初頭，政治過昆命，集団理論の出発

点で得た歯観（利益＝集団＝話動） (Be叫 ey1908, 1%7上林翌多訳 1994

266)は．正しかったのである。組織化されてし＼る限り． そこにはいかなる

タイプ．いかなる類型の団（木でも．政策関心が存在するのである。ダールが

述べるように「私たちが政治から逃れることは事実上不可能」 (Dahl1991 
(!) 

l)であるから．すべての集団は公共政策に関心を持たざるをえないのである。

第2の事実(ct)はアクター関係や行動のある一定のジャンルごとに同様の

やり方で集計した場合，つまりその設間での複数の政策影磐力話動 ・ロ ビ

イングのどれかを行うのはせいぜい半分前後であると いうこ とだ。わかりや

すいのは日本の Q21である。図 3-2ては中段の下方に記載されている。与

党との接触から，マスメディアヘの情報提供，他団体との連合の形成まで8
(2) 

項目の手段や行動をあげ、 どれか lつでもすればよいとする塩合である。こ

のケースで日本（東京）では43%がどれかに〇印をつけた。ほかの設問群

でも 3~6割の団休が実施している場合が多い。また.80~90年代に生じた
(3) 

12大事件のどれかへの参加や立場を明確にした割合も 4~6割である。つま

り、利益団体圧力団休として．積極的に政治・政策過程に入っているのは

市民社会の団体のうちおよそ半分であるということてある（後掲第 8章参照）。

第3の事実（＠）は全休の l~ 21割か選挙運動政党接触，政策案提言，予

算活動，審議会参加など，より「党派性」の明確な積極的な政治的利益集団

活動を行うことである。同様に日韓では影響力を間いた実施実績や阻止・

修正実績の有無や，主観的影響力の自已評価で「かなり」あるとする団体の

割合も l,.,.., 2割であるという事実である。但し， ここでは， これらが相互に

関連しているかどうかは検証していない。ここでは l~ 2店りの少数の団体が，

いわゆる政治活動をしているという点に柱目する。

3 東京と茨城の違い

図3-2の（ ）の中には東京と茨載の数値を記入してある。余り逸わな

いものも多いが，かなり翼なるものもある。両者の比餃からどのようなこと

が言えるだろうか。
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全体にいえることは茨城の方が数値の高いものが多いことである。

で検討した22項目中，茨城の方が低いのは政策案提言，対国行政積極的関

係，行政協議政府省庁接触，野党接触，マスメディア情報提供．ロビイン

グ全般，実施実績阻止・修正実績の 9項目で東京との差も大きくない。

他方で，茨城の方が高い比率を示すのは政策関心．政治的目的全般，対

自治休行政との積極的関係両者のどちらかとの積極的関係．政治家経由国

行政ロビイング．政治家経由自治体行政ロビイング，与党接触，予算活動，

選挙活動， 12大事件参加，同立場表明，主観的影響力 2項目など13項目であ

る。とりわけ，選挙活動予算活動政治家経由自治体ロピイング，対自治

体行政積極的関係などでは相当東京の団休の比率を引き離している。

こうした観察から，茨城のような地方の市民社会組織は全体として観察

する限りは決して首都である東京地域の団体に引けを取らないし，いや一

層政治化し利益集団化しているとさえ言えることである。両地域では団体分

類別の構成が異なるのでその団体分類別のパターンの違いがそれに影響し

ている可能性が考えられる。団体分類別の違いについては節を改めて観察

してみたい。

4 団体分類別の特徴

団体全体では 3層構造が見られたが，それは団体分類ごとのパターンを異

にする。図 3-3はやや詳しく設問回答を紹介するとともに全体での割合

より相当大きい割合の分類を抜き出している。数値はいずれも絶対比率（有

効調査団体への回答割合）である。

図3-3の上から見ていこう。主観的な関与において，突出している分類は

労働，政治である。下位項目によっては市民や経済．農業，専門家団体に

も高いものがある。

政党行政マスメディアといった政治アクターとの関係では政治市

民農業が目立ち，次いで経済や労働，行政団体という構図である。政党や

メディアヘの関係と行政との関係では目立つ団休分類に違いがある。行政と

の関係では経済や農業団体が目立ち．政党やメディアでは政治，労働，市民

団体が目立つ。

予算，選挙、ロビイング事件関与などの活動・行動では・ 政治，農業，
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表3-1 市民社会組織の

変数名 変数（日韓米独） カテコリー 打11LU方法

政策関心 Q2/QツQIO/Q:l l~~l の政策 どれか1つ

主観的
関与1政治的な

目的
Q3/Q3/Q9/Q4 

Q8/Q8/Ql2/Q7 
Wl椅if吊jな：t梵If系）

3'.Li[,・tit和Ju;似i紺i
5補助金袷旋
6行政便打

8政策案提言
9公共的利益のための『年蒙

仝休
4政笛決定・予筍話動に協力
5 ! 骨（本1濯；などに意見交換
6密議会などへの委員派辿

7退職後のポスト提供
全休
4政策決定・予算活動に協力
5団体事梢などに意見交換
6密議会などへの委員派追

7退職後のボスト提供

全体
lある

どれかlつ

対[El行政

どれかlつ

政.r
 

ご,'ー．
 

．
 ＇ 文

夕ク

係

ア

関

1
1
 .. ＇

，ー
．．
 

9
,
•
99, 

Q9/Q9/Q l 2/Q8 
対自治9本・行政

どれか1つ

Q 12/Q !2/N.A./Q l l 
(h・iE'J..t/,hJ義） 2 t;_ょし＼

l~3 (国・自治体ロビー） どれか1つに「2.ある
Q 11/Q l l/N .A.IQ 10 (政治家経由国行政 [lピー） 程度J.「3.かなり頻緊」

（政治家経由自治体行政ロピー） の答え
Q2 l/Q2<l/Q 17 /Q23 3政府省庁と接触

対政党 Q21/Q2屯Ql7/Q23 1与党と接触
2野党と接触

対マスコミ Q21/Q2,lJQ17/Q2313マスコ ミヘの梢報提供

予算活動 Ql6/Ql9/N.A./Ql5 
Iする
2しない

「3.ある程度」，「4.かな
り：＇「 5.非常に頻繁」
の答え

行動

1~5 

1会員に呼びかけ

2会員を通じ一般人に呼びかけどれか1つに「3.ある程
選挙活動 Ql5/Ql6/Ql6/Ql4 3資金の援助 度」． 「4.かなり」．「5.非

4人艮の援助 常に頻繁Jの答え
5会員の推他
6選挙記録の公表（米国のみ）
1.2.3.10.12.13.14 

ロビイング
Q2 l/Q2LI/Q [ 7 /Q23 10大衆集会の開催

全般 12有料意見広告

14他団体との連合
Q25/Q28/N.A./N.A. I~ 12 
Q25/Q28/N.A./N.A. I~ 12 

12大事件
参加

立場表明

実施
Q認/Q31/NA/Q27

成功実紐
成功実績

阻止・修正

成功実績
Q29/Q32/N .A./Qお

lはい
？いいえ-
1はい
、） し＼しヽえ-
l非,,:j:;1こ強し＼

2かなり強い
3ある程度
4あまりない

5まったくない

どれかlつに．「2.普通」
「:-l.強い」の答え

主観的な
自己

影響力
Q7/Q7爪.AJQ6

l ? '-
I. 2. J 

注） N.1¥. : No Answer 

ti本の数字 ゴチック・斜依は. LI小が飢糾l序の項目． ゴチックは「1本のtn/!Utギのffitlである。
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政治化（日韓米独比較）

度数及び構成比

備 考 日本 韓'I卦 米 国 ドイツ
団体数 構1Ht 母数 [1]体数構成Jt母数 UI体数構成比母数［団体数構成比母数

「22その他」除外米園
1379 98 :3% 140:3 :3-~9 YB 9% :3s:3 :'59<) s2 5% 715 沼59''3 0% 597 

カテゴリー異なる
:37S孜 1% ］沃） 40.4% 486 65 0% 145 22.6% 
]55 10.8% :37 10.0% 199 26.6% 122 19.0% 
135 9.4% 6:3 l 7 0% 86 ll S% G2 9.6% 
245 17 0% 12:3 :3:32% ~44 72 7% 29 4 5% 
394 27.4% J:5:2 .,jj 0% 609 8].4% 200 :32 0% 
804 55 9% 25CJ 69 8% 687 91 8% 36:jお8%

米国力Tゴリーやや異 200 13.9% ::/3 151% 4:3:3 57 9% 9:3 14.5% 

なる （カテゴリ ー7 4 S04 .35 0% 181お.8% 0159 6 l A% 7/-18 l :3:3 20 7 % 
5. 6と対応） 187 130% 8S 22 9'.k, 421 : ぅぅ3% 95 14 8% 

121 8."1% :24 6 5% 89 11 9% 9 I 11% 
629 43 7% 224 604% 5111 727% 184 28.6% 

ドイツカテゴリーやや 2団 177% 7::i 20:!% 470 62 8% 9:3 14 5% 

異なる（カテゴリ ーl 582 40.5% J弼 S:3.4% 484 64.7% 公3.344.0% 

は日本の1~4を含む） 248 17.2% 92 2-・J 8% <182 64.4'.),~ 180 28 0% 
147 JO 2% 24 6 S% 102 J:3.6% 12 I 9% 

no 508% 243 G:"i 5% 咬778 5% :324 50.4 % 

458 :31 8% l1B :3.:'3S% J C}4 :30 2% 
822 57 2'.),~ 160 A:3 I% 449 698% 

542 37.7% 178 -JS 0% 淡3059.J席

443 30.8% 159 112 9% 285 4-4 3% 

383 26.6% 1 :36 :36 7 % 3:32 51.6 % 
417 290% 1図 ,1-,12?6 : 料84(5 5路 228 :35 .'5% 

2ふ116 3% 82 22 l % 
叩：38.4% 99 ""% ［ I 115 80% 71 19 l % 281 37.6% 74B 122 19.0% 

（］］と13の合成）。 ドイツは l~(lO) 234 16 3% H:38 94~5.3 身。 371 ]84 24.6% 298 46 :3% 凹3

783 72.7% '.31 8-1% 78 J:Z l % 

l 146 79 7% 300 80 9% 改5879% 

273 74.8% 45 12 l % 111 14.8% 27 4.2% 

764 77.4% 33 8 9芯 43 5 7% 18 28% 

8:3 5.8% 祁 70% :32 ..J.:3% 17 26% 

7:3 5.1 % 12 32% 67 90% 2 03% 

72 5.0% 18 4 9% 11 15% 6 09% 

73 5.7% ):) 4 0% 24 32% 27 11 I 7% 

79 10.G% 

(j]と13の合成）． ドイツlj!2(!0) 620 43.1% :zo:zぷ.4% 440 5''3.8% 438 68 l % 

ドイッカテゴリーは 9。 91 6.3% ,12 ll 3% 72 9.GJ.; 71 11 0% 

ドイッカテゴリーは II。 52 3.6% 35 9-1% 35 4 7% 100 156% 

ドイッカテゴリーは，13。 115 8.0% ✓-Jc} 11 9% :325 4:3.4% 254 39 5% 

泌7:394% 1,1s :3CJ 1 % 

8-'16淡.8% 237 63 9% 

205 14.3% :i7 ];"j,-!% 209 32 5% 

991 (-38 9% :?O:? み・、1% 431.J 67 5% 

93 6.5% -!l l l l'..'-,; 1G9 26 3% 

J(X3S 741% :211 泌9% 474 73 7% 

53 3 7% 18 -19% 75 J l 7% 

157 10 9% .1.3 11.6% 218 :3:39% 

-1:32 :30 O'.-¥, JSO 010 1% - 148 2:3.0% 

-M9 :-31 :.2% I 10 29G% 122 190% 

222 15.4% :30 8 l '.¾, 53 8 2% 
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労働そして経済市民団（木が続いている。

全休として．政治，農業団休はあらゆる面で突出し．次し）で労働．市民

経済団休が続いているというように誡みとることができる。

実施実紬や阻止 ・修正などの成功実紐や主観的な自己影響力ても政治，

典業，市民労働団休の占める割合が相対的に高くなっている。

このように団休分類ごとに主観的な関与やアクター閲係や行動パターン

に一定の違いが見出される。政策「関し」の100%は変わらないがロビイン

クといった「利益集団活動」ては6割から 8割が行う分類が存在するし．明

確な党派的 ・積極的な「政治話動」である選挙でも 3印lから政治団（本のよう

に9割に逹する分類も存在するのである。

つまり，市民社会組織全（木は漏斗状の，政策関心．広義ロピイング行動，

政治関与の 3屠構造があるが政治，労慟殷業，市民団休などのように政

治化度が高いレベルの分類とその他の分類のように政治化度が低いレベルの

分類とが日本には存在するのである。

5 日本の特徴

団体全体を各国別で比較した表 3-lによりながら.El木の特徴を概観して

おきたい。

第一•に確認しておきたいのは政策「関心J, ロピイング 「活動」．選挙 ・

予算［なと「政治活動」の 3者の漏斗状の構造は日本だけでなく，怖米独にも

存在するという事実である。 こうした漏斗状の 3層からなる階層性は 自由

民主主義休制を員く 一般性を有するのかもしれない。日韓米独は確かに先進

工業国， 自由民主主義体制の中で「似たもの」とは言いにくいが，それでも

こうした類似が存在することは後述する組織団（本，活動団体の量的な類似

（第11箪）とともに極めて注目すべき共通の特徴かもしれないのである。

ではもう一歩踏み込んで， 日本の特徴はなんであろうか。単純な頻度集計

からの検討であるが， 日木が幹米独と異なる点を整岬してみよう。

5 -1 日本が，ここで比較できる 4ないし3カ国のなかで最低の割合を示

す設問 （比率は絶対比率）（表 3-lにおいて太字で表示）。

政治的目的 米92%、韓70%、独57%. El56% 



公共的啓蒙

政策案提言

権利防衛

対行政関係
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米81%, 韓41%, 独32%, 日27%

米73%, 韓33%, 日17%, 独5%

米65%, 韓40%, 日26%, 独23%

対国行政政策決定・ 予算活動協力 米35%, 韓15%.独15%, 日14%

対自治体行政政策決定・予算活動協力 米53%, 独39%,韓20%, 日18%

審議会委員派遣： 米:37%, 韓23%, 独15%, 日13%

政府接触 米47%, 韓44%, 独36%, 日29%

政治家経由国行政ロビイング 独44%, 韓43%, 日32%

政治家経由自治体行政ロビイング 独52%, 韓37%, 日27%

上記のどちらか 独59%, 韓48%. 日38%

対政党野党接触 米38%, 韓19%, 独19%, 日8%

対マスメディア接触 独47%, 韓25%,米25%, 日16%

ロビイング全般 独68%, 米59%, 韓況％，日43%

他団体連合 米43%, 独16%, 韓12%, 日8%

大衆集会 独44%, 韓11%. 米10%, 日6%

有料意見広告 独22%, 韓9%, 米 5%。 日4%

5 -2 日本が， ここで比較できる 4ないし 3カ国の中で最高の割合を示す

設問（比率は絶対比率）（表 3-1でゴチック・斜体で表示）。

国行政退職後のポスト提供 日8%, 韓 7%, 米 6%, 独 l% 

選挙活動全般 日15閤米15%, 韓12%, 独 4%

選挙：会員投票呼びかけ 日11駕韓 9%, 米 6%, 独 3%

選挙：人員援助 日5%, 韓 5%, 米 2%, 独 1% 

選挙：会員を候補推薦 日5%, 韓 4%, 米 3%, 独 2%

ここでは各国別のデータの紹介にとどぬ詳細な検討は省 くことにする。

しかし．少なくとも日韓米独の間にかなり明確な相違点が存在するであろ

うと推定できることを確認できる。

即ち，米国では 3カ国比較が可能な設問のうち，選挙活動に関する政治

化を除いてほぼすべての設間で最も政治化比率が高いことである。とり

わけ、政策案提言や公共的啓蒙、 ロピイ ングなど政策形成活動への参与，連
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合形成などにおいてそれか著しい。それに対して． 日木の比率は選挙活動参

加を除くほとんとの設問において最低かそれに直い。韓且Iは．行政との関係

設問において高く，最低と最高の中間の高さを示す場合が多い。 ドイツはロ

ビイング閃係の設間で最高の値を示すか選辛や行政との関係では低く．最

高か最低かというメリハリのある結果となっている。

ここで紹介したデータは今後の仮讃構築に資することを目的としている。

日本は， ここで観察した限りでは．予箇活動や選学活動を行う団体比率が他

の国々よりやや裔いが、ほとんどの団休活動． ロピイングでは．やや低い値

を示し．そうした団体が比率では少な¥¥ことを示している。割合は少ないが，

最も政治的な予算と選挙に特化する日本の団体のロビイング様式は他の 3

カ国との比較では，時徴的なものと見なすことができる。こうした特徴をも

たらす要因の推定は，今後の諜趙である。

6 他のアクター影響力の評価

先の表3-1のド段に示されているように 日本の市民社会糾織は、韓国，

ドイツとの比校では相対的に大きな影響力を白認する団体が少なく． また

政策の実施実紙や修正・阻止実禎をもつ団体の割合も高くない。

こうした点とも関連すると推定されるか，最後に 日木を含め各且1の団（木

がもつ政治アクターの影讐力ヘの；；平価を概観しておきたい。これも， 各国の

市民社会組織や政治体制そのものへの仮況を導く，重要なヒントを提供する。

この質問は， これまで用いた没間とは異なり，他のアクターの評価を団体

指導者に間いたものである。用いた設間は．「Q26 下記の諸グループが日本

の政治にどの程度の影響力を持っていると思いますか。『ほとんど影響力な

し』を 1とし『翡常に影響力あり』を 7とする下のような尺度にあてはめる

と何点にあたりますか。」という設間である。

表3-2は．そのアクターごとの平均仙を各田ごとに叶算し，順位をつけ，

日本のそれぞれの数佃や/ii月位との差を箇出したものてある。図 3-4は，日本

での順位を見礎に， 4ヵmのアクター正Vii!Ii伯をグラフにあらわしたものであ
る。

表3-2の日本と他の 3ヵ田の差に江目しよう。平均点では日本の数値の

方が高いと元はプラスにまた顛位ては日本の方が順位が高いとマイナスに
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表3-2 「他のアクター影響力の評価」 の日韓米独比較（首都，平均）

区分
日本韓国米国トイツ JのKのUのGのJ爾Hill庸］｛立 J員頁｛立

J-KJ-LiJ-G - - -
U) 0<) (U) (G) lllfl/立順位順位）ilfi位. K腑位しi阻位 G賄位

官僚 6 32 5 21 4 92 4.47 l l l l .40 l 85 l 5 ;) 6 -4 -4 -5 

政党 612 618 608 5改う -0lX5 0 05 0 57 2 l l 4 l 1 -2 

経済・経営者団体 5.65 5.30 5 J 4 5 58 0 :35 0 51 0 07 :3 4 :3 3 -1 

゜゚大企業 5 38 5 :~5.00 5 73 0.02 0 :39 -0.:35 4 3 4 1 I 

゜
3 

マスコミ 5.32 6.05 5 35 5.61 -o 75 -0 Q:3 -0 29 5 2 z 2 .3 3 3 
農業団体 5 22 :3 07 4 19 :3 95 2 14 l 0'.3 1 27 6 15 7 7 -9 -1 -l 

外国の政府 5 l 8 4 :-35 3 28 3 79 0 8:3 l 90 l 39 7 8 14 10 -1 -7 -3 

国院機関 4 64 4 J」310 3 89 0.5:3 l 5'1 0 75 8 11 16 8 -3 -8 

゜自治体 4 :37 4 25 3 77 :3 86 0 11 0.60 0 50 9 l O 10 ， -1 -1 
゜労働団体 4 30 4.45 4 46 4. 汲3-015-016 -0.27 10 7 6 s 3 4 5 

外国の利益団体 4 JI ;337 :311 312 023 J.00 0.99 11 12 15 15 -1 -4 -4 

文化人・学者 3.93 445 364 :371 -052 029 022 12 6 12 12 6 

゜゚消費者団体 389 4:3:-3 390 :3,7:-l-0.t}.J -0.Gl 0.17 13 ， 9 11 4 4 :2 
福祉団体 3.49 :3 01 3.43 3洩30.48 003 013 14 16 13 14 -2 1 

゜NGO・ 市民団体・
3.48 3.81・1 02 3.40 -0 .3-4 -0 5'1 0 08 15 13 8 13 2 7 2 

住民運動団体
婦人・女性運動団体 3 42 :3.62 3.70 2 97 -0 2 -0 29 0.45 l G 14 11 16 2 5 

゜
なる。ここでは，順位により注目してまとめておきたい。

日本における評価が他の 3カ国においてよりも高いアクターは官僚農．． ．．．． ．．．． ．．．．．． 
羹臼休， 外国の政府，国〖祭機関外国の利益団体である。やや高いか同じで
あるのは自治体である。

それに対して， 日本における評価が他の 3ヵ国においてよりも低いアクタ. . . . . . . . . . . . . 
ーはマスコミ労働団体，消費者団体， NGO・ 市民団体・住民運動団体で

ある。低いか同じであるのは婦人・女性運動団休，文化人・学者である。

ほとんど評価が同じであるのは，政党，経済・経営者団体，大企業，福祉

団休である。

「他の アクタ ーの影薔力評価」が実〖祭の影態力分布とどのような関係にあ

るかについて断定的なことをいうことはできないが，4カ国での共通部分も

相違部分も大変示唆的な回答になっている。

日本の評点は全休にやや他の国々より 高い。また順位に注目して， 4ヵ国

の類似度を検討すれば. 6通りの組み合わせ中で、 日本とドイ ツが最も近く，

それに対し，日本と米国は最も異なった順位になっている。日韓はその中間
(4) 

(4 ,.___, 5位）である。
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図3-4 「他のアクター影響力の評価」の日韓米独比較（首都）
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まとめ

木章では これに続く利益団休の行動分析への概観を与える目的で，団体

の「政治化」「政治的活性化」もしくは「利益集団化」を包括的に見てきた。

私たちは， 「ほぼ100%の政策関心→ 3"'7割のロビイング→ 1 "-'2割の明確

な政治活動（選挙・予算）」の階層‘「生をまず発見した。しかし政治や農業，

労働などの団体分類では政治化が進んでおり． 政治化の高いものと低いもの

と2つの集団に日本の団体は分かれることが確認できた。そして韓米独の

集計データとの比較を通じて 日本の政治化が選挙・予算などの政治活動

は高いが，その他の多様なロピイング自休は相対的に低い水準にある可能
(5) 

性を示唆した。主観的な影薯力評価やロビイングなどでの政策の実施や修正

の実績も相対的に低めであった。

他方で他のアクターの評価では， 日本の場合，官僚，農業団休そして外

国や国際のアクターが高い評価を得る一方でマスコミや労働，消費者市

民などの団体への評価は低いことがわかった。政党や経済関連団体への評価

はほぼ4カ国共通である。

4カ国に共通する政治化の 3層構造および影曹力評価また政治化での選

挙・予算に傾く日本の特質，官僚や農業団体，そして経済関連団休への評価

と，その他の市民社会組織の低い評価なと，極めて重要な仮説を示唆するも

のであるが後続の諸章および今後の体系的な比較研究への課題提示にとど

めておきたい。

注

(1) 各国の回答率はすでに触れたように，韓国京畿道の 1割強から日本の茨

城の 5割怖までそう高くない。政治的な関心のある団体だけが巡んで回答

したという推定もできないわけではない。ここではそうした仮説は採

らずサンプルは代表的であるとの仮定のもとに議論を進める。

(2) Q21には 14項目含まれるがここではそのうち各分野の代表的なロビ

イング方法7項目を選んだ。

(3) 12大事件は 1980:iト12月の外国為替法の改正から.83年の第 2次臨調答

申， 92年の国連平和維持法などを含み. 95年の住専処理決定まで12項目。

コードプック(_;土中1999a) の調杏粟参照。
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(4) 類似度の ~n り方としては. Jilri位間の単純相閃およびJil(!(立間の差の絶対値

の総和の 2通りで調べた。

(5) 確かに 日本の市民社会活動（本の政治化は低し＼が．それが即．政治的パ

フォーマンスの低さにつながるわけてはない。政治化の低さは． 自治性，

自足,,生の高さの可能性もありうる。



第II部

H本の政治過程と

市民社会組織•利益団体



第4章

団体のプロフィール

辻中 豊・森裕城・平井由

本調査の採用した10団休分類で 7,..___,8割の団体は自己規定できる

ことを確認し，その団体分類にそって，市民社会組織・利益団体世

界の横顔を記述する。法人格，糾織リソースの点で，農業，経済団

体が他より優位にあること，そうした団体の割合が多い茨城が，組

織リソースの点で，東京の団体と遜色がなく，政策関心も幅広くか

つ高いことが注目される。そうした差はあるものの，団（木分類間の

リソースの違し）はそれほど大きくなし）。
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1 団体分類

我々が利益団体と呼ぶ団体の大多数はおそらく自らの存在を＂利益団体＂

や“圧力団休"であると認識してはし＼なし）だろう。今回；周否対象になった団

休も実社会においては何らかの個別名称（たとえば"経団連’ゃ "00

医師会＂など）で自らの団（木を玉 l称＂してし＼る。個別の政治過程を事例研

究の手法で分析する場合には団体を団休自身が使用する＂自称 ＂で語るこ

ともできるが，木研究のように団体を定屈的に扱う場合には調査対象団体

を何らかの視角に基づいてグルーピングを行い，何らかの形で別称しなけれ

ばならなくなる。

人間行動の分析も，同様の手続きを踏んてし＼る。例えば個別政治過程の

事例研究では“田中角栄＇ゃ｀＇中皆根康弘”といった個別名称で当該現象を

語る ことができるがそれを定量的に扱おう とすれば、・・自民党議員｀` とか

“政治的リーダー”といったやや抽象的な名詞でその存在を称することになる

であろう。投票行動研究などでは，有権者個々人の名肌などが登場すること

はまずありえない。そこでは，・t生別や年齢政治的意見 ・態度といった変数

が重要であり人々 の行動は集禎されて平均的な側而が語られるこ とになる。

それでは利益団体をどのように別称すれはよいか。団体をグルーピングす

る甚準はいく つかある。たとえば属甘 （予算規模 構成員数など），志向性

（設立目的，政策関心など）て団体をくくることもできるが本研究では基本

的に，経済分野農業分野，労働分野なとといった政治社会における「仕切

り」から，団体を次のようにグルーピングすることにしている。①艘業団体，

②経済団体③労働団体④教育団体， ⑤行政関係団休， ⑥福祉団体，⑦専

門家団休，⑧政治団体，⑨市民団休，⑩その他，である。

この団体10分類は，V0. Key Jr. なとの研究にヒント を得て村松らが団体調

査 (1980年）において採用した団体8分類を改良したもので，「市民・政治団

体」を「市民団休」と「政治団体」に分割し，そこに 「その他」 を加えたも

のである。本研究は某木的に村松らの分類を踏襲したわけだか， どの団休が

どの分穎に当てはまるかの認定方法はまったく異なっている。村松らの場

合は当該団体の自己認識に関わりなく ，サンプリングの時点で妍究者が団

体を 8分類に振り分けたのに対して，我々の研究では，；凋査対象団体にQl
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で「あなたの団体は下の 9つの団体分類のどれにあたりますか」と，団体

自身に団体分類を選んでもらっている。

表4-1は. Q 1に対する回答結果をまとめたものである。東京では約 7

割，茨城では約8割の団体が「その他」を除く 9つの分類のどれかに入ると

認識している。調査票の設計の段階で， どのような分類をいくつ設けるべき

なのかについて諾論を重ねたが結論的にいって 9つの分類に「その他」を

加えた10分類で．団体の大多数は捕捉できるようである。

表4-1 団体分類

東京 茨城 東京 茨城

①農業 2.4 認9 ⑧政治 20 25 

②経済 19 0 15 2 ⑨市民 4:Z 3.6 

③労働 7.6 112 ⑩その他 282 18.8 

④敦育 80 25 J1,i亥当 2.4 2.5 

⑤行政 95 ;J J 

⑥福祉 59 4.6 /ロ~ ，e叶 1000 1000 

⑦専門家 94 4 1 N 1.4お 197 

Q1. あなたの団体は 下の9つの団体分類のどれにあたりますか。 該当する番号を1つお選びくださ
い。資料： J-JIGS. QI 

興味深いのは「その他」を選んだ団体である。これら 9つの分類には入ら

ないと自己申告した団体は東京で 3割茨城で2割ある。東京の方で多い

のは，都市部における団体の多様化の反映とみてよかろう。どのような団体

が「その他」を選び，そしてそのことからどのようなことが言いえるかにつ

いては次でもう少し深く検討しよう。

2 10分類での「その他」の団体

後の章（第皿部の歴史的形成）で述べるように残余のカテゴリーである「そ

の他」という分類は日本の団体状況を見る上で重要である。というのは残

余項であるために必ずしも同一の対象ではないが， 1980年代以降「その他」

の団体の増大がいくつかの統計で確認されており特に事業所統計ではそれ

が最大の分類となっているからである。そして それが日本の団体世界の多
(1) 

様化，多元化の証拠として推定される。

私たちの調査でも表4-lでみたよ うに東京で最大の分類，茨城で第 2位

の分類であるのでその中身を確認しておくことは以下の分析にとっても意

味があるだろう。東京地域において「その他」であると自己認識した団体
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(417団体）を特定化し，個票の自由回答 (9分類に当てはまらない場合に記

入）を精査し再分類すると以下のようになる。

表4-2 その他の団体の内訳（自由回答，東京）

〇無記入 100 

② 拙・：[業関連団（本 68 
中小介晃を中心とした業界「fl(本（牡にサーヒス関

辿）．阿協同組合など

③ :]f―．営利団体 ・協同糾合など -17~ I悩利団体，公益社、人．協 /,?/矛II 合など
④ 学術・研究・芸術文化団体 ,io '. 学術団（木．叉術団体など

⑤ スポーツ関辿団体 40 スポーツUlf木．趣味・ 此道1こti/、いなと
⑥ J豆生 ・保険関連団（本 泌健（呆組合．底税団（木．年金壮令なと

⑦ 自治・ It民・ボランティア関連且I/本 25本（上甘II木． 自治会．管岬組合など
⑧ 親睦関辿団（本 l7 親睦団体阿窓会など

⑨ 且l~祭交流関連1,り（本 [(j 住I&祭父流・親虹t/(,t:, 仕I~祭協力なと
⑩ 家教関辿団（木 l:? 
⑮ 隈林水産閾連団体 ll 

⑫ 専―-『1技術関連団（本 8 
⑬ 外国政府閑連団休 4 

⑭ 税務関連団体 3 

このように確かに多様な団体が含まれる。中小企業関係の，牡に協同組合

などの団体は 「経済団体」と自己認識しないものがかなりあること， 「教育

団休」と認識しない研究や趣味なとの団（本、 また f市民団休」と自己認識し

ない市民の団体がかなりあること，叫公的な昇営利団体もそれぞれの関連分

野でなく「その他」にもかなり含まれることが興味深い。

類A
l
-
ーノ 人.1

 

．．
 

•
• 

-

3 電話帳上・法人格上の分類との整合性

私たちが分析の枠組みとして採用した団休10分類のほかにも団休を分頚

できる変数として，職業別電詰I帳上の分類と仏人格の分類がある。職業別電

話I~長の分頚は団休が実社会で活動する上てのアイデンティティを示し、法人

格上の分類は国家が構築した制度的枠組の中でのアイデンティティを示すも

のであるといえよう。このような性格を持った分類とQlの団体分類には

どのような関係が見られるだろうか。

3 -1 電話帳上の分類

電話帳における分類とQlで団休自身が回答した分姐にはとの程度の整

合性が見られるだろうか。表4-3を参照してみよ う。

職業別電話I帳の分類は， NTTか指定する次のよ
うな団体カテゴリーの選択
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表4-3 電話帳カテゴリーと団体分類（東京）

麟 経済 労働 敦育 関行政係 福祉専門家政治 市民その他~:り
組合 ・団体 00 '.3] 5 7 3 bl 8 1-Jノl9 82 ,j 40 7 G 9 88 :3 49.6 t.J;J 2 

（（）） （函） (8) ("l(i) (bl) (70) (.'5:>) (2) (S:3) (207) (()::6) 

（学術・文化） 00 :z (j 0 9 :31 7 l-1 0 71 ,~2 2 G9 50 16 5 14.1 
(0) (7) (]) (:39) (l 9) (6) (;57) ('.!) (3) (69) (20:3) 

（漁業協同組合） 29 0.4 0.0 00 00 00 00 0.0 00 05 0:3 
(l) (I) (0) (0) (()) （（）） (0) (0) (0) (2) (5) 

（経済） 11 ,1 :)~ ・,..,) :― J :2 7 ::i::i lb 2 I :2 l:ZG :3 I~ .・ぅ).・)） lG :3 Jg_,j 
(,~) (I船） rn (,1) (:.22) (ll (17) (]) (2) (68) (279) 

（社会保険） 57 (J 5 () 9 〇け 17.b 8 :2 07 00 l 7 82 70 
(2) (26) (]) (1) (2,J) (7) (l) (0) (J) (3-<」) (100) 

（宗敦） 00 00 00 lb 00 00 00 00 00 :3.4 l I 
(0) (0) (0) (2) (0) (0) （（）） (0) (0) (l,J) (16) 

（政治） 00 00 00 0() 07 00 0 0 82 8 00 0.0 I 8 
(0) (0) (0) （（）） (1) (0) (0) (2"-1) (0) (0) (26) 

（農業協同組合） SJ 4 00 00 0.0 00 00 00 0.0 00 00 J.:3 
(18) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (18) 

（農林水性） 28.G 18 00 00 :z C) l :2 () 7 00 1.7 2.G 2A 
(10) (5) (0) (0) w (1) (I) (0) (I} (l !) (、:w

（労働） 00 07 &'32 08 ;37 00 :3.0 00 00 29 8-J 
(0) (2) (97) (1) (S) (0) (4) (0) (0) (12) (121 l 

％＊ 100 0 JO<JO 100 0 100 0 100 0 100 0 JOO O 100.0 !(JOO 100.0 1()0 0 

合計 (:35) (27:3) (11()) (1:2:3) (国） (8;j) (J'.3;j) (29) (GO) (,~17) (U: 弼）

（ ）内は絶対数
＊％は四括五入してl'るため!()()0にならなlI場合がある。
＊＊各団体の合，1Iでは無 IQl 笞なとのク~Hl値が除かれて (l るため令 ff;の合，iiと改しなし＼。

肢の中から．団体自 らが選択したものである（ただし10個の分類から複数を

選択することも可能）。①組合 ・団体 ②組合 ・団体（学術・文化）．③組合

・団体（漁業協同組合） ④組合 ・ 団休（経済〗⑤組合・ 団休（社会保険） ，

⑥組合 ・団体（宗教）．⑦組合 ・団体（政治）． ⑧組合 ・団体（農業協同組合）．

⑨組合 ・団休（農林・水産）｀⑩組合 ・団体（労働）。

すでに序章でふれたように電話帳の分類は近年インターネットでのホーム

ページ化がなされ細部の分類の変更なども見られるが、ここでは調査時点

(97年）での電話帳によるものを採用している。

前節でふれた「その他」の意義と関連づけながら. 10の団体分類の電話帳

分類との関係についてみていこう。電話帳での「組合 ・団体」 一般の分頷は．

下位分類にコード化されたくない． もしくは両方にされたい団体である。い

わば電話l帳での「その他」にあたる。

東京でのデータの場合． この屯話板での「組合 ・団休」 が少なく. 8割以
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上が屯請帳での分類と符合するのは労慟．政治. J農業の 3分類てあり．そ

れぞれ（労働）． （政治）．（嬰業協詞糾合）およひ（農林水咋団（木）に対応す

る。それに続し＼て経済団休も半分が（紆済）に属し. 3'. 間が「組合 ・日l

休」 に脱 している。

逆に対応関係がなく ．「組合・団（木」か多し＼のは市[(, 福祉．教育てある。

教育は 3訂りが（学術 ・文化）に屈し同様に専門家も4割が屈してし＼る。先

に述べたように「その他」の分類は多杜であり．「糾合.ff! (木」に半分，

（学術・文化）（経済）に 6分の 1つつなと分散している。

茨城のデータはここに示してし［ないがほぼ同様の仙向をより 1リlfi'frに示 し

てし＼る。政治，嬰業経済， 労働の対応関係は明/i'{(であり． 福祉専門家．

行政教育は大祁分が「組合 ・団（木」に分類されてし＼る。

労働農業，経済といった生腔関連の団体と政治[1-1(本は． 一般 t.l:会で話動

する上でのアイデンティティとしての出話娠分類と;UM杏での分類がほぼ対応

する関係にある。それに対して， 市民福祉．教育などの生性以外の市民社．

会や牛活サービスの領域の分穎は．対応関係が明雁てない。 それは電話帳

分類法に潜む．生荏：者団休を中心とした政治社会構造を賠示する。

3 -2 法人格上の分類

法人格とは団休に対して与えられる法律上の人格に他ならないが法人格

の種別は田家による団体分類に見づいているとも考え られる。つまり財団法

人. tl: 団法人，特殊法人，・社会船祉法人などといった区別は田家による全法

人格内につけられた区分でもある。田家はこの区分に見ついてそれぞれの権

利 ・義務を定めており法人税率もこの区分によって異なっている。実際の

ところ．団休がどの法人格を取得するかは団休自身の申請によるので どの

怯人格を付与するかという決定権が田家側になく．法人格が完全に国家によ

る日淋分類であるとは言えない。しかし叫消された1、「I{本を法人として認可す

るか否かは田家の決定によるため， 消極的には法人格区分は［且家による団体

分類という性格を持つといえるだろ う（ペッカネン 2000参照）。

表4-4は今回行われた凋杏で使川された且I(木10分類と払人格の関係につ

いて東京に関するクロス集叶を衣したものて、各日It本か法人格を得ているか，

得ているとすればどういった種類の怯人格を得ているのかをホしている。
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表4-4 団体分類と法人格の関係（東京）

IPを業 経済 労働 教育 関行係政 福祉＃門家 政治 r"{f民 その他竺圧

財団法人 59 :37 .47 :31.1 LO (i :2:38 13 0 00 S 1 20 :3 13 2 
(2) (10) (:i) （：弼） （お） (20) (17) (0) rn （糾） (1部）

社団法人 :32.4 19Y ;37 18 0 :31.(:i 10 7 :37.L! 00 I 1 9 l"1 :3 204 
(I J) (54) (4) (22) (,1:3) (9) (49) (0) (7) (59) （お7)

特殊法人 00 4.0 00 00 7 ,1 -'l 8 00 9、3.6 1.7 ]5 2.4 
(0) (I]) (0) (0) (JO) (4) (0) (l) (l) (G) （冽）

社会幅祉法人 00 00 00 00 07 20 2 0.0 0.0 0.0 0.2 1.3 
(O) (0) (0) (0) (I) (I 7) (0) (0) (0) (I) (I 9) 

認可地緑団体 () () 07 00 00 00 0.0 00 0.0 1.7 0 :2 0.4 

(0) (2) (0) (Oj （（）） (0) (0) (0) (1) (l) (5) 

労働組合 0.0 0.0 ;j~J 0.0 0.0 00 0.0 00 00 02 4 l 
(0) (0) （泌） (0) （（）） （（）） (0) (0) (0) (I) (58) 

i新エ糾合 0.0 J J.2 09 0.8 1 S 0.0 IS 0.0 00 J 7 :3 l 
(0) C:30) (I) (I) (~) (0) (2) (0) (0) (7) (4:3) 

生活協同組合 2.9 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ().0 0.0 0.5 ().:3 

（］） (I) (0) (0) (0) (0) (()) (0) (0) (2) (4) 

股業協同組合 44 I 0 ,1 09 () 0 07 00 00 0.0 00 02 I 3 

(15) (I) (l) (0) (I) (0) (0) (0) （（）） (I) (19) 

中小協同組合 88 :3:3 l 00 00 ., 、）-（ 00 38 00 00 7:3 9.6 
(3) （咲）） (0) (0) (5) （（）） (5) (0) （（）） (:30) (1:3si 

株式会社 00 :33 0.0 ::, 7 1 S 00 08 :rn l.'I 07 I 8 
(0) (9) （（）） (7) (2) (0) (l) （］） (:2) (3) （あ）

その他 29 2 :2 l 9 lb 118 GO 00 7 I S l 99 ;) -;-) 
(I) (6) (:z) (:2) （］（う） (5) (0) (:!) C:3) (41 l (78) 

法人格なし S9 25.LI ふ8:3 41.8 :Z:!8 '.33:) 427 85 7 7:2 9 45 S おA
(L) (69) (tJl) (;)]) (:31) ('28) （め） (24) (4:3) (188) (S'l! J 
HX) 0 l CX) 0 100 0 l CX) 0 I (X) 0 l!Xl O l (Xl O l CX) 0 I 00 0 1 ()() 0 HXl.O 

合計団体数＊ (:3-4) ('272) (107) (122) (1:36) <&・.!) U31) (28) (59) (413) (1,408) 

（ ）内は絶対数。％の合計は¥J_り防Ji人のため100.0にならなしヽ場合がある。
＊各法人数は法人格ごとの＇員間に）よづし＼たものてあるため， 合計l:l」｛本数：：：： 致しなし＼場合がある。
＊＊各 !JJ(本の合計では無回答なとの欠損｛直が除かれ て（＼るため全体の合；｛｛•と 致しなt¥。

表4-4の下端に「法人格なし」の割合が示されている。政治市民団体で

は7割を超えておりその他専門家教育の団体でも 4割，労働，福祉団

体で 3割を超えている。それに対し．農業では6%. 経済も25%と法人格の

ない団体は少ない。ここに国家と各分類の関係がある程度示唆されている。

法人格を得た団体では全体的に財団法人 (13%). 社団法人 (20%) の団

体が多い。 ついで中小企業協同糾合 (9%)である。巽味深いこ とは同じ分

類に所属する団体でも数種の法人格に分散して法人化されているのが普通で

あるということである。労働団休のよ うにほとんどが労働組合の法人格を得

ている (.52%) のは例外に属する。農業団体をみるとそのすべてが農業協

同組合の法人格 (44%) を得ているわけではなく｀ 同じくらいの割合で社団



90 

• 財団法人（合計38%) になっている。経済団（木も同且に，中小協同組合

(33%) とともに社団• 財団法人の法人格（合計24%)を取得している。椙祉

団体においては社会栢濯法人 (20%) よりも社団・！！オ団社、人（合計25%) に

なる団休の方が多い。つまり．農業経済．福祉団（木においては法人化され

る場合2,3以上の法人格の可能性があるわけである。 BH本10分類と法人格区

分の間には少なからず「ずれ」が生じている。これは法人格の取得の容易

さという点ですでに国家との関係が生じている上にその種類の点でも団体

の分野と国家（政治．行政）の関係が多様であり．違いがある ことを示して

いるのである。

4 分類別にみた団体の属性

本研究では，基木的に団休10分類を用いて．団体の存立様式と行動様式を

記述していく。次章以降では この団体10分類（たいていは東京地域）をほ

こんど何の断りもなく使用することになるのでここで団休分穎のプロフィ

ールを簡単に紹介しておくこ とにする (4カ国比較の観点からは第皿部で記

述する）。

4 -1 団体の組織リソース

団体の組織リソースは様々なものが考えられ，本調査でも多くの設問を設

けているがここでは代表的な外形的組織リソースであるものとして，予算

規模個人会員数，団体会員数，常勤職員数に注目しておこう。

予算規模（表4-5 東京地域）：全体的にみれば，政治団体，市民団体を

除いて， 1,000万円以上の予算を持つ団体が多いことがわかる。特に大きな予

算を持つのは農協という広範なビジネスを行う組織が4割を占める農業団体

であるが (60%以上の団休が2億円以上， 3分の 1以上が10億以上の予算），

行政関係団体，幅祉団休も10億円以上の予算を持つ団体が各29.7%, 12.8% 

と，少なからず存在し，全休に予算規模が大きい。一方政治団休，市民団休

は1,000万円から 1億円未満の予算規模に集中し，それ以上の予算を持つ団体

はほとんどなく，やや予算規模が小ぶりである。教育，労働，経済，専門家

の各団休は1,000万円から10億円規模に幅広く存在し，分布が似ている。全体

として分類ごとに違いはあるが，農業 ・行政関係といった大きな予算規模
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表4 5 平成8年度予算と団体の分類のクロス表（東京）

％ 股業経済労働教育 福祉専門家政治 市民その他
"'* 

1.0 召3 〇芯 1'.3 '-),') ) :3.8 :3.4 
(!) (6) (1) (1) (:3) (1) (2) (:3) (2:3) 

lOOh円～ 00 l (:i :) 8 ()'.} 08 2.6 合.7 11 S 12.l 37 :33 

300Jj円未満 (0) (4) ((j) (l) (1) (2) (S) C3) (7) (14) (/Bl 

300Jj円～ 00 ')~・・') ' ].() S:3 :3 j S.l :3.9 115 1:38 S'.3 ,j !¥ 

500万円未満 (0) (G) (1) ((3) (4) (.:')) (S) (3) (8) (20) (58) 

500)j円～ 0.0 2.7 39 96 り-；-） 3.1 47 :38 12 l ,,) o ., :-） .:~ ) 

1,000万円未満 (0) (7) (sj) (l ]) (7) (cl) (6) (]) (7) (22) (72) 

1,000万円～ 3.4 21 8 2:3,:3 JG 7 10 2 :21 8 22 S :30 7 ;3(3 :2 20 l 20 :3 

3,0()0万円未禍 （］） （あ） (:.!:3) (JY) (I:3) (I 7J (:ZCJ) (8) (2]) (75) (267) 

:3,000万円～ 10.'.3 29 2 2:3 3 28 l l(H 1ni 25 G 2:3 l 17 :2 25 9 2-1 l 

1 {意円末満 (:3) (7日） (:21) ('32) (21) (j._j) (33) (6) (10) (97) C318) 

1億円～ 17 2 JG 0 18.4 11'~ ],JS 12 8 ];i召 77 :u 12.G 13 8 
2億円未満 (5) (-41) (]CJ) (J:3) (19) (JO) (:20) (2) (2) (47) (182) 

2億円～ :}l 5 19.1 16 5 l~9 18 8 20 S 17 1 0.0 1 7 190 17 S 
10億円未満 (]()) (:19) (17) (17) (:2.l) （］（う） (:2:2) （（）） (l) (71) (2:30) 

10億円以」こ :}l 5 ::i8 78 7 9 :2l) 7 i2 8 47 77 00 67 95 

(10) (15) (8) (l)) GS) (]()) (6) (2) (0) (25) (125) 

合計団体数＊ 1000 1000 1000 1000 1000 ]()(}0 1000 1000 1000 ]()00 100 0 

(29) (2S7l (l 0:3) (l J 4 l Cl28l (78) (1:29) (:26) (58) (374) (1,318) 

＊（ ）内は絶対数。駕は四捨FT人してし＼るためHXJOになうなし＼場合がある。
＊＊行和と全体における数値は 行fllがク Uス悛の数値の合，寸てあるため， 致しなし i場合がある。

の分類以外は類似した分布であることが理解される。

茨城における団体（表省略）を見ると，農業経済団休以外の団体では東

京と比べて全体的に規模が縮小されているが， 経済団体における予算

規模は東京のものと比べても遜色がないことがわかる。

構成員数（表4-6 東京地域）．所属会 を仙人会員数団体会員数に

よって間いた。まず個人会員数をみると行政関係団体の個人会 0人

(19%) を例外的に除けば，全くいない， もしくは 2万人以上の会員を持つ，

という団休はあまりない (5%未満）。つまりほとんどの団休が 2万人までの

範囲に収まっている。その中でも比較的大規模な会員を持つのが，政沿福

祉，農業労働教育団休などであり， 1,000人から 2万人の飼人会員を持つ

団休が多い。これらに比べ若干小規模になるのが経済団体であり．大体1,000

人までに収まっている。日］休会員数は100団休までの団休が多い。行政関係団

体は個人会員で 0が多かったのに対し，団体会員で見ると250以上が29%と，

多くなっていることが興味深い糾果である。また教育団休や労働団休も100

団体以上の団休会員をもつ比率が高い。しかし全休として各団休分類間にお
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表4-6

0人 ''u u • 、、~ヽ

(0) ('..;()) (62) 
(~) (l-ll (U) ('.2) (l l) (3) (::il （（）） 

1~99人 l7 C 0l0l'.l I I 0 ¥J l lb:.> 7;) l IS l ci 0 11.-1 
改0:) 20 8 

rn ((i(i) (0) (7) mi (-ll (lS) (. l) (:i) (50) (183) 

100~999人 ~3召 JO~:*i.(i cl:_! () .l:! l 氾 1 .n 1~.! 8 -17 7 :tl l ；外丘

(:i) (45) (30) UJ) (~.\) (ltl （叫） (:,) (~l) (8-'l) (3CYl) 

l ,()(}Q~il, 999人 17 G 10 l Jl 7~:l.! 17 (j ぷ 3 五77 l・! :)'..'.9 ;i :::o 7 以0

rn (l~J ('.::(i) ()8) (lJ) (l:il ml (3) (lJ) (Sl) (185) 

;';,000~ l9.CJ9CJ), 2SU SA 1~ こ l5.li (i 8 13 :-2 8り 2ふ芯 li s 03 99 

応） (8) (l()) (I'.-') (;,) （「） (9) (:j) (:l) (2'.l) (87) 

'.20、()()()人～ 00 07 8丘 [j :i 芯l lげご (j ¥) l~J 0 4り -I、,), 

(17) (lci9) （泣） (77) (7-ll 応J) (ll)[) ('..'.ll (1-D (巳,tG) (&~Ol 

団沐会員数（現在）と団体の分委頁のクロス表（東京）

賃，

＼， 

(cl¥ (i ()) rn (¥0) 岱） （（う） （＼（）） （（）） ('..'.) (lC,) (7l) 

t~l9 戎 l 如巳 2°1 0 ¥:l;i l丘6 lげ3 l丘9・1-l・l '.2:l 8 あ 7 l9 8 

(Cl (37) ((i) (8) (1ご） (-ll (U) (, し） Ci) （ぷ） (¥35) 

20~99 :l9 l J7.(i 201 o 2s::; 2:i-1 :mo 37.s り］ら 17 (j J::.'A '.)3 2 
(9) （り:J) ((j) (1'l) (l8l (9) (:)[) (Sl (lOl (b7) (2出）

し00~'.:'.4¥l 87 l8A 20 Cl lbA~~l 訊0.() l9丘 00 CJ;=j l筏4 179 
（ご） (2GJ 応） ml (l7) (6) (l()) （（）） (~) （ぷ） (l羞2)

250~ 87 10.b 20 0 25 5 28 b l(i 7 l-l b 00 9召 2J7 l8 G 

合,n廿1体数＊
応3) (82) (9) (2l) (207) (68l) 

所属人各夕合計（現在）と団体の分類のクロス表（東京）

輻祉山門家政治 巾氏その他 ＊＊ 

l '.:7 8'.:l.l ()() 7 l l().4 
(~) (l l) Ci) (l l) (0) (l) (11) （め）

1~99人 ~5 () lO 8 t¥.l 9.01 ;-）~  ｛ :'i.b 11 l lb 7 7 l lJA 96 
(2) (l ()) (l) (.l) (:::) (1) （岱）） (l) (l) (lO) cm 

100~999人 9,1 258 17.:l 18 8 各_(j lb 7 缶 7 :n:l ,l旦9 22 6 227 
(:3) (2il) (l) ((j) rn rn (1~) (2) ((i) (24) (88) 

¥ ,000~ 19,999人 lL5 :35 5 出 1 :ll :l 丘l,) 因l.l :ll l :n'.3'.'.lA :J:l 0 ：外l
(1) (3'.l) (CJ (10) (lSl ((i) ([ cl) (::') (.j) ccxil o:m 

20,000人～ 0.0 lo l :)7.8 l丘.6 立9 lfi 7 b7 lb 7 21 ,1 23 fi l9 1 

(8) (9:3) (2:J) (32) （ふ） （し芯） (,¥;"j) (:)87) 

＊（ ）内は絶tt数. 0るは1叫括IL入し-c・I・＼るため!(XI(Ji●：な:,1¥'.dり合がある"

** ii Filと全体にお！｝る故/11りは /jflJカクロス1号の数餅Iり）合，，i・cあるため 致しな''場合があるC
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ける際立った違いというのはあまり見られない。

茨城における構成員数（表略）をみると東京で見た特徴と同様に，農業，

労働，福祉団休の個人会員数が多くなっていることがわかる。特に農業団体

では半数以上が1,000人,..__2万人の範囲に存在している。専門家団体の個人会

員数が東京と比べ若干小規模になっているのを除けば彎茨城の団休が東京の

団体に比べて小規模になっているとは言えない。

常勤職員数（表4-7 東京地域） 常勁職員数の数ではほとんどの団体分

類において 1,.._____,30名の常勤職員を附いていることがわかる。その中で特筆で

きることは農業団体において50人以上の常勤職員を附く団体が多く (4分

表4 7 

常勤職員数と団体の分類のクロス表（東京）

＊＊ 

75 
(0) (8) (9) (4) (10) (:3) (JO) (29) (91) 

1~4人 2SO 54 0 49 0 46 0 .32 3 24 7 51 8 泌0 60.4 54.l 48.6 
(8) (13'1) (SO) （船） (40) (18) (59) (14) (29) (19:5) (607) 

5~29人 ；妬9 :37 1 ぶ.-1 ．＇妬0 -~9 2 -17 9 :3.S J 28 0 JL'5 32.0 35 .3 
(15) (92) (29) （改｝） ((:il) (:3:5) (40) (7) (6) (116) (丑-4)

30~49人 3 l 24 20 so 48 :2 7 53 00 00 25 30 
(]) ((5) (2) (S) ((5) (2) (G) (0) (0) (9) cm 

50人～ 250 32 (S 9 ,j 0 ］（）日 11 0 :Z.6 40 b:3 :33 5.4 

(7:3) (25) (1!3) (362) (1,250) 

非常勤職員数と団体の分委頁のクロス表（東京）

％ 農業経済労働

50.0 64 0 双ふ6
(11) (89) (:3()) (18) (18) (40) (8) (16) (lj]) (3<.'33) 

1~4人 13.6 30 9 :;~l) 57 0 : 弼：3 40 3 4A 3 4:2 l :31 :3 44 8 40.0 
(:3) (43) (18) (4;:i) (31) (25) (:39) (8) (10) (113) (3:、36)

5~29人 18 2 ,1 :3 75 1:3 lJ 1:3.G 25 8 10 :Z 158 18 8 99 11 7 
(-4) (6) rn (11) (11) (16) (9) (:3) ((:i) (25) (98) 

30~49 人 CJ 1 07 00 2iう 1~ 00 00 00 00 0.4 08 
(2) (I) (0) (:Z) (1) (0) （（）） (0) (0) (1) (7) 

50人～ 9 1 00 I() :rn ;37 ,j 8 00 00 00 08 I 8 
(2) （（）） (1) rn (:3) (.3) (0) (0) (0) (2) (IS) 

合計団体数 k HX)O 1000 1000 1000 1000 llXlO 1000 1000 1000 1000 1000 
('.Z'.Z) (l :39) (:)3) (7l)) (81) ((3:2) （＆ゞ） (] 9) (.32) (252) (8:39) 

＊（ ）内は絶対数。％は四拮五人してl'るためj()()Oにならなし＼場合がある。
＊＊行和と全体における数値は行和がクロス後の数値の合計であるため、 致しない場合がある。
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の 1). 行政団休．幅祉団休てもLi』を超えてし＼る。 他）jで． 市民ては2害IJ,

労慟，福祉．政治団休ては l't.:rj以上が↑く';常勤職員を筐訊汽又＼ない。 茨城で

もやはりほとんどの団休が東京と同且に l~30名の利；勤職員を障し＼てし＼るが，

農協が4割を占める農業団（本の料；勁職員の多さが目立つ。

4 -2 志向性

設立目的 （表4-8 東京地域） 団体の設立日的 ・話動内容は大き く2つ

に分けることができ，1つは会員・糾合員のための内向きの活動であり もう
(2) 

1つは対外的な活動である。 前者には会員 ・組合員のための梢祖提供． 教育

・訓純 ・研修経済的利益の追求補助金析励などがあり ．後者には政策提

言や啓蒙活動， 情報提供などがある。 全体的に見ると どの「可休においても対

表4-8 団体分類とその主な目的・活動 （東京）

％ J農業 経済労慟 敦台 行政 福祉 ¥I/門家政治 ,tit( その他令（本＊

82 9 ffi O 85 5 55 J fi9 9 48~ 82 2 7:=i 9 70 0 68~) 74.6 
('..?9) (:1i2) (0-l) (GS) (95) (,![) (I Il) ('.!2) (,!2) (~8;j) (l, 咲迅）

教脊 』II紬 62 9 7J.6 76.11 75.G 5'.!:! ,Y.i5 65'.! 310 ,t:l:l t¥63 汲；2

研修 (22) (201) 岱！） (9:ll (71) (:ll) (88) (9) ばj) 093) (830) 
希・rnw1:r1Jii o) 65 7 72 2 87'.l 8 9 22 ! lOG 1s s ~o 7 83 206 3'1.6 
追求 (23) (l97) （％） (l l) UO) (9) (25) (G) (5) (86) (4団）
,u丘楕：_禾IJIサj紺i L¥8 6 31 9 89 I 57 lb 9 :!-l 7 17 0 :)'1 :'i 翌n 16 :) 26 3 
話動 (17) (87) (98) (7) (2:l) (21) (23) (lO) (17) (GS) (375) 

補助金・奨励金 20 0 21.6 t:l.8 65 7 ,j 35 l l 9 138 3.3 72 lO 9 
の約1面 (7) (59) (15) (8) (lO) Cl) (lo) (LI) (2) um ([55) 
行政上の使宜を 1,1'.l 19 0 9 1 IG 7A :.:4 4A 20.7 50 89 9.5 
図る (5) (52) (lO) (2) (lO) (~) (Ej) (6) rn (37) (135) 

梢報収比と 229 278 lG.,l l 7.l 15.'l l75 n.'i l7 2 25 0 20.6 2l.4 
外への提供 (8) (76) (l8) (21) ('.21) OS) cm (:j) (l合） (86) (305) 

政策案の提言 14 3 17.b 16.4 IS.4 17 6 7.l :l5.fi ,1--18 IS 0 12 5 17 2 
(S) （侶） (l8) (19) (24) (6) (o!S) (13) (9) (52) (245) 

啓袋話動 20 0 22 l '.ZOO :lO l 4l9 お，2 37 0 48 ;1 46 7 22 3 27 6 
(7) (60) (22) (37) (S7) (2,!J (50) (14) （認） (93) (3図）

資金助成 00 5 I .:::, -0 - -I',) ) 22 l'.2 CJ ,u 69 l5 U 79 6.7 
(0) (1,1) (Gl (9) rn (l l) (fi) ('.Z) (9) (33) (95) 

一般向け 20 0 20 l 91 22 0 17 Ei'.'.7 1 1,18 10 3 公8:l l:i.6 18.0 
サービス提棋 (7) (55) (JO) (27) (~:l) (2:J) (~()) rn (l7) (65) (251:j) 
その他 29 !¥ 0 4ふ 81 l ;iA~,17 9.8 IJ 8 18 :3 25 7 14 5 

(!) (11) (5) (10) (W  (n) (13) (ii) (l l) (l07) (2C6) 
合計団体数 35 273 l lO 12:~ i: 灼 応 Lぶ｝ :29 (iO ,117 1,426 

（ ）内は絶対数
仰 Iは複数ID!答で苔えられて（＼る。数(1/(('!{.) は111/.t分類別（ク'/)!J)ii'I合り
＊行和と拿（本における数(i((は行和がクロス後の数（伯の合社であるため， 牧しなし＼場合がある。
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外的な活動に比べ会員・糾合員のための活動が多く行われているようである。

対内的な活動の中でも会員のための情報提供や教育 ・訓紬はほとんどの団

体において行われている活動である。特に農業 (83%), 経済（％％），労慟

(86%). 専門家団体 (82%) においては80%以上の団体が「その主な目的や

活動」であると答えている。 同じ会員向けの活動でも，他のアクターの活動

とも関連する経済的利益の追求は農業経済労働団体において高い確率で

行われているが．敦育団体，市民団体によってはあまり行われない。同様に

行政への働きかけを伴う，「行政上の便宜を図る」と答えた団休に関しては政

治団体の21%が最も高く ，それ以外の団体では20%を越える団体は存在しな

い。補助金の斡旋では，農菓，経済団体の比率がやや高く 2割を超えている。

一方対外的な活動に関しては強いて言えば，行政関係，専門家，政治，

市民団体によって啓蒙活動が高い割合で行われているが 先に述べた対内的

な活動より比率はやや低い。専門家政治団体による政策案の提言は他団体

と比してよく行われている活動の 1つだと言えるだろう。資金助成や一般向

けのサービスに関しても分類ごとの差は小さく，比率は 3割以下である。

茨城の団体においても会員 ・組合員のための活動が対外的な活動に比べて

高い割合で行われているという特徴は同じである。
(3) 

政策関心（表4-9) : 団体の政策関心をまとめた表からは福祉から地域

開発まで11分野に36%から20%までの団体が関心を持っていることに見られ

るように政策関心がかなり平均的に散らばっていることが理解される。確

かに，農業政策には農業団体 (97%), 労働政策には労働団休 (95%),福祉

政策には福祉団体 (91%)が関心を持つ．といった傾向も当然見られるが會

環境政策のように政治 (59%).市民 (57%) . 経済 (44%)'専門家 (42%).

労働（如％）、典業 （如％）などほとんどの団休分類で高い関心が共有され

る分野も見出される。

東京では全体として，福祉，環境，文教スポーツ．国際，消費者といった、

新しくかつ広く「市民」的な↑生格の強い政策に多くの団体が関心を持ち，つ

いで，業界，財政， 金融 通産，地域構］発通信 土建といった経済的な，

やや特殊利益的な政策に関心が持たれ，外交，司法人権，安全保障，治安と

いった伝統的な国家砧本政策への関心が低いという．極めて興味深い「政策

関心の階層性」 があることがわかった。
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表4-9 団体の政策関心

束沖

./[ヽ・、 休 /,'s" _,: 業 文か又t: 済 労 慟 教 合 行政閲係

n -14ぷ n - :~s n =n:i n = l 10 11 = l lO Il::::: l'.l6 

伽祉 没j 農林 97 ,,;"':: ' ほバI‘ 7・！労（勅 Sfi 文敦スポ 8~ 柘¥ flf: ,10 

玲1 燒 3'1 * 的` frE''I ,!J 辿伽 印 柘・; 111 (i(i 田閏t L¥3 業界 29 

業界 :l3 閑 J岱 -10 令融 -18 泊将 :}l 曲に ::'-! 財政 24 

文教スポ :io 金紐 ;37 il'i 費 、¥:j 財政 lli ti'i¥ r1I・ ~LI 令．融 24 

国際 28 jj'j 貨 37 f_,,",'',),./, 、 目環境 -!O 環 J立 2:! 閑炭 24 

財政 改 地城耕15t 29 財政 -U 令融 ,1,j 財 政 ~() 1 建 24 

消費 27 財 政 _'.).'> _) 労｛勅 ぶ 菜楳 ぷ H ,・; を 20 地}j行政 22 

金融 気 労働 l7 l也捻xllll貨'. ~8 ,,.]社、人椿ふ； ,, k, 面"ー！ 18 消費 22 

労働 2:J 箭， ttl: l7 I 建 必 地方行政 :.:9 地域IHl)t l5 逍麻 19 

通商 2:1 通廂 l 4 赳ヽ~ ． 1 ; : 毀； 述輸 27 労慟 l:i 国際 l8 

i也桔交n甘'fc 20 赳—ヽ ・ ( / i 目述輸 2:1 辿商 叫 ii'i'{'( ];j 地域/)り発 17 
｝曲、-- 信 19 -L 建 ll 福祉 19 通 i且 22 ,,J法人椛 l3 科学 16 

！上建 l7 科呼 ll 地方行政 l8 且I ~怒 ')') 業 界 l'.! 労（動 l5 

地方行政 l7 困餘 II 農林 1 7 安令保1;,~_ 21 外父 l l 股林 l5 

運輸 l(j 運輸 9 H 学 l(i J-世且皮llり}t 18 地h行政 II 迎輸 14 

H 学 15 地力行政 9 廿1腔 1.・. > J ~,.u ,・ 、/^',・ ・ l8 曲 l協 8 jffi I且 13 

脆林 15 外 交 6 文教スポ 9 」建 17 迎輸 8 文教スポ l3 

外交 lO 文教スポ 6 外交 8 外父 lo 典林 8 治安 6 

叶法人権 10 司法人権 3 安令保1硲 5 文教スポ 1~ ！建 7 外交 4 
安令保間 8 な令保船 〇治安 ,i J. 災 H 11 安↑保閤 5 安全保閲 3 
在9ヽ 、欠, . 

（ 1そ辻 サ,,_： 0 ,,]法人桶 2 科 'I 10 治安 公 司法人権 2 

他方，茨城ではかな り異な り経済的• 特殊利益的な政策が第 1のグルー

プをなし，新「市民」的政染は次に，最後はやはり，田家基本政策となる。

団体の分類ごとに細かく検討すれは，政策関心か平均的に高いのは，政治，

労働，経済団体ついで市民専門家，農業の顛であり福祉，教育行政

などの行政政策依存型の団体は自らの関係するものには比蛉的高いか，それ

以外の政策関心が低く，全体として低くなっている。政策に関心のある分野

数をみても， 5つ以上の分野に関しを示した団体は，政治団体で69%,次いで

労働団休61%, 経済団体56%と多く ．市民専門家，農業は 4割程度，教育，

行政関係.tm卜止団体は 3割未満である。

団体にはこ うした輻広型の関心を有するものと特殊型の狭い関しのもの

がある。他方で，福祉，環境｀財政政策のよ うな広い政策争点かほとんどす

べての団休の関心を呼んでいるのである。茨城の団体は政策関心が東京より

やや高く，幅も広いことが且日できる。

(,!) 

4 -3 協調と対立
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福 祉 専 l"l 政 治 III 民
全茨 城体

ll = J: 妬 n=l.3::i 11 =:2<.J 11 =(j() 

福祉 91 国際 ,~7 福祉 G6 f,,,四, ド兄‘・ S7 /.J:3 

財政 因j 文教スポ l.ji.j 地方行政 (j2 悩打I: 5~ 金融 41 

国 卜祭 19 閑橙 t.12 財政 ;:;g 旧［祭 012 財政 :39 

司法人権 18 H 学 :3:3 環培 5CJ 文敦スボ ：弼 業界 33 

地方行政 18 幅祉 .30 ii'j 費 :-） :~ ) 地城llll'Jt :32 福祉 :n 
文教スポ 18 業界 公S 国 t祭 :-）3 - 地方行政 :32 地域開発 :3:2 

金融 JS 地域1開発 25 連輸 S2 ii'j 貨 :30 泊費 :3 I 

労働 ]5 L 建 2:3 外交 48 財政 2:3 環塙 31 

環塙 12 通似 22 安全保1;m 48 ,,)法人権 :Z:3 労慟 27 
¥11.J 貨 9 財政 20 金隠 -1:) 述輸 20 地方行政 27 

地域ll甘発 8 令融 16 _I: 建 45 令榊 18 追、→O 莉 22 

通信 7 通麻 JG 司法人権 4S 1 建 18 ・［建 21 

外交 6 迎輸 IS 治安 41 外 父 ]8 辿、.. 伍 17 

業界 5 ?iり費 IS 文教スポ .q I 治 安 17 迎輸 JG 

通 I泊 4 労慟 1:3 通麻 浚｝ 1農林 17 文教スポ 14 
」ー建 4 I農林 l:3 業界 :38 安全保1屈 13 1了］法人権 10 
科学 2 地方行政 10 曲ヽ・一 信・ ：炎3梨界 12 国［祭 10 

安全保降 2 外交 9 労 働 :38 咄ヽ・・ 信 12 安全保節 8 

治安 2 安全保l戦 8 地城間発 況 科学 12 外交 7 

迎輸 l 司法人権 S I塁林 :31 労慟 l:Z 治安 I 

農林 ］ 治安 4 f斗学 毀3通商 8 科学 ,-1 

団体は様々な政治的アクターと関係を持っている。その詳細については

次章以降で検討することになるがここでは団体が他の分野の団体とどのよ

うな関係にあるかを大把みに鳥緻しておきたい。取り上げる貿問は 「官僚

政党経済・経営者団休．大企業 マスコミ．農業団休．外国の政府国際

機関自治体， 労働団体 外国の利益団体文化人・学者 消贄者団体、 福

祉団体、 NGO・ 市民団体 ・住民団体 婦人 ・女性運動団体」 の16グループと

自己の団体と の協調 ・対立関係を間う質間 (Q27) で. 7段階の尺度 (1が

「非常に対立的」.4が「中間」. 7が「非常に協調的」）で回答を求めている。

表4-10は結果の総括表である。 4.0が中間であるから， 4.5以上の欄に含ま

れる分野は「協調的傾向」と見るこ とができるし.4.0未禍は 「対立的傾向」

とみなすことができる。 表の右端の東京都と茨城県の全体の比較からは際

立った違いはないよ うだが茨城の方が協調と対立関係にある分野の上下の

幅がやや広い。つまり．関係の良し悪しがより明快に答えられている。

分野別に概観すると極めて自然な糾果であるとは言えるが． どの団（本も

自己の分類に近いアクターとの関係をより 「協調的」に評価しているのが特
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表4-10 団体の協調と対立

股業UI休 治fi斉lrl/ト 労悧)ill休 教育団休

労慟l廿休 ((i~) 

農業[fli本 ((i ()) 

55以L-

白治体 (5 1) 

経；月[ll休 (:i ()) 

文化人 (<L9) 

政党・消費者1外 (,l沿 fj(("iけ）

休

宜僚 (4 7) 官(f,( (17) (本女fl(17l 1'1治({,: (,) 7) 

白治休 マスコミ (,l bl 

臼僚・栢・;打II・廿体 (cl5) 

, .. ; , 叫-"'/,I l:-. 

政党 (l冒,l) 詳済[ti/本 巾民 Vi.4)
門（本

マスコミ・文化 (4:l) 大企業 マスコ(-!J) 文化人 自治i+(-! J) 政党人企業 (4 3) 

I ； I I 1人 伽祉団体 ミ 消杓者!ti休 消費者[ti/本
女竹団体

I 労慟団体 日2) 文化人 (\~) 日応機関 (,¥'..'.) 女竹!・ti(本・国際(,[2) 
機閲

屈｝祉，l]J(,t、.i「iL((-l l) マスコミ (,¥ l) 1農業廿II本 外田 (41) 
団体・国際機閲 政府

甜ii斉甘If木・ ilit'((40) 労働団休・農業 (40) 労（動l:JI/本外国 (4.0)
団体 団体 女竹廿If本 甘I(本

外国政府
4.0以上

大企業国際機 (:19)外国団体 Cl 9) 農業団体外lこII(J 9) 
閲 政/(、、f

外国政府・外田 U8l 外田l、ii(本 Cl芯）
団体

3.5以上 官似 (3.5) 
35木滴 人介業 (3 :l) 

経済廿If木 (3 l) 
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f'j-~ 久1琵lf系Ul休 福祉l:!I休 •Hr"l 家 1廿休 政治1」li本 I 市民111体

福祉l!l休 (;J 8) 

政党 (S S) 

巾民団体 (!:; :3) 

官僚 (S 0) 白治休 (;:i,()) 

文化）＼ (l ¥l) 

自治体 (.'] 8) 輻礼I[ti休 (4 8) 消費者団休(.!8) 

・幅祉団休

自治体

市民!:ti休 (、16)マスコミ (4,6) 女竹団休 (4 G) 

‘已＇｛紅・ 1且協祭i幾 (11日） 白治休 (;15) マスコミ (!JS) 

閃

経済団休・大 (tl.4)'消費者団体・ 04) 諮斧i斉[,JJ(本・市 (-14) 文化人 (1j_;j) 

企業・文化人 女性団体 民団体

政党• 福祉団 (sJ'3)宜伯マスコ (4:3) 福祉団休・女 Cl'.l) 文化人・、消費 (tl;3) 
体 ミ・文化 性IJJ休・白冶 者団体

休

マスコミ (1I 2) 労慟団体経(!:Z) マスコミ 女 (4'.2)'労働団体 (4.:2) 

済団体・政党 付団休 政党・国際

・大企業・消 機関
費者[ti(本・市

民「t]休

国際機関 (4.1) ヴy(動IJl{木 象を (l1) 外田政府 (,! 1) 農業団休宜 (,U)股業団休 (1j i) 

済団休政党 僚・大企業

・大企業

労働団体・農 (40) 外国政府 (!-) 0) 農兜甘I{ト・外(.~()) ’労｛勁 1廿休• 国 (.・J0) 外国政府・ （土0)

業団（木・消費 田団体 既機関 外1月団体
者団体・外国

政府

市民団休・女 (:3.9)国〖祭機関外 (:3,9) 外1子］政府 (:3 9) 糸怜｝斉目Ii木・ (3 9) 

性団休・外国 国IJI休 大企業
団休

農菜団休 (.38) 官僚 Cl 8) 

外国Fil休
(:l7) ＇ 
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束京都全体

自治休 (4.Gl 

又化人福祉 (45) 

サ体

'と｛窟政党・ (4.4)
・-;, Cくコミ

↑:｛動It!/本経 (,13)

ill費
者［サ体 巾仄

，人介業・女性 (42) 

団休・屈l防祭機
関

農業[11(本・外 (!l.!J
囚政府

外国UI休 (4.0) 

茨城県↑休

自治休 (::i~) 

農業(、ti(木 (:i OJ 

lゼCY芯.~ 甘礼II寸1(4 Sl 
体

経済団体消 (4.4)

費者廿1休

労慟団（本宜 (4'.))

i((,i 

女刊1廿（本 (,j'.:'.) 

マスコミ 文 (01l) 
化人・市民TTL

休

大企業 U8l 

外U.I政府・囚 (:l7)

腔機関

外田団体 ('.l日）

徴的である。しかし叶しく見れば， ここ

ても 2つのグループに分けることができ

る。すなわちIi伽翡］的なアクターヘの得点

平均と対立的アクターヘの得点平均の差

か大きし＼（良し悲しがはっきりしてし＼る）

グループこそうでなく，中立的なやや

協温］という平均点を他のどのアクターに

も示すクループてある。袖者には労働（得

点冗3.l以下同杜）．農業 (2.3)、福祉．政

沿市民団体があり．後者には経済 (0.8).

教育・専門家 (0.9). 行政閃係がある。

個々の分類ことの態度をみていこう。

農業団休による他のグループとの関係の

捉え力をみるこ農菓団体自身に対して

は柳めて協調的てあるのに対し，他のグ

ループにはほぼ中立的な態度をとり，外

田関係のアクターや大企業とは対立的で

あるとしている。経済団体をみると．興

味深いことに労働団休との強い対抗関係

は見受けられない。また，他の分類と比

べて， 自己グループに対する協調度は必

ずしも高くない。他方，経済団体が労慟

団休を中立的に見ているのに対し，労働

団（本は経済団休に対して明価に対立関係

を示している。教育団体は文化人とやや

協凋的だがほぼすべてのアクターと協

調的中立をぷしている。行政閃係団休は，

官（紅白治体とやや協凋的て，市民・女

刊：［寸1f木，外［［旧I休とは対立というほどで

はないか微妙な閃係である。福祉団休は，

LIL系列以外ては自治体、市民団休と協
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調的である。専門家はやや文化人，マスコミと協調的である。政治団体は政

党とり狙＜協調し，外国間係と微妙な関係であるといえよう。市民団体は市民，

消費者福祉，自治体，マスコミと協調的で経済団休，官僚と微妙となっ

ている。以上．各団体の分野の↑生格が対他アクター関係によく現れていると

いえる。

まとめ

以上，本調査の採用した10団体分類で. 7 ,,,__, 8割の団休は自己規定できる

ことを確認し，団休分類の意義を．屯話帳での分類や法人格分類と比較し検

討したのち この10の団体分類にそって．団体の属刊：．指向性，協調と対立

の関係を概観してきた。団体白均によって判定させ．選択させた分類である

が，興味深い相違や共通‘性を示す分類であることが示唆できたように思う。

例えば法人格組織リソースの点で．農業経済団体が他より優位にある

ことがそうである。また．そうした団休の割合が多い茨城が．組織リソース

において東京と遜色がなく．政策関心も幅広くかつ高いことが注目される。

こうした差はあるものの．団休分類間のリソースの違いはそれほど大きくな

い。「その他」を含め. 10の団休分類を中心として．日本の市民社会と政治の

関係について．次章以下．構造分析の旅に出立することにしよう。

注

(1) Tsujinaka 19~'13, Tsujinaka 2002参照。

(2) ここで用いた 4つの活動分類は. j=, 成分分析によって検出されたもので

ある。内向きの「対内サービス」と「経済便宜」，外向きの「政治的活動」

と「対外サービス」の 4つであり，叙述はそれに従っている。

(3) 辻中他 1999『選挙』］］月における韓田との比齢分析を参照。

(4) 辻中他 1999『選挙』 10月における韓国との比較分析を参照。



第5章

活動地域別にみた団体の存立。行動様式

森裕城・辻中

JIGS調査は政策過秤にある）王力団休だけでなく，社会過程に存

在するすべての市民社会組織• 利益団休を調査対象にしている。そ

れゆえ，本調査のデータを使用して議論を展開する場合には，団体

活動に関する様々な前提を改めて間うことから始める必要がある。

そこで第 5章では諸団体が棲息・活動する「場」，具体的には活

動対象となる地理的空間を検討する。団体の活動地域としては大

まかにローカル，ナショナル． トランズナシコナルという 3つのレ

ベルを想定することができるが，東京では．活動レベルが全国以上

のナショナル・トランズナシコナルな型の団体が多く．その割合は

6割以上である。他）J. 茨城では県レベル以下のローカル型が圧

例的である。そして活動対象空間の大きさによって団休の属性

政策志向．、情報源政治的標的．行政．政党との関係が異なってい

るのである。なお．活動地域別分析での位附づけをもとに次章以

ド第6,7. 8章では、主として東以の全1且志向（活動対象の範団が．

「日本全1国」）の団（木に限って分析される。
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1 団体の活動地域

「団休の拮礎構造に関する潤杏」 (JIGS)は政策過祝にある1玉力団体だけ

でなく，社会過程に存在するすべての刹益団休を調介対象にしている。それ

ゆえ．本調杏のデータを使用して，，義論を展開lする場合には．団休話動に閃す

る様々な前提を改めて間うことから始める必要がある。例えは，木草の焦点

である話団（木が棲息 ・話動する「場」の検討などは 叩股はポイントである。

団休が棲息 ・活動する「場」の捉えカ ・アプローチには様々なものがあろう

が本皐では特に地理的空間に着日 したし＼。

日木の団体はどのような地即的空間で活動を行うのであろうか。大まか

こ言えばローカル，ナショナル． トランズナショナルとし＼う 3つのレベルを

祖定することができる。ローカルとは市町村から都道府県という生活圏の範

囲であり．ナショナルとは日木全田． トランズナショナルとは 批界全体と

lう空間である。

木調査では，団休の地理的活動範囲を牛か応するために，「あなたの目II木が活

飩対象とする地理的な範囲は．次の どのレベルですか」とい う改間 (Q6) 

を用意した。提示したエリアは ①市町村レベル，②県レペル，③複数の県

にまたがる広域圏レベル，④日木全田 レベル．⑤世界レベル， という 5つで

ある。

回答鈷果をまとめた表 5-1から明らかなように東京と茨城の追いは極め

て明瞭である。東京では，i因動レベルが全国以上のナショナル ・トランズナ

ショナルな型の団体が多く，その割合は6割以上である。了想以上に東京の

団体は 全［国を活動対象とする団休の集合であった。 他方， 茨城では県レ

ベル以下のローカル型が圧倒的で8;!;』を超えている。最も話動範囲の広い 世

界レベルの団休が．東京で l; 剖を超えているのは市民礼会レベルにおける

「地球化」 の反映として杜目できる。

団休分類別に表 5-lを見れは 茨城では股菜・紆済「ti{木の9割以上が県 レ

ベル以下を活動対象とし、ローカル志向が一層明確である。他方．茨城の労

働団体は県 広域圏を中心としており．かなり大規餃な組織である ことを示

唆しており，ユニークである。

東京の目If本では市民団休を除いてすべてがナショナル レベルを活動対象
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表
一
iil-llj

ぷ
め
り
］11

：20
3
2
o
I
7
6
6
9
1
8

活動対象の地理的範囲

県 広域1巻1 日本令IJ.il

l 1.0 11.1 118.7 

22.8 2.9•15.7 
J:3.2 lb.5 -18.~l 
14.0 2:3.4 :39.:3 

7_.,1 7.4 (:i7.2 

],J.8 8.(J 57.0 

J 5.:3 8.2 40.0 

: 3.8 7.S f:i:3.2 

24.1 ]().;3 :)'].: う

8.(:i 6.9 27.6 

:3:3.5 8.<i -'1.2 

14.:3 7.1 1.8 

2,1.1 :3.,1 :3.,1 

：灼A 27.:3 18.2 

111界-・ 
1:3.8 
0.() 

5.1 

6.5 

13.! 

7.✓l 

J J.8 

:Zl.l 

10.:3 

2,1 I ． 
:Z.l 

0.0 

0.0 

0.0 

N ． 

1.: 忍8

:rs 
272 

107 

]22 

135 

85 

l :):3 

29 

汲｝

191 

沃；

29 

22 

とするものが最多の分類となっていて全国団休性が濃厚である。市民団休

は111t-, 市町村レベルが自己の分類では最多であると同時に世界レベルで

活動する団体比率も他の団体と比べると最高の24%を記録しており． ローカ

ルかトランズナショナルという両極性を示している。その他の団体は大き

く二分される。ナショナルなレベル以上が6割以上を占める専門家，教育

行政の団体と． ローカルな活動団体が4割から 5割怖程度を占め．ナショナ

ルなレベルと 2極化している農業政治福祉の各団休である。残る経済と

労働の団体は 全1国を中心に広域圏もやや多く，相似形を示 している。

以上東京と茨城を対比しつつ分類別の団体分布と活動地域空間との関係

を検討したが，以下では主として東京における団体に焦点をあて （以下特

に触れない限り東京のデータ）．それぞれの活動地域空間における団体の属性

政策志向情報源．政治的標的．行政政党との閲係の特徴を探ってみるこ

とにしたい。木章における試みは利益集団論においても政治過程分析に

おいても．これまで（木系的に分析され論じられることのなかった「活動地域

としての政治空間」という新しい分野に光をあてるものである。

2
 
立地・属性・志向性

立地

それでは枯木的な部分の検討から始めよう。まずは活動地域と立地の関

係である。団休はどのような場所に 自らの活動拠，点を股くのだろうか。表

2 -1 
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表5-2 活動地域と立地

~~ 京 茨城

［ス． に外 水｝，• 他

ili!IIJ H % s2.,1 ・-）・-）‘-） 70 9 

;由r, lO.b lG 3 応3 l巳g

広域［剖 11.:1 tO 2 ¥l.7 77 

全国 ふll 1'.! l) l l (j () 

Ill界 l・l 5 8'.c'. l .[ :!(.i 

へCl,ユi'I ・ 1000 100 0 l ()(l () [00 0 

N (I ,:2:2:2) ([,!7) (U (l 17) 

(ll) I立とあるのは i! ~ti にはりド） l ひたちなか地L<J。

5 -2は東京については23区内の電請転に記載されている団休 (1,222団休）

とそうではない団体 (147団休）．茨城については原庁所在地を含む「水戸 ・

ひたちなか地区」に記載されている団体 (72団体）とそうではない団休 (Ll7 

団（木）に分けて，その活動地域の分布を見たものである。同じ東京都内でも

分布の形態は大きく異なっており区部では全国レベルを活動対象とする団

係が多いのに対して，区外では市町村レベルを活動対象とする団休が多くな

っている。茨城の場合も同様で，水戸 ・ひたちなか地区では県レベルを活動

対象とする団体が多いのに対して，その他の地域では市町村レベルを活動対

象とする団体が群を抜いている。この結果から，団（木は自らの活動地域に合

わせて，拠点とする場所を選択する傾向があるといってよいだろう。

2 -2 法人格・職員数・予算

表 5-3は，活動地域と団体の規模との関係を捉えることを目的に，団体の

法人格の有無，職員数，予算規模を空間別に整理したものである。法人格で

は市町村レベルで法人格を有しない団休が他と比べ，やや多い。職員，予

表5-3 活動地域と法人格・職員数・予算規模

（法人格） （＇常勤職負） （平成8仕度予明）
10名以上 0名 1億以上 500万未満

i1illl!H 53 3 12 1 106 l96 156 

県 68.G 23 :i 59 33.:3 92 

広域［糾 617 17 5 58 没，4 l0.4 

全国 62 :J 20 :; bl ,13_2 65 

世界 57.8 :m7 52 44,J 78 

全体 61 :i 23 :l 76 40 7 94 

（註）数値は 各空間ごとに該当するlrl体の?fl!合を％表ボしたもの。
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算規模を見ると，活動範囲が広くなるほど．団休の規模が大きくなっている
(l) 

ことがわかる。

2 -3政策関心

表5-4は団体の政策関心を，活動地域別に整理したものである。活動地

域別に順位が大きく変動する政策分野と，それほど大きな変動のない政策分

野が存在する。例えば環境政策や厚生褐祉政策への関心はどのレベルでも

高い。また安全保障や治安政策はどのレベルでも低い順位であるが，比率で

はやや市町村レベルで高い。他方，地域間発や地方行政政策は市町村レベル

で，各業界の政策は県から全囚のレベルで，国際協力政策は全国から世界の

レベルで活動する団体の関心が高い。

以上団体の立地や属性，政策関心など個々の団休のヤ主格を中心に活動

地域との関係を見てきた。次にアクターとの「関係」「行動」 へとポイントを

移して検討する。

表5-4 活動地域と政策関心（％）

jfi町H I/H Iゞ 広城倦l 全国 世界

Jlfl'I. ti~; ril: 4S 2 肘'1福祉 ,15 I 業界 ;3q 6 閑)1厄 358 l団闘祭W1―}] 67'.!. 
環様 :-l92 業界 :39 9 j与uu,灯!11: :39 o 業界 358 文教スポ ,ng 
梢費者 :37 2 財政 :)5 9 j~~ 舟 液う.4 国際協力 ： 3:3:3 環境 34 9 
財政 洩う7 消費者 :30 7 労働 '.);j 7 原't福祉 32 9 犀生福刊 28 6 
J也h虎IJH 1c ; ・ダ32 金融 JO.I 財政 :3.'38 消費者 27 7 科学技術 2°1 ,J 
地方行政 :35 2 労働 30 l 通商 :30 S 財政 25 5 外交 22 9 
業界 :35 2 環境 281 環炭 29 9 金融 24 9 通信惜報 20 3 
金融 31 7 地方行政 :24 2 哨費者 27 9 通麻 24 3 業界 19 8 
労働 25 l 文教スポ 19 0 公共事業 24 7 労慟 22 :3 財政 19.8 
通筋 24 6 地域l開発 190 文教スポ 20.8 通信佑報 22.0 通雌 17 7 

文教スポ 20.G 通麻 18 :3 I国l侶祭t6i1}) 20.8 文教スポ 20.8 地域開発 17.2 
公共事業 20 I 公共事業 18 :3 J也姪文IHJ'Jc 1¥1 S 科学技術 i8.4 金梱 15.l 
国際協力 15.(i j薗｛言trf点11 J,H 通に柏報 18'..'. 股林水社 17 8 消費者 MG 
11赳木木*酋互 13.G l国際協力 1:3 7 J也）Ji子政 15.li 迎輸交通 17.4 労慟 l'.2 5 

運輸交通 H.G 1; 赳木木 1k 酋~ 1:37 農林水酋； J.3(i 月リ成IHl発 17 0 司法人権 l'.2 5 
通信梢報 1,J l 運輸交通 1:31 運輸交通 1:3.G 公共事業 16 5 地方行政 12 0 
ff] i: 去）＼朴r14 1 訂JiUdM IOS 外文 11 7 地力行政 l'.2 3 股林水迎 11 5 
治安 J:3 l 治安 (S 5 科学技術 11 7 外交 78 連輸父通 11 5 
安全保降 10.i 安全保1硲 52 司法人椛 8 ,1 司法人権 77 安全保1源 11 5 
fl.''. 芹技術 8 !) 外交 -;)・・-） 安仝保1硲 78 安全保印 G :'i 公共'F哭 9、9
外交 80 科学｛支術 ,J J 治安 -~s m.,: 女'：・ G :2 治安 G8 

（註）数値は， 各話動地域ごとにその政策に関しを打つI11 {fの',iiり合を％及ぷしたもの。
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3 梢報源と政治的標的

3 -1 活動の情報源

団（木は，活動する上で必要とする1肖報をどこから得てし＼るのだろうか。表

5-5は 12のリスト（その他を含む）から団（木がm要なものを 3つ選択し，
1 ..--_., 3の顧位を付けた結果を集叶したものてある。最も1]要とされた情報源

に3点， 2番目に 2点 3番目に 1点を与え，その得点の合計に応じで栴報

源を順位化している。

表からわかるように．•情報源の順位は活動地域によって大きく変動してい

なここで大まかな傾向を品すと次のようになる。 ①団（木はローカルなレ

ベルては自治体に梢報を求め，訊動レベルか広くなるほど国の行政機閲に梢

報を永める傾向がある。②学者 ・専門家への依存は世界レベルまでほぼ泊線

的こ活動レペルの広がりとともに高まっていく。③政党や議員はどのレベル

でも悧報源になっていない。④広域圏の話動団（木てはマスメディアや専門

・菓界紙といったメデ（ アヘの依存が他のレベルより閣い。⑤協力団（ぷ団

休員は一員して聾要度の高い梢報源であるが団（木員をあてにするのは全国

規模以上の団休，協力団体をあてにするのはややローカルなレベルの団体と

いう対照がある。

表5-5 活動地域と情報源

dilllf.f寸 り1， 広域L糾 令III 世界

1位協力1寸If本 l()() 自治1本 l 00 協力!-ii(本 I 00 国 I 00 叩"I家 I 00 

2位自治体 0 9J WiJJIJI(本 0CXJ 住I （）知 団体貝 0 70 団体負 0.97 
3位 Ffl(本員 OGl しりl111紙 0 88 ~Ii i叶紙 O~YI 協力UI休 O.G6 協力団体 0.85 
4f灯 VH"I祇 0 Y:! 住I 0 57 マスコミ 0 7(i J汁"I紙 0.6こ1 専門紙 0.73 
5位マスコミ 05~ マスコミ 05:l 団体員 0 b? マスコ ミ O.LJ,l 田 0.66 
6位国 O.L¥G けII本員 0::,'I 自治（本 0みl iJ/t"! 家 0'.39 マスコミ 0.65 
7i,1: 1也h,:筏fl O 27 専門家 0'.!O .¥りl"I家 (l_,j() 企業 0 l9 その他 0.33 
8位 .i,lil"I家 Cl~tl その他 012 介業 0: 灼 自治体 0 l ,1 企業 0 23 
9位その他 018 地）j議員 0 [() その他 0 l'.Z その他 0 11 自治（本 018 
10位企業 0 l~ 田会議員 0(応 且］会，府員 010 田会，溌員 （）図 国会議員 。①
11位政党 OlO 政党 om 政党 008 政党 om 政党 002 
l2位囚会議設 009 介菜 () (}[ J也）j, 汎員 ()CJ:l J也）j,; 役ft 001 地方議員 0 0 l 

uu即位の筍出}j払：同答UI体がtr'i報源の 1位として選杞したもの｛こ:1.'.¥. :.! f,i(こ'..!:.'.i、.:1位に l:,'ょをりえ
その得点の合，:iiを即位のJ;l;準とした。
H. 中の数fttりは． それそ；Itの活動地域｛こおI,てヽ最贔点を獲得した村；報源をlとした場合の比ヽ年。
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3 -2 政治的標的

次に，団体の政治的標的を訊動地域別に見ていこう。団休の政治的標的を

把握するための設間として、「あなたの団休の主張を通したり権利，意見，利

益を守るために政党（ないし議会），行政裁判所のどれに働きかけること

がより有効だと思われますか」 (Q19)というものがある。表 5-6は，活動

地域空間別に 1位に選択された標的の割合 (1位選択率）をまとめたもので

ある。

表を一見してわかるように， どのレベルでも 1位選択率は，行政→政党→

裁判所の順になっている。細かな違いを見ていくと，行政を標的とするのは

全国レベルと市町村レペルに多く，政党はやや広域圏で多い。裁判所は市町

村と広域圏というような特徴を見出すことができる。

行政と政党の差が最も小さくなるのは広域［附レベルである。行政の選択

率が，広域圏で落ちるのは広域圏をカバーする制度がないことと関係して

いるのだろう。他方で世界レベルで活動する団体はどの標的にも「有効性」

を感じる団休の割合が低い。これもその活動範囲から理解できる傾向である。

表5 6 働きかけの対象 (1位）

県 :36.b (l 00) JG.:3 (OA5) 5 2 (0 14) 

広域陪l 29 2 (1 00) 18.:Z W.62) 7 1 (0 24) 

全国 ;39 9 (l ()()) 15 1 (0 38) 6.1 (0 15) 

世界 :31.s o oo) 9 sj (0 :30) 5 2 (0 JG) 

全休 35 7 (J.00) l'~. ら (0,、ll) l:i S C0.18) 

（註）数値は活動地城ことに該冴するUI体の割合を％表示したもの。
欠損値（無回答）があるのでヨコの合計はHXJにならなl¥。

括弧の中の数値は行政をlとした場合。

4 団体一行政関係

前節で見たように、行政機関は多くの団休にとって重要な惜報源となって

おり，一方で政治的標的としても存効であると判断されている。そこで本節

では，団休一行政関係を具休的に検討してし J<ことにする。

4 -1 団体一行政関係の諸相



llO 

本謳l杏ては団体と山の行政機叫印合（木との関係について次のような質

間を行った (QS.9)。

①許；忍可を受ける閃係かある。

②何らかの法的規制を受ける関係がある。

③何らかの行政指導を受ける関係がある。

④行政機関 （自治休）の政策決定や予舒活動に対する協力や支りを して

いる。

⑤団体や業界などの事情について意見交換をしている。

⑥審議会や諮問機関に委員をおくっている。

表5-7 団体一行政関係

く国＞

ri午認可 払的規制行政指＃ 協力 ：K持 虹見文換 委且派此 ホスト提供 補助危
,;,llfj ff 29.6 29 l :{:{~ l2 l 16 I .,) , ;-~) :l 5 7~ 
1, ;r1 、 公38 35 9 ・lO 5 17 0 :.1i.8 ~2 :l.{i 10 5 

必，域図 ,!()8 -~l~ ,18 l S8 ぷ：； 97 39 11 7 

全［国 ,:)0,4 3召こ 団 ふ l7日 目り 197 12.Ei lS 5 

世界 淡｝〇 20 :l 30 7 99 :l~:l ICU 7-l l9 :l 

全体 :37 3 32.G 44.5 13 9 '.lS.O 13.0 8-l 13 5 

(::})数値は，各活動地域の瑣目ことに該＇り するIti休rJ),り）合を％衣，J;したもの。

く自治体＞

訊F;忍可 払的規制 行政指導 協力：し拉点見交換 委員派造 ポス ト提供 il!i!J)J金
itillli中-t ：妬7 筏.6 :l8 7 19 l 浅_(i lG l (ii', :~s 7 
l；lペ―, 47 l '.)9 9 49 7 l8 :l 3S 9 lfj :l 72 24 2 
広域圏 35 7 32 5 ,12 9 78 '..?9 CJ 7.8 2.fi 7.8 
全国 l l 9 11 7 l8 ,¥ 7~ ~06 68 l.(j 36 
世界 ll :'°> 10.4 10 9 57 19:l fi.8 l.O 4.2 

全体 2lo l8 (j ~5 7 97 21.'! 90 29 10 8 

(;:U数値は． 各話動地域の項日ごと：こ該‘りする[ti体の',I』合を%((,J; したもの。

く国 ・自治体の両方＞

許認1if 社；化）月;i_;/ifl 行'il女j廿i益 1―fih J1文f、't . 悠見交挽 委員派逍 ポスト提供 補助金
11"1 Ill J中寸 22 l 2l.1 '.22 l 80 l2 l 25 05 45 
県 '.20'.i 29.4 32 7 l'.l 1 20 9 4Ei l :3 4.Ei 
広域圏 '.::Sb 30 5 35.l 3.9 '.27ふ 58 lJ :Z.6 
仝Lfl 9.9 [Q,t 17 0 s~ l8 3 5.-! ! L 1.,1 
世昇 l0.4 83 9.9 :3.6 16 7 52 I 0 2b 

全体 {LI 7 lG.6 [9 8 (i() 18 0 ,18 l 0 2.4 

ClU数（伯は 各話動地域(j)Jfi 11ごとに該‘りするIii体のれ1合を"{.火；，；したもの。
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⑦行政機関の方が退職した後のポストを提供している。

表 5-7は．上記の設問に対する回答をまとめたものである。上段が国と

の関係中段が自治体との関係の表であり下段の表は国・自治休両方に該

当する団休の割合を記載している。

活動地域のレベルによって．団体と［且白治休との関係には濃淡が見られ

る。一般的に世界レベルを別として国内では活動域が広くなるほど団休

は国との関係が深くなる煩向が見られる。他方．活動範囲が狭い団休．特

に県レベルで活動する団体は自治休との関係が深い。また下段の表からも明

らかなように広域圏を活動地域とする団休は他と比べ相対的に国．白治

休の双方との関係を持つ傾向がある。

4 -2 行政との直接接触

行政との関係に続いて．団体がどの程度行政と直接接触を試みているかを

見ていこう。本調査では「あなたの団体が行政にく直接的＞に働きかけをす

る場合次のそれぞれの役職の方とどの程度接触（面接・電話等）されるで

しょうか」という質問を行った。提示した役職は. I日については大臣・局

長クラス．課長クラス，係長クラス．一般職員の 4つ，自治休については，

首長課長クラス，係長クラス．一般職員の 4つである。

表 5-8は国（自治体）の4つの役職のうち. 1つでも接触している団体
(2) 

をく接触あり団体＞とみなし．その店lj合をまとめたものである。国内では．

活動地域空間が広くなるにつれ国との接触が増え．逆に活動地域空間が狭

いほど自治休との接触が増えるという傾向が叫確にあらわれている。

表5-8 行政との接触（単純集計） 表5-9 国・自冶体との接触のパターン

少なくと
両方 国 白治体 非接触

r11111r中、1 21.1 3.0 47 :2 認.G

県 :37 0 69.9 7豆8 県 :32 0 59 :37 () 24 2 

広域圏 侵84 55 2 70 1 広域圏 ,ns 119 11 7 29 9 

全国 74 8 ,り)~ f ~ I 78 8 全田 :3:36 ,!] 2 4 J 21 2 
但界 b,LG 39 1 ()/ :2 Ill界 泌，］ 28 l :ZG :32 8 

全休 .l:Z l 如3 14 2 27 11 

（註）数伯は 各活動地域ごとに該冴する!JI休 Cdl ヨコの合，；1か 10()'~; (ただし四捨h入のため]()()になら
の内lj合を＇，；；；表示したもの。 fょ t け¼(,カ立朽;;:,)。
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次に団休のm 自治体への接触パターンをより細かく分類し，活動地
域別に見ておこう（表 5-9)。接触パターンは4つてある。①「Tlの行政機閃

と自治休の両方に接触する、②［月だけに接触する．③白治休だけに接触する，

④両方ともに接触しない。

接触パターンは活動地域別にかなり相泣している。 市町村、 県レベルの

活動団体は自治休のみというパターンが多く．全国レベルは田だけという

パターンが最も多い。広域圏．担界レベルは両力ともに接触するというパ

ターンが最も多い。活動地域と行政区画が一•致しないことの影饗であろうか。

国と 自治体ともに非接触という団体は．だいたいのと ころ 3印l未満である。

4 -3 行政との間接接触

団体は行政に対して直接接触するだけてなく．間接的に接触を試みること

もあるだろう。行政に対する団休の間接接触を把握するために本調査では，

あなたの団体は次のような人を介して行政にく間接的＞に働きかけるこ

とがありますか」という設間 (Ql l) を用、意した。行政と団休の媒介になる

存任として，囚については，①地元の国会議員②①以外の田会議員③首

長，地方議会の議員の 3つを， 自治休については． ①田会議員②地方議員，

③その地域に有力者の 3つを提示している。
(3) 

表5-10は，結果を活動地域別にまとめたものである。全体として東京で

は間接的な接触が最も多い「その他の国会議員」で24%程度であり，［削接接

触（表 5-8では全体で58.4%が接触）より もかなり 低い数伯が出ている。

「地元の国会議員」を介して最も働きかけるのは県・広域圏レベルでの活動

団（本， 「それ以外の国会議員」を介するのは広域圏と全田レベル． 「首長・地

方議員」を介するのも広域圏が中心である。この結果は国会議員などの政

治家を動かすにはそれなりの話動範囲の広さが必要であることを示唆して

いる。

結果をi『細にみるために表 5-10には行政への直接接触の有無別，政党
(4) 

接触の有無別に，回答を整岬した糾果を褐載している。全体として行政への

直接接触がある団体（②）ほど間接接触を試みておりまた政党との接触かあ

る団休（④）ほど政治家（田会議員， 地方ぷ員直(f{J を媒介とする問接接触

を試みていることかわかる。行政への間接接触は行政に直接接触を試みな
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い団体が行うわけではない。 行政への直接接触を試みている団体が，政治家

を経ての間接接触も併用しているのである。

自治体への政治家を介した働きかけ （間接接触）も， 媒体により 11%から

23%の団休が行っているに過ぎず量的には直接接触 (46.3%) に劣る。な

かではやや地方議員との接触が多く， 県や市町村レベルの活動団体がそれを

多用している。

表5-10 行政への間接接触

く国＞ 市町村

地元の国会議員 ① 22.6 

② 43.8 

③ 15.9 

④ 38.9 

⑤ :3.2 
上記以外のI国会議員 ① 14.6 

② : 31.'.3 

③ 9.3 
④ 2,u 

⑤ ・n - ... 
首長・地方議会議員 ① 21.G 

I
t
0
9

8

i

l

9
3
3
7
(
A

8

 

直

ふ

お
一
（
沼

L
2
7
岱

6
5
9
3
2
8

ーヽ

8

3

7

6

6

8

9

8

8

6

9

 

県

2
6
4
8
1
3
5
0
2
24
37凶
氾

4
6
2
四

界．
．
 

,
J
 

全体

一
Jr.] 

22.5 

9.1 
, 38.2 

2.7 

1

5

9

6

 

虹

10
4
2
2

5

6
~
3

7

 

y
1
6
氾

[L

②

③

④

⑤

 

哀ふ7

7.8 

40.:3 
2.:3 

il
う

[
1
6
1
3

1
3

6

3

8
6

3

3

8

6

詞
一m
l
b
4
3
2
2
-
2
7
”
8
6
0
6
-
8
9
b
1
9
ー

4

5

0

1
3

8

6

9

8

9

9

5

5

0

3

 

9
4
0
&
4
-
0
0
2
5
7
-
9

4

L

5

4

 

]

2

2

3

5

1

2

 

3

2

2

]
8

3

9

4

4

9

 

4

4

9

L
l・込
3

5

9

8

2

?｝

3

-．3

]

］
 

く自冶体＞ 市町村

国会議員 ① 14.G 

② 16.2 

③ 11. l 

① 25.0 

⑤ 2.2 

地方議員 ① -18.2 

② 60.3 

③ 2:2.:Z 

④ ?OA 

⑤ :22.0 
その地域の有力者 ① 21. l 

② 泌 5

③ 9.S 

④ 泌 - ~)
⑤ 1-4.:3 

8

2

3

8

7
(
7
8
8
3

2
8
7
(
9
6
0
 

．

．

 

6

4

2

6

 0
 ci 
3
2
6
1
7
7
r
1
5
3
 

国

~

~
 

A
'
-/

3

1

1

1

2

1
 

8

4

8
3

3

8

6

0
2

0
8

6

3

8
7
(
 

巻

．

．
．
．

．
 

，
 

．
．
．

．

．
．

．
 

8

9
5

0

2
3

0

3

7
(
8
8

0

4

5

5

 

1

2

4

2

5

1

6

]

3

)）
 

域-＼

.
,
 

•I-

．
 6

2

5

4

6

4

1

4

6

8

0

4

2

7

2

 

県

鳳

瓦

〇

沿

つi

牡

め

立

氾

1
1
1
7
虹
？
i

凶，

世界

9.9 

22.7 

1.7 

23.l 

50 

一12.5 29.3 
1.7 
認.8
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(jt) 数(11'1は各話動地域の''¥,設）'fjliごとに該‘りする 1ヽJi(水の店1)合を＇％六ふしたもの。

(i)当該f;r,-動｝也域の全体

②国（自治（木）への直接接触ありの場合

③国 （自治体lへの直接接触なしの場合
①政党接触あ りの場合

⑤政党接触なしの場合
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5 団休ー政党関係

次に団体ー政党関係に目を移そう。

5 -1 政党接触の有無

木潤杏ては自民党．新進党，民主党共:i発党．社民党．太協党．さきが

け．その他のそれぞれについて．団体がどのく らいの聡度で接触を試みてい

るか尋ねている。表 5-11は，これらの政党のうち．少なくとも lつの政党に
(5) 

接触している団体をく政党接触あり 1戸f:I(本＞とみなし、その分布を活動地域空

間別に見たものである。団休と政党との接触は活動地域空間が狭いほど．

つまり ローカルになるほど多く なり．活動地域が広がるにつれ少なくなる願

向が明瞭にあらわれている。このことは政党接触の重要性が．地域レベル

こよって異なっていること．そしてローカルほど高くなることを意味してい

る。

表5-11 活動地域と政党接触 (%)

市町村 県 広域圏 令住I I廿界 全体

接触布・ ~ L3 S0.3 Ll3.S :XS O '.:!7 .1 39.8 

（註）数（伯は．活動地域別に該当する団体を％表示。

こうした政党接触（全体の39.8%)は先の行政接触（国58.4%'自治体46.3%,

どちらか72.6%) に比べると，明らかに少なくなっている。またローカルで

活動する団体ほど接触が頻繁であるという接触のパターンはやや自治休に

対する団体の接触行動に類似している。

5 -2政党接触の内容

次に政党別に接触の内容を見ると，団休の自民党志向がわかる （表 5-12)。

接触率が最も高いのは自民党である。どのレヘルにおいても，接触率が 1位

となっている。さらにく政党接触あり 団休＞に占める自民党接触団体は，県

レベルを除き 8割を超えている。

表5-12を政党別に詳しく見ると全休傾間としては，活動地域が狭いほど，

どの政党も接触率が高くなる傾向が見られる。この相閃関係が最もきれいに

見られるのは自民党てある。市町村レベルの接触率が最高仙 (45.2%) で，
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表5-12 接触の内容

dill!)+、J― 県 広域j在） 令国 jl!: 界

自民 -~5 2 (8:3 :3) :3CJ CJ (7CJ 2) ;35 J (80.6) 32 9 (況6) :24 S (SX) 4) 

新進 l 9 l (:35 2) 22 ¥1 (45 5) 188 (43'.3) l<.J O (SO.O) !:35 (500) 

民主 19 J C:35 2) 21 b (42.9) J 7.5 (,10 :3) J:3 5 c:35 SJ 104 (:38 :";) 

共耽 12 6 (2J l) J J 8 (23.-1) <) 5 (J0.4) S.8 (JS:3) 6 3 (2:3 ]) 

礼民 16 l (:29.6) 18.:3 (泌・4) l S G (3S 8) l :2 0 (:31 7) 8 :3 C:30 8) 

太腸 95 (17.b) 13 l (お0) 10.! (2:3 ¥)) 9 7 (2S.6l 8 3 (:30 8) 

-x '-=<-e 95 (176) l'.3.7 (27 :3) 9 7 (22.4) 97 (2S6) 8 9 c:32 7) 

（註）数値は 各泊動地域のJJ'il:lごとに該‘りするIJl{.j;: の割合を％表示したもの。
括弧の中の数伯は i接触あり団体；を分/:):とした場合。

活動地域空間が広くなるにつれて，その値は段階的に低くなっている。つま

り，ローカルなレベルほど自民党との接触が広く行われているのである。同

様の傾向を示すのは共産党だけであるが，相関は広いレベルでは直線的で

ない。その他の政党は県レベルで政党接触が最高伯を示している。草の根（グ

ラスルーツ）レベルの活動団体との接触が多い政党が， 自民党と共産党であ

るという結果は両党の「足腰」や「地盤」の強さと関係するのかもしれない。

6 行政接触と政党接触の関係

行政へ接近する団休がありまたやや量的には少ないか，政党へと向かう

団体がある。果たして市民社会の団体は行政志向派と政党志向派に分かれ

ているのであろうか。このことを念頭に行政接触と政党接触との関係を探っ

ていくことにしよう。ここではく行政接触あり団体＞を国か自治体のどち

らか一方でも直接的に接触している団体として，次の 4パターンを作成した。

①行政・政党両方接触，②政党のみ接触．③行政のみ接触，④両方非接触。

表5-13は， 4パターンの分布を示したものである。全体の傾向としては

行政のみ接触というパターンが相対的に多く 4割で．次に両方接触 (35.9%)

というパターンが続く 。政党のみ接触というパターンは少なく 5%弱である。

つまり ここから言えるのは「政党派」はほとんどなく， 「行政派」と「政

党および行政派」が多く存在するということである。

4パターンの分布を活動地域別に集計するとやや詳しいその様相が浮き

彫りになる。活動地域が狭い部分では両方接触が最高値となる。政党接触

のみというパターンは最低値であることには変わりはないがその値はロ

ーカルなレベルで相対的に高くなっており市町村レベルでは政党のみ接
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表5-13 行政接触と政党接触の関係

両h 政党 行政 -JI接触

i「1111r中寸 4:!7 ii (j :.!8.G 17 l 

梨 ,us li ::i 32 0 l7Ji 

広域圏 37 0 (j :i 心.、.、 l :Z'.tl 

全国 Jc! :i % -1-1 :i l7 5 

世界 ~-!;) :.:.G -l:.! 7 :30.:2 

全体 3--l'l J."1 汲~'.l :Z'.2.0 

cu ヨコの合川が[{X)!名（四捨／し入のため!tXlにならな(¥

均合がある）。

触というパターンが10%を超えている。逆に行政のみと接触するのは全国や

世界を活動範囲とする団休に多い。また行政や政党ともに接触しない．いわ

ば，―脱行政・政党派」の目I{本は， 世界レヘルて話動する団体の 3店ljを占めて

いる。

まとめ

以上本章では無作為抽出による代表性の高いサンプルをもとに，団休の

地理的な活動地域と， 団体の諸特I化との関係を検討した。本阜の試みは．利

益集団論においても政治過程分析においても， これまで体系的に論じられる

ことのなかった地理的な「政治空間」という新しい分野に光を当てるものと

位置づけられよう。

ここでの興床深い発見を要約すれば，次のようになる。

(1) 東京と茨城は団体の活動範囲に大きな違いがある。東京では地球化の流

れに沿って世界レベルを活動範囲とするものや全国規模が多数であり，茨城

では 8割以上が県レベル以下を対象としている。

(2) 団体の立地，規模政策関心情報源も，活動地域によって大きく異な

っている。

(3) 団体と行政と政党との関係では，行政志向が相当に強いことがわかる。

団体が頼りとする有効な標的は，政党志向より行政志向が倍以上である。そ

れだけではない。国 ・自治体を併せた行政接触は政党接触のやはり倍近い。

(4) 活動地域の観点から，行政との関係を観察すれば，団体と国の行政との

関係は，一般に全国的な活動へと空間が広がれば広がるほど関係は深まり，

接触する団体も増えていくことがわかった。自治休との場合は反対に．県
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レベルで関係が深く ，また接触もローカルなほと多い。

(5) 行政へ接触を試みる団体は嵐接にも間接にもアプローチする傾向があ

る。 具休的には国の行政には国会議員を通じて地方自治体には地方議員

を通じて．団体は行政に間接的に接触を試みている。

(6) 「接触」という観点からすると．団休と政党との関係は団体と自治体と

の関係に似ている。ローカルにいくほど接触が増えるからである。

(7) 政党別に接触の内容を見ると，団体との接触率が最も高いのは自民党で

ある。自民党との接触率は活動地域がローカルになるほど高くなる傾向が

ある。これと似た傾向を示すのは共産党である。

(8) 結局市民社会の団体において行政派と政党派を分けて考えるのは間

違いであろう。現実に存在するのは「行政志向派」と「政党および行政志向

派」なのである。この比率は 8対7とほぼ互角である。行政志向派は， 1国・

自治体両方派，国の行政派さらに地方自治休派に細分され，その割合はおよ

そ5: 4 : 2である。後者も当然いくつかの系列に細分化されるであろう。

この点については別の章で扱う。

.. 
i王

(l) 広域圏以上のレベルの団休比率かい％以下の茨城ではこうした傾向は観

察されず逆に市町村レベルか予算職員が多く，法人格有りの団体比率

も多い。

(2) 本来の賀間は．接触の頻度を尋ねるものであるが． ここでは類度は問わ

ない。「まった くない」とい う回答以外 つまり 「あまりない」とい う回

答以上を「接触あり」とした。

(3) 本来の質間は接触の頻度を尋ねるものであるがここでは頻度は問わ

ない。「まったくない」という回答以外つまり「あまりない」という回

答以上を「接触あり」としたc

(4) 政党接触の有無の操作化については後述。

(5) 本来の役間は接触の頻度を翡ねるものであるが、ここでは頻度は間わ

ない。「まった くない」と llう回答以外，つまり「あまりない」という回

答以上を「接触あり」とした。なお木質間の回答欄7つ全てが無回答の場

合は 「接触なし」とみなした。

((~) 茨城ではやはり市町村レベルが最も高いが．その他のレペルでは活動地

域と政党接触頻度の連関は見出せない。



第6章

団体一行政関係：政府と社会の接触面

森裕城 ・足立研幾

多元主義理論を前提とすれば．政府一社会関係は下からのベクト

ルを軸として描かれることになる。しかしながら． 日本政治におけ

る政府一社会関係は， 上からのペク トルが弛調され，行政による団

体の包摂という視点から描かれることが多い。団休の行政への働き

かけを検討するにあたっては 団体と行政との恒＇常 的関係性を確認

しておくことが必要となる。そこで第6章「団体一行政関係：政府

と社会の接触面」では政府と社会の核触面がどのような状態にあ

るかという 観点か ら．団（本一行政関係の諸相を検討し． 団体一官僚

関係の協調性. ・t省報源としての行政機関の印要性．行政による団体

包摂の度合いの高さを改めて確認する。
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はじめに

政府と社会という図式で―廿jの政治過打を捉えようとするならば，政府と

社会の接触面 (interface)か柏常的にどのようなものであるかがまず問題と
(I) 

されなければならない。政府と社会の接触面のあり力は，固定的であるとい

うよりは， 可変的であり，相且浸透的であるとするのが現実的であろう。そ

してその程度はその間の肝史的文脈や行政機構のあり方によっても，異な
(2) 

ってくるに迎いない。

日木における政府と社合の接触面のあり方，その相互浸透付に閃しては多

くの論者が言及している。例えは伊藤大ーは「底が抜けた」とし＼う印象的な

フレーズを用し＼て官伯枷lの自□完結'i'tの閲さに起囚する官僚組織の間放的
な性格を次のように指摘している（伊藤 1980: 26)。

ずなわち．ここては，（ー1政幹部が儀式を独占する反面で，丈務が拡散し．官僚と

仄閉人によって分介されることの結果として．官僚制の外延が著しく不明確になっ

てllる。乙い換えれは官僚の担界と[(間人の柑界との間に，大規模な相互浸透作

用が起っているのである。そのため．日本では官僚制が行政とし＼う相対的に閲鎖

的な話動休系の組織化ではなく．むしろ．民間人まて含む．その名味で底が抜けた

ーーという表現か悲ければ．間放的な一一組織としての性格を強くもつことになっ

た。

官民の協働という点を，異なる角度から指摘したものとして，村松岐夫の
(3) 

提示する「最大動員システム」という概念を挙げることもできよう（村松

L994)。村松は．少ない行政資源，広い管轄砕の特,.化を有する日本の行政が，

「省月ごとにてはあるか，行政組織をこえた，民間組織をも含むネットワーク

を作ることによって，社会全休のリソースを最大動員しようとしてきた」 (4

5頁）と主張している。そして R.Samuelsのいう「保証人論」を援用し

(Samuels 1987). 日本の行政が民間との関係において，「必要なときには資金

やネットワークを提供し，民間か最大限の力を発抑できるように仕組みを与

える『保祉人』の役割を果たしている」 (128貞）としている。

この他に，現代日本の官僚制を航近代からの長い歴史の中て捉えようとし
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た猪口孝の一連の議論も政府と社会の接触面を扱ったものとしてとらえる

ことができるだろう（猪口 1983. 1993a. 1993b)。猪IJもやはり． 政府と社

会との相互作用の強さに着目 し，政府の社会動向に対する敏感性を多くの箇

所で言及している。そして，経済発展の舵取りという点では「民間部門への

情報とインセンティブの提供者」（猪IJ 1993a)としての役割を政府が果たし

てきたと指摘している。以上、伊藤村松猪口という代表的な論者の議論

をとりあげたがいずれの研究も政府と社会の柑互作用の強さ，官民の協調

性を指摘するものである。

政府と社会の接触而に関する具体的な姿は これまでにも通産省の行政指

導を題材としたチャーマーズ ・ジ ョンソンの研究をはじめとして多くの研究

が扱ってきた（ジョンソン 1982.大山 19~) 。しかしながらそれらの多く

は特定の省庁と団体に関する事例研究であり政府と社会の接触面に関する

全般的な情報はいまだ収集の途上にあると言わなければならないだろう。

「団体の基礎構造に関する調査」には政府と社会の接触面のあり方を探る

多くの質間が組み込まれている。本班ではそれらの設間の回答結果を分析

する ことによって，政府と社会の接触面行政一団体関係の具休的な諸相を

明らかにしたい。

なお本章が分析の対象とするのは 「あなたの団（木が活動対象とする地理的

な範囲はどのレベルですか」 (Q6) という間いに 「日本全国レベル」と回

答した690団体（東京）である。このような処樅をとるのは本章の関心が中

央政府と団休の関係にあるからにほかならないが 回答団休全体の場合につ

いては必要に応じて言及していくことにしたい。

1 行政の外延：行政機能を遂行する団体

行政の外延はどこにあるのだろうか。先に紹介した伊藤や村松の指摘にも

あるようにそれはかなりの程度民間にも食い込んだものであることは疑

いない。我々の調査においても．回答団休の中に行政機能を遂行する団体が

少なからず存在していることが確認された。ここでは このような団体がど

のような分布を示しているかを検討しよう。

行政機能を遂行する団休としてはまず団休分類を問う設問 (Q1) で，

自らを「行政関係団休」と 申告したIJI(木か挙げられる。このような団体は，
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表6-1 政策関心分野 表6-2 団体分類

行政閲係Ltl(本 全LUレヘル全 N . Mi助金約旋行政上の
('i~lill (~b) lJII+ ('.!;, l （％） ｛應直 （％） 

財政 2:3.Ll ―'),>) ;― ) 11:1業UI(本 t (j 12 5 188 

金融 2:l.-1 :.!-19 紆済[fl(本 1: ぶ｝ 17 3 173 

通曲 20.8 ::,[:J 労慟団（本 ,12 l l.9 7 l 
業界の振判 27.:l 3:i.8 教育団（本 8'.: 73 1.2 

公JI、市業 [9 5 lG.S 行政廿I(本 77 52 52 
迎輸交通 15 G ¥7 ,) 柘'ihl.団体 'ふ＼ 8.8 0.0 
通／五梢報 18'.! '.?'.? l 州")家団体 8--1 l5 5 3.6 
科学技術 [9 5 !8.0! 政治団体 lO 10 0 10.0 
地城IJ廿発 li:iG !7 0 rl/ fl'.I Ji (木 lG 6'.l G3 
外交政策 2(i 78 

安令保1祁 0.0 li S 令け［（本 680 10.4 7.6 
].で,1,、女•~ • :-, '-) (i :2 

司法・人柾 I :i 77 

地方行政 lG 9 ¥:2:.3 

労（動 78 22 :) 

嬰林水飩 l8 2 17 8 
消費者 2:i,1 277 
環税 208 :lJ.8 
,yよt料;,til: 377 3Z 9 
峠jp祭交流 [56 27 0 
文教スポーツ l:il:i :i:l J 
そ(;他 '.:(i -I ;:, 

N=77 N=690 

回答囲休全休では135団体，9.5%, 「日木全田レベルを活動対象とする団体J

の中では77団休.11.2%存在する。

表6-1は 「国や自治（木の政策のう ち，あなたの団体が関しのある政策や

活動分野はどれにあたりますか］（複数回答）という設問 (Q2)の回答を整

岬したものである。この表からは行政関係団体の政策関心が特定の分野に

限定されず．多方面に向かっていることがわかる。行政関係団体の分布を，

日本全国レベルを活動対象とする団体全体の分布と比較してみても，それほ

ど大きな相違は見られない。

たたし，行政関係団体の関心が顕著に低い分野も存在するので，簡単に触

れておく。例えば． ―•国と他囚の行政府間の問題であり市民の関与する余地

の小さい「外交政策」，「安全保障政策」においては全団休の場合にはそれ

ぞれ7.8%,6.5%が関心ありとしているのに対して行政関係団体では2.6%,

0%となっている。また司法に関係する領域である「司法 ・人権政策」にお

いても，全団体の7.7%に対し，行政関係団（木では1.3%が関心ありと答える

にとどまっている。
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行政関係団体の他に，行政機能を遂行する団体として，団体の目的・活動

を尋ねた設問 (Q3) で「会員 ・組合員に国や自治体からの補助金や奨励

金を斡旋する」「会員・組合員に，許認可や契約などの行政上の便宜をはか

る」と回答した団体も挙げることができよう。このような団体がどの団体分

穎に属するかを整埋したものが表6-2である。

これを見ると，「補助金の斡旋」や「行政上の便宜をはかる」ことを活動目

的とする団体が，行政関係団体に限定されずに， 9分類全体に広がっている

ことがわかる。この表で興味深いのは 当該活動を目的とする団体の包含率

が多くの団体分類で行政関係団休の場合より も高くなっている点である。

特に「補助金の斡旋」ではすべての分類が行政関係団体よりも高くなって

いる。こうした点からも行政機能の分散化を読みとることができよう。

本節では本調査が対象とした団体の中に行政機能を遂行する団休が社

会のあらゆる領域にわたって一定程度分布していることを確認した。これら

の団休の存在は 日本政府の行政資源の少なさを補完するものであると同時

に，政府と社会の間にあって行政の外延の一部を構成するものであるとみ

なすことができよう。

2 団体一行政関係の基調

次に行政とその外延の外側にある団休との関係を見ていくことにしよう。

まず本節では 官民協働を可能とする前提条件を確認する。ここで検討する

のは行政一団休関係の協調性ー，団体側の行政に対する情報依存の程度であ

る。

2 -1 行政一団体関係の協調性

官民の協働を可能にする前提条件として行政ー団体関係の協調性がしば

しば挙げられる。まずは，この点がデータによって裏付けられるかどうかか

ら確認していこ う。

本調査には団体の対他アクター関係を捉える質間として． 「あなたの団体

は，次の諸グループとどのような閲係にあ りますか。『非常に対立的』を 1と

し 『非常に協調的』を 7とする尺度にあてはめると 何点にあたりますか」

というものがある (Q27)。提示したリストは①労働団休 ②農業団休．③
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表6-3 協調度平均値 表6-4 団体分類x官僚との協調度

協調度 椋if(1;i;、;,;
平均｛直 N 協晶Jf!l 標W(I祉刃

、I'均制l N 

労｛勅!JI(木 tj 24 l ();i7(J 191 股業UI休 4涙 l 0995 l tl 

農業l寸If本 .,m 0.8~70 -18:.: 経済UI/水 ,1.91 l OStlO 102 
経済rn休 4淡｝ t t t~(I 印8 労慟！・f!休 '.Hi:1 l .,lO:Jl 淡｝

宮（紅 -! (i7 I 1900 i:ill 教育Iti休 ,[.,j;1 1 0980 66 
政党 .,1 JS 0.8SOU -!% 6虻dせIf系It!/;ト SIS I'.!: 殻； 55 
大介翌 4 29 l ll(ll ,192 ),'/, 祉r月（本 ,l.(i3 l .' l~:!5 19 
マスコミ .}_!J.:l 0%20 507 ，，り門家[、"ti(本 ,! fiS 1 [.,1~0 62 
文化人 ・学者 L! 5"! 0 9780 ,!()9 政治団休 ,j 00 l G:{l(l 10 
梢費者団（木 -! JO （）没）'20 ,18¥J 巾民UI(本 ,108 0'.2&S7 l::! 
福祉団（本 L! J9 (l~X)80 -179 

NGO 巾民rnf本 4 2i Cl 8280 c¥(3 全団（本 '¥.60 l l~l沈 50:2 
女t'I迎動Ill(木 01 lb O ,&q゚ -l7(i 

自if;(本 0L0l8 （）双).:10 ,191 

外国の政府 l¥ 02 0没JO -lbo 
国際懐殷I ,! I~ Ofi9~0 '!71 
タH司ご：和l益IJlf本 3 91 O.G-!~O <IG-1 

経済 ・経営者団体，④官僚，⑤政党⑥大企業⑦マスコミ，⑧文化人 ・学

者 ⑨消費者団体⑩褐祉団体 ⑪NCO・ 市民迎動・ ft民迎動団休， ⑫姉

＼・ 女↑化運動団体．⑬自治体，⑭外田の政府⑮ rII~ 祭機閃⑯外国の利益団

体の16グループてある。

表6-3は日木全囚を活動対象とする団休のそれそれのアクターに対する

評価の平均を算出したものである。団（本との協凋度が16グループのうちで最

も高いのは官僚であり (4.67).文化人・学者 (4.54), 自治（木 (4.t.18). マス

コミ (4.44), 幅祉団（本 (4.39) と続いている。以上の結果から団休と官僚の

関係は，全体として協調的なものであることか確認されたと言える。ただし，

標準偏沿：が1.19と他のグループの場合よりも高く出ているので．団体分類ご

とに官僚との関係を確忍しておこう。

表6-4は 16のクループに対する，1平（曲のうち，官僚に対するものだけをと

りだして団体9分類ごとに平均佃を算出してみたものである。平均値の渚j

い順に日I{本分粕を記すと①行政関係目I(木 (5.15), ②経済団休 (4.91), ③ 

農業団休 (4.86), ④専門家団休 (4.68), ⑤幅祉団休 (4.63), ⑥教育団休

(4.45), ⑦市民団（木 (4.08), ⑧政治団休 (4.00). ⑨労慟団（木 (3.63) となっ

ている。尺度の中間てある 4未禍が労慟団（木のみであることを見れば，団体

分類別に見ても概ね団（木ー官僚関係は協；凋的であるとみてよいだろう。
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2 -2 労働団体の位置
(4) 

80年代中旬の「コーポラテイズム化」以降．政策過程への参与を進展させ

てきた労働団体が， 自社さ政権期である97年の調査時点でも．官僚との関係

を依然として対立的であると認識している点は興味深い。このことは過去

の対立のしこりが依然として継続していることを示しているのであろうか。

この点の解釈としては 2つの見方がありうる。第 1は 55年体制以降ー一

貫して労働団体と官僚との関係が対立的であるというもの。第2は，確かに

「コーポラテイズム化」が進展した時期に労働団体と官僚との関係は好転し

たが，その後労働の政策過程参与の行き詰まりが表面化し，関係が対立的

なものに逆戻りしたというものである。

後者の可能性を示唆する研究として，久米郁男の労働調査がある（久米

2000)。久米の調査は，村松らが行った1980年， 1989年の調査に継続する形

で，村松らの調査におけるサンプルから労働団体を取り出して、 1994年に実

施されたものである。そこで久米は，労働団体の行政に対する信頻度が，

1980年から1989年にかけて上昇したものの'94年には再び低下したことを明

らかにしている。

本調査にも，「あなたの団休の権利や利益， を主張するときに行政機

関や政党，国会議員はどの程度信頼できるとお考えでしょうか。現在と10年

帥について，次の尺度でお示しください」という設間がある。尺度は 5段階

で， 「非常に信頼できる」が 5, 「かなり」が4, 「ある程度」が 3, 「あまり

できない」が 2, 「まったくできない」が 1となっている。はたして労慟団

表6-5 行政信頼度 表6-6行政信頼度の変化

伍頼度 信頼度 低下
変化

上昇 N 
なし

67 80 0 13.3 15 

経済団体 2 87 1.0011 Ill :280 {) C¥%4)02 79 85 l 69 101 

労働団休 2 3:3 () 8公l 液｝ 2.tl7 0 9:288 34 20.6 70.6 88 汐l

教育団体 2A5 I 1:32:、3 6;) 2 :37 l 1927 60 8:3 78 3 13 3 60 
行・政関係団体 2 (38 l 0899 63 :27S 1 JS, 目 S7 19 3 ~/,,) , ~ I 70 57 

福祉団体 2.G:3 l :2091 24 :.2 :,0 1 :3572 :zo 10 5 89 5 00 19 
専門家団体 2 57 099&! 6:3 2 43 10019 54 7.4 815 111 54 

政治団体 2 50 0 8498 10 2: 弼 0 ( ,~LJO 8 l:Z S 75 0 12 5 8 

市民団体 2 29 0.726:3 14 :2 (X) () 8:5毀 12 00 75 0 25 0 12 

全団体 2 59 I 0:3-42 S:30 2汲う l 0782 484 10 5 81 2 8.4 478 
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休の行政に対する信頼度はとのような変化を不しているてあろうか。

表6-5は行政機関の場合につし＼て， fl](木分頷別に 「JJlf1」と「10年前」

の評価の平均仙を算出したものである。信粕度か高いのは「現在」「10年前」

ともに，股業団休，紆済団体．行政閏係団休であり，逆に労働団体は信頻度

が低く， この傾向は先の協調一対立関係を尋ねた設問の結果と共通している。

ここでtt目されるのは労働団休の信頼度平均値が、「10年前」では2.47、
「現在」では2.33と低下している点である。ここからは労働団休と行政機関

との関係がー貨して疎遠なものであったのではなく． 「コーポラティズム化」

が言われた頃にあたる「10年前」は 97年の調杏11打点よりも良好であったこ

とがうかがえる。

平均値の比較では正確なことが言えないので， 同一•団休の「現在」の評価

(l .....__. 5) と「10年前」の評価 (l"---5)の社を求めることによって，信頼度

tて変動を確認しておこう（表6-6)。団休全・（本では信頼度が低下した団休

か10.5%.変化なしが81.2%. 上昇が8.4%となっており，上昇と比べると低

下の方がやや多し心汀目の労働団体は低下が20.6%, 変化なしが70.6%,

上昇が8.8%となっている。やはり，信頼度が低下した団（木の方が目立って

多い。この他行政関係団体，福祉団休でも低下傾向が顕著である。行政関

係団（本，福祉団体の信頓度が低下している背景には行政改革の影響，財政

の逼迫などの要因が考えられるが， ここでは断定的なことは言えない。

2 -3 情報源としての行政機関

表6-7 必要情報源（全国団体）

仝団（本 殷業団（本 紆I斉ft!(本 労慟団体 教育団体

1位 団 l 00 国 l.00 円 I 00 VI『'I紙 1 00 甘l l 00 
2位 団体只 0 70 甘I(本員 0 70 [JI(本員 0.72 QI(本負 0糾 U[(本員 092 
3位 WiナJI:月（木 066 tr,],)]廿廿本 067 .,;Iり」"I牙荻 062 t紡力目II本 0 (j~ ,. 芹者 086 
4(立 専P'I紙 0図 専門紙 0A3 t紡カl]I(本 0.51 マスコミ 0.60 -11げ'I紙 0.82 
5(立 マスコ ミ 0.43 学者 017 マ’スコミ 0 :J2 rtl 0.48 マスコミ 0.63 
6位 ＇学者 0'.l9 自治休 0 07 企党 0 l8 学者 0 22 協力団体 058 
7位 企業 0 18 国会議fl0.07 学者 0 lo 企業 0.21 企業 0.32 
8位 自治体 0 l'l 地）j議tiO 07 その他 OOii 政党 0.13 その他 0 15 
9{立 その他 0 I l 企業 0 07 自治体 0. 但 その他 0 lO 自治体 0.14 
10位 国会成負 0(y.l マスコ ミ Cl O:l 政党 om 国会議員 0CXぅ 政党， 0.05 
ll(立 政党 om 政党 000 日会議1:100! 自治（本 000 国会議員 000
l2位 地力，義負 0Ol その他 0 CXJ 地h,汲貝 0 O(J 地｝］瓜義員 000 地Ji議且 000 
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日本の行政は，必要な情報を提供することによって民間を誘導している，

という指摘も多い。協調性の間四に続いて， この点を確認しておこう。

本調査には「あなたの団休は，活動する上で必要な情報をどこから得てい

ますか。次の中から重要な順に 3つまでお答えください」という設間がある。

提示したリストは①国の行政機関，②自治体，③政党，④国会議員，⑤地

方議員⑥学者・専門家，⑦一般のマスメディア，⑧専門紙・業界紙，⑨協

力団体⑩団体のメンバー，⑪企業⑫その他である。表6-7は， 1位

として選択された情報源に 3点， 2位に 2点， 1位に 1点を与え，その得点

の合計を拮準に①から⑫の情報源を順位化したものである。なお，横に提示

した数値は， l位の得点を 1とした時にどの程度の得点を得ているか（各位

の得点/1位の得点）である。

表6-7を一見してわかるように多くの団休にとって「国の行政機関」は

最も重要な情報源となっている。全団休について見ると「国の行政機関」が

群を抜いており， 2位の「団体のメンバー」でも「国の行政機関」の 7割の

得点にとどまっている。団休分類による相違はどうだろうか。団体9分類の

うち，農業団体，経済団休，教育団休，行政関係団体，福祉団体，専門家団

体の6分類において「国の行政機関」が 1位となっている。特に行政関係団

体ではその情報依存度が顕著である。

一方労働団体，政治団体市民団体の 3つの分類においては「国の行政

機関」は必要情報源の 1位になっていない。労働団体と市民団体では 5位，

政治団体では 7位にとどまっている。

f子政l具1係団体 福祉団体 専門家団体 政冶団体 市民団体

国 l 00 I国l l 00 I且 1 00 マスコミ 1.00 マスコミ 1 00 
協力団体 0:-xi 協力団体 0.67 団体員 0 91 国会議員 069 協力団体 0S4 

専門紙 0 26 マスコミ 0 :36 '. 学者 077 専l"l紙 Q.(j:Z 学者 0.61 

自治体 0.24 学者 o:3-'-1 専門紙 ()_(i:j 学者 0.$4 専門紙 0.61 

団休員 0.2:3 団休員 〇訊3 16h)] 11-1/本 O.bl 協力団体 0.46 国 0.56 
マスコミ 0.14 ~j! 門紙 0 2/1 マスコミ 0.42 団体員 0.38 I叶休員 0.56 
ノ1L''-.'/,fV<- 0.14 白治休 0.1 q 企菜 O.!G I予l 0 :31 ノ止ヽ屯A灼, 0.33 

学者 0.14 その他 0.07 自治休 0 ]() 企業 0 31 臼治休 017 

その他 0.05 政党 0.0:3 その他 0 07 政党 015 その他 0 17 

国会議員 001 企業 OCJ:3 国会議員 00:2 地）j議員 01:""i 政党 0 (X3 

政党 001 J也）j叶H'l. 002 D文う芯 0 01 自治休 000 国会議員 。収ぅ

地方議員 000 国会議員 000 地）i,l義員 000 その他 000 地方議員。伐
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3 行政活動の包括竹

政府はその触角を多力面に伸ばして． 社会全休の動向を把握しようと努め

ている。政府が社会に存在する団休を捕捉する手段としては一般的な規制

行政（法的規制．訂認吐行政指導など）や助成行政（補助金なと）をはじ

め ＇`意見交 換人的交流（審ぷ会天下り）なども挙げられる。木節では，

それらの射程を検』することによって行政一団（木関係のクラテーションを

捉えてみたい。

3 -1 射程

木調査には行政ー団体関係の実態を把梶する設間として，次のようなも

のがある (Q8)。

あなたの団体とく国＞の行政機関との関係をお尋ねします。以下の事項に

該当する場合は.0印を記入してください（複数回答）。

l. 許認五lを受ける関係がある。

2. 何らかの法的規制を受ける関係がある。

3. 何らかの行政指導を受ける関係がある。

4. 行政機関の政策決定や予算活動に対する協力や支持を している。

5. 団体や業界などの事情についての意見交換をしている。

6. 審議会や諮問機関に委員をおくっている。

7. 行政機関の方が退職した後のポストを提供している。

補助金については， Q35で 「あなたの団休は田から補助金や奨励金をいく

ら受けておられますか。平成8年度についてお答ください」という設問があ

りこれを利用する。ただし，以下では金額は間わず補助金を受けているか

どうかを見ていくことにする。

表6-8 行政機関との関係

，；午認、i,f 法的規制行政指導 補助命 協）J・支持意見父換 委禎派辿 ボス ト提供
全団体 4 l.2 :1冠7 み1.8 24.'l 17.9 L¥4.8 19.9 12.6 

N=(i82. ただし補助金に関しては， N=,n'l
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表6-8はそれぞれの項目の単純分布を示したものである。該当団休が多

い順に記すと，①行政指導 (54.8). ②意見交換 (44.8). ③許認可 (41.2),

④法的規制 C:35.7). ⑤補助金 (24.4). ⑥委員派遣 09.9), ⑦協カ ・支持

(17.9), ⑧ポス ト提供 (12.6) となる。

Q8の設問は村松らの団休調査 (80年， 94年）と同じものであるが，団

体の政策過程参与への積極付を示す項目で，結果が大きく異なっていること

が興味深い。 80年調査では，①意見交換 (79%).②委員派遣 (68%). ③協

カ・支持 (66%).④行政指導 (51%) . ⑤許認可 (49%),⑥法的規制 (4.B%).

⑦補助金 (21%) . ⑧ポスト提供 (19%) となっている。 94年調査でも，①意

見交換 (83%). ②委員派逍 (63%).③協カ・支持 (61%) . ④行政指導

(49%). ⑤法的規制 (43%).⑥許認可 (39%). ⑦ポスト提供 (30%),⑧補
(5) 

助金 (24%) となっている。

最大の柑違点は，我々の調査で最上位であった行政指導よりも，村松らの

調査では 意見交換， 委員派遣， 協カ ・支持といった項目が上位に来ている

点である。このような相違が生じた理由 として考え られるのは， 調査時期の

相違 (80年、 94年と97年）と調査対象の違い（頂上団体調査と無作為抽出調

査）があるがおそらく後者の方が決定的な意味を持っているのだろう。村

松らの調査データの方が．より政策過程参与に積極的な「圧力団体」の姿を

捉えていることは間迎いない。

このような決定的相違の中で，行政指遵．許認可，法的規制，補助金とい

った行政側の活動量があらわれる項目の数値にはそれほどの相違がないこ

とは興味深い。客体としての団体の姿は，村松らの頂上団体調査のデータと

我々の調査データ（ただし「日本全国を活動対象対象とする団体」に限定）
(~) 

に共通しているということなのだろつ。このような結果が必然的な結果なの

か，偶然によるものなのかという点は今後，団体調査が積み重ねられてい

くこ とによって明らかになっていくことだろう。いずれにせよ，我々の調査

は，標準的な行政一団体閲係の姿を捉えたものであると認識しておきたい。

3 -2 関係性のグラデーション

次に，それぞれの項目がどのよ うな関係にあるかを見ていきたい。

(1)規制行政
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表6-9 規制行政

p -l p -2 p -J p --l p -;j p -(j p -7 p -8 ,U., ll; l . 

謹：，認r,J

゜゜゜ ゜
279 

怯的規;IJil

゜゜ ゜ ゜
24'.{ 

行政指＃

゜ ゜゜ ゜
375 

ヘu,・d,. l ,[(i lJ S7 ;l/ li3 '.!7 l l5 :!(lcl 68~ 
(2J.cJ) (l 9) (8_.!) (8.,1) (91) (,[ 0) (lo 9) (:!SJ 9) (I ()(l OJ 

まずは規制行政の 3項目（怯的規制｀許認可．行政指導）の中での関係

である。これら3瑣目の組み合わせのパターンを示した表6-9を見よう。

3項目のうち，一つでも該当している団（本は. 478団体 (70.l %)にのぼる。

「日木全田レベルを活動対象とする団体」の 7割が．いずれかの規制を受けて

いるわけであり規制行政の包括'I''/:の高さがわかる。臭休的な組み合わせで

は最も該当団（木が多いのがP-8の「すべて非該当」 (29.9%) である。そ

れに続いて， p-1の「すべて該当」 (21.4%) . P -7の「行政指導のみ該当J

□ 6.9%), P-3. P-4の「行政指導と許認可あるいは法的規制」（ともに
8.4%) が続き．行政指導の射程の広さが明瞭にあらわれている。

許認可，法的規制はいずれも行政指導と組み合わされることが多い。許

認可を受ける団体のうちの72.8%, 法的規制を受ける団体のうちでは83.5%

にものぼる団休が，行政指導を受けている。

(2)規制行政と助成行政

助成行政である補助金と規制行政の関係はどのようなものか。助成行政と

規制行政はアメとムチの関係にたとえられることが多いが， これらはやはり

セットで行われるのだろうか。

表6-10は，規制行政と補助金の関係をみたものである。なお， 先の規制行

政3項目のうちの 1つても該当する場合を「規制行政あり」としている。数

値の高い顧に記すと，①補助金なし十規制あり (52.4%),②補助金なし＋規

制なし (23.0%), ③補助金あり十規制あり (20.7%), ④補助金あり十規制

なし (3.9%)となる。全（木では規制のみを受ける団休の方が圧倒的に多く，

アメとムチを同時に受ける[ii(本は20.7%にととまっている。ただし，補助金

のみを受け取るという団体は少なく，補助金を受ける場合には，規制を受け

る傾間が強いことは確かなようである。

(3)意見交換
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表6-11 協カ ・支持と意見交換

規制行政あり規制行政なし 協JJ・支持あり協カ ・支持なし
補助金あ り lX)(20.7) 17 (:3.9) . 意見父換あり ~} l (U.8) 2J:3(:31.:2) 

補助金なし 228 (S'.2.-1) I (X) (2:3.0l 怠見交換なし 27 (4.0) :3-'18 (SJ .Ol 

（社）（）内の4つの数値の合，iiは I(XJ'.Y, (iU (J内の4つの数値の合，計はHXl%

表6-12 ポスト提供と委員派遣 表6-13 規制行政とポス ト提供

ポスト提供あり ホスト提供なし 規制行政あり 規制行政なし

委員派追あり 32(4.7) JOHJ.S.2) ポスト提供あり 82 (12.0) :i (0.7) 

委員派追なし ;):J(8.1) ,!<)! (72.0) ポスト提供なし :3%(沼.I) 199(29.2) 

（ 注）（ ）内の4つの数値の合社は llXl'½ Iii:) ()内の1つの数値の合』は!()()'.)(,

行政側は社会の勤向を把握するために多くの団体と意見交換をしている

ものと考えられる。その際 どのような団体が意見交換の対象として選定さ

れているのだろうか。ここでは団体側が行政機関の方針に支持的態度をと

っているかどうかに関わりなく ．幅広く意見交換が行われていることを確認

したい。

表 6-11は， Q8の「協カ・支持」と「意見交換」の関係をまとめたもので

ある。数値の高い順に記すと． ①協カ ・支持なし＋意見交換なし (51.0%).

②協カ ・支持なし＋意見交換あり (31.2%).③協力・支持あり＋意見交換あ

り (13.8%). ④協カ ・支持あり＋意見交換なし (4.0%), となる。

協カ ・支持ありと回答した団体の方が意見交換を行っている傾向が高い

ことは まず事実として確認しておかなければならない。しかし．絶対数を

重視すれば．協力 ・支持関係にとらわれず意見交換を行っている行政の姿が

見て取れる。実際意見交換を行う団体のうち．約7割の団体は，協カ ・支

持なしと同答している団体である。この結果は政府が社会の動向を把握す

ることに熱心であるという通説的な理解を應付けるものであると言えよう。

(4)人的交流

最後に人的交流を見よう。行政側からの移動としてはいわゆる「天下

り」があ り．団体側からのものとしては審議会や諮間機関への委員の派遣が

ある。

表6-12は Q8の 「ポス ト提供」と 「委員派追」の関係を整理したもので

ある。数値の高いJI!月に記すと①ポスト提供なし＋委員派遣なし (72.0%).

②ポスト提供なし＋委員派逍あり (15.2%).③ポス ト提供あり＋委員派造な
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し (8.1%)'④ポスト提供あり十委員派逍あり (4.7%). となる。人的交流

に関係している団休は全（木の28.0% (②＋③＋④）である。

ボスト提供と委員派遣を同時に行っている日I(本は存在するがその数は少

なく全体の4.7%にとどまってし＼る。人的交流は相互交流というよりはど

ちらかからの一方通行てあることが多いようである。どちらか一方が該当す

る団体は全（木の23.3% (②＋③)となる。「ポス ト提供」と「委員派遣」が

セットで行われているケースが少ないことか らして， この 2つは異なる次元

で展開されていると考えるぺきなのだろう。

ちなみに官僚の民間への天下りについては，行政の民間への関与の大きさ

がその機会を生んでいるという指摘がなされており，例えば村松岐夫は

［規制緩和が行なわれるならば天下りの数は減るだろう」と述べている（村松

1994 : 62-63)。ここでこの点をデータで検証してみよう。

表6-13は 先述の規制の有無とポスト提供の関係をまとめたものである。

これを見ると ポスト提供を行っている団体のうち．何らかの規制を受けて

＼＼る団体は94.3%にものぼる。本データか らも，天下り発生の背景に，規制

行政の{y在があることがうかがえる。

4 関係性の濃淡

政府と社会の接触面のあり方は，団休分委負，関係省庁ごとに異なっている

ことが予想される。ここでは行政ー団休関係の濃淡を，団体分委員別，関係

省庁別に捉えてみたい。

4 -1 団体分類別相違

団体分類別の行政一団休関係を見る前に，「団休類型」上の日本的特 性ヽをま

ず確認しておきたい。村松・伊藤・辻中は『戦後日木の圧力団休』の中で，

団休を「セクター団体」「政策受益団体」 「価伯推進団体」の 3つに類型化し

ている（村松 l986)。ここで彼らの定義を記せば，セクター団体は「社：会の

経済的・職業的な構成を反映している市場的な団体」，政策受益団休は「政

府の活動にその存立が依存していたり少なくとも政府の活動に密着して存

在しえている団（木」， (ii直湘進団休は 「イデオロキーや価仙休系」が「あまり

『休制』や『政策休系』のなかに深く根を下ろしていない」団休である。この
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団体類型と団体分類を組み合わせると、理綸的には次のようになる。

セクター団体＝経済団休｀専門家団体．農業団体、労働団体

政策受益団体＝教育団休．行政関係団体，福祉団体

価値推進団体＝市民団体｀政治団体

ただし日本の現状ではいくつかの側面でグレーゾーンがあると村松らは

指摘する。例えば福祉団体は 「福祉の観念の社会的・政治的な定着度が低

いために，価値推進団体的な考え方と行動をとることがあらかじめ推測され」，

農業団体は「最近は政府の施策によって団体構成員の所得が規定されるよう

になっているため，政策受益団体的な行動をとる可能↑生が強」 ＜，労働団休

は「明白に市場団体であるが，多くの資本主義国で『体制』の批判者として

活動して」おり，価値推進団体として扱うのが適当であるとしている。した

がって、 日本的要素を加味した上で団体を 3類型化すると， 次のようになる。

セクター団体＝経済団休，専門家団体

政策受益団体＝農業団体、教育団休鬱行政関係団体．福祉団体

価値推進団体＝労働団（木市民団体＇政治団休，（福祉団体）

以上のような議論を念頭に薩きつつ．我々のデータを見よ う。表6-14は．

行政一団体関係を団体分類別に捉えたものであるが分類によりかなりの相

違が見られる。ここで村松・伊藤・辻中の団体 3類型論と関連づけながら，

グルーピングを試みよう。

団体分類は大まかに行政との関係が密接なもの．行政との関係は密接だ

が自立的なもの．行政との関係が疎遠なものに分けることができそうである。

表6-14 団体分類別にみた行政との関係

N 許認可
法的 行政 補助金 協力 忠ゴ,._、八I司一 委員 ポスト
規制 指導 支持 交換 派迎 提供

農業団（本 16 688 50.0 87 S 42 9 GS.8 81 :3 :37 5 37 5 
経済団体 13:3 '-IS 9 :39.8 GG.9 12 0 19.5 7:37 ,3,3,] 1:3 5 
労働団体 Lil. 1-1.G 29 :3 17 l 10 0 98 48.8 17 l 2.4 
敦育団体 82 45 l 28 0 ,JJ 9 :2,! 0 18.3 24.A 15 9 6 l 
行政団体 77 50.G 12.9 77 9 -'1:3 l 20 8 014.2 15.6 27.3 
福祉団体 ;3-4 52 9 2D.:J G7.G :3:2 () 11 8 20.6 29 8.8 
専門家U!休 8-<l :31 0 :Z¥J 8 ,J7 () :298 14 :3 ,11 7 2:rn 9S 
政治団体 10 ;J()() :100 :zo () :20 0 200 20 0 00 100 
市民rn休 16 ,.,)~(.' ) 188 :ZS 0 •-)•幽)響、 一') 6:3 63 I :2 :) 00 

全団体 b72 l] :z :~;i 7 S4 8 :z,u l7 9 -~4 8 199 12.G 
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まず行政との関係か密接なものとして，農業「JI(木．行政閃係団休． 福祉団体

が挙げられる。この3つは 規間閃係．補助金人的交流・，意見交換のほぼ

全てて数伯が糊い。これらの[J-1(木には劣るが教育関係団休．専門家団休も

同様の傾向がある。これらのUI(木は．専門家且I(木を除し＼て政策受益団休と

されるものである。

次に行政との関係は密接だか白立的なものとして．セクター団（木とされ

る経済団体が挙げられる。経済団（本は．規制関係．人的交流 ・意見交換の数

伯は裔いが，補助金の数値が最低となっている。補助金を受ける団（本の少な

さは経済団体が政府から 自立していること を示 していると言えよう。

さらに行政との関係が疎速なものとして，価伯推進団休とされる労働団

体，政治団体，市民団体が挙げられる。これらの団（木は．ほぼ全ての項目で

数値が低くなっている。ただ労働凹休につし）ては，約半数の団休が行政と意

見交換を行っておりこの点で牡徴がある。

4 -2 省庁との関係

これまでは国の行政機関をひとくくりにして行政ー団体関係を見てき

たが同じ田の行政機関とし＼っても，省斤ごとに行動様式の相違は大きく

（城山・鈴木・細野編 1999). そのことが政府と社会の接触面のあり方にも

多大な影響を与えていると考えられる。そこで以下ではどのような団休が

どのような省庁と関係を持っているかについて，より 臭休的に検討しておき

たい（省庁名は調査時点のt997年当時のもの）。

ここで検討するのは「あなたの団体は． 丘］や自治体の行政機関か ら政策の

作成や執行に関して相談を受けたり，、意見を求められたりすることがありま

すか。そのようなことかある場合は具（木的な組織名をすべてお聾きくださ

い」 (Ql2)というものである。「日本全miレベル」を砧動対象とする690団休

のうち，具体的な田の行政機関名を出した団休は 240団休（隣.8%)存在す

る。なお240団休中62団休 (25.9%)か複数の行政機閃を挙げているので （最
(7) 

大言及数は 5). 延ぺにすると言及された機関の数は323となる。

表6-15は，設問で言及された行政機関と且渇分類の関係をまとめたもので

ある。まずどのような機関が言及されたかを見ると（表の右端）、数の多い順

に①通｝崖省とその関辿 (83), ②似林水）｝・（省とその関辿 (49), ③文部省とそ
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通産省．関連

農林水1兄省. I梵l辿
文部省関連

原生省．関連

建設省関辿

連輸省，関連

労慟省

その他審議会

公正取り1委員会

郵政省

笞察庁

法務省，

大蔵省，

総理府

牒悦庁

自治省

総務庁関辿

経済企画庁

国士庁

科学技術庁

会計検杏院

防衛庁

外務省

合計（のべ）

団体数
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表6-15 省庁との関係
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の関連 (34)' ④厚生省とその関連 (33).⑤建設省とその関連 (25). ⑥運輸

省とその関連 (18). ⑦労働省とその関連 (14), となり，通産省を言及する

団体の多さが注目される。日木の行政一団体関係における通産省の存在の大

きさがうかがえる結果である。

次に，団体分類別に．どの行政機関から相談を受けているかを見ていこう。

大まかに言って，特定の行政機関との関係が深い分類と，複数の行政機関と

まんべんなく関係を持っている分類がある。

前者にあたるのが農梨団体．経済団体．教育団体．福祉団体である。農

業団休は農林水産省とその関連 (91.7%). 経済団休は通産省とその関連

(68.2%), 教育団体は文部省とその1関連 (86.4%). 福祉団体は厚生省とその

関連 (66.7%)と関係が深い（枯弧内の数値は，当該機関／団体数）。ただし、

経済団体に閲しては通｝崖省とその関連機関との関係が群を抜いているもの

農林水産省とその関連機関をはじめ，の， 多くの行政機関と関係を保有 して
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いることには留意したい。日木社会における経済団（木の影磐力の強さを示唆

する結果である。

後者に当るのが労慟団（木、行政閲係団体専門家日］（木，市民団休である。

労働団休が後者に該当する埋由については労働団（木がほぼ全ての政策領域

で固有の組織を保持している ことから， iii(明されるべきだろう。同様に，行

政関係団（木については行政関係団休そのものが行政機関に付随した機能を

遂行する役割を持っており各省斤かそれぞれにそのような団体を抱えてい

ることから説明がつく。一方，専門家ft]f木，市民団体については これらの

団体の活動が多方面に向かっている ことから， この傾向は了解できよう。

まとめ

以上，政府とt:l:会の接触面という観点から，団休一行政関係の諸相を検討

してきた。本章の論点は多岐にわたっているが全体として政府の団体に対

する包摂度の高さ，政府と社会の相互作用の高さが，改めて確認されたよう

に思われる。 最後に，本章で明らかになった事実を，簡単にまとめておきた

し＼

(l) 社会過程にある団休の中には行政機能を遂行する団体が 1割程度存在

している。しかもそのような団休は社会のあらゆる領域にわたってほ

ぼまんべんなく分布している。

(2) 団体一官僚関係は，全体として見れば概ね協調的である。

(3) 労働団休は官僚との関係を対立的であると考える傾向がある。これは，

「コーポラティズム化」の進屎とともに好転していた関係性が，近年対立

廿りなものに逆戻りしていることのあらわれと見られる。

(4) 多くの団休が「国の行政機関j を重要な情報源としている。ただし，労

働団体，政治団休，市民団体は 「田の行政機関」に惜報を依存していない。

(5) 政府が社会に存在する団休を抽捉する手段には規制行政助成行政，、意

見交換，人的交流などがあるか，その中で最も長い射程を有するのが行政

指導であり，55%の団休がそれを受けている。

(6) t1午認司や法的行政も， 行政指導と組み合わされる ことが多い。

(7) 助成行政と規制行政はアメとムチにたとえられるが，これらは＇常にセ

ットで行われるわけではない。多くの団（木が，規制のみを受けている。た
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だ，助成を受ける団休に1限定するとその多くが規制を受けており， この

点でアメとムチのたとえは成立している。

(8) 行政側は，社会の動向を把握するために多くの団休と意見交換を して

いる。注目されるのは団体側が行政機関の方針に支持的態度をとってい

るかどうかに関わりなく．幅広く意見交換が行われている点である。

(9) 人的交流には行政からの移動として「天下り」があり団体側からの

移動として審議会や諮問機関への委員の派選がある。これらの人的交流は，

相互交流というよりは， 一方通行であることが多い。

(!O) 団体分類別に行政との関係を捉えると，行政との関係が密接なもの （農

業団体，行政関係団体，福祉団体．教育関係団休．専門家団体），関係は密

接だが自立的なもの（経済団休），関係が疎遠なもの（労働団体，政治団体，

市民団体）に大別できる。

(11) 団体がどのような省庁と関係を持っているかについて尋ねた質問には，

690団体中2如団体 C:35%)が具体的な組織名を答えている。そのうちの62

団体 (26%) は複数の行政機関名を挙げている。最も多くの団体が挙げ

たのは通産省（現経産省）とその関連機関である。

02) 団体分類別に，団体と個々の行政機関の関係を見ると，大まかに特定の

行政機関と関係が深い分類と，複数の行政機関とまんべんなく関係を持っ

ている分類にわかれる。前者に当たるのが，農業団休，経済団体，教育団

体，福祉団体であり，後者に当たるのが労慟団体．行政関係団体．専門家

団体，市民団体である。

注

(I) 箪者たちに政府と社会の接触面という視点を与えてくれたのは松田

(19%) である。この論文は直接的には明治期の政治思想における「統

治と社会との接触面」の間坦を扱ったものであるが 日本における公私観

の間題等現代l::l木政治を分析する者にとっても行益な内容を含んでいる。

後に引用する伊藤大一の研究（伊藤 1980)の読み）jについても この論

文に教えられたことを記しておきたい。

(2) 比較政治＇：治の分野においてはかね てよりー1月の政策的帰結を説明する

瓢こ政府と社会の接触面のあり力に言及する研究が往目を集めている。例

えば長尾 • 長岡編 (2000) を参照。
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(3) 「最大動員システム」とは 「人的リソース，資金，制度のあらゆるもの

を日的に向かって椛字的に動員するシステム」を指す（村松、 19出： 4)。

(4) 「コーポラティスム化」の辰間につし＼ては，辻中 (l98Eia : l 986b : 1987) 

参附。

(5) 80什；凋杏については，村松 (l98G) を参附。~).'.!{!: ,u, 加j介につし＼ては，辻中

(19田b)を参附。なお. 199"川調杏に邸づく研究成果としては『レヴァイ

アサン』（特几・政杵移臼期の月力団休）， 1998り冬臨II昇rrll1l号かある。

(6) ちなみに「日本土LUを活動対象とする団体」に限定しなければ，数伯は

次のようになる。（じ臼政指導 (45.7).@叶認可 (38.3).③且見交換 (36.0).

④払的規制 (33ふ），⑤袖助金 (nぷ），＼＇り協） J・文枠 (l4.3). ⑦委員派追

(13.3). ⑧ ポスト提仇 (8.6)。

(7) なお，同—省月の関辿組織を複数学げている場合は複数の打政機「月と

の関係かあるものとはみなしていない。郵込調杏における自訓叫答形式の

設閤てあることもあって、 I叫答は大雑把なものから叶細な機関名を出すも

のまでばらつきがあったため， ここてはこのような緩やかな枯準て処岬を

行ったことを付記しておく。



第7章

団体ー政党関係：選挙過程を中心に

森裕城

第 7章では団体の政治的活1生化を摺把する上で菫要な指標とな

る選挙活動を実証的に検討する中で団（木ー政党関係に関する払本

的梢報を紹介したい。具体的には団休の選洋活動には地域差があ

ること(/農村部の方が積極的），選挙活動を積極的に行うのは政治

団体．農業団体労働団休であること．団体の政党支持 ・接触とい

う点では自民党の優位が〖祭立っていること（ただ し 10年前 と比較す

ると停滞化している）．団休は行政派．政党派に三分化されるので

はなく ．「行政派」と「行政 ・政党両）j接触派」に分化しているこ

と等を報告する。
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はじめに

日々の政治過程において なかなか外部には見えない政治構造が、ある瞬

間に額在化することがある。その瞬間として我々は選挙過程を挙げること

ができる。

学〖祭的な研究が進展している選挙研究という分野において政治学が固有

に担うべき領域は何かつこの間いに答えるためには払たちの研究対象であ

る選挙を もう •一一度現実の政治の中に投け返して考えてみることが必要だろ

う。 現実の選挙過程では 様々なアクターがそれぞれの思惑のもとに活動を

展開している。選挙過程に参加するアクターは有椎者と政党，候補者だけ

ではない。本書が研究対象としている利益団体も選挙過程に参加する墾要

なアクターである。日本の選挙において各種の団休がU王盛な選挙活動を展

開していることはよく指摘される。しかしながら，どのような団体がどのよ

弓な活動を行っているかについての情報は． （本系的に収集されたこ とはなく ．

団（木の選挙活動については知られざる部分が多い。

―利益団体と選挙」というテーマは選学研究と団休研究の双方からアプロ

ーチが可能なテーマである。しかし， このテーマを実；；正的研究の対象として
(!) 

正面からとりあげた研究は少ない。その理由を研究史的観点から大きく整理

すると，以下の 3点を挙げることができるのではないだろうか。

第 1に高島通敏らに代表される「選挙の実証的研究における日木政治学

の伝統J(三宅 1985: 5)は確かに選挙における組織的動員を重視してき

た。しかし．団（木の選挙との関わりを規範的観点から論じる傾向が強く， ま

たその効果を事実に即して評価しようとする視点がやや弱かったように思わ
(2) 

れる。第2に，現在選挙分析の主流となっている三宅一郎．蒲島郁夫らに代

表される投票行動研究は組織的動員効果で選挙結果の全てを説明しようと

する伝統に批判的であり非組織的動員効果（政党支持，争点等）の実証．分
(3) 

析に力点を歯いている。 俯かに彼らも投票や政党支持に与える組織加入の影

響などを論じているがそれは有権者の行動や、意識に影響を与えるかどうか

という観点からの分析であるため．被況明変数から因果関係的に遠い団（木の
(4) 

行動そのものは触れられていない。第3に，村松岐夫 ・伊藤光利 ・辻中豊に

代表される団体研究は「政治の実賀部分」を，況明するのは団体研究であると
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(5) 

いう認識から出発している。それゆえ彼らの研究関心は，有権者と政党の行

動を軸に展開されるいわば表の政治過程ではなく，「政治の実質」を規定する

団休を主役とする政治過程の解明に向けられることになる。確かに彼らも．

団体が選挙活動を提供することによって，政党に影響力を行使している側面
(6) 

に触れてはいる。しかし，それを実証的に検討するには至っておらず，表の

政治過程と裏の政治過程がどのように交錯しているかという興味深いテーマ
(7) 

は放置されたままである。

このような研究の空白を埋めるべく，私たちは「団体の基礎構造に関する

調査」に，団体と選挙に関する設間を組み込んでいる。本章では①どのよ

うな団体がどのような選挙活動を行っているのか，②現在と過去とを比較し

た場合その活動には何らかの変化が見られるのか，の 2点を中心に団体の

選挙活動を実証的に検討するとともに，木調査によって明らかになった団体

ー政党関係に関する甚本的情報を提供することにしたい。

1 選学活動のモード

団体の選挙活動にはいくつかのモードがあるだろう。本調査ではそれを

以下のような設間で把捏しようとした。

あなたの団体は国政選挙の時に以下のような活動をしますか。次の尺度

で，現在と10年前について，お答えください。

⑤非料；に頻繁 ④かなり ③ある程度 ②あまりない ①まったくない

1. 特定の候補者や政党に投票するように．会員に呼びかける。

2. 特定の候補者や政党に投票するように．会員を通じて一般の人に呼

びかける。

3. 特定の候補者や政党に資金の援助をする。

4. 特定の候補者や政党の選挙運動に人員の援助をする。

5. 会員を特定の政党の候補者として推囲する。

図7-lは． 「非常に頻繁」「かなり類繁」「ある程度」と回答した団体の当

該団体全休に占める割合を示したものである。
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図7-1 団体の選挙活動(JIGS調査1997)
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まず選挙活動の地域差をii佑忍するために，東京，茨城の「全体」を見よう。

東京では選挙時において精力的な活動を行う団休は l害I]程度にすぎない。

団休の選挙活動は予想されたよりは，低講lであった。これに対し茨城では，

精力的な選挙活動が行われている。団体の選挙活動にこのような地域差が見

られることは興味深い。選拳活動のモードの中では，「会員への投票依頼」が

最も多く見られる点は東京，茨城に共通している。

次に東京を団休の分類別に見ていこう。各団休分類の間には，大きな相
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逸が見られる。選学活動が吐盛なのは政治，農業，労働団休であり，行政

関係，福祉，専門家団休は低調である。選挙活動のモードという｝はでは，多

くの分類で「会員への投票依頼」が 1位となっている。「会員への投菜依頼」

が最も手ごろな選挙活動なのだろう。興味深いのは 2位以下である。例え

ば農業労働団休では人的活動が上位にくるが，経済団休では資金扱助の方
(8) 

が上位にきている。この点に各分類の性格がでているように思われる。

ところでこのような団休の選平活動はどの政党候補者に向けられたも

のだろうか。団体の選挙活動を間う上記の設間の中では「特定の候補者や政

党」という文言を用いたが，それが具体的にどの候補者や政党なのかを間う

設間は調査票の紙幅の関係で残念ながら糾み込むことはできなかった。こ

の点は選挙の設間とは異なる箇所で尋ねた団休の政党支持，政党接触より

類推するしかない。そこで次節では団体の政党支持，政党接触に閏する甚

本的情報を提供することにしたい。

2 政党支持と政党接触

2 -1 支持．接触の分布

本調査では．団休の政党支持．政党接触の程度について．政党ごとに次の

5段階で回答を求めている。「月屑『に強い（頻繁）」が5. 「かなり怖い（頻

繁）」が4, 「ある程度」が 3, 「あまりない」が 2, 「まったくない」が 1で

ある。以下では．「非常に」「かなり」「ある程度」と回答した団休が当該団休

全体に占める割合を政党支持率．政党接触率として調査結果を報告する。

図7-2は政党支持率についてまとめたものである。まず．東京と茨城の

「全休」を見ると． 白民党の優位が共通して確認される。 2位以下が新進党，

民主党社民党と続く点も同じである C どちらの地域でも、自民党の支持率

は他を圧倒しているが，その優位は茨城において際立っている（東京26.9%

茨城46.2%)。農村部における白民党の1}祖さは各種の選挙結果の示すところ
(9) 

であるが，団休レベルの政党支特でもほぼそれに開応している点は興味深いc

次に東京を分類別に見よう。全休の見調は自民党優位であるものの．分

類間の偏差は大きい。農業団休，経済団休．行政閲係団休は自民党の優位

が著しい。他と大きな相違を見せるのは労働団休である。労働団休では，
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図7-2 団体の政党支持(JIGS調査1997)
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社民党，民主党の支持が高く， 自民党支持は新進党に次いで4位となってい

る。政治団体は当然のことかもしれないが，支持が各政党に分散している

ところがユニークである。

政党接触についてはとうだろうか。図7-3は，政党支持と同様の形式で，

団体の政党接触についてまとめたものである。全休として支持の場合よりも

接触の方が数パーセント低くなってはいるものの，大きな相違は発見できな

い。確認のために同一政党に対する支持の弛度 (L,..__, 5) と接触の頻度
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図7-3 団体の政党接触(JIGS調査1997)
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(10) 

(1,..,..., 5)の相関をとってみても， 全ての政党について高い相関が検出された。

以上，団体の政党支持，接触の分布を確認した。農業団体と労働団体の 2

つが選挙過程に深く関わっているのは前節で見たとおりだが， その政党支持

率接触率から見て，農業団体の選挙活動は主に自民党，労働団体の選挙活

動は主に社民党，民主党に対して行われていると言ってよいだろう。

2 -2 支持・接触のパターン



146 

ところで本調査で発見された政党支持と政党接触の相似という現象は．

興味深いことに，村松らによって80年．叫年に行われた調査結果と大きく相

違している。村松らの調査では政党支持の程度と政党接触の頻度を比較す

ると．接触の頻度の方が一般的に高くなっており． しかもその数値は議会の

議席比に柑似したものとなっている。これは 「政治過程の影響力配置に敏感

である」圧力団体が． 支持政党との関係にとらわれず臨機応変に政党に接

触を試みていることのあらわれであると解釈される（村松 1986: 172. 辻中

1994)。

村松らの調査結果にこのような団体の戦略的な姿が映し出されたのはそ

れが頂上団体を対象とする調査であったからであろう。私たちが対象とした

社会過程にある団体の大多数は，頂上団体が示すまでには戦略的行動をとっ

てはいない。

しかしながら，圧力団休ほどには戦略的でなくとも 、社会過程にある団休

も．複数の政党と関係を持っていることは雁かなようである。団休はいく

つの政党と関係を持つているのだろうか。この点をまとめたのが表7-1で

ある。ここでも支持接触ともに「ある程度！「かなり」 「非常に」と回答

した団体を分析の対象としている。

この表から明らかなように政党と関係を有する団休のうちの半数近くが，

複数の政党に支持意識を有し，また複数の政党と接触を試みている。ここで，

2つ以上の政党に対して支持意識を有し，接触行動を試みている団体の割合

を示すと，東京では支持の場合が全団体中16.6%, 接触が12.4%, 茨城でも

表7-1 団体はいくつの政党と関係を持っているか

束京 (1,438) 茨城 (l97)

政党数 支持 接触 支持 接触

゜
6G.8 69 l ,16.7 492 

l lfi 7 18.5 淡lo ~l9 l 
？ 76 Ei2 l l 7 9 l 
3 3~) 2.4 2S l.O 
4 2G I 2 0.5 0.5 
5 l.4 1 () 00 0.5 
6 0.(i O.G 00 05 
7 O.b 03 00 00 
8 02 0.8 00 00 

1000 100() lClO 0 1000 

支持接触ともに iある程恥以 1。
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支持が14.7%, 接触が11.7%となる。

団休が複数の政党と関係を持つとして，その関係性には一定の傾向が見ら

れるのだろうか。村松らは 1980年の調査に韮づいて政党に働きかけを行

う団体は「政権党ネットワーク」に1属するものと「野党ネットワーク」に）属
(li) 

するものに大きく二分されると指摘していた。村松らが． 自民党を中心とし

たネットワークを「保守系ネットワーク」ではなく「政権党ネットワーク」

と呼び，社会党を中心としたネットワークを「革新系ネットワーク」ではな

く 「野党ネットワーク」と呼んだのは，団休の中には保革の対立構造を超え

て， 「政権党」であるという則由から自民党に接触を試みようとするものや｀

「野党」の持つ抵抗機能に期待して社会党に接触を試みようとするものが存在
(12) 

することを重視したからであろう。自民党長期政権が崩壊した後， このよう

なネットワークがどのように変化したかを以下で検討しよう。

表7-2は，異なる 7つの政党に対する支持の程度 (1,...... 5)と接触の頻度

(1 ,..._, 5)が，お互いにどのような関係を持っているかを見るために相関係

数を算出した結果である。自民党支持と最も相関が高いのは新進党で．以

下太陽党，民主党と続いており，保守・中道政党の間で相関が高いことがわ

かる。反対に自民党と相関が低いのは共韮党である。共産党は社民党，

民主党と相関が高く， 自民党と対照的に革新・中道政党と相関が高いことが

わかる。政党接触についても，ほぼ同様の結果となっている。

与党である自民党と社民党の相関は必ずしも高いものではなく，団体ー政

党関係が， この時期の連立の枠組みに沿った形で再編されているようには見

えない。団体ー政党関係が再編されるにしても，それは時間のかかることな
(1__3) 

のだろつ。むしろ． ここで重視したいのは団体ー政党関係が依然として保

表7 2 政党支持・政党接触の相関（東京）

新進 0 7:3(0.GS) 100(100) 0.71(0.68) 035(035) 0.54(0.60) 0.72(071) 0.64(0.68) 

民主 0 58 (0.49) 0 71(068) 1.00 (l 0()) (J.:l 1 (0.4-4) 0 77 (0.8:3) 0 6G (O.G9) 0 73 (0 7:3) 

共脱 0 26 (0 26) 0.35 (0.35) 0.40 (0.44) J 00 (1 00) 0 5:3 (0 52) 0 :34 (0.4:3) 0.41 (0. 糾）

社民 0/15 (0 iJ:3) 0 54 (0 (:iO) 0 77 (0 8:31 0 S:3 (0日2) 1 00 (1 00) 0双 (0GG) O.l38 (0 7::i) 

太腸 0 58 (0 52) 0 72 (0.71) O.GG (O.G9) 0'.}! (CH:3) 0 5G (O.GG) l 00 (] 00) 0.78 (0 84) 

CH I (CH4) 0.68 (0 7S) 0 78 (0 8-4) 1 ()() (J ()()) 

表中の数値は 政党支持の相閲（政治接触の柑関）。

表中の相関係数はすぺて］％水準で行意（両側）。
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守ー革新イデオロギーに方向づけられているように見えることである。日本

の団体政治において保革イデオロギーは．健在なのだろうか。

2 -3 保革イデオロギー

団体と保革イデオロギーの関係についてはこれまでにもサーベイを用い

た分析がなされている。 1985年に三宅一郎らによって行われた「エリートの

平等観調査」がそれであり，所屈団体によって団休リーダーの保革イデオロ

キー軸上の分布が大きく変わることが明らかにされている（三宅.1986)。た

だこの調査はあくまで団体に所屈する個人に対してなされたものであり，

団体のイデオロギー的傾向を問うものではなかった。

本調査では次のような質間で団休の保革イデオロギーを把梶しようとし

た。質間文は「あなたの団体に属する人は保守的な人と革新的な人のどちら

が多いですか」というもので，執行部と一般会員について，別々に 7点尺度

で回答を求めている。この質間で，団休のイデオロギー的立場そのものを問

わなかったのは，回答者桐人の保革自己認識が団体のイデオロギーとして表

明されるのを避け，より客観的な評価が表明されるようにするためであった。

回答率は，東京調査では執行部については80.5%, 一般会員については

78.1%, 茨城調査では執行部については&S.3%,一般会員については86.8%

となっている。何が保守的で何が革新的かをすべての回答者が一義的に解釈

したとは言えないが，回答率の高さから見る限り， この設問の意図は理解さ

れたものと思われる。

7点尺度の中身は，中間である 4を境に， 1に近いほど革新的な人が多く

なり， 7に近くなると逆に保守的な人が多くなるというものである。図 7-

4は，横軸に執行飢縦軸に一般会員をとり，東京全体，茨城全休，そして

東京の分類ごとの平均値をプロットしたものである。 45度線に近いほど，執

行部と一般会員とのギャップは少ないことになる。

まず，東京全体と茨城全体を比較すると， どちらも保守的な人が多いとい

う傾向を有している。ただその位附はかなり離れており，回答結果に地域差

が存在することがわかる。東京は保守でも中間寄りである。

次に東京を分類ごとに見よう。全休としては， 45度線沿いのやや保守偏重

でプロットされている。執行部，一般会員とも，最も保守的な方に位附する
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図7-4 執行部と一般会員のギャップ
一般会員

保守多7 農：農業団体
経：経済団体
労：労働団体
教：教育団体
行：行政関係仕
福：福祉団体
専：専門家団体
政：政治団体
市：市民団体

31 // I 

苗新多:;~ニ多執行部

6
 

5
 

4
 

のは農業団体である。その次に政治経済行政関係団休が位置し，中間寄

りのやや保守的な位罹に，教育専門家，福祉団体がくる。革新的な方には

市民団体，労働団体が位樅している。この 2つは執行部と一般会員のギャッ

プという点で際立っており， 45度線より上にプロットされていることからわ

かるように，執行部の方が革新的な人が多い。

最後に本調査で測定された保革イデオロギーと政党支持政党接触の 2変

数の相関関係を見ておきたい。保守的な会員を多く抱える農業団体，経済団

体が先に見たように自民党や新進党といった保守政党と深い関係にあり，そ

の一方で革新的な会員を多く抱える労働団体が非保守の政党である社民党や

民主党と深い関係にあることから，保革イデオロギーが団体ー政党関係に一

定の影響を及ぼしていることは想像がつくが， 2変数の間にはどの程度の相

関関係があるのだろうか。表 7-3はそれぞれの政党に対する政党支持の程

度，接触の頻度と， ここで測定された保革イデオロギーの相関をまとめたも

のである。保守的な人が多い団休ほど自民党との関係が深まり，革新的な人

が多いほど共産党．社民党，民主党との関係が深まるという結果が出ている。

執行部と一般会員では．全休に執行部の方が高い相関が検出されており．執

行部レベルのイデオロギー的な方向性が団休ー政党関係のあり方を引きずっ

ていることがうかがえる結果となっている。
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表7-3 イ呆革イテオロキーと政党支持 ・政党接触の相関

自民 新進 民主 -JtN: rl民 太協 -C.. '; ぷC9 

束 京支持 0 25** 0 C(j -0 08* -0日＊＊ -0 l 7** () ()'j 0 0--1 

0 24** Cl 07" -003 -007'' -01ば＊＊ 0 02 0 ()() 

接触 0 l9*'' -om -0 [8"* -0必＊＊ -02丘＊＊ -OOG -0 09** 
0 17** -0 C(i -0 t:l*" -0 lb** -0 [9** -0 ();i -() 09** 

茨城文梼 0.29** -0 l l - 0~9** 0 .i9 -0 :l2** -om -007 
0.08 -000 -0 l9* 00:2 -0.2:2* -om -009 

接触 0 2:2** -0 25** -0 32''* -0 30*" -0.3:l''* -0 10 005 
-035 -0 lG -0.30*'し・ -0.29*'; -03[*'' -0.17 -0.17 

I i'J: !JI/本執行部 l段 l-tlf本 骰会「i
** l %水準で｛噂、・（両側） . ;i塙水準て｛！慈（両側）

3 選挙活動の有無と団体ー政党関係

なぜ団休は，選挙話動を行うのだろうか。＇常識 的に考えれは．団体は選挙

活動を提供することによって政党から見返りとして何らかの利益を得るの

だろう。そうであるとするならば，政党と関係を持たない団休よりも政党

と関係のある団体の方が選挙活動を多くしているはずてある。また，選挙活

動をする団休には政党を有効な政治的標的と認識しているものが多いだろ

ぅe このような常識的理解は，データによって確認できるだろうか。

3 -1 政党接触と選挙活動

団体が政治に働きかけるルートは 基木的には 2つある。 1つは行政を通

じてのルートでありもう 1つは政党を通じてのルー トである。団体の行政，

政党との接触パターンは①行政 ・政党の両方に接触する．②行政だけに接

触する，③政党だけに接触する，④どちらにも接触しない，の4つがある。

ここでは行政接触，政党接触の有無を次のように操作化しよう。まず行政

接触の有無だが本調査には団体の行政接触を尋ねる質問として「あなたの

団休が行政にく直接的＞に働きかけをする場合次のそれぞれの役職の方と

どの程度接触（面接・電話等）されるでしょうか」というものがある。提示

した役職は国については大臣・局長クラス，課長クラス，係長クラス，

一般職員の 4つ，自治休については首長，諜長クラス，係長クラス，一般

職員の4つである。ここでは国自治休あわせて 8つの役職のうち 1つでも

接触している団休を「行政接触あり団休」とみなす。政党接触の有無は自
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民党，新進党，民主党共産党．社民党．太陽党，さきがけ，その他のうち

の1つでも接触している団休を，「政党接触あり団体」とみなす。なお本来の

質問は，行政政党接触ともに接触の頻度を尋ねるものであるが， ここでは

頻度は間わない。「まったくない」という回答以外，つまり「あまりない」と

いう回答以上を「接触あり」とする。また回答欄の全てが無回答の場合は，

「接触なし」とみなす。

表 7-4はこの 4パターンの分布を示したものである。全体として団体は

行政接触派と政党接触派にきれいに二分化はされず，むしろ「行政・政党両

方接触派」（東京34.4%,. 茨城53.8%) と「行政のみ接触派」（東京38.2%, 茨

城26.9%) の二分化が見られ． 「政党のみ接触派」は少数である（東京5.4%,

茨城3.6%)。

ただし． この点も分類ごとに見ると，様相が異なってくることは指摘して

おきたい。特徴的な点を列挙すると．農業団体は「両方接触派」が圧倒的に

多く．政治団体がこれに続いている。「行政のみ接触派」が多いのは，行政関

係団体，福祉団体．教育団体である。 全体の傾向に反してユニークなのは會

労働団体と政治団体であり． 「政党のみ接触派」が2割以上存在している。

さて． この4パターンと選挙活動の関係はどのようなものだろうか。選挙

活動の 5つのモードのうち. 1つでも活動を行っている団体をく選挙活動あ
(14) 

り団体＞とみなすと．東京では21.6% , 茨城では49.7%の団体がこれに該当

する。表 7-5は 4つのパターンごとにく選挙活動あり団体＞の割合を算

表7-4 政党・行政接触のパターン

両方接触行政のみ政党のみ 非接触 N 

束京 3H :38 :z SA 220 14:38 

農業 G2 9 22 l) 00 14 :3 :35 
経済 ,J] 8 .f):2 5 J 13 9 273 

労慟 •10 9 14 5 227 218 110 

教育 :21J ,j !)88 '~9 22 0 12:3 

行政1関係 ，妬（） ,,)_ •)'-) 00 11 8 1:36 

福祉 :32 9 50 (3 1 :z 15 3 85 

専門家 :3(H -BO ,•) ヽ -f 2:3 0 1:35 
政治 ss 2 10.3 21.! I IO :3 29 

市民 ,1:3 :3 .300 8:3 18 .3 60 

茨城 J:3 8 祁 9 .rn ];J 7 197 
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表7-5 政党・行政接触のパターンと選挙活動

両方i妥触 行政のみ 政党のみ 壮接触

京
城
一

束

茨

,1s.s 

7GA 

’’’’ ,)．，） 
9.4 

St.:.:: 

100.0 

3.8 

16.l 

数値は． 当絃Lt!体に，占める（選卒話動あり： 11'1体の・g1j合を％表示したもの。

出してみたものてある。結果は明瞭で，東京，茨城ともに行政・政党両方

接触政党のみ接触の 2つにおいて く選挙活動あり 団体＞が多い。行政の

み接触両方非接触という団体では選挙話動を行う団休は少ない。

3 -2 政冶的標的としての政党

それでは政治的標的として政党を評:(illiする団（木ほど．選拳活動を行って

いるのではないか， という点についてはどのような結果が得られるだろうか。

まずは，団体が政党をどの程度有効な政治的標的とみなしているかを確認

しよう。表7-6は，政党（ないし議会），行政，裁判所のどれが団体の主

張を通す時に最も有効な標的かを尋ねた結果である。東京，茨城ともに行

政を 1位とする団休が多数となっており．政党を選ぶ団体が2番目に多く，

裁刊所を選ぶ団体は少数である。東京を団体分類別に見ても，政治団体と労

働団体を除いて．同じような順位となっている。 分類ごとの選択率の相違は，

それ自休興味深いことであるが， ここではすべての分類において，政党を行

政よりも有効な標的だと考えている団体が存在していることを確認するにと

表7-6 政治的標的 (1位に選択されたもの） 表7-7 政治的標的と選挙活動あり団体

政党 行政 裁判所 標的の1位 政党 行政 裁判所

束京 l4.5 ;-15 7 65 東京 ~l 7 208 32.3 

茨城 鉛 .7 茨A 70.0 

股業 20 0 48.6 il Lj 数仙は 当該It!体に山める「選粘活動ありJ団体
経済 128 牛17 55 の割合を％表示したもの。
労（勅 30 9 30 9 lt.15 

教育 l8.7 35 0 73 

行政関係 l l.0 牛19 5 l 

福祉 L0.6 ,12.4 47 

専門家 l3.3 40 7 67 

政治 ss 2 Ei.9 138 

市民 11 7 ,11.7 50 

吹城 t6.8 39 l 5 l 

NAがあるので横の合計はl00%にならない。
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どめる。

表 7-7は，選択した標的によって団休を 3つに分別した上で，＜選挙活動

あり団体＞の割合を示したものである。東京では政党を選択した団体にお

いてく選挙活動あり団体＞が半数を超えており．他の 2つと明確な差がある。

茨城では，予想に反して裁判所を選択した団体においてく選挙活動あり＞団
(15) 

体の割合が最大となっている。政党を選択した団体における＜選挙活動あり

団体＞の割合は 3.3ポイント低い66.7%でこれも十分高い値である。

4 政党政治の変化と選学活動の停滞化

4 -1 選挙活動の停滞化

近年，国政選挙における投票率が低下しているが，投票率の低下傾向は，

本調査の対象地域である東京．茨城でも共通している。

なぜ投票率が低下するのか。そのメカニズムの解明は，選挙研究の大きな
(i6) 

テーマであり，投慕行動論の立場からの研究には少なからず蓄積がある。し

かしながら．集票側の動向を視野に入れた実証的研究は，集票活動の変化を
(i 7) 

定量的に把握することが困難なこともあってほとんど進んでいない。

本調査では，調査対象団体に「現在」と「10年的」の選挙活動に関する自

己評価を求めたことは先に触れたが．同一団体の「現在」と「10年罰」の回

答を比較すると，次に見るように選挙活動が活性化している団休よりも，停

滞化している団体の方が多いことが明らかになった。

表 7-8は，団体の選挙活動の変化をまとめたものである。活動量の変化

は，「現在」の活動についての評価 (l"-5) と「10年前」の活動についての

評価 (1"-5) の差から求めた。東京の「全休」を例にして．表の見方を説

明しよう。たとえば「会員への投票依頼」だが，「現在」と「10年前」の活動

に変化がない団体（→)は， 91.4%. 「現在」の方が活動の頻度が高い団休

（↑)が1.9%、「現在」の方が低い団休（↓)が6.7%となっている。この選

挙活動の停滞化傾向は，その他の項目についてもほぼ共通して見られる。茨

城の場合も，「資金援助」以外はすべて停滞化の方が活↑生化を上回っている。

東京の分類別の結果も同様の傾向を示している。 FL乱々の分類についてはケ

ース数が少なくなっているため， ここで踏み込んだ解釈を行うことができな
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表7-8 選挙活動の変化
,,._ぷ, 只c, 般 贅金 人員 候補者

一ン ↑ ↓ —> ＾ ； ー・ ＾ ↓ 
一~ ↑ ↓ ート ↑ ↓ 

¥/Di¥ 9l.4 l 9 (i 7 %5 09 :!7 SXi.,! 0 9 2 7 %3 09 :28 %6 Q(j 28 

(i2 0 8 ,! 296 7:l 7 (i.¥ l9.9 72ら G5 20 9 (i7 2 8.'! 2°! ,1 G9 5 5 :3 25 2 

農業 889 00 ll l %."l 00 :lb 9:l l O O 6 ¥l sn L JA J.,i 92 9 () 0 7 l 

76 9 00 23 I 8G7 00 1,13 667 00 3:l:l bO O~O O~O 0 66 7 o o :n :i 
経済 &'-l G 2 0 9.4 97 l O.L! :Z 5 9:rn O 8 5°! 958 0 8 3A 出 5 l 7 3 8 

団8 8 l 37 l 7丘0 3(i'.!!.,) (i:3,l ,l 9 31 7 汲S:l 8:l :l:l:3 国52 l:38 :ll 0 

う夕什仇 80 0 3'.2 16 8 8:i.G 00 n,1 91 l I I 7 8 8-'l.8 巳2l:l 0 89 0 l l 9 9 

臼8 56 29.6 (59 8 0 0 30~ 7,12 3己22b 68 2 4 5 27 3 65 5 3.4 31 0 
教育 955 18 27 97'.2 l 9 0 9 990 lO 00 98 1 l O l 0 lOO O O O O 0 

（社3l4J 2l.4 57 l :28.li 14'.1 75 0 25 0 0 0 60 0 20 0 20 0 lOOO 00 00 

行政 93 8 0 9 5 3 97'.l O 9 l 8 97 :l O CJ l 8 岱 :2 00 l 8 :Xj_4 0 l) :2 I 

咬ぶ8 5 9 35 3 57 1 1°! :3ぷ6 727 9 1 18 :Z 71.4 0 0毀8.6 55 b l l l 33'.l 

福祉 92.8 0 0 7 2 lOOO 00 00 佼l5 0 0 1 5 985 00 l5 100 0 0 0 0.0 

:)7 5 0 0 b2 5 lOO O O O 0.0 li67 00 333 66 7 0 0~{) 3 100.0 0.0 0 0 
専門 93.0 2 6 4 3 9:i.'l 2 7 0 9 1000 00 00 991 09 00 lOO O Cl.Cl 00 

55.b 16.7 27 8 60 0 30 0 10 0 lOOO 00 00 66 7 :3:J:l O 0 lOOO 00 00 

政治 85.7 9.S 4 8 90 5 4 8 4.8 76'.Z 9 S l4 :l 80 Cl 10 Cl 10 Cl 900 00 100 

83.3 11.l 3 6 88 9 5.G 5.6 fil.5 15.4 23.l bb.7 16.7 16 7 Sl 8 00 18 2 

市民 93.2 2 3 4.5 100.0 0 0 0 0 lOOO 0.0 00 lOO O 00 0.0 97 7 0 0 2 :) 

62 S 12 S 2S 0 100 0 0.0 0.0 100 0 0.0 0 0 lOO O 0.0 0.0 75 0 0 0 25.0 

茨城 86 7 48 8.i! 907 40 SJ 95:l 27 20 92.6 ?. 7 4 7 93.0 0.7 33 

75.8 8.8 15.4 767 100 133 69.G 17.4 13.0 7J.2 98 17.l 86.7 2.2 ll.l 

(i}ll 上段：当該団体全体（こおける・,い1合。 F段：現(1」「[Q(f111i,ともに ~i 該の選塔話動をして l'

ない団体を除外した場合。

(/n) 叫号は，（一・)変化なし， (f) 活竹化（し）倅滞化をふす。数飢Iは，臼該団体に占める

割合を％表示。

（注:l)話動の変化は次のようにして箇出した。なお対象としたLtlf本はそれぞれの設間の「現在」
と「lO年前］の両方に回答したIt/(本。
（活動の変化）＝（現ffの活動に関する自己謹価）ー 00年他の活動に1関する自己，；平価）

いが，選挙活動の全般的な停滞化傾向を指摘することができよう。選挙活動

を活発に行っている農業労働の 2つのセクターにおいても，選挙活動の停

滞化が起こっていることは注目される。

このような選挙活動の停i喘化はどのようなメカニズムで発生したのだろう

か。まず第 lに挙げられるのが，政党政治の変化である。自民党一党優位制

が崩壊して以降それまては予想てきないような政党の離合集散ならびに候

補者の党籍変更が類繁に見られた。その糾果，過去に形成されてきた政党

（候補者）一団休関係に亀裂が生じ，団（木の選挙活動が（亭滞化したという仮説

を立てることができる。以下， この点に関する見礎的な情報を提供しよう。
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4 -2 団体の政党ばなれ

本調査には「あなたの団休の権利や利益，意見を主張するとき行政機関

や政党国会議員はどの程度信頓できるとお考えでしょうか。現在と10年前

について，次の尺度でお示しください」 (Ql8) という設間がある。尺度は 5

段階で， 「非常に信頓できる」が 5, 「かなり」が4, 「ある程度」が 3, 「あ

まりできない」が 2, 「まったくできない」が 1となっている。

表 7-9 の左側は，政党•国会議員について「現在」と「10年前」の評価の

平均値を算出したものである。これを見ると，東京，茨城ともに，信頼度が

低下していることがわかる。分類別では政党と関係の深い農業労働団休

の信頼度が，他の分類に比べて相対的にその高さを維．持しつつも，大きく低

下していることが注目される。

平均値の比較でははっきりしたことが言えないので，選挙活動の変化の場

合と同様に，同一団休の「現在」の評価と「10年前」の評価の差を求めるこ

とによって，信頼度の変化を見たのが表 7-9の右側である。ここでも，東京

茨城ともに信頻度が低下した団休が上昇した団体の割合を上回っているこ

とが確認できる。そして，分穎別では農業経済労働行政関係福祉

団体において．信頼度が低下した団休が上昇した団休の割合を上回っている

表7-9 政党に対する信頼度

82 8 (3.4 10 8 

股業 2 74 288 76 9 :38 19 2 

経済 2 12 2 19 89 S 1.6 89 

労働 2 S9 :2 8:3 78 8 38 17 5 

教育 l 99 I 91 798 11 7 8:5 

行政関係 1 97 :20:Z 76 7 8 1 15 I 

福祉 2 14 2 14 &S 7 :38 7:5 

専門家 :z exう 2 01 81 0 11 4 7.6 

政治 :3 00 270 70 0 2:5 0 50 

市民 2 24 219 7.J.,j 16 3 9:3 

茨城 2.4-1 2 ._Jl) 82 l 7 ::i 10.4 

(/l:l) Ii: 側は平均値。右側は~ 「現｛いと 'IO加詞の評価の変化で．‘且該団体に占める割合

を烙表示。

(/1:Z)'記号は．（→)変化なし．（↑） L. ¥・/. C↓）低ドを不す。
UUl変化は次のようにして府出した。なおけ俵としたIii体は そ:/¥ぞれの設間の「現在J

と「IO年前」の両力に回答した1・11依
（伯刺ii隻0)変化）＝（現{I'0)1:1粕度）ー(「IO年前」の伯頓度）
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ことが確認できる。

それでは. ! 固々の政党に対する支持．接触にはどのような変化が見られる

だろうか。本調査では「10年前」の政党支持，政党接触についても「現在」

の場合と同様の形式で尋ねているので選挙活動の変化，政党に対する信頼

度の変化の場合と同様の分析が可能である。表 7-LOは， 55年体制下におい

て各種の団休を選挙過程に動員してきた自民党と仕民党（社会党）に対する
(18) 

団体の支持，接触の変動をまとめたものである。はじめに東京．茨城の全体

を見よう。これを見ると，自民党．社民党ともに変化なしが大勢を占める

とは言え，支持・接触が活性化した団休よりも，停滞化した団休の方が多い
(19) 

ことは明らかである。

分類別に見ても両党に対する支持．接触の停滞化の広がりが確認できる。

特に注目されるのは自民党，社民党の選拳活動を支えると苺えられる団体

分類において，支持 ．接触の停滞化が起こっている点である。具休的には，

自民党の方では，農業経済団休，社民党の方では労働団休の支持，接触の

停滞化が見られる。

この他の点で，興味深いのは，労働団（木の変化である。労働団体では社

表7-10 政党支持・接触の変化

く自民党＞

支持

竺 く社会党（社民党）＞ （％） 

接触 支持 接触
_, 
↑ ↓ ー ） ↑ ↓ ー 9 ↑ ↓ 

東京 全体 85 9 4 7 9.4 87.4 4 2 8 3 873 2 7 lO 0 

1農業 82.8 3.4 13.8 89.7 0 0 10 3 83 3 12 5 4 2 
経済 8't2 3 2 l2.6 888 l7 9:i 87.6 28 96 
労慟 80.0 15 0 50 75 0 17 l 7 9 65 l 5.8 29 l 
教育 88 3 2.9 8 7 89 7 2 8 7 5 89 l 2 2 8 7 
行政 79 l (i.t¥ l4 5 図 0 28 l:l2 89 8 2 0 8 2 
幅hi: 87.:) 00 [27 85 7 l.6 12 7 8'15 I 7 13.8 
専門 88.7 4 3 7 0 89 9 3 7 fi.4 907 09 8:3 
政治 83.3 5.6 l l l 飢A 00 5.6 60 O t:) :) 毀7
市民 79 5 l0.3 lO 3 別.6 5 l LO :l 83 :¥ 8 3 8 :~ 

茨城全体 8'L9 S 7 9.4 87 8 :3.8 8 :i 76 l 2.6 21 .LI 

（注l) 記号は （一,)変化なし. (i) 括ヤ［：化、 （し）倅滞化．を示す 。

(IJ2) 数伯は当該団体↑体に占める，＇：り合。％表示 。

-·• ↑ ↓ 

89 3 l 7 9 l 

87 5 4 2 8.3 

91 I 1 9 7 0 
70.9 2.5 26.6 
9S 8 l l 3 2 
9[ ,1 0 0 8 6 

81 7 l 7 16 7 

888 00 ll2 
71.4 l4 3 1'13 
79.4 5 9 l4 7 

79 3 1.8 18 9 

m:n支持と接触の変化は次のようにして筍出した。なお，汁閃対象とした!JI(本はそれぞれの
設間の 「現fr」と「l0'1-1i1りの両方に回答した［寸I(卜I:誰具ってし＼る。
・'<: 持・接触の変化＝（「視(」:」につl. てヽの自L'.;れIii) - (:10年,,;月につし）ての自已評価）



7箪 団体ー政党関係 157 

民党に対する支持 ・接触の低下が進んでいる一方で，自民党支持 ・接触の両

方で活性化している団体が多く見られる。これは近年，労働団休と自民党と

の対抗関係が， 緩和しつつあることの現れと言えよう。ただし，労働団体の

選挙活動が完全に自民党に向かうということは現時点では考えられないの
(20) 

で， このような変化が選挙活動の活,,生化につながっているとまでは言えない。

この他選挙制度の変化が団体の選挙活動に影響を与えた可能性も指摘し

ておかなければならない。％年総選挙から衆議院の選挙制度として小選挙区

比例代表並立制が採用されたことは問知の通りであるが，当選者が 1人に限

定される小選挙区制下においては定数が複数の中選挙区制下よりも， どの
(21) 

候補者が当選するかを見定めることが一般に難しくなる。これに加え％年総

選挙は新制度下における初の選挙であったこともあって，一層不確実＇性が

高まっていたと言えるわけで， このような状況に直面した団体側が， リスク
(22) 

を回避するために選挙活動を抑制した側面もあったと思われる。

まとめ

日本の選挙において，各種の団体が旺盛な選挙活動を展開していることは

これまでにもよく指摘されてきた。しかしながら，「利益団体と選挙」とい う

テーマは実証的選挙研・究と実証的団体研究の間にあって，体系的に論じら

れる ことはほとんどなかったと言えよう。本章はこの空白部分を埋めるべく，

利益団体と選挙に関する設問を組み込んだ「団体の基礎構造に関する調査」

のデータを用いて， ①どのような団体がどのような選挙活動を行っているの

か，②現在と過去とを比較した場合その活動には何らかの変化が見られる

のか，の 2点を中心に団休の選挙活動を実証的に検討してきた。ここで本章

における知見を笥単にま とめておこ う。

(1) 利益団体の選挙活動には地域差がある。東京と茨城を比較すると，茨城

の団体の方が選挙活動を活発に行っている。

(2) 利益団体の選挙活動には， いくつかのモー ドがある ことが想定される。

本調査では， 「会員への投票依頼」「一般の人への投票依頼」「資金援助」

「人員援助」 「候補者の提供」の 5項目について調査対象団体に活動の程度

を尋ねているが、 この中では「会員への投票依頼」が群を抜いて高かった。

この点は東京，茨城に共通している。
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(3) 東京の団（木を分類別に見ると、政治， 労働団（本が選挙活動を活発

に行っている。選挙活動のモードという点てはやはり「会員への投票依

頓」が多くの分類で 1位になっている。

(4) 団体の選挙活動がどの政党に向けられたものであるかは，団休の政党支

且接触から類推することが』されよう。団（本の政党支持．接触は．全体

として自民党が優位を保っている。他と大きく異なっているのは，労働団

休である。労慟団体では， 仕民党，民主党の支持が高い。

(5) 政党と関係を持っている団体の半分近くが、複数の政党と関係を持って

いる。異なる団体の政党支持・接触のパターンは，保革イデオロギーによ

って方向づけられている側面がある。

(6) 団体の政党行政への接触パターンは「両方接触」「行政のみ接触」「政

党のみ接触」「翡接触」の 4つに分けられるが，このうち選挙活動を行って

いる団体が多く見られるのは，「両方接触」と「政党のみ接触」というパタ

ーンである。

(7¥ 政党を有効な政治的標的であると考える団休（政党派）は，行政を有効

な標的と考える団体（行政派）よりも少ないが，全ての分類において存在

している。政党派と行政派を比較すると，政党派において選挙活動をする

団休が多く見られる。

(8) 本調査では，調査対象団体に「現在」と「10年前」の選挙活動の程度に

関する自已評価を求めているので，団体の選挙活動の変化を捉えることが

可能である。同一団休の「現在」と「10年前」の回答を比較すると，選挙

活動が活性化している団体よりも，停滞化している団休が多いことが明ら

かになった。

(9) 団体の政党離れが進んでいる。特に，自民党の支持基盤である農業経

済，行政関係団休，社民党の支持見盤である労働団（木において，政党支持

・政党接触の停滞化が顕著に見られた。

以上の諸発見のほかに，選挙過程における集票側の動向を無作為抽出法

による社会団休調査のデータを用いて定量的に把握しえたこと自体にも，選

挙研究の方法論の革新という点で，大きな意味があると言ってよいのではな

いだろうか。 JIGS研究チームでは日本で行った調査と同じ質問を用いて，

アメリカ， ドイツの利益団体調査を遂行した。日木における利益団体
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の選挙活動が比較政治学的にどのような意味を持っているのかについては，

続く巻において報告されることになるだろう。

注

(!) 既存の選挙研究の中て．団休と選挙の関係に触れたものは多いかもしれ

ないが，選挙と団体の関係を主隠とした論文となると，その数は限られた

ものとなる。選挙と団体を主題とするものとしては．管見の及ぶ限りでは．

内田 (1972), 犬童 (1977). 橋本 (1980), 上林 (1985), 堀 (1985) があ

る。しかしこれらも，休系的な調査に韮づくものではない。

(2) 代表的著作として．高畠 (1980) を挙げておく。組織的動員効果の過大

視を，「戦後政治学」の特性との関連で検討したものとしては大嶽 (1994,

第 4章）がある。組織的動員効果で選挙結果の全てを説明できるかのよう

な記述には間題があるとしても．集票側から選挙過程を眺める高畠らの視

点は投票者側から選洋過程を眺める研究が主流となっている今日．継承

すべき点が少なくない。集票側の視点から既存の選挙運動研究を整理した

ものとしては山田 (1997) がある。

(3) 三宅一郎は，高畠の主張する組織的動員効果の重要竹：は認めつつも「し

かし，その効果は決定的ではない」とし，政党支持研究の重要性を主張し

ている（三宅 198日： 5)。また蒲島郁夫も，高畠の「投票は組織への忠誠

度の証明としてなされる」という見解に疑間を投げかけ，選挙における争

点の重要性を主張している（蒲島 1998: 49)。

(4) 有権者の団休加人の実態については投票行動研究の立場からも情報収

集がなされていることは付言しておきたい。例えば． （三宅 1989, 第2

章「候補者志向」）参照。この他．本章執筆中に出版された池田 (2000)

では 「労組や業界団休，生協．町内会などのボランタリーな加入団体の

うち，最重要とする加人団体. 2番目の加人団体から，手紙や電話，会合

でどの政党の推薦を受けたかを尋ねたところ，働きかけを受けたことのな

い人々がそれぞれ7]%, 77%にも」こった」ことが1993年の全国調査に基づ

いて報告され 「このことは．一般の団休がそれほど活発には政治的な活

動をしているわけではなし＼ことを示している」と結論づけられている (31-

33頁）。

(5) 代表的研究として，村松・伊藤・辻中 (1986) を挙げておく。なお． こ

の見解は．村松 (1998) においてより明確に表明されている。

(G) 伊藤光利は．伊藤 0981) において．団（木の影響力を論じる際に多くの

論者が団休の集票力を重視している事実を指摘している。

(7) 村松らの団体調杏では．団（木ー政党関係を把握するための設間は用意さ
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れているが．団体の選拳活動に関する1員間はない。

(8) ここで労働団体について補足的に況明しておく。今回の調査結果で．労

働団体の人的活動の割合が高いわりに資金援助が低くなっているのは．労

働団体が選挙で金を使用していないことを示しているのではなく．むしろ

労働団（木が政党・候補者の選学活動をほぼ丸ごと厨代わりしていることを

示している。労働団体では．組合中央から配分された資金は．組合の地方

組織が自ら支持政党・候補者のために使用するので．表向き資金援助は低

くなるのである。中沢孝夫氏（元全逓労慟組合中央本部勤務）に対するイ

ンタビュー (1999年8月l1日）より。

(9) ¥Xi年総選挙比例区の自民党得欺率は東京27.0%, 茨城42.0%。

(10) 具（本的な相関係数は次のとおり。東京では自民党0.83、新進党0.78.

民主党0.76. 共廂党0.74. 社民党0.80, 太I湯党0.70. さきがけ0.69。茨城で

は自民党0.88, 祈進党0.77, 民主党0.図共J序党0.45, 社民党0.81. 太I湯

党0.68, さきがけ0.65。相閃係数はすべて 1%水準で有意。

(Ill 正確には村松は 3つのネットワークの存任を指摘している。第 1は比

較的に狭い政策領域に閃心のある政策受益団体が属する「行政のネットワ

ーク」，第2は専門家団体や経済団体などのセクター団体が屈する「政権

党のネソトワーク」，第 3は労働団体，市民・政治団体が屈する「野党ネ

ットワーク」である。詳しくは村松・伊藤・辻中 (1986: 4章・結章）

を参照。

(12) 村松は，圧力団体と政党の関係を決定づける要囚として，イデオロギー

と物質的利益の 2つを学げ，後者の観点から野党てある社会党にアプロー

チする団（本が少なからず存在することを指摘している（村松・伊藤・辻中，

1986 : 183)。

(13) 後に見るように，団体ー政党関係が再編される「兆し」は本調査でも確

認できる。本章第4節参照。その顕著なものが，労働団体ー自民党関係で

ある。

(Iり 本来の質間は話動の粕度を尋ねるものであるが，ここでは頻度は間わ

ない。「まったくない」という回答以外つまり「あまりない」という回

答以上を「活動あり」とした。また回答欄の全てが無回答の場合は， 「活

動なし」とみなした。

(15) 裁判所を選んだ団体においてく選拳活動あり団体＞が多いのは，茨城に

特有の現象なのかとうかは裁刊所を選択した団休そのものが少ないので，

断定的なことは言えない。

(16) 蒲島 (1998: 10章）ては投欺ー棄杵に対する組織加人の「媒介」効果

が確認されている。
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⑰ 集票側の動向をいかに把握するかが第一の諜題となる。この点で，片岡

・山田 (1997)が注目 される。この論文は大嶽・片岡・山田によってな

された読売新間の各支局選挙班の責任者に対するアンケート調査を通して`

選挙過程における各種団体の動向などを明らかに している。

GS) 共産党に対する支持．接触の変化については次のとおり。東京では．支

持上昇1.4%,支持下落2.1%. 支持変化なし93.6%. 接触上昇3.7%. 接触

下落2.9%.接触変化なし93.4%。茨城では支持上昇2.7%.支持下落 0%

支持変化なし97.3%. 接触上昇 0%. 接触下落3.8%.接触変化なし93.2%。

(19) 茨城における社会党支持， 接触の停滞化の大きさは， 茨城における社民

党地方組織の分裂，新社会党の設立が反映している可能性がある。

⑳ 片岡・ 山田 (1997)は 「社民 ・民主党候補が不在の場合において一部

組合が自民党候補支持に回る事例は 18の選挙区でみられた」と報告して

いる (350頁）。

1:.21) ここでの指摘は小選挙区において複数の有力候補者が競合している状

況を想定した上での一般論である。％年総選挙の小選挙区部分における接

戦度については水崎 ・森 (1998) を参照。

⑰ 片岡・ 山田 (1997)もこの点を指摘してし＼る (3.SO頁）。



第8章

ロビイング

石生義人

第8章では 日本のロピー戦術の実態と戦術選択に影薔する股因

を分析する。予想されたようにロビーの標的は政党よりも行政省庁，

野党よりも与党である。団体の約半数がロビイングを行うが， こう

した政治化した団体とそうでない団体の相違の分析から，政治化傾

向が弛いのは政府に規制される団体利益代表数が多い団体，政

策提言指向の団体であることが分かる。ロビイングの戦術について、

アクターとの交渉型であるインサイドと会員動員やマスメディア利

用へ向かうアウトサイドのどちらが用いられるかという点を分析し、

併用｀インサイドアウトサイドの順であることが確認された。さ

らにロピー戦術を経験的に分析し，動員・野党戦略，インサイド戦

略，マスメディア戦略の差異を析出し，それと団体属性分類との

関係を示す。労働や政治団休が動員・野党戦略， 市民団休がインサ

イドと分かれるのが印象的である。
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はじめに

日本における多くの利益団休が， ロビー活動を行っている。ロビー活動と

は政策アクター（政治家・官僚）の政策決定・執行に何らかの影響を与え

るために行われる利益団休の意図的活動すべてを意味する。 利益団（本は国

の政策アクターから．有利な政策を引き出し確保 し，自己利益を守るために

ロビー活動を行うのである。この章では利益団体がロピー活動に関わる程

度や、ロビー戦術の方法など，利益団体の活動とその傾向を明らかにする。

ロビー活動に関する先行研究を概観すると，日本の利益団休研究は未だに

不十分だと言える。もちろん，村松・伊藤・辻中 (1986). 村松 (1998).

Ishio (1999)などの関連する先駆的研究はあるが．まだ実証．的な研究が不足

している。その理由の 1つは ロピー活動の多くは選挙迎動や選挙結果の

ように公開の場で観察できるわけではないので，分析が困難であることに少

し関係があろう。しかし，それが主要な理由ではない。実際．同じような状

況にあってもアメリカ利益団休のロビー戦術の研究は近年かなり進んでい

る (Schlozman& Tierney 1986, Goldstein 1999, Kollman 1998)。したがって，

より実質的な理由は 日本の政治研究者がこの分野をあまり研究対象として

こなかったことが挙げられる。数少ない日本利益団休研究者の 1人である村

松 (1998: 7)は，「圧力団体は，日本の戦後政治学ではその璽要性：ほどには

調査研究されてこなかった」と述べている。

この章では， 4つの実証的疑問に答える。第 1に， どのようなロピー戦術

を 日本の利益団体は頻繁に使っているのか。この疑問は， どのような政策

アクターがロピー戦術の標的になっているのかということとも深く関係があ

る。第2にロビー活動を行う団休と行わない団休にはどのような違いがあ

るのか。第 3に， ロビー戦術にもいくつかの種類があるが どの戦術を組み

合わせながら．行使しているのか。第4に， どのような組織的要因が，利益

団体のロビー戦術選択に影響を与えるのか。これらの疑問に答えるために，

前に況明したデータを使って分析を行う。定義を整理しておくが， ここでい

う政策アクターとは，組織レベルでは政党や田の省庁のことを意味し，個人
(I) 

レベルでは政治家 ・官僚のことを意吐している。
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1 先行研究

日本の利益団体のロビー戦術に関する先駆的研究として，村松・伊藤・辻

中 (198Eう）によって1980年に実施された団体調査があげられる。この調査は

主要252団体を対象としており 日本の利益団休を初めてサーベイ調査によ

って分析したものである。この分析ではいくつかの興味深い結果が得られ

ている。まず，利益団体の政党別接触頻度は、その政党の国会議員議席比と

柳関が高いこと。また団体の種類によって政党接触が異なること。具休的

には，労働団休，市民・政治団休は他の団体よりも自民党への接触が少な

い。さらに，労働団体，市民・政治団休が大衆動員による活動を多く行うこ

となどである。

1994年に村松らは1980年と同じ枠組みの下で．再び団体調査を行い，主要

247利益団体を調査している（村松 1998)。その分析の 1つとして， 6つのロ

ビー戦術がどの程度行使されるのかを調べ. 1980年と1994年を比較している。

表8-1は，その分析の結果であり，それぞれの戦術を行使する団体の割合を

示している。まず， 1994年を見ていくと，会見を行う団体が最も多く隣.0%。

次に多いのが会員動員で21.5%である。行使される割合が最も小さいのは直

接行動で3.2%という結果である。この結果を1980年と比較してみると， 19叫

年の結果はそのすべてで行使する割合が1980年よりも減少しており特に会

見は大幅に減少している。この原因を村松は 1990年代の政党の不安定性に

あるとしている。この調査結果は日木の利益団体のロビー戦術に関する

な資料を提供している。

村松らによる1980年と1994年の調査は日木で政治的に影響力があると思

われる「主要」団体を網羅するようにサンプルを抽出している。いわば全国

表8-1 村松らのロピー戦術研究

戦術 1994年 ぼ80年

(l) 会見 3-! 0% 623% 

(2) 手紙屯詰 1:3 7% 17 9% 

(3) 人を介して 14.5% 21 9% 

(4) メンバーを動員 21 ::i勾 :30.6% 

(5) 直接行動 3:2% :32% 

(6) 大衆集会 1:3:3% 17.8% 

Ill所：村松 (IC)喝 12)。

＇％は「非常に Jまた1ま「かなり」と答えたiill合。
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頂上団体と言える圧力団体の瀾査てある。 ir製なサンプルであるか，その反
面こうした「主要」な利益団体が分析対象となっているために，分析結果も

そのような団休に限って当てはまると言える。したがって，著名でない団体

や小さな団体をも考慮したサンプルで分析を行うと異なった結論が得られる

のではないかという疑間が残る。

もう一つの先行研究は， Ishio(1999) の日米のロピー戦術の比較研究であ

る。この調査では， 1980年代の労働政策分野に焦点をあて． 日本のロピー戦

術がアメリカのそれとどう造うのかを分析している。 Ishioは日米のロピー

戦術の違いをそれぞれの政治構造の違いから生まれるとし． 日本の利益団体

はインサイド戦術のみを行｛吏する傾向にあり．アメリカの利益団体はインサ

イドとアウトサイドを併用する顛向にあると報告している。インサイド戦術

とは政策アクターと直接にコンタクトをとる戦衛で，政治家・官僚と面会

をすることなどである。アウトサイド戦祉寸とは政策アクターと直接的なコ

ンタクトをとらない間接的な戦術で．団休会員・マスメディア・一般大衆に

アピールすることなどを意味する (Ornsteinand Elder 1978, Gais, Peterson, 

a叫 Walker1984, Evans 1991, Kollman 1998)。つまり．アウトサイド戦術と

は，そのようなアクターにアピールすることによって， 世論の力（部分的で

あるかもしれないが）を背景に，政策アクターに間接的に影響を与えようと

する方法である。 Ishioの研究はロビー戦術の重要な違いを発見したと思わ

れるが， この研究の弱点もサンプルの対象が限られているところにある。日

本のサンプルは，労働政策に「最も影響を持っている」 90の利益団体であり，

それは5人の労働政策の専門家によって選定されている。したがって， この

結果が日本の利益団体全体に一般化できるのかどうかは明らかでない。した

がって，ここで必要なのは無作為抽出サンプルを使ったロビー戦術データ

の分析である。本研究はその研究ニーズに応えるものである。

2 ロビー戦術の分類

利益団体が行使するロビー戦術はさまさまであり， Schlozman& Tierney 

(1986) は米国で使われる27種類ものロビー戦術を列学している。そのため，

ロビー戦術をその符徴別に分類する必要がある。分類方法の lつは，上述の

ようにインサイドとアウトサイドに分ける方法である。インサイド戦術は，
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図8-1 ロビー戦術の分類
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その戦術の標的によってさらに 3つの分類に分けることができる。第 1は，

与党とその政治家との接触。第 2は野党とその政治家との接触。第 3は，

省庁とそこで働く官僚との接触である。図 8-lを参照。

アウトサイド戦術も 2つに分類できそれは団体会員動員戦術とマスメ

ディア戦術である。団体会員動員戦術とは団休指導部の促しによって．会

員が政策アクターに手紙を書いたり，電話したりまたデモや座り込み，大

衆集会に参加することである。マスメディア戦術はジャーナリストに情報

を与えたり，政策広告を出したり記者会見を開いたりすることである。

この分類はロビー戦術の分析を行う上で，有益だと考えられる。なぜなら，

ロビー活動の標的の違いがはっきりとしているからである。利益団体はそ

の国の政治構造と団体の組織的特徴に合致した標的を選んで， Dビー活動を

行うと考えられるので (Thomas1993)、上の分類を使えば，ロビー戦術の異

なる傾向を浮かび上がらせることができると思われる。本章ではまずこの

分類を使って基礎的分析を行い，その後新たな分類法が適切であるのかど

うかもデータ分析を通して明らかにしていく。次に，具休的な分析の焦点を

提示する。

3
 
分析の焦点
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3 -1 どこに働きかけるのか？

本研究の課題の 1つは， どのような政策アクターがロピー活動の標的にな

っているのかを解明することである。ロビーの標的となりうる政策アクター

は，与党，野党，省庁である。この中で， どのアクターが最もロピー活動の

標的となっているのか。この答えは 日木の政治のどこに政治的影響力があ

るのかという問いに少なからず関係がある。利益団体はその活動の効率と

影響力を最大化するために，「影響力のあるところに（動きかけをする」はずで

ある（村松・伊藤・辻中 1986:172)。しかし， これには条件がつく。それは，

異なる政策アクターのアクセサビリティが同じであればという条件である。

アクセサピリティとは接触可詣性のことであり政策アクターが利益団

体にとってどれくらい接触を取り易いアクターかということである。アクセ

サビリティは，様々な要因が関係するが， ここでは特に政策アクターのイデ

オロギーと関係が深いと考えている。具体的には政治的イデオロギーが似

通っているアクターには団休は接触しやすい。逆に，イデオロギーが著しく

異なるアクターとは接触が困難であると推論できる。それはイデオロギ

が心理的親近感の目安となるからである。したがって，団休のイデオロギー

の分布が正規分布のように中心が多いと仮定するならば，ある政策アクター

のイデオロギーが極娼に偏れば偏るほど，そのアクターに接触を取ることに

抵抗を感じる団体の割合は増える。つまり，そのような政策アクターのアク

セサビリティは低い。逆に，政策アクターのイデオロギーが中立的になるほ

ど，そのアクターに接触することに心理的抵抗を感じる団体は少なくなる。

つまり，その政策アクターのアクセサビリティが高いと言うことができる。

このアクセサビリティは本書の他の分析（特に第 5・6・7章）とも密接に

関係することはいうまでもないが、 ここでは特に政策アクターの影響力が同

じであれば，アクセサピリティの高いアクターの方が， ロビー活動の対象に

なると考えておきたい。このような飢提に晶づいて，次のような推論が可能
(2) 

である。

H l : 日本の利益団休は，政党よりも省庁に働きかける傾向がある。

H2: 日本の利益団体は野党よりも与党に働きかける傾向がある。

H 1は，省庁の影響力とアクセサビリティに関係がある。日本の多くの政

策決定・執行過程において肖庁が大きな役割を担うという多くの研究者の指
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摘に基づいている (Silberman1982. Johnson 1985, 猪ロ・岩井 1987, Kato 

1994, 菅 1998)。予算配分や法案作成は，多くの場合，省庁の役人が仕切っ

ているとまで言われるている Qohnson1982)。また， 「行政機構は，政策が

確定されてから後の執行においても非常に大きな裁量権を委ねられている」

（村松・伊藤・辻中 1986:212) ので，執行過程にも影響力を持っている。こ

の官僚の裁量権を利益団体が重要視しているのではないかと思われる。した

がって，省庁に政策の決定・ 執行の大きな役割が存在しているならば，利益

団体はそこに働きかけるはずである。

政党優位論を論じる村松 (1998: 16) は別の視点を提示している。村松は，

1994年調査で行政への圧力活動が政党へのそれよりも大幅に多いことを発見

したが，その結果の解釈は官僚優位論ではなく，政党の不安定性としている。

彼によれば「政権移行期には，接触行動をする相手としての政党は政局の渦

に巻き込まれ政策問題への関心を減じ提携先として不安定であるので，団体

の活動は行政に向けられざるをえない」 (ibid:19)。つまり，官僚の影響力が

原因ではなくて政党再編が起こり連立政権となったことの不安定さが，行

政へのロビイングを増加させたとしている。この解釈が正しいかどうかはこ

こでは検証てきないが，興味深い可能性である。

次に様々な団体にとって，省庁は政党よりもアクセサビリティが高い可

能性があるということである。省庁の官僚は国家公務員の規定上政治的に

中立の立場を取らなければならない。もちろん， これは建前だけのことかも

しれないが，少なくとも政党よりも中立だと思われる。したがって，様々な

イデオロギーを持つ利益団体も，比較的にコンタクトがとりやすいのが省庁

であると考えられる。その 1例として村松・伊藤・辻中 (1986: 210) は、

「自民党へのアクセスの方は否定されがちな労働，市民・政治団体であっても，

局長課長レベルでは他の団休と等しいアクセスを与えられていることが

わかる」と述べている。利益団休は自分の組織とイデオロギーが大きく異

なる政党へのコンタクトを自粛するか、またはその政党に接触を拒否される

であろうと考えられる。したがって政策過程に影孵力がありまたアクセサ

ビリティが高いために．省庁が政党よりもロビー活動の標的となりやすいと

考えられる。政党は影饗力はあるが．アクセサビリティが低いと言えよう。

H2は与党は一部の例外的な時期を除いて国会で過半数の議席を確
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保して内閣を形成しているので．与党が野党よりも，政治的影響力が高いと

考えるのは当然であろう。したがって．影薯力のある政策アクターに慟きか

けようとする利益団体は野党よりも与党にロビーの標的を集中させる可能

付が高いと考えられる。実悶データ収集時期の囚会の与野党勢力は．衆議

院で与党257議席（自民党240, 社民党・市民連合応， さきがけ 2). 野党243

議席（新進党142, 民主党52. 共産党26, 太l湯党10, 21世紀4, 無所属 9)。参

議院では，与党lお議席（自民党112, 社民党・設憲連合23, さきがけ 3)' 野

党114議席（平成会61, 民主党•新緑風会21. 共！産党14, 二院クラプ4, 自由
(3) 

の会 4, 祈社会党• 平和辿合 3, 太l湯3. 無所属4) となっている。衆議院

も参議院も与党が過半数を上回ってし＼る。与党・野党ともにイデオロギー的

に偏っているので，アクセサビリティに関しては一般的にいえばどちらも

低く両者にそれほどの違いはないのではないか（ここでは個々の団体のイデ

オロギーと各政党との親和『［については間わないとする）。したがって．与

党と野党の大きな違いは．影響力であると考えられる。

3 -2 政冶的な集団と非政冶的な集団

と同様に， 日本でも団体は様々な趣旨をもって設立さ

れ，様々な活動を行っている。経済的利益の追求のために設立される組織も

あれば，会員の教育や訓練をするために設立されているものもある。また，

共通した意見や利害を持った人の情報交換のために設立された組織もある。

したがって多くの団体は政治的利益の追求か第一義的な目的ではないが，

そのような団休であっても，政治化して， ロビー活動を行使することがある。

もちろん，政治的利益の追求を第一義的な目的とする団体もあり， これらは

はじめから政治化していると言っていいだろう。逆に，政治化しない団休も

ある（詳細は第 3章参照）。それではなぜ，ロビー活動に精力的な組織と，旺

盛でない組織が存在しているのか。この違いはどこから生まれるのか。この

疑間に答えを出すことも本研究の課題の一つであり，仮説として，政府への

依存，組織的リソース，組織目標に関係があると思われる。具体的には次の

仮説を提示する。

H3: 政府に依存している団体ほど，ロピー活動を行う。

H 4: 多くの組織リソースを持っている団体ほど、 ロビー活動を行う。
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H5: 政策提言を第一義的な目的としている団体ほど， ロビー活動を行

う。

それぞれの仮説の根拠を説明しよう。 H3は政府への依存度とロビー活

動の関係を予測している。利益団体によっては国の政策動向によって，そ

の活動または会員の利害が，著しく影粋を受けるものがある。例えば，政府

の許認可がなければ行うことができない活動・業務は数多くあるし，その許

認可に依存している経営者・労働者・組織がある。また，政府の補助金に，

活動・業務費の一部または全部を依存しているものもある。このような集団

にとって政策の動向は，著しく重要である。したがって，政府への依存度

が高い団体ほど，政策アクターにロビー活動を行う傾向が強いと考えられる。

組織に必要なリソースを安定的に確保する 1つの手段として． ロビー活動が

位置づけられるからである。

H4は，ロビー活動を行うにはある程度の組織リソースが必要であると

いう前提に基づいている。ここでいうリソースとは，資金や人材のことであ

る。例えばスタッフを確保し，情報を集め，ロビー活動を実施するには，
(4) 

資金と人材が必要である。マスメディアを使って政治的な広報・宣伝を行

うのにも費用がかかる。会員を動員するのにも，動員する会員が多くいなけ

ればならない。したがって， このような組織リソースが多い団体ほど， ロビ

ー活動を行うと予想する。

最後に，組織の活動目的もロビー活動と関係があると考えられる (H5)。

政策アクターに政策提言することを第一義的目的とする団体は，そのような

目的を持たない団体よりも， ロビー活動を行うと予想できる。政策

ることを活動の中心にしているということは政策過程に関わることを前提

としている団体であるので，政治化が進んでおり ロピー活動をする傾向が

強いと予想できる。

3 -3 ロビー戦術の組み合わせ

利益団休はいくつかのロビー戦り付を組み合わせてロピー活動を行う。そ

の組み合わせを分析することにより利益団休がどのようにして政策アクタ

ーに影薔を与えようとしているのかがよく理解できるはずである。 Ish10

(1999)はロビー戦術を (1)インサイド戦術のみの行使 (2)アウトサイド戦
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術のみの行使 (3)インサイド・アウトサイドの併用という 3つの組み合わせ

に分類して， 1980年代の労働政策に関わる全国的な頂上利益団体の分析を行

っている。その結果 El木の利益団休の過半数はインサイドのみを行使して

いると推定している。この結果に基づき次のような仮説を立てる。

H 6 : 日本の利益団休は，インサイド・アウトサイドを併用するよりも，

ィンサイドのみを行使する傾向が強い。

Ishioはアメリカと比較した場合日本の政治構造は，政策過程において

一般大衆に大きな役割を与えていないとしておりそのような政治構造がア

ウトサイド戦術の重要性を低め，インサイド戦術のみの行使を助長している

としている。具休的には4つの政治制度上の可能性．に着目している。第 1に

候補者決定過程における政党指導部の影響力を指摘している。政党指導部が

公認候補者を決定する最終的な権限を持っているので，候補者は当選した後

も党執行部の拘束を受けることになる。このことが，政党規律を高めており，

国会における政策判断は，政治家涸人が地元の有権者の意見を基に判断する

わけではなく，党の指導部の方針に従う。そのため，利益団体としては，政

治家儲人ではなく，党執行部へのロビーを集中させる。そのような中央集権

的な政党に影響を及ぼすには世論に訴えるようなアウトサイド戦術は効果

的でなくなる。したがって，インサイドのみを行使する傾向があるのではな

いかとしている。

第2に 日木の政策過程における省庁の影響力の強さを指摘している。官

僚は政策過程に影響力を持っているが，選挙で選ばれているわけではない。

したがって， 世論に敏感であることは官僚の第一義的な関心事ではない。し

たがって官僚に影響を及ぼそうとする利益団体には，一般市民に訴えるア

ウトサイドを使う必要がなく，官僚に直接コンタクトをとるインサイド戦術

に特化する。

第3に行政府の長である首相が国民による直接選挙で選ばれていないこ
(5) 

とが国民によって選ばれるアメリカ大統領と比べて，世論の影響力を相対

的に小さくしていてる。したがって，行政府の長である首相に働きかけたい

利益団体にとっても，アウトサイト戦術を使った世論へのアピールは，アメ

リカほど重要でなくなるとしている。

第4に， Ishioによれば，日本のコ ンセンサス重視の政策決定スタイルが政
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治上のコンフリクトをあまりオープンにせず，非公式に処理しようとする傾

向がある。この傾向がロビー戦術の選択に影響する。なぜなら，アウトサイ

ド戦術はコンフリクトの存在を表に出してしまうので，好まれず，インサイ

ドのみの行使が好まれるということである。

以上が Ishioの見地であるが、市民社会組織を対象とする本研究において

も， 日本の利益団体は主にインサイドのみを行使する傾向を発見するであ

ろうと予測する。

以上の推論を検証するために，以下のような分析を行った。データは、対

象を国レベルの政策に関わる利益団体の分析に絞るため，東京に所在してい

る団体で，地理的な活動範囲が「日本全国レベル」と回答したものに限るこ

ととした。

4 データ分析

4 - 1 ロビーの標的

本調査では， 9つのロビー戦術に関して，それぞれどのくらいの頻度で行

使するのかを団体の回答者に尋ねた。回答形式は， 1「まったくない」， 2「あ

まりない」， 3「ある程度」， 4「かなり」. 5「非常に頻繁」である。戦術の種

類は，インサイド戦術の指標が3つ，会員動員戦術の指標が3つ，マスメデ

ィア戦術の指標が3つある。表8-2はそれぞれの戦術に関しての平均値，

および「あまりない」「ある程度」「かなり」「非常に頻繁」と答えた集団の割
(6) 

合である。

表8-2によれば，最も多くの団体に行使されているのが，政府省庁との接

触で46.1%であり、平均値も1.98で最も高い。その他の戦術で比較的に割合

が高いのはマスメディアヘの情報提供27.4%. 与党接触の25.2%, 野党接

触の17.2%, 手紙・電話キャンペーンの17.1%. 記者会見の16.5%である。そ

の他の戦術は， 15%以下の集団によって行使されている。また， 45.8%の団

体がこれらのロビー戦術を一つも行使していない。つまり約半分の団体は

全くロビー活動を行っていないと言える。

それぞれの戦術の指標を．より広い分類のカテゴリーにまとめてみよう（表

8-2参照）。与党接触と野党接触を政党接触として合休してみると. 27.5% 
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表8-2 ロヒー戦術の行使割合

戦術

インサイド (,f9.J%)

政党 (27.5%)

(1) 与党接触

(2) 里f党接触

省庁

(3) 省庁接触

アウトサイド (:15.9%)

会員動員 (!9.fi%)

(4) 政党・行政に対して， 「糾・屯品などをJlj(¥て慟き

かけるように一般会員に要請する

(Sl J'. 屯り込みなどの直接行動をとる

(6) 大衆集会を間＜

マスメディア (31.0%)

(7) 新間などのマスコミに帖報を提供する

(8) fl料意見広化を掲載する（テレヒ・雑誌・辛JillH)
(8) 記者会見を行って団体の立場を明らかにする

ロピー戦術を行使してし＼ない

N 二 (i~JO 平均伯は l「まったくなI.¥」. :2「あまりなl'」. 3「ある程度」

コーデ fングして叶箇しているc

パーセント 平均値

232% 1.45 

172% 1 2(i 

46 l% l.98 

l7 l% l 27 

62% 1.07 

L0.4% 1.16 

27.4% l.L¥6 

l00% l 14 

4「かなり」. 5「非常に頻緊」と

が政党接触していることになる。与党との接触が25.2%なので政党に接触

する団休の殆どが与党に接触するということができる。また，インサイドの

指標を三つとも合体してみると， 49.3%の団休が何らかのインサイド戦術を

行使したことになる。省庁接触が46.1%なので，インサイドを行使する団体

の殆どが省庁と接触しているということができる。会員動員戦術を合体する

と， 19.6%が何らかの会員動員をしたことになる。また， 31.0%がマスメデ

ィア戦術の少なくとも 1つを行使している。会員動員戦術とマスメディア戦

術をアウトサイト戦術として合休すると， 35.9%がアウトサイド戦術の少な

くとも 1つを行使したことがわかる。

これらの結果は，先の推・論や仮説の一邸を支持する結果である。まず，省

庁が政党よりも頻繁にロビー活動の対象になっているということは H 1が

支持されている。また，与党は野党よりもロビーの対象になっていることか

ら， H2が支持されている。しかし，与党と野党の差はそれほど大きくはな

し＼。

マスメディア接触が，会員動員や政党接触よりも多くの団休によって行わ

れていることはマスメディアを使ったアウトサイドのロピーが重要な戦術

となっていることを示唆している（後述）。このことはマスメディアの影響
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カの大きさと関係があり， KabashimaとBroadbent0986)が報告したマスメ

ディアの影響力と部分的に合致する。しかし， これはマスメディアのアクセ

サビリティにも関係があるのかもしれない。マスメディアと言っても，テレ

ビ，新間雑誌と様々なので，マスメディアヘのアクセスは比較的容易なの

であろう。

4 -2 団体の政冶化

表8-2によって，サンプルの45.8%の団休がここにあげたようなロビー活

動を行っていないことがわかった。つまり，利益団体の約半分はロビー活動

を行っているが．残りの半分はロビー活動を行っていないのである。政治化

する団体と政治化しない団休のどこが違うのかを調べるために，ロジスティ

ック回帰分析を試みた。ロビー活動の有無が従属変数で，独立変数は政府

依存度組織リソース．組織目的である。それぞれの変数は次のようにコ

ィングした。

ロビー活動：表8-2にあげたロビー戦術の 1つでも行使する団休は 1, 

全く行使しない団体は 0とコーディングした。

政府依存度： 2つの指標を用いる。 1つは規制関係である。この調査では＂

国の行政機関と「団体が許認可を受ける関係」があるか．「何らかの法的規制

を受ける関係」があるか，「何らかの行政指導を受ける関係」があるかという

質間をしている。そこで これらの項目に当てはまる数を規制関係の変数と

した。つまり， 3つ当てはまれば3. 全く当てはまらねければ0である。数

字が高いほど，規制を通して，政府に依存しているということができる。政

府依存度のもう 1 つの指標は， 19~年に団体が受けた国からの補助金の額で

ある。コーディングは章末を参照。

組織リソース：この概念の指標は、 19~ 年度予算の規模，利益代

表数とした。コーディングは章末を参照。利益代表数に関して説明を加える

と，回答者には次の質間が行われている。「あなたの団体は行政や政治家と交

渉するときにおおよそ何人ぐらいの人の利益を代表していると主張します

か」。この変数は，会員数とは異なる。なぜなら．会員数が少なくても，代表

している人の数が多いと主張する組織は多いからである。実際会員数と代

表数の相関係数は0.2:3であり大きくない。利益代表数は，民主主義における



176 

一種の組織リソースと言えよう。利益代表数か多いほと、それほど多くの民

意を反映していると主張するこ とができる。したがって利益代表数が多い

団休の主張を政策アクターは簡単には無視できないであろうし， また， 利益

代表数が多いことが団（木のロピー活動に対するコミッ トメントも高めると
(7) 

予i則できる。

組織目標：組織の主な目的 ・活動が「専門知識に基づく政策案を会員外の

機関 ・団体に提言する」である とした日j{,木は 1, そう でない団体は0とコー

ディングした。

政策スコープ： 団体の回答者は 21の政策分野のリ ス トから，「関心のあ

る政策や活動分野」をすべてチェックすることになっているので，チェック

した項目の数を政策ス コープの指標とする。この指標は． 関心政策分野が広

いのか狭いのかを測っている。 団体のス コープが広いほど（関心分野の数が

多いほど），政府の政策によって利害に影響を受ける可能性:が高くなる と推定

する。 すなわち，ロピー活動が必要になる可能性が泊jくなる。 したがって，

この変数をコ ントロール変数と して使用する。

表8-3は，ロジスティック回帰分析の結果である。 個々の変数の影饗をみ

ていく と， 規制関係が統計的に有意で正の影響がある。 つまり，政府から何

らかの規制を受けている団体ほど， ロピー活動を行っているということであ

る。この結果は， 仮説のH3 (政府に依存している団体ほどロピー活動をす

る）を支持している。 しかし，政府依存度のもう 1つの指標である補助金の

影響は，有意ではない。

組織リソースの 2つの指標である会員数と予算規模は， ロピー活動に有意

な影響を及ぼしていない。 しか し， 利益代表数は有意で正の影響を持ってお

表8-3 ロシスティック回帰分析結果

独立変数

規制関係

補助金

会貝数

矛筍規模

利益代表数

政策提言目標

政策スコープ

定数

回帰係数

0.235**'' 

O.c:62 

-0.075 

0.020 

0.259''** 

0.860*** 

0.073*** 

-0.90Ll** 

** p < O.Ol; ** p < 0.05: • p < O. lO (two-tailed) 
従屈変数：ロビー話動のh無。
的中率： 68.8% 

Model Chi-Square : 127.225 

Model -2 Log Likelihood : 8 l2.9--13 

Nage¥kerke R': 0.227 

N =682 
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り， この点では仮説H4 (組織リソースの多い団休ほどロビー活動をする）

を支持している。したがって． ロビー活動をするか否かという選択は会員

数・ 予算規模には影態を受けておらず． 単なる組織の大きさは関係ない。し

かし，政府に対して実際に代表している人々の数が多い団体はロビー活動

に参加する可能性が高い。

政策提言目標の影響は有意でプラスである。これは政策提言が組織の主

な目的・ 活動である団体は そうでない団体より もロビー活動を行いやすい

ということを意味している。この結果は仮説 H5 (政策提言を第一義的な

目的としている組織ほど， ロビー活動を行う）を支持している。最後に．コ

ント ロール変数の政策スコープは，予想していた正の影響で有意であり，政

策間し、のスコープが広いほと，ロビー活動を行いやすいということである。

モデル全体としては的中率が68.8%.Nagelkerke R-'が0.227なので説明

できていない部分がまだかな りある ことがわかる。

4 -3 インサイドとアウトサイドの組み合わせ

次に利益団体がインサイドとアウトサイドの戦術をどのように組み合わ

せているのかを分析する。表8-4の分析結果によると.18.:3%の利益団体が

インサイドのみを行使し、 4.9%がアウトサイドのみを行使しており 31.0%

が両方を行使しているこ とが分かる。したがって最も多く の団体に行使さ

れているのがインサイドとアウトサイドの併用である。この結果は， H6 

（日本の利益団体はイ ンサイド・アウトサイド を併用するより も， インサ

イドのみを行使する傾向が強い）の仮説を支持しておらず.Ishio (1999)の

労働政策分野での研究結果と異なる。

なぜ， このように Ishioの研究と違った結果が出たのであろうか。 1つの

可能性は.Ishioの研究では政策過程において最も影響力があると判断された

表8-4 インサイドとアウトサイドの

組み合わせ

組み合わせ パーセ ント

インサイドのみ行使 18.:3% 
アウトサイドの行使 1-J,()% 

インサイド ・アウ トサイド{Jf:JlJ 31.0% 

N =G~ 
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数十の利益団（木のみか分析されているので， このことが分析結果に影響を与

えていたのかもしれない。木調杏との間には対象団（木のレベルが異なって

いる。そこて， この可能付を本瀾査のデータで一定程度検証してみる。木調

査の回答者は｀その活動地域での政策課題に関して｀ どの程度影響力を持っ

ていると思うかという質間に答えている。そこでサンプルの中から「非常

に強い」または「かなり強い」と回答した102団体だけを抽出し、再分析した。

すると，この中で44.1%がインサイドとアウトサイドを併用しており， 19.6%

がインサイドのみを行使， 2.9%がアウトサイドのみを行使している。 したが

って，影響力のある団休だけを分析してみても｀インサイト・アウトサイド

併用が最も多く，その傾向がサンプル全休よりも強くなっている。したがっ

て、上の可能性は必ずしも妥当しない可能付がある。

もう 1つの可能,1生は労働政策分野の符異Itが考えられる。本調査では政

策分野を限っていないが， Ishioの研究は労働政策の利益団休に関する結果で

ある。そこでこの可能性を検証するために，サンプルの中で労慟政策に関

心のある組織l団団体だけを抽出し，再分析した。その結果， 44.2%がインサ

イド・アウトサイドを併用しており. 16.2%がインサイドのみ 5.8%がアウ

トサイドのみを行使している。したがって，労働政策にかかわる団体だけを

対象にしても．インサイド・アウトサイドの併用が多く，その傾向がり怠くな

っている。このように，労働政策分野の将異性としては，違いが説明できな

いことがわかる。

以上の可能性が否定されたが，それでは仮設と異なる結果が得られた理由

は何であろうか。既に触れた調査レベルの違い以外に推定される要因は何だ

ろうか。 1つは政治・経済的変化における世論の影響力の増大にあるのか

もしれない。 1990年代の政権交代によって， 自民党による一党優位体制が崩

れた。また1990年代初期のバブル経済崩壊以降， 日木は不景気が続いている。

この経済の低迷が政府に対する正統性の低下につながったかもしれない。し

かし， このような変化がどのよう したのかという疑間には 2つの解釈

が可能である。 1つは， このような変化によって，政策アクターは世論の動

向により敏感になり， 担論の影響力が高まり，より多くの団体アウトサイド

行使によって自組織の立場を有利にてきるとが考えるようになったという解

釈である。このことが，インサイト戦術を行使しつつも，アウトサイドを併
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用することを助長したのではないのか。

もう 1つの解釈はインサイド・ アウトサイドの併）iiが増加したのではな

く，イ ンサイ ドのみを行使する団休が減ったのだとする解釈である。この解

釈では世論の影薔の変化は関係がない。先に紹介した村松の1980年と1994

年の比較分析では会見を行う団体の割合が62.3%から隣.0%まで減ってい

る。アウトサイド戦術の行使も減少してはいるが，会見ほど急激ではない。

このことと合わせて考えると、インサイドとアウトサイドの併用が最も多い

のはそれが増えたのではなく．インサイドのみを行使する団体が減少した

ために，併用する団体の数が増加したように見えたのではないかと考える こ

ともできる。インサイドのみを行使する日］休が滅ったのは政権交代があり

また連立政権なってどこに接触を取っていいのかがわからなくなった団休

が増えたからなのかもしれない。

4-4 データに墓づいたロピー戦術の分類・組み合わせ

最後に， Ishioのロビー戦術の分類を超えた新しい分類を試みる。上での 3

分類は確かに論理的に構築してあるが， 実証的には単純過ぎる可能性がある。

仮に団休 Aが野党に接触し，会員も動員するが与党や省庁には働きかけ

ないという戦略をとるとしよう。そして，団休 Bは，与党に働きかけ，マス

メディア戦術も行使するが，野党には働きかけない戦略をとるとしよう。こ

のAとBの2つの集団は戦略的には全く異なる ロビー戦術を行使している

が， Ishioの3分類ではそれらはどちらもインサイド・アウトサイドの併用

という分類になってしまう。このようにインサイドとアウトサイドに性質

の異なる戦術が含まれているのでインサイドとアウトサイドだけの組み合

わせを分析するのは十分ではないと考え られる。したがって， 利益団休はど

のような戦術を実際に組み合わせているのかを分析する。その組み合わせを

確立した後に，その選択の分散を分析する。

利益団体がロ ビー戦術を実際どのように組み合わせているのかを調べるた

めに，9つの戦術をそれぞれ変数として，主成分分析を試みた。この分析を

行うにあたって，まずロビー活動を全く行っていない団体をサンプルから除

外し， ロビー戦術を少なくとも 1つは行使した374団体を分析の対象とした。

ロビー戦術のそれぞれの指標は， 5「11:'i府に頻繁」，4「かなり」， 3「ある程
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度」， 2「あまりない」， l「まったくない」とコーディングしてある。表8-

5は， バリ マックス回転を使った主成分分析の結果であり． ロビー戦術の 3

つの成分が確認できる。第一•成分には野党接触． 手紙電話キャンペーン，

歯接行動，大衆集会が禍い値を示しており．野党接触と会員動員を組み合わ
(8) 

せた成分であることがわかる。第二成分に強く関わる戦術はマスコミヘの

情報提供，有料広告記者会見でありマスメディア戦略の成分である。第

三成分には与党接触，野党接触．政府省庁接触が刷い相関を持っており，イ
(9) 

ンサイド戦略の成分であるこ とがわかる。結果は． 戦術に 3つのパターンが

ある ことを示している。会員を動員しながら，野党に接触をとるパターン

（動員 ・野党戦略）。マスメディアだけにアピールするパターン（マスメディ

ア戦略）。そして，アウトサイドを行使せずに政党と省庁に接触をするパター

ン（インサイド戦略）である。

この主成分分析結果は，Ishio(1998) の3パターン分類は十分でないこと

を物語っている。つまり， インサイ ドのみ，アウトサイドのみ．インサイド

・アウトサイ ド併用という分類は論理．的に成立するが，実際の組み合わせの

観点からではあまり意味がないことがわかる。それと類似するがより具体的

な3パターンの戦略があるのである。

ではどのような団体がどの組み合わせの戦術を行使するのであろうか。ま

ず，団休分類別に傾向の違いをみてみよう。図 8-2は，主成分分析で得られ

た結果を主成分得点として変数化し， 団体分類別の平均点を示したものであ

る。 主成分得点は標準化されているので，全体の平均値は 0である。 したが

表8-5 主成分分析結果（バリマックス回転）

Tactics 第1主成分 第2主成分

与党接触 ：外7 090 

野党接触 626 I Ocl7 

省庁接触 -C61 081 

手紙電話キャンペーン □鳳 207 
面接行勅 199 

大衆集会 260 OLO 

マスコ ミヘ梢報提供 22l .690 l78 

有料広告 l50 750 -l冷

記者会見 l!.¥Ll 789 238 

% of Var. Explained 27 QC) 20:m l804 

N =374 
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図8-2 団体分類とロビー戦略傾向
1.6 

l.4 

1.2 

0.8 

0.6 

0.4 

0.2 

゜-0.2 
-0.4 
農業 経済 労働 教育 行政 福祉 専門家 政治 市民

(n=l4) (n=84) (n=25) (n=40) (n=:38) (n=l8) (n=40) (n=lO) (n=l2) 

口動員・野党戦略 □マスメディア戦略 ■インサイド戦略
:l: 成分岱．点の団体分類別平均

って，値が0より大きければ全体の平均より 高く， 0より小さければ平均よ

り低いと言うことができる。 特徴が際立っている団体の傾向を説明すると，

労働団休と政治団体による動員・野党戦略の点数が非常に高い。労働団体の

この特徴は，労働ストライキの経験および自民党に対する反対勢力としての

傾向に関係があるのであろう。政治団体に関しては反政権的なイデオロギ

ーを持った団体が多いことが関係しているのかもしれない。村松・伊藤・辻

中 (1986) の調査でも，労働団体．政治団体が大衆動員による活動を多く行

うという報告はされている。次に，農業団体と市民団体のインサイド戦略の

得点が高い。自民党・農林水迎省と関係の深い農業団体がインサイド戦略を

取る傾向にあることは想像できるが，市民団休がインサイド戦略を積極的に

取っていることは予想外である。市民団体は，労働団体のように野党・アウ
(10) 

トサイド戦略を取るのであろうと考えていた。他の団体はそれほど際立っ

た特徴はなく平均に近い。ただ以上の分析について．各分類の絶対数が小さ

いので断定的なことはいえない。

次に．それぞれの主成分得点を従属変数として．重回帰分析を試みた。重

回帰分析を行うことによって独立変数間の関係をコント ロールしてそれぞ

れの影斡をみることができる。独立変数は表8-3で使用したものの他に，以

下のものを用いた。
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省庁との関係： 回答者は省庁との関係を 7,点尺度を使って示している。

7、点は 「壮常に協調的」.4点が「！ド立」で l点が「井常に対立的」である。

この変数は 動員 ・野党戦略とマス メディア戦略の分散を謁明するために使

う。インサイド戦略は，それ自体に省庁接触の項目が含まれているのでこ

の変数を砂［明する目的ては使用しない。

政治的イテオロキー：阿答者は次のような賀間に答えている。「あなたの

団休に屈する人は保守的な人と苗新的な人のどちらが多いですか。団（木の

執行部 ・・・ について下の尺度でお答えください」。この尺度は l........, 7の7

点尺度で， 1が「革新的な人が升常に多い」で.7が「保守的な人が井常に多

い」で， 4が中間で 「同程度」となっている。

団体ダミー変数 ：図 8-2で符徴がはっきりしていた｝農業団体 ・労働団体 ・

政治団（本 ・市民団体のダミー変数をそれぞれ作成した。これら以外の団体が

ベースカテゴリーとなる。

表8-6は 重回帰分析の結果を提示している。まず，動員・野党戦略に関

してはイデオロギー， 利益代表数． 省庁関係労働団（本ダミー．政治団休

ダミー．政策ス コープの影響が統計的に有意である。 つま り，次のような特

徴を持った団休が動員 ・野党戦略をとる傾向が強いということである。それ

は，革新的な団体利益代表数が多い団（本省庁と対立的な関係にある団体労

表8 6 重回帰分析結果

動貝野党 マスメディア インサイド

規制(1<r-F 00お 0 09l -00沃i

補助金 0.001 -00':><l 0.020 

会員数 0.03l -0.076 0.058 

予算規模 -0025 0.055 0.102* 

イデオロギー（保呼） -0 12:'i** -0053 0 187*** 

政策提言TI椋 -0.005 0 159* 0 l27"* 

利益代表数 0 189*** 0 ffi2 0.1638''* 

省庁との関係 -0. l66*** -0.073 

典業団体ダミー 0 0,16 -0.025 0 08fj 

巾民団体ダミー -0,00:2 o.m:_: 0.201 *** 

労慟団体ダミー o:nou,, -0 O~Xl -OCWJ 

政治団体ダミー 0 l&<i*''* -0 ()()9 -0 (X::i2 

政策スコープ（コントロール） 0.115"* 0 021 0 112'''' 

Adj R' 0 289"''" 0 023* 0 l l 5''''* 

N =Tl:2 係数は標準IUl~M系数c

• p < 0.10•• [) < 00:i, **• p < 001 (two-tailccl} 



8心［ ロビイ ング 183 

働団体，政治団体， 政策スコープが広い団休である。この調査が行われた時

期は，保守政党である自民党が与党の中心であり 革新的な団体は｀野党と

接触するか会員を動員するなどの方法に訴える方が自然であったのであろう。

利益代表数が多い団体は．潜在的に多くの支持者を持っている団体なので，

会員動員的な手段を取りやすいのであろう。省庁と対立的な立場にある団体

は，重要な政策アクターである省庁との接触が困難であり動員的な手段を

取らざるをえないのかもしれない。労働団体・政治団休が動員・野党戦略を

とる條向が高いのは先に述べた理由からだと解釈できる。このモデルで分

散の28.9%を説明することができるが，あまり高い数値とはいえない。

マスメディア戦略は政策提言しか有意な変数がなく，モデル全体でも分

散の2.3%しか説明できていない。 明らかにこのモデルの変数では説明でき

ないようである。マスメディアを使ったロビー戦術が省庁接触に次いで多い

にもかかわらず， これほど説明ができないという ことはマスメディアと一

ロに言っても多くの媒休を含んでお りそのため様々な特徴を持った団体に

よって使用されており組織的特徴が偏っていないということであろう。

ィンサイド戦略は．予算規模イデオロギー．政策提言利益代表数市

民団休ダミー，政策スコープの影薯が有意である。 このモデルで従｝属変数

の分散の11.5%を説明している。インサイド戦略を行使する団体は次のよう

な特徴を持っているといえる。予算規模が大きい団体，保守的な団体，政策

提言を目的としている団休，利益代表数が多い団体市民団体政策スコー

プの広い団体である。予算規模が大きい団体ほど，組織として認識され政

策アクターとのアクセスが取りやすいのではないだろうか。イデオロギーに

関しては調査時点では保守政党の自民党が与党の中心的な役割をしていた

ので，保守的な団体はインサイドを中心に動いていたのではないだろうか。

また，保守的な団体にとって一般大衆に訴えるという行動自体が，「保守

的」イデオロギーと合致しないのではないかと考えられる。政策提言を 目的

としている団休が，マス メディア戦略とインサイ ド戦略を行使する傾向があ

るというのは政策提言はマスメディアや政策アク ターに対し行うもので，

一般大衆などに向けて発せられるものではないということなのかもしれない。

絶対数が少ないとはいえ市民団休がイ ンサイ ド戦略を取る傾向にあるという

のは先に述べたように意外である。市民団休＝市民運動と考えて大衆型
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の戦略をとるようなイメージとつながりやすいが．市民団体のアプローチは

政策アクターヘの直接接触である。農業団（木ダミー変数は、重回帰分析のモ

デルに投人すると有意にはならなかった。これはイデオロギー変数の導人

による結果である可能『卜もある。つまり．農業団体は保呼的であるために，

インサイド戦略を使う傾向があると考えられる。

表8-6の結果を全休的にまとめてみよう。まず、政府依存度の指標である

規制関係と袖助金は， どの戦略に対しても有意な影響を持っていない。つま

り，戦略の選択と政府依存度は関係がないということてある。会員数の影響

も有意ではなく．戦略の選択と関係がない。予算規模は、インサイド戦略に

のみ有意である。イデオロギーに関して言えば，保守的な団体は動員・野

党戦略を避ける傾向にあり、インサイド戦略を好む傾向がある。言い換えれ

ば革新的な団体は，動員・野党戦略を好む傾向があり，インサイド戦略を

避ける傾向がある。政策提言目標は，マスメディア戦略とインサイド戦略に

有意である。利益代表数は，動員・野党戦略とインサイド戦略に有意である。

省庁との関係は動員・野党戦略に負の影聾を及ぼし， このことは省庁に敵対

している団体は野党に接触したり，会員を動員していることを意味する。市

民団体はインサイド戦略の傾向があり，労働団体と政治団体は動員・野党戦

略の傾向がある。

まとめ

この章では 日本のロビー戦術の実態と戦術選択に影響する要因を分析し

た。主な分析結果を要約すると，第 1に， ロビー活動の最も標的となる政策

アクターは，省庁であり政党ではないということ。政党間では、野党よりも

与党の方がロビーの対象になっている。この結果は， ロピーの標的の選択は，

標的の影響力とアクセサビリティに関係があるとする推論を支持していると

考えられる。利益団体は政策決定・執行に影響力のない政策アクターに接

触をとることはあまりない。ロピー活動の効力を最大化するにはなるたけ

影響力のある政策アクターに接触するのではないか。しかし，影響力だけが

ロビー活動の標的を規定するのではなく，その政策アクターのアクセサビリ

ティも重要であろう。なぜなら，利益団休は影響力があり且つアクセスしや

すい政策アクターに接触するからである。この観点から'l'lj断すると， 日本の
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省庁は政策決定・執行に関して影聾力を持っているし，イデオロギー的に比

較的中立なので，様々な利益団休にとってはアクセサビリティの高い政策ア

クターであると考えられる。このことが，省庁をロビー活動の最大の標的に

する理由だと考えられる。

第 2に政治化する団休と政治化しない団休の違いを分析したところ，政

治化する傾向が強い団休は，組織の活動が政府に規制されている団体，利益

代表数が多い団休，組織の第一義的な目標が政策提言である団体であること

が分かった。国から許認可・法的規制・行政指導などを通して組織の活動が

規制を受ける団休は， ロビー活動を行う傾向が強いのである。規制を受けて

いるということはそれだけ国の政策動向によって糾織の利益が影響を受け

るのであってそのことが政策に対する関心を高め，ロビー活動の重要性を

認識させ，実際にロビー活動に従事するのであろう。利益代表数は，民主主

義国家においては特に重要な組織リソースであり，利益代表数が多いほど多

くの民意を反映していると確信することになるし，そのような団体の主張を

政策アクターは簡単には無：視できないであろう。このことが，そのような団

休の影響力行使の有効感覚を高くしよりロビー活動に従事するのだと考え

られる。組織の第一義的な目標が政策提言であることが． ロビー活動を旺盛

にするのは当然なのかもしれない。そのような団体は政治に関わることが創

立時からの目的であるため，初めから政治化している。以上のように，何が

利益団体を政治化するのかという疑間にある捏度の答えをだすことができた。

これは本調査で使ったサンプルに政治化していない団休（市民社会組織全

般）が含まれていたので可能となった分析である。圧力団体として知られて

いる団体のみを分析の対象とした場合このような分析は不可椛であり本

調査のサンプルの意義が改めて確認されたことになる。

第 3に， ロビー戦術の選択を，インサイドのみ．アウトサイドのみ，イン

サイドとアウトサイドの併）Tlと分類した場合，最も多くの団休に行使されて

いる選択は，予想に反してインサイド・アウトサイトの併用であることがわ

かった。 1980年代の労働政策に関わる利益団休を分析した Ishio(1999)の研

究では 日本の利益団体はインサイドのみを行使する傾向が強いというこ

とが報告されており同様な結果を木研究でも発見すると予想したが，仮説

を支持することはできなかった。この原因は両分析の枯礎となる調査対象



186 

レベルの違い以外に， l990年代の政治的・経済的変化に関係がある可能刊：が

ある。 1993年代の政杭交代によって白民党による一党優位休制が崩れ，政

杯交代が起こり，その後自民党は与党として戻ったが連立政権となった。ま

た，バブル経済崩壊以降の不景気は長期間に及び，政策アクターの正統化［が

低下しているのかもしれない。これらによる政治環境の変化によって，政府

・官僚・政治家に対する田民および利益団体の意：識が大きく変わったと推測

できる。しかしこの変化がインサイド・アウトサイド戦術の併用にどのよ

うに影響したのかはいくつかの解釈が可能である。 1つは政治における批

論の重要I化が高くなり，それを敏感に捉えた科益団休が、アウトサイド行使

によって世論に高えて白組織の立場を有利にできると考え，インサイド・ア

ウトサイドの併用を増幅させたという解釈である。つまり，併用する団体が

増加したという考え力てある。もう 1つの解釈は政権交代や連立政権の誕

牛が政治に不安定さを持たせ，それによってどの政策アクターにアクセスし

てよいのかわからない団体が増え，インサイドのみを常に行・使していた団休

がその行使を減少させたという考え方である。つまり，実際にはそれほど

インサイド・アウトサイドの併用が増えていなくても，インサイドのみが減

ったために相対的に併用が主流に見えるようになったと解釈できる。この解

釈は村松 (1998) の分析結果と通ずるところがある。

第4に，主成分分析の結果， ロビー戦前寸を組み合わせには，経験的にいえ

ば 3つのパターンがあることが分かった。 1つは会員を動員しながら，野

党に接触する動員・野党戦略。 2つ目は，マスメディア戦術だけを行使する

マスメディア戦略。それから，政党と省月に接触するインサイド戦略である。

この結果ロピー戦術を単純にインサイド・アウトサイドと分類するだけで

は十分でないことがわかった。

最後に，その 3つのロピー戦略に影臀を与える要因を分析した。動員・野

党戦略をとる傾向が強い団休は，革祈的な団休，利益代表数が多い団休｀省

庁と対立的な関係にある団休，労働団体，政治団（木であった。マスメディア

戦略は，分散のほとんどを高明できないが， 11m一有意な変数は政策提言であ

った。インサイド戦略を行使する（瑣向が強い団体は，予箇規模が大きい団体，

保守的な団休，政策提言を目的としている団休，利益代表数が多い団休，市

民団休であった。
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この分析結果によって，すべての利益団体が同様の戦略を取るのではなく．

戦略の選択は組織的特徴によって助長または制約されることがわかる。まだ

この結果はなぜすべての団休が単に省庁と与党に働きかけないのかを明ら

かにしている。省庁と与党が日木の政策過程の中で最も影薯力のあるアクタ

ーであるならばすべての利益団休はロビー活動の効率と有効性を最大に

するために， これらのアクターを中心に働きかけるべきだと考えられるかも

しれない。しかし．革新的なイデオロギーをもった団休．労働団休，省庁と

敵対関係にある団体は与党・省庁に働きかけることに抵抗を感じ．インサ

イド戦略を行使しない傾向がある。したがって利益団休は影薔力のある

アクターのみに慟きかけるのではなく．アクセサビリティのある政策アクタ

ーに働きかけるようである。この傾向を説明する例として村松・伊藤 ・辻

中 (1986: 182) は「経済界は．共賄党には接触しようとしないことは明白」

だと述べている。それはロビーの標的である政策アクターとイデオロギー

が全く異なる利益団体はそのようなアクターにはアクセスしようとはしな

いからである。

これからの日本の政治における利益団体のロビー戦術は， どのような変化

が予想されるだろうか。まず．考えられるのは政党接触の重要性の増大て

ある。官僚制度への批,=IJ. 省庁1月編に伴う副大臣制の導入および政府委員の

廃止．また．議員立法の増加に伴い．政治家の政策における重要性が比較的

に増してくるであろう。ある大企業の会長は「政策決定の中心が賤ヶ閲から

永田町に移っている。永IllIll]との間にパイプを作る ことは重要なことだとJ
(11) 

発言してし＼る。これが新たな傾向だとすれば政党がロビー活動の対象にな

ることがより増えるのではないだろうか。また政党が世論の動向にとれほ

ど敏感になるのかは予想できないがその傾向が強くなるとすれば，世論の

役目が大きくなり．利益団休はアウトサイドの戦術をより多く採用するので

はないかと思われる。

、、
；王

（］） 利益団体は地方自治（木に対してもロヒー活動を行うが． この論文では

国のレベルでのロヒー泊動に焦、点を附く 。

(2) 以下の仮説はデータが収集された1990年代後半を対象としている。



188 

(3) 政党勢力の資料は朝日新間 (1997年 1月201」2面）の記事による。

(4) Laumann and Knoke (L 9t'S7)はこのようなリソースを monitoringcapacity 

と呼んでいる。

応） もちろん．厳密にはアメリカの大統領選卒は大統領選糸人を介する間

接選拳てあるが，大統飢選脊人はその州の結果をそのまま踏製するので．

実質的な直接選卒である。

(6) 「あまりない」という表坦は曖味であるが、行使を認めている表現なので

行使するに含めている。また． これを含めることによって． 自組織の行動

を過小；沖価する傾向があるとすれば．そのような団体を拾い上げることが

できる。

(7) 利益代表数に関する質間には無［叫答が多かった（辻中編L999コードプッ

ク参照）。その岬由はこの質間の趣旨がやや曖昧であったこと．加えて

郵凶凋杏てあったことと．調査限の説明部分に冑てはまらない項目は飛は

して次の質間に進むようにという指示をしていたことなどが考えられる。

今皿の分析ではこの質間に答えていない団｛本は利益代表数がないと仮定

し．無回答は利益代表数を 0として処理した。このように処理することに

よって，多変量解析の時に分析のケースを大幅に減らすことなく． この重

要な変数を分析に導入することができる。

(8) 与党接触は0.訊7なので，強くはないが少し閃係があることかわかる。

(9) 手紙電話キャンペーンは0.370なので，第 3成分と少し閃係かある。野党

接触は第 1成分と第 3成分の両方に関わっておりはっきりとは分類されて

し＼ない。

(IO) 村松ら (1986) の調査では．調l杏対象団体数が少なく（全休で252), 市

民団休は政治団体と同じカテゴリーに分類されていたので，その違いは分

析不能であった。

(ll) 朝日祈間 「危機感なき癒着構辿」， 2001{卜3月3L[:I. 4面。

付録：変数のコーディングは以下のとおりである。

補助金受給額．・金額 コート 0円： (1) , 1 ~99万円．・ (2). 100万~499

万円： (3), ら00万~999万円： (4). 1,000万''--'1.999万円： (5). 2,000万～

4,999万円： (6) . 5,0C)O万~9.999万円．・ (7), l億~9億9,999万円．・ (8), LO 

億f月~: (9) 

会員数： 0人:(l) . l ~49人： (2). 50~99人： (3). L00~499人： (4), 

500~999人： (5), l,000~4,999人： (Ei) , 5,000~ 19,999人： (7) . 20,000~ 

99,999人:(8). 10万人~: (~)) 

L9%if/及予箇:: 100万円木満： (l), LOO万以上300万円未満： (2), 300万
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円以上500万円未満： (:3). 500万円以上1.000カ円末禍： (4), 1.000万円以上

籾 00万円未満．・ (s)':woo万円以上 1億円未泣り．・ (G). l億円以上 2億円未
満:(7), 2億円以上10倍:¥Tj未満:(8) . 1 Of息円以上:(9) 

利益代表数： 0人： (1) . 1 ~99人： (2)、 100~999人： (3) . 1,000~4.999 

) ¥ : (4), 5,000~9,9991'-: (合）、 10,000~24.999A: (6). 25.000~99.999 

人： (7), 100,000~999,999人： (8) . 1,000,000~9,999.999人： (9) , 10,000,000 

人以上： (IO). 無回答は 0人として処理している。



第 9章

地球化と世界志向利益団体

足立研幾

第 9敢では世界を活動対象とする団体に焦点をあて．それ以外

の国内志向団休と対比しつつ．その存立・ 行動様式を検討する。こ

こでは近年世界志向団体の設立が増加していることが印象的であ

る。この背景には情報化の進展によって小規模な団体が地方でも

世界的な活動が可能になっている ことがある。世界志向団休は 国

の行政機関と一定の距離を保つ•一方で．他団体との協調や積極的な

マスメディア利用によって政治に影磐を与えようとしていることな

ど 行動上も「臣の根」的な独自な帖徴を保持している ことが発見

される。
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はじめに

近年．著しい技術の進歩により． 机界はますます小さく感じられるように

なってきた。移動の手段の進歩は短時間での田家間の往来を可能にし．また，

通信システムの発達はある田での出来事を，瞬時に地球の裏側にまで伝えた

り、巨額のカネが一瞬のうちに口境を越えることを可能とした。こうした著

しい技術の進歩とそれに伴ってもたらされた人，モノ．カネ，情報などの国

境を越えた移動の爆発的増加により国境の意味は相対化され｀—•国内の出

来事が有する国際的な影響力が増大してきた。経済間閥のみならず，政治．
(1) 

文化など全ての領域において地球化が進展してきたのである。

このような状況を承けて，グローバルな市民社会が出現しつつあり，市民

レベルの活動の重要性．が裔まったとする研究が現れつつある[J. Mathews 

(1997), R. Lipschultz (1992), マーチン・ショー (1997)など］。実際いくつ

かの研究は個別の囚際会議・条約締結などに関する特定の団（木についてで
(2) 

はあるが，そうした活動の果たした役割の重要性を指摘している。確かに．

これらの事例研究によって団体の活動に関する生き生きとした具休的情報は

多く得られよう。その一方で，そういった市民レベルの活動は， いったいい

かなる特徴を有するのかといった分析を行ったものはほとんどない。市民レ

ベルの活動そのものに関する議論一般化の試みはほとんどなされていないの

が現状なのである。

本章では『団体基礎構造研究会』（通称JIGS)における「団休基礎構造に

関する調査」のデータをもとに 日本におけるそうした世界を活動射程とす
(3) 

る市民レベルの団休そのものに焦点を当て，その符徴を分析する。その際，

以下の 2つの比較を手がかりとしながら分析を進めていくこととしたい。そ

の第 1として，「あなたの団体が活動対象とする地理的な範囲は，次のどのレ

ベルですか」という賀間 (Q6) において， 日本国内を活動射程と答えた団

体（以下「国内志向団休」）と世界を活動射程と答えた団体（以下「世界志向
(4) 

団体」）の特徴の比較を行う。またもう lつの手がかりとして，地球化進展の
(5) 

影響が出始める目安を1980年とし，それ以降とそれ以前に設立された団体の

比較を行う。これら 2つの比蛉を通して，地球化進展の影響を受けつつ、 日

本における且界志向団体がいかなる特徴を有し，いかなる活動を行っている
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のかを浮き彫りにしたい。

ー 地方化と小規模化

1980年以降の地球化進展に伴って， 世界志向団体の＇性格・属性は変容した

のであろうか。まず，その設立団体数を見ていこう。 5年ごとの設立団体数

（図 9-1) . 第二次世界大戦直後に世界レベルで活動する団体の数

大きく増加していることが目立った傾向である。その後は全体としては

によると

が，

漸増傾向にはあるが， 1980年以降， 特別に増えたというわけではない。

し，国内志向団体のグラフと比較すると顕著な相違を見せている。国内志向

団体は， 1970年代後半以降設立団体数が減少するのに対し，世界志向団体

はこの時期最も多い設立数を記録しているのである。そのため東京にある全

団体の中で世界志向団体の割合を見ると（表 9-1) , 

し1980年以降設立された団体では19.5%へと大きく割合を増やしている。つ

まり団体設立数的には微増傾向であるが，世界志向団体の割合は大きく増え

ているのである。日本でも1980年以降地球化の進展とともに，世界志向団
(6) 

体のプレゼンスが大きくなってきていることが確認できる。

それまでの12.2%に対

図9-1 
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ただし．この点については他のデータによるともっと劇的な増加が見ら
(7) 

れる。例えば NGO推進センターが隔年で出版している「NGOダイレクト

リー・囚際協力に携わる市民団（木要覧」を見ておこう。 NGOダイレクトリ

ーでは広く国院協力団休に閃する愉報を集め，褐載候補団体を選出その

中から，事業内容組織匝営及び事業実糸立活動対象国についての一定要件

を全て欄たす団体を第 1部に．一部満たさないものを第 2部に褐載している。

そこに掲載される団体数は、 1980年までは収録団体数が100に満たなかった。

しかし. 19%年版では収録団体数は実に373団体にまで膨れ上がっている。

このデータによると，一定要件を満たす机界志向 NGOに阻ってみてもそ

の数は1980年以降実に 4倍近くに激増しているのである。このような相違

はなぜ生じたのであろうか。 2つのデータの相違は．主にエリート調査か否

かと全国の団体が対象か否かに関する 2点である。 JIGSデータの方が団体の

増加が少ないことを考慮するとどうやらこの相違の原因は後者にあると思

われる。すなわち「NGOダイレクトリー」のデータは日本全国に存在する団

体をその調査の対象としているのに対し， JIGSのデータは東京都で電話回線

を所有している団体のみを対象にしている。このことが両データ間の団休増

加の割合の差を生んだとするならば， 1980年以降＊東京都以外に本部をおく

団体が大幅に増加したことが推測される。

「NGOダイレクトリー」に掲載されている団体の団体所在地に注目してみ

よう（表 9-2)。第 1部に収録されている247団体のうち， 46.6%にあたる

115団体が東京に本部を圏いている。ついで．関西圏に52団体 (21.l%) , 東

京以外の関東圏には39団体 (15.8%)令地方に41団体 (16.6%)となっている。

その設立年の平均に注目してみると，関西圏の団体は1986.35, 関東圏では

1986. 82, 地方では1988.51となっており，東京の団体が1982.57であるのと

比較して明らかに設立年が新しい。 1979年以前に設立した団体を調べると，

東京に実に43団体中72.1%にあたる31団体が集中している。関西圏に 6団体

(14.0%), 関東圏に 5団体 (11.6%) . 地方に至っては l団体しかない。 1%0

年代以前に設宣された団体では関西圏関東園それそれ 1団（本が存在す

るのみでほとんどが東京に木部を樅いている。すなわち， 1979年以前は世界

志向団体の大部分が東京に本部を附いていたのが， 1980年以降地方にも世界

で活動する団体が出現してきたのである。実臀氏 1980年以降に設立された世



総数

設立年平均

69年以前団体数

79年以前団体数

80年以降団（本数

r1) このN.は．箱者が
より作成
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表9-2 団体本部の所在地

東京 I関東＼祖 関1世＼判 地方
l Ji)(,!GG%) ・39 (15 8'.¼,) 52(21 ] 1/,(,) 41066%) 

1982 57 l (J.'36 82 ]睾35 19&'3 51 

9(8J 8%) l (9 1%) l (91%) 0(0%) 

'3](7'38%) 4(95%) 6(ltJ:3%) l (2 :3%) 

3'1(1~] Lj%) :Y!(l6 7%) 4S (22 2為） 4009.7'.><i) 

・Nc;Oダイレクトリ ー IH際協／）に1携わる市民団体要梵； J l)<Xj年版

界志向団体のうち，実に19.7%は地方に木部を贈くものであり関西圏，関

東圏を加えると 6割近くにも達する。このことは地球化の進展やそれを可

能とした技術進歩に従って東京に本部をおかずとも世界を活動射程とする
(8) 

ことが容易になったことを示していると見てよいのではないだろうか。 1980

年以降の世界で活動する団体の激増は，東京に木部を罹く団体の増加に加え，

地方に本部をおく団体が噴出したことによると考えられる。

このような団体立地の地方化と並んでみられる傾向が，団体の小規模化で

ある。まず設立時の団体会員数を見てみると（表 9-:3),0人という団体が1980

年以降8.2%から15.4%へと倍増し， 100人未満の団休も45.9%から56.5%へと

増加した。さらに常勤職員数を見ても（表9-4), 同様に 0人の団体が2.8%

から11.5%へと激増し， 10人未満の団体も55.9%から82.0%へと大きく割合を

伸ばしている。＇常勤職員数の場合は設立してからの年数が浅い団体ほど数

が少ないということも考えられる。しかし国内志向団体のその変化よりも

劇的であることを考えると この変化は設立からの年数のみによるものでは

なさそうである。また，国内志向団体との比較を見ると国内志向団体と世

界志向団体の差が顕著に縮小していることも見てとれる。従来は，活動範囲

の広さを反映してか世界志向団体の方が国内志向団体よりも常勤職員数の多

いものが多かった。しかし近年，世界志向団休の常勤職員数の減少が進み，

急激にその差は縮小している。

また予算規模の変容を見ても（表9-5). 1且界志向団休の小規模化が見受

けられる。国内志向団体は年間予算が100万円未満の団体が1980年を挟んで

1.:3%から2.0%に増加したのみなのに対し， 世界志向団休は 1979年以前は

1.8%であったのが4.7%へと大幅に増加している。年間予算が1000万円未満

の団体も世界志向団体では 7.2%から20.3%へと激増している。国内志向団
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表9-3 設立時個人会員薮（世界団体）

0人

1979年以前

l980年以降

8.2% 

15.4% 

1~49人 :i0~99人 100人以上

3l.l% (i.G% 5'Ll% 

30.89-6 10.3% ,13.5% l, 

2: I 
6

3

 

表9-4 常勤職員数

0人

l~4人

S~9人

lO人以上

国内団体（％） 世界団体(%)

1979年以前 [980年以降 1979年以前 1980年以降

G.l 12 6 28 11 5 

48.4 図 3 :35 7 426 

20.8 20 9 17.4 27.8 

24 7 l:2 l ljL¥ [ 18 0 

N=78-'-l N=239 N=lC6 N=Gl 

表9-5 年間予算（平成8年度）

国内団体(%) 世界団体（％）

[979年以前 1980年以降 [979年以前 1980年以降

lOOh円未満 l 3 20 l 8 4.7 

lOO万円以上!OCXl万円未禍 l l 0 2l4 5 ,1 15 6 

lC',00万円以上l億円未滴 哨ぅ3 LIQ I 淡l7 45 3 
1億円以f-.lO億円未憐 31.6 27,8 415 29 7 

10倍円以上 9.8 87 12.6 47 

N=829 N=252 N=lll N=臼

体も12.3%から23.4%へと大幅増加はしているが増加の割合は世界志向団

体のそれには及ばない。世界志向団体の予算の小規模化は常勤職員数と同

様設立からの年数のみでは説明できないように思われるのである。こうし

たこ とから1980年を境として急激に世界志向団体の規模が人員 ・予算とも小

さくなってきていることがうかがわれる。このことは世界志向団体といえど

も，市民レベルでより小回りの利く団体が増えてきたことのあらわれである

と予想される。
(9) 

この点は， 22の項目を挙げて，複数選択方式で政策関心分野について間い

た質間 (Q2) における団体の平均回答分野数の結果においても確認できる。

1979年以前に設立された団体では平均政策関心分野回答数が4.69であるのに

対し， 1980年以降に設立された団休では4.04へと減少している。 1980年以降

の団体の方が，それ以前の団休より，少ない政策分野に関心を持っているの

である。このことは世界志向団休の小規模化に伴い，出来ることのみでも

活動しようという，まさに "thinkglobally, act locally"を実践する団体が増え
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てきたためだと考えられるのではないだろうか。世界志向団体が地方化・小

規模化してきたとい うこ とは地球化とそれをもたらした技術進歩に伴い、

市民が世界を射程として活動することがますます容易になってきたことを示

す証左と言えよう。特別大きな存立基盤がなくともまた東京に本部を置かな

くとも世界を射程として活動できるようになってきたのである。

2 公共利益の重視

世界志向団体は 国内志向団体と比較するとその活動目的は明瞭な相違を

見せている。第 1に全団体の団体分類を見ていくと（表 9-6), 国内志向団

体は経済団体が最も多く ついで行政関係団休となっている。それに対し，

世界志向団体では非営利団体専門家団体の順になっている。また世界志

向団体は国内志向団体と比べて．市民団体 学術研究団体国際交流団体

NGO関連団体の割合が随分と多い。国内志向団体はより団体の直接的な利

益を求めるのに対し，世界志向団体はより市民益を追求する団体が多いと言

えるのかもしれない。

「あなたの団体の主な目的活動は次のどれにあたりますか。あてはまるも

の全てに〇印を記入して下さい。」という質問 (Q 3) の回答を比較すると

表9-6 団体分類

国内団体 世界団体

国内団体 世界団体
1979年 1980年 1979年 1980年

以前 以降 以前 以降

股業団体 :30 00 :32 23 00 0.0 

経済団体 21.9 7.4 2:3.2 18 9 85 62 

労慟団体 8.5 37 9.7 49 5 l 1 5 

教育団体 90 85 9.G 75 5 1 15.4 

行政関係団体 10.6 5▼ 3 10.4 12 1 5 1 62 

福祉団体 6.4 cl-.) ,、 5.6 75 43 77 

専門家団休 89 14 8 8.4 10.6 17 l 92 

政治団体 :2:2 l (3 G.4 6.4 2.6 00 

市民団体 37 7'~ 33 57 GO 92 

非営利関連団体 9.2 Iii :3 8.~ iO.G 15 4 12 :3 

スポーツ関連団体 I q 90 18 I :5 9.4 92 

学術 ・研究 芸術団体 :2 l 69 2 l 26 99 l 5 

国際交流団体 03 :)8 05 00 l 7 13 8 

NGO関連団体 I 4 :37 09 23 :3.4 46 

その他 11 0 ;ー)．・）） 6.5 7 J 68 32 

N=l 180 N=l89 N=853 N=あ5 N= 117 N=65 

注）非常利団体以下の分類はその他と答えた1:11体を辻中翌が肖分類したもの表示は叫
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やはり同様な傾向が見受けられる（去 9-7)。 1 ..--.... 6の団体会員・組合員を

対象としで情報提供や，経済的利益追求．行政上の便宜を図るなどの活動を

行う団体は．田内志向団体に比べると世界志向団休では車「並み低い割合とな

っているのである。一方， 7........ 11の会員・組合員以外に対する活動．例えば公

共利益実現のための啓蒙活動などを行う団体の割合で， 担界志向団体は，国

内志向団体の割合を大きく上回っている。世界志向団体は囚内志向団（木に比

べより市民益を追求する団体が多いことを裏付けていると見ることができ

そうである。

さらにそうした傾向は 1980年以降設立された世界志向団休において強ま

ってきている。団休分類を見ると（表 9-6). 1980年以降に設立された机界

志向団（本は経済団体，労慟団体．専門家団体．学術団体などが害I]合を減少

させている。その一方で．国際交流団体が.l.7%から13.8%,教育団体が5.1%

から15.4%へと大きくその害1]合を増やしたのをはじめとし，福祉団体，市民

表9-7 団体の王な目的，活動

l. 会員・組合員への梢報提
{!t 

田内団体 世界団体

(%) (%) 

76.3 68.8 

田内団体（％）

1979年 1980年

以前 以降

79.3 72.5 

世界団体(%)

1979杯 19.:.SO年

以前 以降

75.0 あ.9

2 会員・組合員の経済的利 38.9 

益追求

3. 会員・組合員の生活・権 29.0 

利の防衛

4. 会員・組合員の教育・』Ii 61.2 
練・研修

S. 会員・組合員に補助金・ 12.1 

奨励金の粕旋

6. 会員・組合員に行政上の 10.5 

便宜を図る

7. 梢報を収集し、会員外の 20.4 

機関・団体に提供

8. 政策案を会員外の機関・ 16.7 
団体に提言する

9. 公共利益実現のための啓 27.1! 
蒙活動

10. 他の団体や（固人に資金を 5.9 
助成する。

11. 一般向けのサーピスの提 17.6 

供

11.5 I 41.0 

9.9 I 30.1 

46.4 I vl.2 
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12. その他 l l.6 29.8 I l l.4 l2.6 26.7 3'.l.8 

N = Ll ffi N = 192 I N =葛1 N=269 N=l20 N=65 
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・NGO団休など，市民生活により密接な活動をする団体が大きく割合を伸ば

している。その活動目的を見ても（表 9-7). 同様に卯著な変化が見て取れ

る。 1,......, 6までの会員・組合員向けの活動を目的とする団体が軒並み低下し

ている一方で公共利益実現のための魯蒙活動を行う団体は26.7%から

43.1%へと大きく増加し， また他の団体や｛固人に資金を助成するといった活

動を行う団体もほぼ倍増している。

もともと世界志向団体は国内志向団休に比べると限られた団体員の利益

よりも，より市民全体の利益を追求する活動を行う傾向が強いようである。

しかし，世界志向団体であっても1979年以前に設立されたものは限られた

人のための活動を目的とする団休が少なくない。だが， 1980年以降に設立さ

れた世界志向団体の間では公共利益や市民益といったものの実現を目的と

する団体が増加してきている。もちろん， ごうした活動を行うことが即，地

球化の進展に伴う地球規模の間蒻解決を目指すものとは言えない。しかし，

世界志向団休が国内志向団休よりも公共利益を重視していることは注目すべ

き点であろう。そしてそうした傾向は1980年以降強まってきている。ます

ます市民益という考えに根ざし，国内・国際社会を間わずより良いガバナン

スを目指して活動する団体が増えている現れと言えるのではなかろうか。

3 国家行政機関との関係

世界志向団体が．前節のような市民益という考えに根ざして行動する上で

重要となってくるのが国家の行政機関との関係である。国家の行政機関の規

制やそれへの依存が大きいと， こうした団体の「官僚組織とは異なる視点」，

「草の根からの運動」といった市民レベルの活動ゆえの良さが損なわれてしま

いかねないからである。

そこで，団体と国の行政機関との関係を聞いた質問 (Q8)を見ていこう。

Q 8においては「許認可を受ける関係」，「法的規制を受ける関係」，「行政指

導を受ける関係」， 「行政機関の政策決定や予算活動に協力や支持をしてい

る」， 「団休や業界の事情について意見交換をしている」， 「審議会や諮間機関

に委員をおくっている」． 「行政機関の方が退職した後のポストを提供してい

る」という 7項目をあげ．該当するものを挙げてもらっている。その回答状

況を見ていくと（表 9-8). 図内志向団休に比べ世界志向団体では．国の行
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表9-8 団体と国との関係

田内UI/木（％） 世界団体（％）

田内Fri(本 Ill界団体 1979奸以 1980年以 1979年以 咽（）年以
（％） （閤） 一flヽ/・：/＿ 降 ー/、jlLj 降

叶認可を受ける投1係 38 5 39 0 39/1 没j7 ,10.5 39.l 
法的規制を受ける関係 3(j 0 209 没ぶ3 没so 22.Lj [8.8 

行政指導を受ける関係 49 0 31嶋6 49 9 48.l :l2.8 31 3 
協カ・支持 15 3 lO 2 lS.8 [ti 0 9.5 10 9 
憑：見交換 '.l7.3 3;3 2 37.G 35.6 33.6 35 9 
翫義会・諮1闊委員会に委員を送る l4 l lO.'l l5.G 8.7 l2 9 78 
行政機関退職後のポス

政と関係があると答えた団体が軒並み少ない。牡に．法的規制を受ける関係

にあると答えた団体，行政指導を受ける関係にあると答えた団（本は 世界志

向団体ではともに国内志向団体の 6割程度にとどまるのである。このことは，

世界志向団体は国内志向団休と比較して，国家の行政機関との関係がより希

薄であることを示している。

こうした田家の行政機関との関係は， 法的規制，行政指導などに

ついては，設立年の祈1日によって大きな相違は見られない。相違が目立つの

は．委員派遣が減少している点とポスト提供が倍増している点である。これ

らのことは， 1980年以降に設立された世界志向団体はそれ以前の世界志向

団体に比べると，国家行政に影響を及ぼすと言うよりも田家行政から影響を

受ける立場にあることを示しているのかもしれない。

国家行政機関と距離を取るという姿勢が最も顕著に現れるのが，活動する

上での情報をどこから得ているかという点においてである。「官とは異なる

視点」， 「草の根」ゆえの良さを発揮する上で，国家とは違う視点からの情報

を重視しようとするのは自然なことであろう。活動する上で必要な情報源を
(10) 

とこから得ているのかを12の選択肢を挙げて上位 1位から 3位まで間いた質

間 (Q22) を見ていこう（表 9-9)。それによると，国内志向団体の場合，

必要情報源の 1位は圧倒的に国の行政機関と回答している。それに対し世界

志向団体では，学者専門家が 1位，次いで団体のメンバーが2位となってい

る。必要情報を国の行政機関から得ていると答えた団体は，田内志向団体に

比べると世界志向団体では半分以下になっておりいかに情報に関して且l家

の行政機関に依存していないかが確認できる。
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このような傾向は， 1980年以降に設立された団体ではさらに強まっている。

必要な情報源の第 l位に選ばれたものを見ると（表 9-9), 国及び，自治体

を選んだ世界志向団体は， 1980年以降減少している。一方で，協力団体と答

えた団体が6.4%から16.1%へと大きく増えており，情報面では国や自治休の

団体に対する依存がさらに弱まり，お互いに情報を共有しあうようなネット
(11) 

ワーク型の団体が増えてきていることがうかがわれる。

上記の 2つとは対照をなすのが，補助金に関しての国家行政機関との関係

である（表 9-10)。その活動範囲の広さを反映してか，世界志向団体は全

体的に国内志向団体に比して予算規模が大きい。予算規模が 1億円以上の団

体が国内志向団体では:39.7%なのに対し．世界志向団体では47.3%に及ぶ。

そのため．寄付や．団体員の会費頼みでは活動を維持していくことは困難な

ものも多いようである。そうしたことを反映してか，国から補助金を受けて

表9 9 必要情報源 (1位）

国内団体（％） 世界団体（％）

国内団体 世界団体 1979年 1980年 1979年 i980年
(%) (%) 以前 以降 以前 以降

国の行政機関 27 5 124 28 2 25 7 138 10 7 

自治体 9 ::3 3S 92 87 -l 6 l 8 

政党 07 

゜
07 08 

゜
00 

国会議員 05 I 2 0:2 1 2 09 18 

地方議員 08 

゜
05 20 

゜
00 

学者・専門家 6 1 21 8 :=; :3 87 21 1 i% 

一般のマスメディア 90 100 9.Ll 79 ll 9 :-3分1 

専門紙・業界紙 11 6 88 JI I 13.4 83 10 7 

協力団体 12 7 94 12 8 12 3 64 16 1 

団体のメンバー l ::i.4 :.20 0 15 8 14 2 22 9 16 I 

企業 29 35 28 32 46 1 8 

その他 34 9.4 38 20 0~ 0 ~ 16 1 

N=l 102 N=l70 I N=Sll N=25:3 N=l09 N=沃

表9-10 国からの補助金

国内Ill休 但界団体 1979年 1980年 1979年 1980年

（％） (%) 以前 以降 以前 以降

0円 77.A 70 9 75 4 82 9 7:32 698 

1~99万円 29 :3 J :27 38 2.4 1J 7 

LOO万~999Ti円 )() ,j 6:3 1:2 l 50 7.4 /~5 

1,000万以上 D:3 196 97 8:3 17 0 21 0 

N=(叩 N=l:Z7 N=:il:3 N=l没 N=82 N=43 
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いる団休は国内志向団（木の22.6%に対して 世界志向団体では29.1%と国内

志向団休を若干上回っている。また.1,000万円以上の補助金を受けている団

休で見ると国内志向団体が9.3%なのに対し．世界志向団体は19.6%とほぼ

倍になっているのである。

こうした傾向は1980年以降．＇｝蚕まっているようである。国から補助金を受

けている世界志向団（木は. 1979年以前に設立された団体は26.8%であるのに

対し，1980年以降に設立されたものでは30.2%と増加している。 1980年以降

の且l内志向団体では逆に袖助金を受ける団体が減少していることを考える

と国家が世界志向団体を重視するようになり．補助金を与える団体を増や
(12) 

したこともこうした傾向に拍車をかけていると思われる。実際、国家の行政

機関にとって．その活動の矛先が自らではなく広く世界を志向し， また強い

公共性を有する世界志向団体は補助金を与えやすい対象であったのかもし

れない。いずれにせよ， 世界志向団休は，財源に関しては国内志向団体以

上に国家の行政機関に依存している。もちろん，財政的に且l家に依存するこ

とが即，活動の自由までも国家に拘束されることを意味するわけではない。

実際難民を助ける会副会長の吹1甫氏の言葉によると，「われわれは外務省か

ら補助金を受けていますが... (中略）・・・18年間の活動では外務省から不当

な干渉を受けたことはなく．われわれのポリシーが変わったこともない」

（『外交フォーラム』 1997. 17) ということであり，補助金を受けることによ

って， 活動までが国に縛られるとは限らないのである。

4 ネットワーク形成とマスメディア利用

前節のように国家の行政機関とは一定の距離を保ちながら，必要な惜報・

専門知識 ・ロビイング手段といった活動資源を確保することは容易なことで

はない。しかし， こうしたジレンマを解決する継として注目されるのが，互

いに情報などの資源を共有し合うネットワーク形成とマスメディア利用の 2

つであろう。木節では，活動資椋の乏しい世界志向団体が，国家とは一定の

距離を取りつつ，いかなる行動をとっていたのか見ていくこととしよう。

少ない活動資源を補う lつの方策として，前節でも触れた資源を共有しあ

うネットワーク形成というものが考えられる。こうしたネットワーク形成が

進展したのではないかということは必要悼報源としての協力団休の増加，
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及び他団体との協調関係を間いた質間 (Q27) からうかがわれる。

前節（表 9-9) によると， 1980年以降の世界志向団体の実に16.1%が必要

情報源の第 1位に協力団体をあげており，学者・専門家に次ぐ2番目の割合

となっている。 1979年以前の世界志向団体ではそれがわずか6.4%だったこ

とを考えるといかに急速にネットワーク化が進んだかが見てとれる。さら
(1~) 

に「あなたの団体は下記の諸グルーフとどのような関係にありますか」と

いう員間 (Q27) で協調的，あるいは非常に協調的と答えた団体を見てみ

る（表 9-11)。1980年以降に設立された団休では NGO・ 市民団休と協調的

であると答えた団体は12.5%から27.7%へと大きく 増加している。このこと

は国内の団体が1980年を挟んで全く変化していないのとは明瞭な対照を

なしている。加えて外国の利益団体と協調的であると答えた世界団体も

7.5%から 18.5%へと倍増以上の伸びを見せているのである。 1980年以降設立

された世界志向団体がますます国家という枠組みを離れ．国内のみならず外

国の市民団体とも緊密に協調しつつ世界で活動していることを表していると

見ることができるのではなかろうか。ネ ットワークの網は国家の枠を飛び

出してまさに地球化してきているのである。また.1980年以降に設立された

世界志向団体では外国の政府及び国際機関と協調的であると答えた団体も

表9 11 協調関係

国内団体 （％） 世界団体（％）
国内団休 世界団体 1979年 ］（忍0年 1979年 1980什：
（％） （％） 以前 以降 以前 以降

労慟団体 12 5 10 9 l:3 7 10 8 ]] 7 108 
農業団体 78 2 l 83 67 33 00 
経済経営者団体 22.4 l::i.6 :Z:Z l 祁〇 lSS 16 9 
官似 2°1 7 24 :5 25.7 253 21 7 308 
政党 18 2 12 0 18 9 ]8 2 12 5 i2 3 

大企業 168 :Z:Z.4 17 l 19 3 208 27 7 

マスメディア 20 0 ぷ'F）］ 19 7 24.9 :308 牡6

文化人学者 21 7 :3-q --l 21 S 25 7 308 ,lJ 5 

消費者団体 18 l 99 20 I 15 2 10 0 10.8 

福祉団体 20.4 ](-3 7 212 216 J.:j 2 21 S 

NGO 市民・ 付民迎動団休 1 ,J :-i 17 7 l:S :Z l:i6 12 5 27 7 

女性迎動団体 12 8 10 9 J :3 :5 1:3 0 9.2 J:3 8 

自治体 27 (j 19 8 28 2 :30.9 17 5 26 :2 

外国の政府 ,rn 20.8 5 1 a!.5 17 5 27.7 

国院機関 80 :?9.7 82 89 22 S 43 l 

外国の利益団休 3A ll S .;,') ;J - 33 75 18 5 

N=IJCXう N=l92 N=泌4 N=お9 N=l20 N=65 
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大きくその割合を増やしている。これは1972年固連人間槃境会議以降， NGO

が国連への参加を続け.1992年の国連渫境開発会議の準価プロセスでついに

初の公式参加を果たしたという事実を承けたものであろう（毛利 1997)。国

連などの場でもこのような地球規模でネットワーク化した団体の活動がま
(14) 

すます重要となってきている。

ネットワーク化とともに組織基盤の弱さを補う手段としての積極的なマス
(15) (16) 

メディ ア利用もあげられる。 衿に国家と一定の距離を保と うとする世界志

向団休にとって，マスメディアは有力なロビイングの手段となったようであ

る。前述の協調対立関係を尋ねた貿問で．マスメディアとの関係を協調的で

あると答えた世界志向団体は35.l%と全体の 3分の 1以上にあたりこれは

国内志向団体が20.0%にととまるのとは顕著な相違である。 1980年以降の世

界志向団体ではこの傾向はさらに進み．実に過半数近い44.6%の団体がマ

スメディアと協調的な関係にあるとしている。

こうしたこ とを反映して，世界志向団体はロビイングの手段としてマスメ

ディアヘの情報提供を非常に重視している姿が見てとれる（表9-12)。ロビ
(17) 

イングの手段としてどのような行動をとるかを14の項目を挙げて間いた質問

(Q21)を見てみると，全体として国内志向団体，世界志向団体に大きな相違

は見られない。しかし，マスメディアに情報提供すると答えた団体が国内

志向団体では13.8%なのに対し，世界志向団体では21.9%に及び，記者会見

を開くとした団体も世界志向団体の方が国内志向団休よりも多くなっている

のである。さらに1980年以降に設立された世界志向団体では，マスメディア

への情報提供が大きくその割合を伸ばし (20.0%→26.2%), □ ピイングの手

段の 1位にあげている政府省庁への接触 (32.3%) に迫る勢いである。国内

志向団休に比べて世界志向団体がマスメディアを積極的に利用するという

傾向がますます強まってきたと言えよ う。

さらに過去 3年間にマスメディアに何回ぐらいとりあげられたかを聞い

た質問 (Q24) を見てみても（表 9-13), このことははっきりと襄付けられ

る。国内志向団体はマスメディア登場回数が 0回であると答えたものが

33.5%にも達するのに対し， 世界志向団休でのそれは15.8%にとどまってい

る。その一方で，マスメディア登場回数が30回以上と答えた団体は国内志

向団休では11.8%なのに対し， 世界志向団体では倍以上の25.3%となってい
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表9-12 ロピインクの手段

国内団体（お） 世界団体（％）

国内団体 世界団（本 l979ij, 1980年 1979年 1980年
（％） （％） 以前 以降 以前 以降

与党と接触 16 9 IS I 16.8 182 15.8 15.4 

野党と接触 82 8 .3 79 10.4 92 62 

政府省庁と接触 29 7 :3) 8 30.6 :30 9 '.32 S :32 :3 

発言力を持つ人 14 Lj 10 9 ].ej 2 16 7 JO 8 10.8 

法案作成 29 57 29 :33 so 62 

データ ・↑青報を提倶 17 9 I 9 :3 17 9 197 18 3 21 5 

委員派逍 120 99 13:2 7.8 11 7 77 

一般会員に働きかけ要請 83 6:3 79 10.4 58 62 

直接行動 26 1.6 27 2.6 l 7 l 5 

大衆集会 65 57 7 l 48 (3 7 :31 
マスメディアに俯報提供 138 219 12 7 19 :~ 200 お 2

有料意見広告 38 :31 :32 59 50 00 

記者会見 77 12 0 87 52 12 5 10 8 

迎合形成 22 :3 18 8 214 0 19 :3 19 2 i8.:'5 

N=l咽 N=l92 I N=864 N=如9 N=l20 N=65 

表9-13 マスコミ掲載回数

国内団体（％） 世界団体 (%)

国内団体 世界団体 1979年 I S380年 1979年 HJ80年
（％） （％） 以前 以降 以前 以後

0回 :n5 158 :35 l 28.6 18 7 11 i 

1~9回 35 4 308 :35 2 32 7 26 3 :ri 0 

10~29回 19 3 28 I 17 8 :24 :z 28 G Z7 8 

:30~99回 92 13 7 87 10 l 15.4 11 1 

100回以上 26 I I 6 22 4.4 l l 0 !'.JO 

N=919 N= 146 I N=660 N=227 N=89 N=況

る。 100回以上と答えた団体を見ても，国内志向団体では2.6%にすぎないの

に対し，世界志向団体では11.6%にも達する。 世界志向団体の方が｀国内志

向団体よりも明らかにマス メディアを積極的に利用していると言えよう。そ

して， このマスメディ アを積極利用する傾向も 1980年以降の世界志向団体

では強まってきている。マスメディアに掲載されたことがないという世界志

向団体は 1979年以前に設立された ものでは18.7%なのに対して1980年以降

に設立されたものでは11.1%へと大きく減少しているのである。

だが．世界志向団休がこれほどまでにマスメディアに登場するのは世界

志向団体が単に戦略と してマスメディア利用に積極的であったからではない

だろう。世界志向団体はマスメディアにとっても魅力的な素材であったこ

とも重製であると思われる。すなわち「地球化の進展に伴い．噴出してきた
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地球規模の間閻．それに対応しようとし＼う市民レベル・草の根の活動」とい

う構図は． まさにマスメデ（アにとって格好のテーマとなったと思われる。

そうした活動を行う団休が．より小規模で糾織晶盤が脆弱であれば．それだ
(i8) 

けむ材として魅力を増そう。

まとめ

以上の分析によって 日木における担界を活動射程とする市民レベルの活

動がいかなる闘徴を有していたのか幾分なりとも明らかにされたのではなか

ろうか。地球規模の間題をもたらした通信.,1青報などの技術進歩は同時に

地方の団体．小規模な団休でも担界規模で活動することを可能にした。また，

世界志向団休は国内志向団体と比較すると，その活動目的・団休分類が顕著

に異なり．田家の行政機関とも一定の距離を保とうとし．他団休との協調．

積極的なマスメディア利用を行っていることが確認された。

これらの事実は．より市民に即した箪の根レベルの団体が．広く公共の利

益市民益を求めて活動している表れと解釈できるのではなかろうか。そし

て二れらの団体は，市民レベルの活動の「草の根」性ゆえの良さを損なわな

いために，国家の行政機関に対し一定の距離を保とうとしている。その際，

その活動資源の乏しさが弱点となるが．そうした蒻点をネットワーク形成に

より補い．さらに積極的にマスメディアを利用しようとしていると考えられ

るのである。ここに，市民レベルの活動ゆえの良さと資源の乏しさのジレン

マを解決しようとした努力の跡が見ることができるのではあるまいか。

しかし， こうした解釈が確認されるには，今後，利益団体そのものに対す

るより詳細な調査が重ねられるのを待たねばなるまい。地球化がますます深

化し，地球規模の間題が解決どころかますます増加・深刻化しつつある現在，

こうした市民レベルの活動はその重要1、生を一層増していくものと思われるの

である。

注

（付記） 木章は 「日本における世界志向利益団体の存立・話動様式」『田監

政治経済研究』第 5号， 2000年，に加筆修正を施したものである。
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(1) 本章におし)て，地詠化は i通信・栢報技術などの進歩により．ある出来

事が，それの起こった地域同内にとどまらず広く地球規模で影幣を有

するようになる現象Jという意味で用いる。

(2) そうした研究は，環境分野人権分野に関するものが多い。例えは Thomas

Princen and Matthias Finger, eds. (]994)では尉境間芯に1月わる NGOの多

様な機能を分析している。また宮脇昇 (l998)では NGOと国説機閃の関

係を国連 ・OSCEの比較を通して分析している。また， ThomasG. Weiss 

and Leon Gordenker ed. (l 9~) の Part 2ではこうした分野に加えて．

HIV/AIDSや女1生運動に関する NGOと国連の関係を扱ったものなども収録

されている。

(3) ここで言う団体とは 市民レベルの団体すべてを含んでいる。すなわち，

政策過程にある圧力団体から，政治団体，公益法人．業界， NGO,NPO. 

社会運動まで．社会に存在するあらゆる組織を含むものである。

(4) ここでは国内志向団体 1,1~団休（内訳．市町村レベル199団体，県レベ

ル153団体，広域圏レベル］団団体． 日本全国レベル690団体），世界志向団

体191団体が分析対象である。

(5) 地球化の進展自体は]970年代後半から指摘されている。厳密に待定の年

を地球化の影響が出る境目とすることは出来ないか，木章では19801:j.:の改

正外為法の施行により金融取引が自由化され， ますます地球化の影響が受

けやすくなったという側面も考慮し， 1980年を地球化の影饗の出る境目と

した。実際， R.O'Brienが指摘するように地球化の影響を考慮する上で

金融の国隙取引が最も大きいものであると言えよう。そこではモノの取引

とは異なり， コンピューターを通して世界中がリアルタイムで結びつけら

れ，モノの貿易の何十倍もの取引が行われている。金融取引が自由化され

ると，他国からの影響を飛躍的に受けやすくなると思われるのである。

Richard O'Brien (1992) 

(G) このような傾向は日本特有なものではない。 ThomasRisse-Kappen 

(1995 : 10-11) によると世界中の国際的NGOの数は， 1972年の2,173団

体から1988年には4,518団体へと倍増し，社会運動を行う国際的 NGOの数

に限っても1983年の319から1993年の533団体へと激増している。

(7) 赤石和則 (1998: ll) また辻中翌 (1988:199) も．別のデータから同

様の指摘を行っている。

(8) こうした点を考慮すると. 1980り以降の団体を見る上で地方に出現し

た団体をはずすことはできない。しかし．本章てはデータの制約から．晶

本的には東京の団体のみで団体属性について分析する。東京の団体のみで

はあるが国内団体との比絞及び1980年前後の比較では団体の属性には
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興味深し＼相違・変容が見られるのである。

(9) Q 2では「あなたの団体が閃心のある政策や活動分野はどれにあたりま

すか。あてはまるもの全てに〇印を記人して下さい」という形で財政

金融．通商．業界の性業振興，上木・建設・公共事業．迎輸・交通，通信

．梢報．科学技術．地域間発．外交政策．安全保1噸治安．司法・人中伯

地方行政．労働．農業・林業・水J附消費者．環境．厚什• 福祉．・医療．

田際交流・協カ・採助．文敦・学衛・スポーツ．その他の22の項目を卒げ

て複数選択方式で質間している。

(lO) この選択肢は以下の通りである。囚の行政機関， 自治体．政党．国会議

員地方議員学者・専門家．一般のメデ（ア．専門紙・菜界紙協力団

似団体のメンパー，企業その他。

(lり ここでいうネットワーク型の団体とは，互いに楕報などの資源を共有し

あう比較的継続的な関係にある団体のことを指している。いわゆるネット

ワーク理論のように．その関係構造を分析することは本稿の目的ではなく，

そうした継続的関係にあること自体を重視している。なお．ネットワーク

理論については D.Knoke (1990)。

(12) この点に関して．例えば會外務省による「NGO事業補助金」を受ける団

体は 1989鉢15団体.8,258万円だったものが. 19図年には49団体,4億1809

万円へと団体・額とも大幅に増加している。また. 1990年からは．郵政省

による「国際ポランティア貯金」が始まり， この補助金交付を受ける団体

は197団体， 24億8,212万円（出年度）に上るなと，世界で活動する団体へ

の補助金自体が大幅に拡大されている。

(l3) そうしたグループとして， ここでは以下のものを挙げている。労働団体，

農業団体，経済・経営者団体，官僚．政党．大企業．マスメディア．文化

人・学者消費者団体，福祉団体. NGO・ 市民運動・住民運動，婦人・女

性迎動， 自治体，外国の政府．国際機関．外国の利益団体。

04) 近年の NGOのプレセンス増大に伴い， 19%年 7月， NGOとの協議制度

を改訂し協議を拡大することが試みられた。現任では国連は NGOを3

つのカテゴリーに分け．その能力や目的によって．議迎提案権，発言権．

意見書提出権．オブザーバーとしての出席などを認めている。経済社会理

事会決議19%/31,19%什,7月25日。しかし．各国の反対などもあり実賀的

な協議拡大はあまりもたらされなかった。田連とNGOの関係については，

馬橋憲男 (1999) に詳しい。

詞 マスメディアと利益団体の関係一般については本翡では．紙幅の閃係

から正面からは取り上げていないが．簡単に符徴を指摘しておく。マスメ

ディアと団体とはおおむね協調的な閃係にある。特に活動対象範開が広い
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団休，設立年が新しい団体ほど，マスメディアと協調的な関係にあるもの

が多い。一九団体を掲載する側のマスメディアにも一定の選好が見られ

る。例えば広く会員外向けの活動を行う団体，地理的活動範間が広い団

依設立年の新しい団休を，マスメディアは頻繁に取り上げている。こう

した団休はマスメディアを積極的に利用しようとしている団体でもあり

お互いのニーズが一致しているといえる。不牡定多数の人に栢報を発信す

るというマスメディアの特性を考えると， こうした一致は当然といえば当

然かもしれない。また・ マスメディアが新興の団体を取り上げているのは

既存の価値観にとらわれず，新しいものを取り上げようとするマスメディ

アの姿勢の表れと見ることも可能かもしれない。こうしたことは保守的

な人が執行部に多い団体よりも，革新的な人が多い団体ほと頻繁にマス

メディアに取り上げられているという事実からも推測されうる。蒲島郁夫

は 「マスメディアは権力の核外に位附し，権力から排除される傾向にあ

る社会集団の選好をすくい上げ」るという見解を提示しているか（蒲島郁

夫 1990:8). 同様な傾向が本データにおいても見られた。以上詳しくは．

拙稿「団体とマスメディア」近刊予定を参照。

⑯ マスメディアの日本政治における影響力については意見の一致があるわ

けではない。例えば蒲島郁夫 (1990) はエリートの意識調杏のテータ

を用いてマスメディアの影饗の大きさを実証しているが會 これには石川

真澄 (1990) が枇判を投げかけている。

(1刀 こうした項目としては以下のものを挙げている。「与党と接触する」 r野

党と接触する」會 「政府省庁と接触する」， 「政党や行政に発言力を持つ人を

介して働き掛ける」． 「法案の作成を手伝う」， 「技術的・専門的なデータ・

情報を提供する」． 「審議会や諮間委員会に委員を送る」， 「政党・行政に対

して手紙・電話などを用いて｛動き掛けるように一般会員に要請する」． 「座

り込みなとの直接行動をとる」． 「大衆集会を開く」， 「新聞などのマスメデ

ィアに情報を提供する」， 「有料意見広告を掲載する」・ 「記者会見を行って．

団体の立場を明らかにする」、 「他団体との連合を形成する」。

08) この点については蒲島郁夫 (1990) はエリートの意識調査のデータ

を用いて実証している。蒲島によればマスメディアは新興集団でし

かも集団固有の利益ではなく，社会全体に利益を与えるような公共財のた

めに活動している集団に好意的（前褐論文： 18, 22) なのである。世界で

活動する団体はまさにこのような団体であると言えよう。
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比較の中のH本：

社会過程・政治体制と市民社会組織•利益団体



第10章

比較のための分析枠組み

辻中豊

第m部の第10章以降は比較（韓米，および独）の中で日木のデ
ータの特徴を観察したい。

欧米の利益集団論の主要分野を要約し．近代化・社会発展モテル，

空間モデル，制度化・権力規制モテルを統合した「統合空間タイナ

ミクスモデル」を提出する。そこから，国家・制度化の方向と，社

会からの組織化， リソースの力向の 2側面から， じとして量的な側

面に光をあて日本の利益団体の条件や仮説を構想する。
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はじめに

私たちは本料においては政策過程．政治過程．社会過程（政治休制）

といった 3層モデルを枠組みとして． 日木の市民社会組織と利益団休につい

て分析してきた。なお日本をめぐる分析課題は残っている。私たちは 日本

以外にも，韓国アメリカ．ドイツと JIGS調査やその他の関連調査 (GEPON

調査など）を遂行しており、残された課題は各2カ国比較の中でさらに検

討をつづけ．最終的には総比蛉の最終巻において課題を果たしたい。

本箪では． 日本を把据し位附づけるためにまた今後進めてい く比較分析

のために.lつの分析枠組みを提出してみたい。 3脳モデルは現実の模型と

いう』一意味でモデルであったがここではなぜそうした現実があるかという

説明を念頭においた枠組みである。そのためにまず私たちの研究の背景を

なす利益集団研究の歴史を拡り返っておきたい。

利益集団研究の歴史はほぼ l但紀に及ぶ。欧米を中心に世紀転換期に登場

した．大衆蓮動や大衆政党がその契機であった。とはいえ最初の半世紀は英

米中心であったから，地球大で考えれば．第2次大戦後の半世紀の歴史であ

る。集団研究は，まずアメ リカを中心として. 50-----.,60年代には集団（グルー

プ）理論を生み，それは近代化論，多元主義．ポリアーキー，政治システム

論システム論的な構造機能分析と親密な関係をもった。その後. 70年代に

は欧州を中心に，ネオ・コーポラティズム，多極共存型民主制，デュアリズ

ム，新しい社会蓮動論などが展開した。アメリカでは Olson(1%5)以後は，

合理的な選択論が， ミクロな理論として有力でありその対抗において，資

諒動員論や政治的機会構造論などが発達した。後述するように. 90年代に入

って新多元主義として，人間関係資木論が Putnam(1993)によって提唱され，

associationが再度，脚光を浴び始めた。

筆者は こうした理論と分析の系譜が現実における集団化の波と密接な関

係があると考えている。ここではこの分野における主要な研究方法を，ア

メリカにおける1950年から95年までの全ての利益躾団研究を検討した最も（本

系的な理論的レピュー研究てある Baumgartnerand Leech (1998)にもとづい

て，整理しておきたい。彼らの整理は（憂れているとはいえ， アメ リカに視野

を限定しており視野が狭い。それゆえ文化的バイアスからも逃れてはいない。
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利益集団研究の知識社会学的検討は今後の課迎として残しておきたい。

1 現在の利益集団研究の主要分野

Baumgartner and Leech (1998: 11-13, 169-174)は半世紀にわたる利益集

団研究において進展が見られる分野として以下 5分野を指摘し，その理由を

分析している。彼らの説明に筆者の解釈を交えてまとめると，以下のように

述べることができる。

① M. Olson (1 %5) に始まる動員研究。

利益団体がいかにして人々を動員し．形成・組織• 発展するか。 Olsonは，

Bentleyに始まる集団理論だけでなく， K.Marxに代表される階級闘争理論

労働組合理論など多くの集団と政治の理論が，誤った莉提にたっていると批

判した。つまり，政治的なロビイングを目的とする組織は，一種の集合財を

追求するので一般のメンバーや組織外の大衆はもし可能ならフリーライ

ダーとしてその便益を享受したいと考えるのが合理的であると論じた。こ

の論理によれば大きな集団は組織化が困難で，小さいお互いが確認でき

る集団例えば寡占的な業界の団体だけが自然に形成される。大集団は他の

刺激，強制力や飴にあたる誘引が必要なのである。この且且論は集合行動の

演繹理論であるが， 70年代以降の利益団体研究を方向づけ，多くの参加動機

の研究外部の財政支援や資源動員の方式の理論的研究を産み出した。また

この理論に触発された実証研究は団体への参加．動員がいかに社会構造的

な歪みをともなっているかについても．検証した。この分野の強さは.Olson 

理論という概念枠組みの共通性にある。この分野に関して， 日本ではほと

んど理論紹介の域を出ていない。

② Milbrath (1 %3)に始まり Schlozman& Tierney (1986)やJ.Walker (1991) 

などを含む大規模な利益団体サーベイ。

①が理論 しかも個々の成員や組織外の大衆と組織や指導者の関係を理論

化したのに対して， 60年代以降の行動科学研究の傾向は利益集団の領域で

も，大規模なインタビューや質間紙による調査を産み出した。ここでも Olson

理論の影響が見られ．組織の形成要因．財源. 0ビイングとその影響・効果

などミクロな要因を探求するものが多く見られた。ロビイング戦術研究が進

んだ。この分野の強みは，注意深いサンプリングによる大規模な標本が，団
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休のメンバーや活動についての実際の梢報を提供しただけでなく．様々な則

論の検証を可能にしたことである。日本では．村松・伊藤・辻中 (1986)か

らこの接近法は出発し．木JIGS研究もその系譜にある。

③｛固別の政策頒域と利益日I(本の研究。

農業政策．保健政策，労働政策，消費者政策，行政改革政策なとでの利益

団休の役割や影響力を分析し論じたもの。各政策領域において，いくつかの

政策決定事例を取り上げ．そこに様々な利益集団．利益団体がいかに関連す

るかを詳細に検討しようとする。当初は，少数事例の丹念な経験的分析が

主であったが．次第に団体の選出方法や政策事例の選出方法に洗練が加えら

れ，政策認知コミュニティ (epistemic) という概念や政策ネットワーク研究

など新しい方法論も導人された。この分野の強みは団体を孤立したものと

捉えず，政治的文脈の中で，その関係ヤ上において分析したことである。大嶽

(1979) に始まり， Knoke,Pappi, Broadbent and Tsujinaka (L 9~) などによっ

てこの分野は日本では展開している。

④社会運動研究。蓮動の発生．蓮動企業家の役害I]。

Olsonの理論とは裏腹に60年代末から70年代にかけては多くの大規模な社．

会運動がアメリカだけでなく世界中で発生した。こうした現実を分析し，理

論化する多くの研究が生まれた。そこでは運動を始める指導層の研究．つ

まり運動企業家の役割やその論理の研究，またそれに追随し参加する人々の

動機，アイデンティティなどの功利的要因以外の要因，運動への文化的な枠

付けなど広い意味での動員構造，国家の制度・行為や政治過程アクターの配

薗が産み出す政治的機会構造，などそうした運動に有利な要因の研究が生ま

れた。運動研究は，動員問遅に直面するとともに，その多様な解決にも向き

合うことになったのである。③同様，広い文脈の意識化がその強みである。

日本ではもっばら社会学者（片桐 1995, 社会蓮動論研究会編 L994など）に

よって導入されている。

⑤団体の政策役割に関する比較政治体制研究。

70年代以降世界的に生じた祈しい集団研究は，政治体制誦と利益団休論の

融合による利益媒介構造論，政策過程構造論というべきマクロな配置を焦点

とする研究である。石油ショック後，先進田における体制危機を政治的に調

整するに際し，政府機関一集団の関係構造の違いか重要である， という問題
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意識が生まれ，比較研究がなされた。多元主義に対して， ネオ ・コーポラテ

イズム，国家主義多極共存型民主制，クライ エンテリズムなど利益媒介 ・

政策媒介研究のための体制概念が発明された。欧州やラテンアメリカ 日本

（稲上ほか19出）などアジアでも比較研究が盛んになされた。この分野はア

メリカで中心的であった①の分野の対極をなす．最も広い文脈璽視の，マク

口比較研究であるという強みを持つ。

①から⑤という多様性はあるが脅 アメリカにおいては 専らアメリカの圧

力団休を念頭において，①の動員研究を中心とした「洗練された（政治的に

は）無意味さ」を特徴とする研究傾向が発展した (Baumgartnerand Leech 

xvii)。1950年代の「前の世代の集団理論家が持っていた會すべてを説明し尽

くそうという野望は，手際よく捨て去られた」。「集合行動のディレンマのも

つ分析力に利益集団の文献は余りに依存し過ぎた結果、 自分達の研究の集団

行動のディレ ンマに直面したのである。」つまり政治学者自身が政治現象

を総体的に解き明かす，複雑で大規模な，長期間を要する， 蓄積的な研究プ

ロジェク ト（集合行動）をいかにして組織するか である (ibid.)。①の研

究に力を注ぎすぎた結果その機会費用として他の研究分野は軽視された

のである。 BaumgartnerとLeechの結論はだから，理論も確かに大切だが

扱う範囲は広く (scope), 他のアクターを含めた政治的な文脈 (context)を

重視せよ，そして権力影懇力， 体制を扱い，比較せよ， というものである。

換言すれば，利益集団政治の研究は当初現実的なミクロな記述研究とマ

クロな集団理論として出発したが． その後実証性や論理性を強調した結果

これまではミクロやせいぜいメソのレベルの研究が主であることがわかる

（日本では事情が異なり，多くの分野で研究が絶対的に不足している）。その

成果は否定できないが今後発展する方向としては再び利益集団とマクロ

な政治理論との関連利益集団の活動するコンテクス トの重視と他のアクタ

ー関係を踏まえた広い視野の研究であると考えられる。その際，世界各地で

の多様な発展を念頭におくべきである。世界では歴史的な経路規定性からい

くつかの地域別に利益集団に対する視角の違いが生じている。こうした違い

を確認するのは相互理解に不可欠であると同時にそれを踏まえた比較分析

と，新しい理論化がグローバル化する担界で必要となっているからである。
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2 比較利益集団研究の分析枠組み：試論

以上のことを念頭に罹けば， これからの利益集団研究の方向は， (1) 中『カ

と影響力への関心， (2) 政策決定へのインプット（動員・表出）だけでなく，

アウトプット（包摂・統合），および双方へのバランスのとれた関心， (3) (I) 

(2)からマクロな政治休制構迅への関心， (4) マクロな政治（社会）体制論の

検討に見合った方法と対象の設定， (5) (4)の 1つの柱として，比較政治分析

方法論の間発， (6) グローバル化する世界，相互依存化する世界という文脈

要因の理論化，が必要であることが理解されよう。これまでの理論の歴史を

振り返っても．それが歴史的に規定されたものとはいえ．現在もなお有効な

理論枠組みがある。それをここで試論として整理し，木研究での市民社会糾

織・利益団休研究の分析枠組みとしよう。

2-1 近代化・社会発展モデル (A)

まず，最初に取り上げるのは， Be叫 ey(1908, 1~7), Truman (1951, 1980) 

の集団理論以来の社会重視の考え方である。社会発展の規定I~上を重視し，、社

会が発展する，つまり成熟し，多様な機能や構造に分化していくことが，利

益集団発展の大きな条件であると考える。それは社会・経済の近代化が政治

の近代化，自由民主主筏をもたらすという近代化による政治発展モデルにつ

ながる。無論一方的に社会発展が利益集団を規定するのではなく，民主主義

体制の樹立，その定着，発展が団（本政治の基礎であり， また逆にそれらが民

主主義を育てる条件となるというように，相互規定↑生も指摘するが，その側

面は深く検討されていない。しかし， こうした考え方には，社会的な不均衡

が生じた時には不満撹乱，抵抗が生じ，それが祈しい集団の組織化，政

治化によって是正されるという均衡化の機制を伴うことが多い。

集団理論，拮抗理論，多元二じ義，多元的民主主義論，参加民主主義論など

がこの系譜に属し，近年の市民社会論，人間関係資本論もそうである。 Putnam

(1993)は『民主主義を機能させる』において， socialcapitalを蓄積した CIVIC

communityが独立変数となり政治的業禎を規定する，という命題，そして

social capitalに関して，その操作的定義として，市民社会のある種の集団化，

ある種の組織・団体がその指標となるという方法を提起した。確認すべきは，
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人間関係資本は政治的なパフォーマンスを被説明変数とする独立変数であ

るという点である。即ち，

人間関係資本 socialcapital→市民社会組織の指標association→政治的業績

という図式で Putnamは考えているということである（井戸 2000)。そして

この人間関係資本は社会的，歴史的に形成される。政党や国家・政府の役割

が小さく（もしくは役割がなく），「無規定な水平型集団」の意毅を強調す

る社会規定型の理論構造というべきでそれはかつての集団理論ー多元主義

とほとんど同型である。

こうした考え方にたてば 近代化において先行したアメリ カなどの西欧先

進国において最も利益団休が発展し．それを残りの旧々が雁行的に追随して

いくモデルが想定できる。単純なようだがなお否定できない側面をもつ。

それゆえ大抵の利益集団利益団体の研究は暗黙になおこの団体世界の近代

化モデルを前提としている。

他方でもっと価値中立的にこのモデルを考えれば，近代化は資源を一般

的に豊かにするだけでなく， 資源に対する分化した多様な利益も産み出す。

市民社会組織が生れ．利益団休として活動するにはまずこうした資源が社

会のどこかに必要である。

以上の図式自体はかつての多元主義と同様米国型といえるだろう。政

府や政党の役割が小さいこと．政治体制の変動が意識されていないことにそ

れはよく現れている。

2-2 空間モデル，マクロな市場空間論 (B)

(A)のいわば近代化にともなう利益団体の自然史的な発展の考え方に正

面切った批判を理論的に加えたのが.Olson以来の集合行動論であった。そ

れは論理的には発展し洗練されたがその時代の現実すらも理論的には説明

できず，大きな課題を残した。自然史的な (A) の考え方も集合行動論も

アメリカの現実そのものであるかと思われる 2つの側面多元主義と功利主

義的な個人主義． を理論化したに過ぎないようにも見える。

政治経済領域か ら生 じた 1つの新しい考え方は NGOに関する休系的比較

研究から生じた。 NGOやNPOの研究は.90年代に急速に台頭したがそれ

が先進国にとどまらず多様な政治社会（木制を横断して展開されるとき
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Olson流の演繹論迎的な枇判でなく，経験的な批判の視角を生みだした。つ

まり NGOやNPOに関しては社会的な資源の乏しい発展途上国において

も急激な発展が見出される場合がある。逆に先進囚である日本は往々にして

NGO後進国と指摘されてきた。女1生蓮動や人権蓮動だけでなく．多様な開発

関連NGOでもそうである。例えばフィリピンやバングラデシュ，タイな

とでそうした NGO「先進性」が発見された。

15ヵ囚のアジア諸国を分析した重冨真一 (2000: 6 -16及び2001) らは，

各囚における NGOの現象形態を規定する要因として,NGOの主体的な属性．

（思想的．社会的背景，経済的且盤など）に加えて、

NGOの経済的スペース（市場囚家社会による資源配分の欠陥）

NGOの政治的スペース（田家と社会による規制制度）

の2つの要因を指摘した。後者は次の政治権カ・制度モデルと共通するが，

前者は NGOに対する需要という観点から捉えた点が特徴的である。他の機

制が．つまり，国家政党や企業伝統的な宗教などの社会組織などが十分

経済的な需要に応えていなければ， NGOにも活躍の場需要を満たす機能

を発揮できる場空間があるとみる。特に国家がこうした資源配分の欠陥を

との程度埋めているかが空間を測る上での焦点である。 NGOは，単に資源を

動員する王休であるだけでなく，国家や市場に代わって国民に財やサービス

など資源を供給する主体でもある。

彼らの考え方は十分理論的に展開されているわけではないが．他のアクタ

ーとの関係でのコンテクストを，政治，経済の 2側面から捉え，比較政治的

に多くの社会で検討したことによって説得力を増している。上記の近代化論

の対極というわけではないが，それによって十分況明できない国家間の相違

をうまく説明している。

例えば日本の場合も，官僚制度，企業，政党．伝統組織との関連で，新し

い団休がその空間をもてるかどうかが重要になる。近代化の初めに空間を占

拠したアクターと，その後新規参入を目指したアクターの関係，また団体の

分野でも，初期に参入し早々に高い市場占拠を行った団体とその後の新しい

団体の関係にこの考え方は十分適用できるだろう。

2 -3 制度化・権力規制モデル (C)
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国家は空間モデルでも資源提供公益サービスという観点でライバルと

してのみ団体の世界に関連するのではない。い うまでもなく法制度行政制

度，税制度自治制度など多くの制度を通じて，公的権力を用いて，直接

団体世界を規制する。例えば

①団体の設立に関する規制

②団体の運営に対する規制（監督，会計検査．報告義務，活動許可）

③税制の優遇

④国家補助金と委託

⑤法的基fi楚（法人格）

⑥間接的手段による規制

などの点から、国家は団休を規制できる（ペッカネン 2000: 77, Hall 1999. 

Levi .1999)。抑制も推進も可能である。国家ないし他の公的権力の発動．制

度によって．団体の世界が大きく変貌することはいうまでもない。直接的に

は この政治権カモデルの説明力は高く ．これは固有の政治学の領域であっ

たし， これからもそうである。

ネオ・コーポラティズム論国家論 制度論が弛調してきたのはこの側面

である。国家権力などの公権力は上記のような様々な制度を通じて．集囲

の組織化を妨げ，団体を産み出し．規制し．方向づけ，囲い込み．正当化し

抑圧・促進の両側から団体世界を形成するのである。

2-4 グローバル化モデル (D)

私たちは これまで国内政治過程を暗黙の前提としてきた。しかし，現代

の最も大きな変動要因の lつはグローバル化である。経済や社会がグローバ

ル化するのと同様政治過程もグローバル化してきたのである。つまり， 20

世紀の最後の四半世紀に他の国国院機構地域統合機構多国籍企業

NGO, シンクタンクなどが国内外の政策決定に重要な役割を果たすようにな

り，世界の諸地域．諸社会が相互依存の度合を深めるにつれて，国内と国家

間の政治以外に政治の領域自体が急速に拡大した。いまでは 国i祭機構から

国家地域企業市民まで無数の異なるレベルを交差する政治過程が登場

している。現代ではトランズナシ ョナルな利益団体も同様な機能を． この多

次元的な空間で果たしているのである （ヘルド 2000.Risse-Kappen ed.1995)。
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利益団体が国家の枠をはみ出していまではあらゆる所で訴羅しているのであ

る。しかも， 80,....__,90年代以降のインターネッ トを核とする情報技術革命はそ

れをいとも簡単に可能にしたのである。極めて多様な利益団（木という組識媒

休がいまではインターネットを経由して世界の利益団体と，世界の無数

のアクターと一直接ネットワークを形成する時代が到来したのである。グロー

バル化したマスメディアがその動きを増闘し伝達する。

ここでの利益団休研究にとっての要点は

①国際的に活動するトランズナショナルな組織，その国際利益集団機能

②主として国内で活動する利益団休へのその影響

③国家相互間組織厄l際政府組織、国際NGOなどの トランズナショ ナルな

組織の．国内組織への影響（田内利益集団機能）

④世界的なマスメディアの役割， トランズナショナルなマスメディアの相互

関係

⑤これらの複合の結果，地球的な政治過程という新しい政治の場や機制の台

頭

といった環境の地球化，横からの入力という内容である。利益団体研究の地

球化である。

2-5 文化・規範モデル (E)

(A)から (D)の全てのモデルにおいて，団体の形成，発展から団体と国

家との関係，他団体との関係，企業や官僚制との空間の取り合いなど，各社

会での規範，文化的な認識フレームの役割抜きには理解できない。ここで詳

細を展開できないが，団体と文化，社会規範の役割は大きな今後の研究焦点

である。日本の市民社会に関しても．「日本人の集団指向」と「お上指向」と

いう一見対立する文化的指向が指摘されることが多い。

文化的なフレームや規範には2つの側面がある。人々が団体を組織し，活

動する際の，内的規範の問題と．そうした団休を認知する各アクターの規範

や認識枠組み (frame,framing)の問題である。先のグローバル化との比喩で

言えば，文化 ・規範の問題は利益団休研究の歴史化である。
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3 一つの統合した理論的モデル：

変動発展と団体セクターの位附づけのために

以上， 5つの新しい理論的方向を検討したが．本書では韮の 3者

(A) 近代化・社会発展モデル（社会資源動員）

(B) 空間モデル，マクロな市場空間諭 （場の市場的競合）

(C) 制度化・権力規制モデル（公権力規制・抑圧・促進）

の3つのモデルを統合し．「統合空間ダイナミクスモデル」を全体の枠組みと

して構想したい。無論 (D) (E) の側面も重要であるが，本書では規範

は政治権カモデルを通じて，グローバル化は近代化・社会発展モデルを通じ

て表現されるものと仮定する。本モデルも，一定の仮説を構想するものの．

完成したモデルではなく，政治システム論のモデル同様（富永 1984: 255), 

比喩的な図式分析の位罹づけを可能にする枠組み，たたき台に留まってい

る。

以下に示す統合モデルは，「近代化」と「制度化」に着目する点では占典

的なハンティントンの政治変動モデルと同様である (Huntington1~)68. Tilly 

図10-1 統合空間ダイナミクスモデルと 4団体セクターの位置

国家・制度

次元
(Y) 

企業関連領域
(b) 

社会・資源次元 (X)

伝統的共同体

(C) 
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19図）。彼は政治変動のパターンとその間題性を理解するモデルとして，近

代化・制度化関係を考察したが， ここでは利益集団，市民社会組織，利益

団体の発展（変化）を説明するものとして描いている。

図10-lの統合空間ダイナミクスモデルの特徴や含、意は，以下に述べる通

りである。また図10-2は，近代化・社会発展モデルと制度化・権力規制モ

デルと対比しつつ， このモデルの総合f生を比喩的に図示したものである。

(1)近代化／社会発展要因が規定する社会・資源次元（横判!X) と制度化／

政治権力規制要因が規定する田家・制度次元（縦軸Y) の統合を図っている。

横軸：近代化論的な社会発展の程度，豊かさと社会分化の程度を示す。市民

社会組織，利益団体の世界に動員されるべき「資源」を提供する次元である。

軸が原点から離れ伸びるほと，発展していることになる。

縦軸：国家制度による規制，憲法，根拠法，法人制度，税制などを示す。市

民社会組織• 利益団体の世界に活動の正負の意味での「自由」を提供する次

元。規制による抑圧や促進を示す。軸が原点から離れ伸びるほと自由もしく

は促進的である。

どちらかの軸の伸縮がともに広い意味での利益集団空間の規模を規定する。

ここで利益集団という機能概念を再度持ち込んだのは， この空間自体は，利

益団体によって必ずしも担われるとは限らないからである。しかし， この絶

対的な規模の大小は利益団体にとっても重要である。但し，

(2)外枠の面積で比喩される「利益集団空間の場・規模」，内側の面積で比喩

される「利益団体（市民社会組織）空間の場・規模」の区別には意味がある。

利益集団世界の基本規模・

資源 (X軸の長さ） X自由 (Y軸の長さ）

利益団体世界

資源(X)X自由 (Y)一国家関連領域(a)ー企業関連領域(b)一伝統的共

同体関連領域(C)

JIGS調査ではこの利益団休世界の「形」や「特性」を浮き彫りにしようと

した。それは，囚家や企業から侵食され，影響を被る可能性．がある。また利

益集団空間や利益団体空間の収縮は，それ自休大きな政治過程の紛争要因で
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図 10-2 利益団体空間の発展を説明する 3つのモデル

A: 近代化／社会発展モデル

(Y)Q二□
仁〉口

B: 制度化／権力規制モデル

B-1 制度化（自由化）

．・ー・ .・.―.・.・.・.・.・.・.・.・ 

(Y)口drq□lq 
B-2 国家干渉、浸食

(Y) 

亡 仁〉

(X) 

C: 統合空間モデル

(Y)ロ
｀ 

(X) 

~ 

(a) 
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ある（図10-2に「衝突マーク」を人れることでその意：義を示した）。

(3)この摩擦や紛争とも関連して．利益団体（市民社会組織）但界における

各セクター類型の位置と関係も重要である。一応．仮定として．資源軸(X)

（企業占拠地(b)) に近い生I崖者団体，制度軸(Y)(固家占拠地(a)) に近い

社会サービス団体，伝統的共同休占拠地(C)に近い宗教団体，そしてそのど

れとも異なる場にアドボカシー団休を布附してみた。この位置関係は一つの

仮説に過ぎない。どうした位僅にあるかは．木書および本シリーズの解明課

題である。

このモデルは (2000) に刺激を受け，その空間モデルを改良し

たものである。それとの違いは第 1に重冨にあってはどの社会でも，経

済的な需要は一定とし．一定規模の枠内で．国家や市場とともに NGOがそ

れを競い合うという関係を間類としていた。つまり利益団体の相対的な比

重を間題にし．全空間の規模は一定であった。本モデルは，社会・資源次元，

国家。制度次元の両方で，座標は拡大・縮小することがあると考え，空間自

体のダイナミクスも考える点が異なる。つまり，図10-2に示されるように．

社会・資源的な要因でも国家・制度的な要因でも，団体の空間つまりそ

の存在や活動は規定されるのである。第2に，重冨モデルでは，国家（政府），

市場（企業），既存社会（伝統的共同体）の 3主体との競合を重視しているが，

それだけでなく利益団体空間における団体セクター間の競合占拠関係も本モ

デルでは重視する。内と外の 2種類の競合を想定し，弁別する必要がある。

第3には，重冨モデルではこの各次元に関して上記のような既存理論との

関係づけが十分でない。ただ本モデル自体，仮設的な枠組みであり，今後の

理論化と分析の出発点に過ぎない。

4 統合空間ダイナミクスモデルからみた各章の位附づけ

このモデルを分析枠組みにして， これまでに述べた各章および以下に展開

する各章を位罹づけてみよう。

本章以前では， 日本の利益団体空間の内部が主として観察された。第［部

第2章で日本の市民社会の政治化について比較的に分析した。ここでの日本

のロビイングの，選挙・予算活動を除く低調さが発見された。また他アクタ

ーヘの評価では，官僚，農業，外田関連のアクターの高さ，マスメディア，
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労働，市民関連団休の低さか印象的な特徴として検出された。国家関連領域

の利益団体世界への進出．外圧が注目できる。第 I]部ではそうした全体的

特徴を，各アク ターとの関係において分析した。国家や企業関連領域のこ

れまでの規定I生とともに，その縮小や変容も蜆察できた。

これから展開する第皿部では利益団休空間利益団体lit界の形状つまり

規模と形成を位罹づけ，社会軸と制度軸からの日木を分析する。第11章では，

国家からの制度化の在り方としての．法人化の量的な状況を捉える。また社

会的な事業所としての組織化，電話をもった活動休の状況の把握は社会的

な側面からの組織休，活動体の規模と見てよいだろう。第12章では組織体

と活動体という形での利益団体の歴史的形成を分析する。そこで 日本の団

体世界の発展を他の国との比較で押さえるとともに日木の中でとの団休

セクターが先行し， この空問を占拠していったかを把握することかできる。

第13章では現在の団体世界が有するリソースを比較する。

日本の位置は戦後,__,go年代までの空間枠組みの一員した拡大と発展指向

型国家的な国家・企業による占拠， 90年代における地球化．脱規制化（国家

後退），地球的な大競争化と日本経済の構造転換的な長期不況（企業の後退）

既存の団体の哀弱・後退， さらに新規の枠組み作成 (NPOほか）という両要

因の交錯の中で特徴を考察することが重要となるだろう。



第11章

制度化・組織化・活動休

三：豊
まず市民社会組織に対する国家からの制度化を法人（制度）に

着目し，対米比対韓比で検討する。特に非営利法人での米日韓比

に注目する。米国の大きな法人化への自由度や，日本の国内対営利

法人比割合などに興味深い発見が見られる。

組識資源は社会から倶給される。組織化レベルでの最大の発見は，

制度化での大きな違いに対し，組織化レベルでは大きな量的な違い

がないことである。他方， 3カ国の団体種別構成比には明確な違し）

が見られる。活動体レベルの団体の量の面では，制度化同様に首都

では米国は日本の 3倍以上，韓国は半分以下と差があるが，地方で

はかなり類似し， 日本が最多であることが見出される。このレベル

の団体種別の構成比では各国の個性が見られ， 日本ではやはり経済

団体と行政関係団体が多い。

団体の，制度化，組織化，活動体の各国間の違いは統合空間ダ

イナミクスモデルで説明される。制度化の違いは各国政治体制の

団体の法人化への許容度の違い．利益団体（政治）への自由度の違

いを示唆する。組織化レベルでの類似性は一定の産業化，豊かさ

のレベルに達した社会は同程度の利益団体を生み出すことを示して

いる。

組織化において日本より韓国が数量的に｛憂るケースが見られるが

利益集団世界の規模ではなく利益団体空間の占拠関係で理解するこ

とができる。国家の制度化ではやはり米日翰の順で自由度が下が

るが社会空間的にはそう大きな違いはない。ただ占拠関係として

日本での経済団体行政関係団体の比重の大きさから推察されるよ

うに日本は恐らく、なお国家関連領域企業関連領域が他の 2国

よりも大きく，利益団体空間がそれらによって侵食されているとの

推論ができる。
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はじめに

私たちは，市民社会の組織利益団（木を分析するに際して「組合・団休と

認識されているもの」を研究対象と定めた。ここではその意義を確定する

ためにそれ以外の把握の（［方と比較して検叶する。すなわち，且l家による

制度化と社会からの組織化という観点である。

私たちは，団休世界の変動や発展と多様な団休セクターの位齢づけのため

に．国家・制度・空間次元と社会・資源・空間次元からなる「統合空間ダイ

ナミクスモデル」を構想した。このモデルから見れば｀制度化とは言うまで

もなく前者の次元と関係し，組織化とは後者の次元と関係する。田家が個々

の団体に見合った法人制度などを作ることによって制度化が進行する。また

社会が資源を提供する， もしくは社会の資源が動員されることによって，集

団から組織が誕生し，組織化が進行する。この両者と関連して．利益集団の

空間が形成され．発展する。その空間に関しては再び．囚家関連組織や企

業関連組織， さらに伝統的組織から侵食もありうるので，それを引いた形で．

市民社会組織の利益団休としての存立と活動が決定されるのである。

ただし，現実において制度化と組織化はそう単純に国家サイドと社会サイ

トに分類できるわけではない。現実に団体の集団としての実体が制度化以前

に存在しなければ国家がいくら制度化を推進しようとしても不可能， もしく

は困難であろう。また社会においていくら豊かな資源が存在しても，国家が

組織化を抑制する措僅をとればうまく組織化は進まないだろう。こうした制

度化と組織化の複雑な相互関係を了解した上で，本章では，団体の制度化と

組織化そして活動体の実態に接近し，現状分析をしてみたい。

l 理論的背景と課題：

パットナムの問題提起に対応して

近年，再びassociationとよばれる市民社会組織や集団への閃心を嘆起した

のは R.Putnamである (Putnam1993, 翻訳 2001)。彼は， MakingDemocracy 

Work (『民主主義を機能させる』訳書での題名は『甘学する民主主義』）に

おいて，人間関係資本 socialcapitalを岳柏した市民的共同休civiccommunity 

が独立変数となり，政治的な制度パフォーマンスを規定する， という命題を
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提起した。イタリア20州での州政府の行政パフ ォーマンスが南部と北部で大

きく 異なることを彼は説明しよう としたのである。彼の結論は自発的結社

（合唱団やサッカー ・チーム，野烏の会やロータリー ・クラブ）が根を張り，

市民が様々な分野で盛んに活動し，水平的で平等主義的な政治を旨とした地

域で制度パフォーマンスが高いというものである。この市民的共同休指数は

州別の優先投票率．固民投票率，新聞購読率，スポーツ ・文化団体 (7割が

スポーツ団体）の活性度の4指標の合成指数でありそれは制度パフォーマ

ンスに関する12の指標の合成指数と0.92という極めて高い相関を示した（同

訳書： 1 o:3-138. 訳者後雷き ：253-256)。

人間関係資本とは社会的に「調整された諸活動を活発にすることによっ

て社会の効率性を改善できる， 信頼規範ネットワークといった社会組織

の特徴J(訳書 ：2a5-7頁）である。市民的な共同休の中に具現され，それが

生み出すものであり，連帯 信籟寛容も しくは互酬性規範市民的な積極

的参加のネットワーグなどとも表現され，結局 その具体的な現れは市

民社会のある種の集団化，ある種の組織 ・団体活動がその指標となる。

他方で同書ではこの種の団休，スポーツ団体や文化団体が水平的な人間

関係，人間関係資本を育てる ものとして重視されているがでは 「なぜスポ

ーツ・文化団体か？ 」といった単純で本質的な疑問に答えてはいない。実際

のデータとしてはスポーツ ・文化団体数が採用されたがそれ以外にも友

愛組織協同組合自発的労働組合頼母子講などが人間関係資本の指標と

して断片的に引証されている。

こうした定義や焦点の曖味さ，恣意性は Putnamやそれに続く多くの研究

が，結局制度パフォーマンスと相関するような associationを選択して理論

化したのではないか出発点から北部の「多元主義性」への関心から出発し

安易に多元主義的な価値へもたれかかっているのではないか，イタリア北部

にアメリカンデモクラ シーを投影させたいわば新トックビル主義ではない

か， と批判されるようなイデオロギー性を帯びることの1つの原因であろう
(I) 

と考えられる。

筆者はこの研究のイデオロギー性の原因としてまず．スポーツ ・文化

団体をその中に位懺づけるよ うな包括的な市民社会組織の調査とその見取り

図を欠いているこ とさ らに休系的な交差社会的な比較研究でないことを
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指摘したい。彼らが重視した市民社会の団（本．組織の他のものとの異同が明

示されていないため，「スポーツ・文化団体」等への注目が「恣意廿り」ではな

いか．それらを「水平的組織」と決めつけ，他を「垂―直的組織」と述べるの
(2) 

は恣意的ではないかという批刊を招くのである。

本章は理論的にはこうした間題と関連するが，あくまで経験的データの発

掘に努め．包括的な市民社会組織の全体像をなるたけ経験的に，かつ比較政

治的に描こうと試みる。本稿は，中立的な意味での市民社会の団体状況の解

明を目指すが．それを 3つのレベルで把握したい。 3つのレベルとは

制度化レベル

組織化レベル

活動（本レベル

である。この 3つのレベルからその現況に接近し，各々のレベルで日米韓の

状況の共通性と相違についても認識しようとする。日本の利益団体の懺かれ

た状況が理解されると同時に，利益団体の普遍的在り方と個性的な在り方の

解明への切り口が示される。

2 市民社会組織の諸レベル

ではそもそも市民社会組織とは何であろうか。本書での定義（第 1

はともかく， ここでは再度原理的に考察しておきたい。この内容は実は単純

でなく，そこには交差社．会・文化的な概念の違いが横たわっている (Schwartz

2002, Diamond 19叫，山本ほか 1998)。市民社会組織の定義，範囲として，

少なくとも下のようないくつかの範囲を考えることができる（図11-1 制度

から見た日本の団体地図参照，以下地図）。

（ア）国家（装置）以外の組織全体（＝社会組織。国家とは何かにもよるが，

一般には地図の左端にあたる「中央政府」および「公共団体」以外の

存在するものすべて。図中にあるものに加えて，家族親族など私的

な集団も含むことになる）

（イ）国家と営利企業組織以外の全休(=NGOかつ NPO。非政府で非営利

企業であるから，地図でいえば左端とともに右端を除いた領域の組

織）

（ウ）国家と市場組織（営利企業医療法人，労組，農協，生協，中小協組
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等，商工会など）以外の全休 （＝非営利組織十市民主体組織など。図

の中央上半分の領域。 市場組織とは何かという間四がでてくるが． 市

場組織とは経済的利益追求組織を指すとすれば．企業などに加えて，

利益を分配する可能性のある医療法人，協同組合等が入る。労働組合

等は定義によるが．企業と労働市場で対峙するという点からここでは

市場組織に含める）

（エ）市民主体の活動組織体（市民団休。上記の位）より．財団 ・社団 ・学校

・社会福祉・ 宗教などの各法人．信託など非営利組織を除いたもの。

図の中央上右側付近の領域）

（オ）自発的水平的な「市民性のある市民」主体の活動組織体（自立的市

民性的団体。Putnamのいう市民的共同休組織。水平的な組織化市民

性 civilityが要求される）

筆者は， （ア）から（オ）すべてに関心をも っているが，予めここで市民社会組織

とはなにか一義的に確定することはせず．本蹴では実証的な作業の上で可能

なものから検討を加えていきたい（同一の戦略として. Pharr and Schwartz 
(3) 

eds. 2002参照）。

まず制度化レベルでは 国家以外のすべての「法人化J([ア）の領域）に着目

する。法人化とは多かれ少なかれ．国家による国家を媒介と した制度化の

表現である。さらに非営利の多様な法人．つまり国家・営利企業（法人）

以外の法人（（イ）の領域）にも注目する。この非営利の多様な法人と組合 ・団

体の領域は．重なるが一致しない。 JIGS調査の対象であった組合・団体と捉
(4) 

えられる活動体のうち，法人化しているものは日本で6~7割である。

ついで本章では，団体，政治・経済 ・文化団体として認識されているも

の（日韓）， "non-profit membership association" (米国）と捉えられているも

のを，市民社会の「組織（化）（本」と して分析する。 それらは従業者と事

業所を有している組織的な団休である。

最後に電話帳を母集団として「組合 ・団体」 と考えられるもの (JIGS
(5) 

調査）を「活動体」として分析する。 これらは以下分析する組織化レベル

と活動体レベルに当てはまる定義である。上記の整理でいえばこれは （イ｝

と（ウ）の中間的な範囲を含んでいる。

（エ），（オ）の領域にはその領域だけの信頻できるデータは現在のところ存在
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（資料）団体・法人の位附については総合研究開発機構研究報告街 No.930034『市民公益括動基盤整備に関する
非営利活動団体に1対する経済分折調査』資料 1997.lO (内部資料）の他筆者が追加補充した。 1996年または 1997

資料：辻中 ・森 1998
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本の市民社会の団体地図

亡コ｝ま法人の概念 は税制上の概念
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(6) 

しない。注意すべきは、且！！論的に Putnamの影響を受けて， またそれ以上に
(7) 

様々の文脈の現実政治での要請をうけて．（ずの領域が多くの人々の関心を引

いていることである。日木における（日本固有の表現である） NPOやNGO

（これは普遍的用語）という概念にはそうしたニュアンスが込められている。

ここで. lつだけ注意を喫起しておけばこの領域は固有に存在するとい

うより（固有に団であるものは量的には非常に小さい），それぞれの組織のリ

ーシップ．政治的文脈関係によって変化する機能である可能↑生が高い。

実態としては（ア）から（エ）の中に大部分が存在することその中の行動・態度

データの分析が不可欠であることである。

このように，木章は先の（ア）ー（オ）の整理にびったりと合致するわけではな

い。理論的に明確に範囲づけられないげ）から（エ〉の漠然とした領域に 日本お

よび各国の多様な市民社会組織が存在しているのである。それゆえこうした

3レベルからの整理が必要である。

3 制度化レベル

上に見たようにパットナムの人間関係資本仮説が，政治（制度）に対する

社会決定論の立場であるの対して，国家・制度論的アプローチからの反論が

ホール(Hall1999)やレヴィ (Levy1999), ペッカネン(Pekkanen2000, 2001) 

ら多くの研究者から提示されている（井戸 2000: 159-160)。すなわち，

（政府政策）→市民社会組織→人間関係資本

という因果関係の流れである。

例えば， レヴィ (Levy1999 : 8)は「（市民社会の）組織的側面は政治的

に調節されるし，変化しうるものである」と述べ，それを承けて，ペッカネ

ンは「国家は市民社会（組織）を形成している。それはどのような国家も，

何らかの方法で市民社会セクターを規制し団体の形成と成長のインセンティ

ブをにぎっているからである。••••••特に日本の規制枠組みでは独立した大き

な専門化した団体が発展するのは妨げられているが，近隣団体のような地域

での小さな団休については促進されている」と明快に主張した (2000: 73)。

政府の政策には様々な手段が考えられるが，最も基本的なものが法人化，

つまり法的主体としての認知である。法人化の方法にも，許可，認可から認

証，届け出まで多くのレベルがあり，また各国において種差がある。法人化
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と並んで重要であり法人化と密接な関連があるものに税制上の位樅づけ

（税率の適用や寄付控除上の種差）がある（民間公益セクター研究会 1997)。

ここでは制度ごとの統計をもとに日本と米国斡国の対比を行っておこ

う。

図11-1は日本に関して，関係政府機関が統計．名悔によって把握したも

のである。法人を中心に非法人も把握された限りで図示されている。事

業所の有無，従業者の有無，電話の有無，活動実態の有無（休眠も含む）は

問わない。制度化されていないものは，十分に把握されていない。 管轄する

政府機関や税肥握上の都合から税務機関が団体を調査する場合もある。しか

しあくまで制度形式上掌握された団体が示されている。

以下は法人を中心に線めた。法人の制度も各国同じではなく個性：があるが，
(8) 

営利系，非営利系，協同組合系，政治系（および国家公共系）の 4種類の中

にバリエーションがあると見てよい。私たちの主たる関心は，非営利系と協

同組合系を加えた広義の非営利団体にある。

3 -1 日本の現況 (1996,-..,97) (資料は政府統計図11-1参照）

日本の制度化の現況は以下の通りである。

A普通法人 (238.8万）：株式会社112.3万．有限会社121.9万 合資

会社2.6万医療法人2.9万ほか（相互会仕監査法人、

証券取引所など）

B協同組合等 (2.4万）：組合とその連合体

C公益法人等 (31.8万）：宗教法人18.3万，労働組合7.1万，社会福

祉法人1.5万，財団法人1.4万，社団法人1.3万他

CB,Cには民法法人等関連 5法人のほか. 90の法律による130種の

法人）

D政党・政治団休 (7.3万）

B-D計 42.4万

E公共法人（地方公共団体｛法人）5,521) (国の特殊法人78, 認

可法人82)

つまり Eを除く制度化された法人の総数は280.3万普通法人238.8万
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(85.2%). 公益法人等31.8万 (11.3%)' 政党・政治団（木7.3万 (2.6%). 協同

組合的2.4万 (0.9%) である。

3ヵ田比較を可能にするために，人[110万人当りの数に換算すれば，法人. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
総数は2,237,普通法人1,9CX:i. 公益法人等2団，政党・政治団体58, 協同組合
等19となる。
日本においては、 1990年代後半以降， これまで法人格のなかった任意団休，

専門事業所，囚家機関に対して新たに法人格を与えたり，逆に政府そのもの
(9) 

から切り離して法人格を独立に与える試みが急速に進行しつつあるが，上記

の時点ではまだそうした動きは始まっていない。

3 -2 米国の近況 (1990,..__,94)(民間公益セクター研究会 1997,山内 1999

参照）

米国の制度化の近況は以下の通りである。

A営利法人 (2,200.6万）：農業法人214.3万，非農業法人1,986.5万

B-C非営利法人 (137.5万）：（以下叫年）宗教・慈善・科学・公

共安全・文化・敦育など60.0万．社会福祉14.0万，共済

組合9.2万，企業団体7.4万，農・労団体6.8万，社交・レ

クレーション団体6.5万，退役軍人団体3.0万，内国共済

団体2.1万，従業員共済組合1.5万，農協など0.2万

E 公共法人• 特殊法人 (8.3万）

Eを除く制度化された法人総数は2,338.1万，普通法人2,200.6万（出.l%) . 

非営利法人等137.5万 (5.9%) である。同じく，人口10万人当り数に換算す. . . . . . . . . . . . . . . . . . 
れば，法人総数は8,726,普通法人8,184,非営利法人等511となる。

(10) 

3 -3 韓国の現況 (1998末,.___,99末）

韓国の制度化の現況は以下の通りである。

A普通法人 (L71万）：株式会社15.55万，有限会社0.89万，

社0.50万，医療法人318ほか（相互会社，監査法人，；；正券

取引所など）

B協同組合等 (0.6万）：農協0.4万ほか組合とその連合休
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C公益法人等 (2.36h): 宋教法人424, 労働組合5奴氾学校法人

1,197, 社会福祉法人1,307,財団法人1,793,社団法人500他.. 
B-C計 3.1万

制度化された法人総数は200,727, 普通法人170,592(85.0 %) . 公益法人等

23,598 (11.8%). 協同組合等6,537(3.3%)である。同じく，人口10万人当. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
りの数に換算すれば，法人総数は431, 普通法人366, 公益法人等51, 協同組．．． 
合等14となる。

3 -4日米韓の特徴

3カ国の特徴を見るために，人口10万人当り数に換算した各因の法人数を

基に考察しておこう。

すでに触れた市民社会組織の範囲でいえば｀

（ア）図家以外の組織全体會の意味では米田の8,726が圧倒的に多く，日本

2,237, 韓国431が続く。日木を 1とすれば會米日韓比は3.9: l : 0.2である？

米国の多さはとりわけ営利企業（普通法人）が多いためである。営利法人比

は， 4.2: l : 0.2である。

（イ）国家と営利企業組織以外の全休(;ト営利法人など）の意味でも米因511が

多く， 日本273, 韓国65となる。米日韓比では， 1.9: 1 : 0.2となり， アの比

より日米差は半減する。

（ウ）国家と市場組織以外全体，の意味では上記情報だけでは防単には比較で

きない。

（エ）市民主体の活動組織休の意味でも米国が多いと予想されるが算定は単純

でない。結果はほぼげ｝の場合と同比率である。

以上，数量的な検討から，次のことが見出された。

米国の制度化された団体（法人）の総数は対日比で約4倍対韓比では

約20倍に上っている。非営利法人等; (協同組合を含む）ではその差は半減

し，ほぼ2対 1対0.2である。市民団休に関しても會非営利法人と同様な比率

であると推定される。

これを逆に国内での割合の観点から見れば米国の非営利法人数は，国内

の対営利法人比では相対的に小さい (6%対叫％）。日本の非営利法人は人
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口当りの絶対数では対米比で半分であったが．国内での割合ではL2% (公益

法人＋協同糾合等）と米の倍である。韓国はさらにそれより大きい (15%)。

韓日の法人別構成比はほぼ同じである。

このような観察結果が得られ，それ自体興味深い。まず，法人，団休の絶

対数（人口比標吼化後）の違いである。アメリカの制度化の発展は．非営利

法人で日木の 2倍韓国の10倍，全法人では差は倍増し， 日本の 4倍，韓国

の20倍となる。これはアメリカの団休制度化における自由度の大きさを示す

といってよいだろう。

アメリカでは 日幹よりずっと法人化が容易であるか， もしくは法人化す

べき集団の実態の面で先行しているか，その両方であるか， と推定できる。

そして法人化に関して，米国では営利法人の方が非営利法人等よりさらに発

展していることは留意すべきである。他方， 日木は，非常利法人で米国の半

分，営利法人含めた全法人では4分の 1である。韓国は．その日本よりずっ

と少なく．非営利法人，全法人ともに日本の 5分の 1である。この大きな差

は何によって況明できるだろうか。

別の角度からみると，韓且Iや日本の翡営利法人（おそらく市民団休も）の

比重の「相対的な大きさ」が見えてくる。これまで通説的には非営利法人や

市民団体の絶対的な規模のみが注目され， 日本の相対的な「小ささ」「弱さ」

が強調されてきた（ペッカンネン 2000参照）。しかし，営利法人まで視野に

いれると，風景は異なる。サラモンら (Salamonand Anheir 1997)が広義の

NPOセクターにのみ注目して (PO営利セクターを考慮せず）国際比較し，

日本は低レベルであると結論づけたが，それは一面的かもしれない。法人全

体の中に占める非営利団体の相対的比率は米国の倍以上なのである。

アメリカ社会は，営利，非営利を問わず，おそらく最も自由度が高く，規

制度が低いのであろう。日木は，それと比べると，法人密度がアメリカの 4

分の 1に減ずる＜らいに規制が強い。韓国ではそれが20分の 1に減ずる＜ら

い規制が強い。ただし非営利団体ではそれほどではない。日韓の方が米より

密度は少ないが， 日木が米の半分，韓田は4分の 1である。日韓では，非営

利団体に対して営利団休より規制が厳しいのではなく，その逆である。結果

として， 日韓の，非営利団休の対営利団体比は，米田の倍になるのである。

以上は市民社会の文脈を重視する立場から重要であるし，統合空間ダイ
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ナミクスモデルの立場からも注目できる。アメリカでは量的には企業法人に

よって非営利団体や市民団休が圧倒されている可能性があり 日本，特に韓

国ではそれほどではないことになる。企業法人との対比では韓国日本の

非営利法人の自由度や多元度が指摘できる。

4 組織レベル（事業所統計における団体レベル）

次に社会からの団体組織へのインパクトの側面として「事棠所を有し．屈

用者のいる組織」に注目してみたい。これらを永続的組織と呼ぶと，社会が

資源を提供する， もしくは社会資源が動員されることによって永続的組織が

誕生し，市民社会の組織化が進行する。永続的組織のリソースの側面は第13

章で分析する。

具体的には事業所統計での日米韓の「非営利団体」事業所数と「非営利

団体」従事者数を比較してみたい。ここでの対象は 日本・韓国で「政治 C

経済・文化団体」，米国で non-profit,membership associationと呼ばれている

ものである。先の制度化に関して，統計では非営利の諸法人は日本で約40万

以上（米国で130万以上，韓国で 3万）を数えた。 しかし， ここで注目する

日本の事業所統計小分類には，教育，社会保険・社会福祉．宗教．協同組合

等が別項目にあり，それらはこの政治・経済・文化団体の範疇には含められ

ていない。先の制度化での非営利法人数から， ここに含まれないものを減ず

ると20万弱となる。

前節の制度化レベルの法人団体との違いは組織レベルでの団体は，①制

度化（法人化）の有無は問わないが，②永続的な事業所があり，そこに 1名

以上，常時，雇用者がいることが要件となる，という 2点である（総務省統

計局『事業所・企業統計調査』， ExecutiveOffice of the President Office of 

Management and Budget 1987. 統計庁『事業体基礎統計調査報告書』）。

日本での現況は4万未満であるから，非営利の20万以上の法人，非法人を

含めると70万に達する市民社会の団休の内． ここでの要件を満たす事業所を

持つのは 1割未満であるということになる。

いずれも日米韓比較を可能にするために人口10万人当りの数（密度）で

比較してみる。このデータに関してはすでに幾つかの論稿で分析した（辻

中・李・廉1998)。また歴史的な形成に関しては次章で詳述（特に図12-4参
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表11-1 4つの時期における非営利団体事業所数：日本・アメリカ・韓国

日本 (1993年） アメリカ (1995年） 韓国 (l9¥Xi年）

人口 人Cl 人「l

団（本数 ％ to万人ごと 且If本数 ％ lOfJ人ごと 団体数 ％ 10万人ごと
Z仁ヽ1uき'l- 37,982 (100 0) 30 3 93,7図 (100.0) 35.G lJ,078 (lOO 0) 29. 旦

経済団体 14,728 (38 8) l l 8 14,6"13 (15.6) 5.6 1,230 (9.4) 27 

労慟団休 5,248 (13 8) 42 18,8 L SJ ('.20.1) 72 1,552 (l l 9) 35 

政治団（本 ＆即 (2 2) 07 1,897 (2 0) 07 827 (6 3) 18 

市民団体 41,7臼 (445) 15 9 

専門家団体 5,871 (b 3) 22 875 (6 7) 20 

学術団体 9-'!2 (2 5) 08 

その他の目II本 16,221! (42.7) 13.0 10.760 (LL5) 4 l 8.S団 (b57) 19 2 

日本 (l99l年） アメリカ (1990年） 韓国 (199l年）

．仁今'、 "芸「＇ 泌，140 (100 0) 29.2 88,725 (lOO 0) 35 5 4,l03 (lOOO) 95 

経済団体 l3,798 (38'.2) ll l 12,677 (13A) 5 I UWi (47A) 45 

労働団体 5, l l6 (l 4.2) ,u ) 9,2L)6 (23 4) 77 497 (!2 !) l 2 

政治団体 828 (2 3) 07 1,653 (14) 07 臼5 (l5 7) l 5 

市民団体 39,999 (44.8) l6 0 

専門家団体 5且80 (6 0) 22 703 (17 I) l.Ei 

学術団体 878 (2.4) 07 

その他の団体 15,520 (42 9) 12 5 9,670 (LO 7) 39 312 (7.6) 0.7 

日本 (1986年） アメリカ (1986年） 韓国 (1986年）
£ロ入n全＇「 33,668 (!00 0) 27 7 図，989 (100.0) 35.4 5,6図 (1000) l3 5 

経済団体 L3,386 (39 7) 11 0 11,637 (13.6) 48 3,309 (59 0) 80 

労働団体 4,816 (14 3) 40 20,577 (24 1) 8S [Ll5 (2.6) 0.4 

政治団体 790 (2.3) 0.7 1,315 (l 5) 05 352 (6 3) 09 

巾民団体 37,C67 (43 3) 15.3 

専門家団体 5,236 (6 1) 22 733 (13 1) l 8 

学術団体 679 (2.0) 0.6 

その他の団体 認，997 (41 6) 11 5 9,157 (10令7) 3.8 l以外 (19 0) 2.6 

日本 (1975年） アメリカ (1976年） 韓国 (1981年）

合計 20,614 (100 0) 18.4 80,224 (100.0) 37 5 4知2 (1000) 12 8 

経済団体 10,027 (48 6) 90 12,077 (lS.6) 5.6 3,576 (72 l) 92 

労慟団体 2,268 (11 0) 2.0 22,265 (27.6) LO 3 186 (3 7) 05 

政治団体 532 (2.6) 05 1,371 (1 7) 06 207 (42) 05 

市民団体 33,8図 (420) 15 7 

専門家団休 3,746 (4.6) 1 7 25'1 (5 l) l 5 

学術団体 455 (2 2) 0.4 

その他の団体 7,332 (35.6) Ei 5 6,9l l (8.6) 32 739 (L49) l 9 
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日本 (]%0年） アメリカ (1%2年） 韓国データなし

合計 10, 3::i7 (HXJ 0) 11 I (i:2.:}1:2 (l 00 0) 冽(j

経済団体 4.6~ 忍 (4::i/.l) 50 ! !'! /~! m .8l 62 

労働団体 1,572 (]5 ]) l 7 18,lJ7G (、:30:3) 10 S 

政治団体 JG9 (J 6) 02 81S (I'.3) OS 

市民団体 2i),2: 妬 (1j()'3) 14 0 

専門家Iii体 l "i: 姿 (2 ">) O¥J 

学術団体 147 (] 4) 02 

その他の団体 3,77] rn.4) 40 4.816 (7.7) 27 

資料：日本：『事業所統計調査報；匁総務1『統，汁闘各年版。

アメリカ:County Business Pat/ems. U.S. Bcrcau of Census 

韓l箕l:『事業閤店礎統計調杏報告幻斡IiJ統，ll胞．各年版。

照）する。ここでは現状を把握するために，その結果だけを箇条書きで要約

するに留める。

まず団休分類方法が各国で少しずつ異なることに留意しなければな らない。

経済団体．労働団体，政治団休，その他の団体という基本分類は 3カ国同じ

である。他方で，市民団休という分類はア メリカにしかなく， 日乾では ［そ

の他」に含まれる。学術文化団体という分穎は日本にしかなく，専門家団

体という分類は韓米にあるが日本にはない。団体の種類としてこ うした団体

がないわけではなく，別分穎に含まれる。こうした分類項目の設定自体が各

国の統計当局の団体認識を端的に示しているのであり興味深い。

4 - 1 団体数での特徴の要約

米国 全般の傾向： 60年代以降団体の数としては飽和停滞 (62年： 10万

人あたり34.6団体， 76年ピークで37.5.95年35.6) しており．ほと

んと変わらない。

構成：市民団体が一貰して 4割弥を占め量的な優位が続いている。

労働団体より経済団休は少なく 3番目であり劣位 (15%程度）に

ある。

傾向：市民団体の割合培大傾向からから安定化。労働団休の継続的

減退 (3割から 2割へ）。

韓国 全般：増一滅一急増と一・員しないパターン，特に90年代の急変に特

徴がある。現在では団体の密度ては日米と変わらぬ水準に到達し

たのが注目できる。
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構成：日本以上の経済団休偏重から、米囚型の「その他」（市民ほ

か）と労働優位の構成へ急激に変動。

傾向：上記のような質量両面での激変。

以上の米且I, 韓国と比べると． 日本は発展がみられるが．それは安定したも

のである。

日木 全般： 60年代から90年代にかけて、安定的で継続的な発展を遂げる

（人口当たりで 3倍近い伸び）ことが特徴。 90年代に入り成長鈍化

(99年にはついに初めて減少）。

構成：経済団（本の量的な優位 (4割弱）が続く。しかし，現在は星

的には「その他」が最多に (4割強）。

傾向：微かな多元化傾向（経済の割合のやや減少傾向，その他学

術の伸び）。

4 -2 団体従業者数での特徴

米国 全般： 90年までは安定的で継続的な成長 (62年比で1.5倍）。 90年代

以降は停滞。

構成：市民団体の量的な優位 (5割弱）。

傾向：緩やかな市民団体優位のり狙化。労働団体の緩やかな減退。

全般：かなり高い水準からの減退の後， 90年代急増を示す。現在は

米日の中間の水準，米の 8割， 日本より 3割多い水準に達する。

構成：日本型以上の経済団体優位から，米国型の「その他」（市民ほ

か）と労働優位。経済の急激な縮小。

傾向：上記のような質量同時の激変。

日本 全般：継続的発展 (60年と％年比較で，人口当たりで3.6倍）。米の

6割水準。

構成：経済団体の量的な優位 (4割弛），同様に「その他」の団休の

優位 (4割）。

傾向：緩やかな多元化（「その他」が60年の25%から％年の41%へ）。

日本は，いわば安定した発展志向国家型もしくは生産者団休優位を示しつ

つ，着実な量的増大と緩やかな多元化傾向を示す，と総括できる。対して，

米国は市民主体団体優位型であるが，団休数は飽和もしくは零和型の状況で
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ある。韓国の激変は，評価が分かれるが，生産者団体優位型から市民主休団

体型への完全な転換，民主化後の一時的な反作用現象，利益団体世界のエリ

ート構造などいくつかの解釈の余地がある（辻中・李・廉 1998)。

こうした歴史的傾向については次章で分析する。ここで注目しておきた

いことは， . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
(a)制度化のレベルとは異なり組織化のレベルでは90年代中盤の日米韓の3. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
ヵ国には大きな量的（密度の）相違が見られないことである。特に団体数

に関しては同水準といってもよい。団体の従業者ではやや相違があるが，

制度レベルの非営利法人での差，米日における比2対］よりは差が小さい。

また韓国の密度が日本より多い。米日韓の経済社会発展の違いを考慮すれば，

以上のいくつかの点は団体に関する近代化モデル，社会の経済的な発展モデ. . . . . . . . . 
ルが当てはまらないことを示唆している。少なくとも，一定レペル以上の社. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
会発展を成し遂げた自由民主主義体制の社会では，組織団体の密度はほぼ一

定である可能性がある。 . . . . . . . . . . . . 
(b)他方，永続組織団体の種類別構成には大きな違いが観察できる。

傾向に関しても同様である。これはおそらく政治社会体制の性格の相違や経

路依存性 (pathdependence) , 特に団体空間の先取・占拠関係と関連するか

もしれない。 . . . . . . . . . . . . . 
(c)日本の特徴として，団体種類別構成としては経済団体など生産者団体への

偏り，変容の型としては継続的で安定した成長が見出された。他方で'90年

代にはその成長にブレーキがかかっており，経済成長の軌跡との並行関係も
(11) 

見出される。

5 活動体レベル

法人という国家からの制度化の側而では 日米韓の大きな量的相違（米日

韓の順）が，事業所という社会からの組織化の側面では 3カ国の興味深い量

的類似（収飲化）と構成上の対照的相違が観察された。

本章での最後の分析として.JIGSデータを用いて，実際の市民社会組織の

団体活動休の存在規模を推察してみたい。

最初に確認しておきたいのは市民社会での「活動」体を捉えるのは容易

でないということである。国会の公聴会や行政の審議会など政策過程に登場
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するのは一握りの団体であるし，各種の新闇なとのメディアに登場すること

も通常の団体にとっては頻繁にあることではない。普通の利益団体活動自休

を手がかりに活動団体を掌握することは困難である。無論， 日本においては

様々な行政の部局が，中央・地方を問わず社会の動員（最大動員，村松 19図）

のために関係団休名簿を有しており，それらを集大成するという方法もあ

る（経済企画庁調査 1998)。しかしそれも網羅的ではない。ここでは活動そ

のものでなく，電話を持つ団体に注目する。

なぜこのデータが活動体の傾向を示すのだろうか。

まず， このデータは法人など制度化の有無に関係なく，非制度的な組織も

含め包括的に把握していることである。市民社会の組織が活動するために最

小阻必要なものは，それは現在までは電話であり，電話を登録する場所であ

る。最近，急速に Internet(メール，ホームページ，ネットミーティングな

ど）によってそれが補われつつあるが，調査時点 (97年）ではなお電話は活

動の基本であろう。その意味で， このJIGS調査は， 日韓米独の「組合・団

体」「アソシエーション」を日本の電話帳での「組合・団体」を基準にして調

査したものであるから，活動的団休への包括性を備えた良い母集団と推定で

きる。

繰り返せば， ここには，①電話を有し，職業別電話帳に登録する（対内外

活動を電話を用いて行う），②学校法人，宗教法人（教会・寺院），医療法人，

社会福祉関連施設社会教育関連施設消黄者生協，医師会など一部専門家

団体を除いた多様な非営利・市民団体（活動体・アソシェーション）が含ま

れている。

ここに含まれる具体的な団体の種類については第2章の表2-1を参照し

てほしい。

表11-2 電話帳における団体数（非営利法人，団体事業所数対比）

日本 韓国 米国
束京 茨城 ソウル 京畿道 DC ノースカロライナ

10万人当り 181 5 59.5 80.2 37.8 595.9 54.4 

団体総数 2l奴36 1,762 8,6Ll7 2,874 3,L22 4,LC6 

人口（万人） ll77 2S6 1078 761 52 755 
（国別単位）
公益・非営利法人 273 65 Sll 

団体事業所組織 30 3 29 2 35.6 
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まず， JIGS調査の母集団データに注目してみよう。日本の組合・団体の分

類にあたる項目に入る市民社会組織の数である。比較のためにやはり， 10万

当りに換算しなおし，先の制度化での公益・非営利法人数，組織化での団体

事業所数のデータも付加した。

法人の制度化での大きな違い，組織化（事業所）にみられる類似性との対

比でいえば活動体では首都で大きな違い（米日韓の比はおよそ3.3:1 . 

0.4)' 地方ではあまり差がなく日本が一番多い（米日韓の比はおよそ0.9.

1 : 0.6) と要約できるだろ う。

首都間の比較については ワシン トン D.C.の特殊性は割り引かなければな

らない。東京で言えば，千代田区，港区，中央区などの政治的中心部だけで

都市が形成されているからである。他方で 3カ国の地方の比較可能性もあ
・・ (12)

る意味で乏しい。ただ日本の茨城は，電話帳での団体密度が41位であって，

最も低い地域であること，他方で， ソウル郊外の京畿道やノースカロライナ

と比べて高いことは， 日本の地方が両国より高い可能性を示唆している。

母集団ではなく， JIGS調査でのサンプルにおける団体別の種類は，

で詳しくドイツを含めた 4カ国比較として検討するが，それによれば次のよ

うになっている。

首都データによれば団体分類別では日本は経済団体 (19.0%), 行政関

係団体 (9.5%),労働団体 (7.6%)が3カ国中最大，韓国は福祉団体 (13.7%),

農業団体 (3.5%)が，米国は敦育団体 (17.5%), 専門家団体 (14.3%), 政
（し?)

治団体 (6.3%) の各団体が他の 2 カ国に比 して多いといえるだろっ。し〗十五. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
も調査有効サンプルに対する比率，非回答もNに含めている絶対比率である。. . . . . . . . . 
因みにドイツは，スポーツ として市民 (21.8),福祉 (13.7%)が最大である。

これは先に組織化でみた特徴と符合する側面がある。つまり組織化レベル

では日本では経済団体など生産者団体が韓国ではその他の市民団体が，米

国ではやはり市民団体が多かったのである。

6 最近の組織化と活動体の比較：日本

90年代末から， NTTの電話帳データヘのインターネットからの接近が可能

となった。それに基づいて全国の組合・団体を集計したのが，表11-3である

(JIGS調査母集団とはやや異なる点かある）。ここでの事業所データには，電
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表11-3 電話帳に見る団体（活動体）と事業所統計での団体（組織体）

活動（本（電話帳） 2000 組織体事業所統計、し999

2000年5月調査（全国） ％ ％ 

組合・団体（股業協同組合） 62,082 31.4 股林水産協組 l9,71t7 29 8 

組合団体（農林水産） 10,523 ',),,) ') 

漁業協同組合 7,232 3.7 

組合・団体（経済） 20,659_ 10.4 経済 l4,320 21.6 
(,jヽ計） (100,4%) (50.8) （小計） （冽，C67) (51.4) 

組合団体（労（動） 14,357 7.3 労慟 5,l39 78 

組合・ 団体（学術 ・文化） 5,133 2.6 学術文化 917 l.4 

組合 ・団体（政治） 4, 瞑 25 政治 800 l 2 

組合・団体 52,769 26 7 その他 15,932 24 l 

事業協同組合 9,419 LL¥ 2 

生活協同組合 6,766 3.4 

組合団体（宗教） 6,287 32 

組合・団体（社会保険） 3,2倶 1.6 

医師会 l,4l7 0.7 

1000未満

薬剤師会500 0 3, 宵色申告会49L 0.2. 

柑科医師会426 0 2. 税理士会316 0 2. 
弁護：：t: 会209 O.l 

200未満

土地家屋調査士会120, 行政也士会95,

司法書士会咲， 社会保険労務士会72.
獣医師会63 公認会計士会32
詑,,,,,、,&CJニwt 197,849 lOOO 計 66,2訊 100.0 

表11-4 事業所統計にみる団体 (1999年統計と1996年統計の変化）

最新1999年統計 ％ 1999年 L9%年 1999年 19!li年

政治 ・経済 ・文化団体計 37,138 37,980 -2.2 215,845 2: 灼，C66 -8.6 

経済 淡).6 14,320 14,728 -2.8 93,873 99,388 -5.5 

労（動 l3 8 5,139 5,248 -2.l 19,870 26,541 -25.l 

学術・文化 2.5 917 叫 -2.4 7,102 9,780 -27.4 

政治 22 800 8--10 A.8 3,58l 4,053 -1 l.6 

その他 43.0 15,~2 16,224 -1.6 91,418 %,304 -5 l 
協同組合 29,166 30,775 -5.2 377,761 45l,598 -l6.4 

農林水産業協同組合 19,747 20,998 -6.0 332,%0 399,224 -16.6 

事業協同組合（その他） 9,419 9,777 -3.7 44,801 52,374 -14.5 

計 団体および協同組合 66,254 68,555 -3.4 593,6伐 687,6臼 -l3 7 

サービス業 -1.4 -l.O 

全産業 4.9 -6 5 

話帳での分類に合わせて農協などの協同組合データも含めた（表11-4)。

このデータに示された組織体と活動体は， 協同組合（農協，中小企業事業．． ．．．．． ．．． 
協同組合）を含め，組織体6.6万，活動体19.8万とちょうど 1:3の比率にな

っている。協同組合以外でも，組織体3.7万，活動体12.9万で 1: 3.5である。

つまり，電話をもつ活動団体のうち 3分の lしか事業所，つまり独立の事務
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所と従業者を有していないのである。第13章で詳述するように， JIGS調査の

調査団体において，有給職員がなしと答えたのは東京，茨城とも 6%程度，非

回答も13,-..._,,17%程度であるから．独立の事務所という条件がネックとなって，

組織体の数は減るであろう。

この「事業所を有する団体」対「電話を有する団体」の対比に関して団

体の種類別にほとんど違いが見られないのは興味深い。仮にこれらがほぼ

同じ対象を把握しているとすれば電話帳での団体のうち，農協・漁協の計

は35.1%, 事業所では29.8%である。以下同様に，農漁協と経済団体を加え

た産業系団体の計は電話帳50.8%対事業所51.4%, 労働は7.3%対7.8%, そ

の他は26.7%対24.1%とそっくりである。

確かに，学術文化は2.6%対1.4%, 政治は2.5%対1.2%と，事業所比率は低

くなっているし，産業系団体にも事業協同組合を加えると， 50.8%対65.6%

と今度は事業所比率が高くなる。その他も，生協以下を加えると電話帳は

35%を超えるから，事業所比率はそれよりかなり低い。

このような観察から，言えるのは次のようなことであろう。一般に，

体と活動体では組織体が活動体の 3分の 1の大きさである。

のような組織と雇用者をもつのはほぼ3分の 1である。組織体でも活動体で

も団体種類別の構成比率は経済団体を除けばかなり相似している。農描な

どが3割前後．一般の（その他雑多な）団体・組合が25%前後，労働団体

が7,...._,, 8 %などである。但し，経済団体は組織体が活動体の 2倍（事業協同

組合を含めると 3倍）以上の比率を占める。他方で学術文化や政治団体は組

織体で比率が半減する。つまり経済団体のリソースは，相対的に豊かであ

り，活動団体の多くが事業所も有していることが示唆され，学術文化，政治

団体はその逆であるようだ。

まとめ

本章での発見を日本を中心に要約すれば以下の通りである。

制度化レベル：日本の法人（制度）化の程度は全体として対米比で4

分の 1倍，対韓比では 5倍に達する。非営利法人（や市民団体）では米国

との差は半減し．米日韓比はほぼ2対］対0.2である。これは営利法人の米国

での発展が関係する。標準化した密度では米国は営利．非営利法人ともに 3
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カ国でトップだが，営利法人の方が一層量的に発達しているため，却って非

営利法人の相対的な割合は 3ヵ田中で最小になっている。米の非営利法人の

絶対量の優位と相対割合の不利であり 日韓はその逆である。

組織化レベル ：最大の発見は，制度化での大きな違いに対し，組織化レベ

ルでは大きな量的な過いがないことである。他方， 3カ国の団体種別の構成

比には明確な違いが見られる。日本では 60年代以降，極めて緩やかな多元

化と安定的な量的発展が見出され， 90年代には停滞したこと，構成比での日

本の特徴は，経済団体中心であり，近年はその他という市民系と行政系，公

益志向が伸びていることが観察された。

活動体レベル：団体の量の面では，制度化同様に首都では米国は日本の 3

倍以上，韓国は半分以下と差があるが，地方ではかなり類似し， 日木が最多

である。このレベルの団体種別の構成比では各国の個性が見られ， 日本では

やはり経済団体と行政関係団体が多い。

日本では組織レベルの 3倍以上の規模を活動体は有する。経済団体は組織

レベルで活動体レベルの 2倍以上の割合を誇り， リソースの大きさを暗示し

ている。

日本の非営利団体では，各々カバーする範囲が異なるが，法人という点で

観察した限りでは制度化された団体が最も規模としては大きいが，活動体レ

ベルもほぼ同程度の規模を示している。分類の分布は異なるように推察され

る。 制度化が進む領域と活動が進む領域は一致しない。他方， 活動体と組織

化はほぼ同じ構成で，組織化の方が規模が小さい。

このような団体の，制度化， 組織化， 活動体の各国間の違いは，統合空間

モデルで説明することができる。

制度化の違いは，各国政治体制の団体の法人化への許容度の違い，市民社

会組織や利益集団への自由度の違いを示唆する。日木と比べて，絶対数で大

いに優る米は， やはり体制のもつ自由度が大きいと推察できる。他方，韓国

はなお制約的である。

組織化レベルでの類似性は， 一定の産業化，豊かさのレベルに達した社会

は同程度の市民社会組織や利益団体を生み出すことを示している。体制の性

格から法人といった立場をこれらの団休は得ていないが， 3ヵ国で現に同程

度の団体が事業所を構え，団体に同じような人数の人々が働いているのであ
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図11-2 日米韓の市民社会組織と利益団体の統合空間ダイナミクスモデル
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一
る。これは後の章の団体のリソースでも確認できる。活動体の量でも地方で

はほぼ3カ国似た傾向が観察された（首都は都市自体の性格が異なるので大

きな差が生じている）。 ・

組織化において日本より 韓国が数量的に優るケース （従業者数）や近接す

るケース（事業所数）が見られたがこれは図11-2の統合空間モデルにおけ

る利益団体空間の占拠関係で理解することができるだろう。団家の制度化で

はやはり米日韓の順で自 由度が下がるが，社会空間的にはそう大きな違い

はない。ただ占拠関係として日本での経済団体行政関係団体の比重の大
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きさから推察されるように日本は恐らく，なお国家関連領域企業関連領

域が他の 2カ国よりも大きく，利益団体空間がそれらによって侵食されてい

る。韓国は， 1987年の民主化， 90年代のその定着・安定化によって，急速に

国家・制度化次元が自由化され拡大すると共にそもそも財閥系企菓の非社

会性ゆえに利益集団空間が企業によって侵食されず，その空隙を NGO,NPO 

などの新興の市民団体が埋めたのであろう。いずれにせよ， こうした興味深

い仮説は， これに続く章および日韓比較の第 2巻によってさらに検証される

必要がある。

、、

；王

(1) 本曹が， 「民主主義の平和」 (B.Russet 1991)や「第三の波」「文明の衝

突」 (S.Huntington 1991, 1993) と同様，冷戦以後の新しい世界展望という

文脈で出現した点は，興味深い。

(2) パットナム自身政党組織については，組織が垂直的か水平的かは場所

次第と指摘している（訳書218頁）が，場所次第，時期次第ということは

すべての組織にいえるのである。パットナムの研究への体系的な批判に関

しては，井戸 2000参照。

(3) 市民社会および市民社会組織をめぐる論争や議論のすれ違いは， この概

念の内包として何を考えるかに起因する場合が多い。確かに国家，市場

市民といった言葉自体が，多義的であるし．容易に定義できない。しかし．待

に市民をめぐる「すれ違い」は非西欧諸国で著しい。

(4) JIGS調査によれば，米国では首都・ノースカロライナともに 8割以上，

韓国では首都で6割京畿道で4割強である。後述13章の表13-1を参照。

(5) 「各国で組合・団体と考えられているもの」を必ず含んだが，加えて，

日本での調査範囲の団体も漏らさないようにと考えたため．厳密な拮準よ

りやや広くなっている。

(6) (エ）に近いものとして．日本ではいわゆる NPO法人および法人格をとって

いないがNPOの領域とされるものがある。これらについては自治体や

旧経済企画庁などのサーベイ調査があるが．政策目的調査であるという限

界がある。また実院にはこれも（ア）から（エ）に跨っている。

(7) 世界的には，市民社会という概念自体が，ポスト社．会主義における東欧

の民主化，ポスト権威主義休制下での NIEsの民主化，ポスト冷戦下での

アメリカの新イデオロギーという側面を持つ。新しい自由民主主義国をど

う「固めるか」という文脈である。他方で， 日本でも．ポスト社会主義に

おける1993年以後の連立政権下の．新しい理念として，市民社会， NPOが
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登場している (Diamo叫 19叫，山本正ほか J998)。

(8) (E)分類に入るものとして国レベルには特殊法人と認可法人がある。

また地方レベルでは地）j公共団体が法人格を有しており，その内訳 (2001

年）は 47都道府県. 3,229市町村， 23特別区， 2,161事務組合（自治体が

結成） • 61広域連合（同左）である。それ以外に地方公益事業が1],712存在

するが，法人格はない。アメリカでも．同様の特殊法人等にあたるもの，

地方公共団体や公益事業ががここでは(E)分類に人る。韓国，さらにドイツ

の事情については調査中である。

(9) 日本において．法人格のない団体の相当部分は， 「団体としての組織を

備え，代表の方法・総会の運営• 財産の管理その他社団としての主要な点

が，規則によって確定している」（最高裁昭和39年10月15日判決，最高裁

判例集18.8.1671。民間公益セクター研究会編1997: 14)限り，社団に準じ

て解釈され，当事者能力や納税義務が発生するものとして扱われている。

収益事業は普通法人並その他の事業は原則非課税である。

因みに人格のない社団 C:38.7万）：地縁団体29.3万，任意団体8.5万ほか

と推定されている。この法人格のない任意団体の領域に， 1998年には民

間非営利活動法人 (NPO法人） • 2001年には中間法人という 2種類の新し

い法人格が導入され．法人格を得ることが可能かつ容易になった。 2001り一

にはNPO法人への税制が部分改正された。他方， 2000年の社会福祉法の

成立によって社会福祉作業所などの社会福祉法人化が容易になった。すで

に認可地縁団体は1991年の地方自治法改正によって導入され、いわゆる自

治会町内会に法人格取得の道を開いた。 1994年には政党法人化法が立法

され，政党に法人格が付与された。さらに， 2001年には独立行政法人が

導入され57組織が国家行政組織から切り離されて，独立の法人格を得た。

弁護士事務所も法人格を2001年弁護士法改正によって得た。さらに国立大

学に法人格を付与する立法も準備されているし．協同組合法や民法自体の

改正も検討が進んでいる (2001年夏現在）。

QO) 韓国側共同研究者の一人である洪性満氏（高麗大学政府問題研究所）の

調査による。

(11) 次章で． 日本では米国には見られない経済発展との強い相関関係の存在

が検証される。次章での検討は. 1951 ~99. 1957~99とかなり長期にわた

るものである。ここでは 1981年から99年の団体財政に焦点をあて， 日本

経済の拡大による日本の壮営利団体セクターの急速な発展と．経済の停滞

による近年の停滞をスケッチしておく。ここでの非営利団体セクターは，

政治・経済・文化団体とほぼ甲なるが．そこから政治団体を抜いた．経済．

労働学術・文化．その他の各分類から成る。
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1981年から％年まで日本の非営利団体の財政は 15年間で 2兆3,350億

から 5兆350(意へと2.16倍｀年平均5.3%もの成長を遂げた。しかし，バプ

ルがはじけ，政府の財政か引き締められた結果， 97~98年とマイナス成長

し， 2年で15%滅の 4兆2,750億に減退した。 (Tsujinaka2002) (資料は，

経済企画庁『民間非営利団体実態報告』各年版。）

(12) 2000年7月時点でのNTTホームページ（インターネットタウンページ）

分析を行ったがまずこれはJIGS調査時点での電話I帳にくらべてカバーす

る範囲がやや異なることに注意しておく必要ががある。例えば， JIGS調査

の母集団では，組合・団体は10下位分類であったが、それが23項目に増え

ている。その異同はおくとして， これによると茨城県の人口10万人当り密

度（人口は1999年10月総務庁データ）は1l 1.4であり，全国平均156.2をか

なり下回り， 47都道府県中， 41位である。

(!3) いずれも調査有効サンプルに対する比率，非回答も Nに含めている絶対

比率。因みにドイツはスポーツ団体として分類されているが，それを市

民団体とすれは21.8%で最大， また福祉 (13.7%) も4カ国中最大である。



第12章

歴史的形成

辻中豊 ・雀 宰栄

本章では活動体であるJIGS調査データと組織体てある事業所統

計データを用いて日本と韓国米国 (JIGSでは）トイツとの違

いと共通性を確認しよう と努める。

活動体の設立年の分析から． 日本では他の国に見られない戦前と

戦後の大きな溝が見出され，その後のいくつかの波の存在が確認さ

れる。これは ①敗戦による「戦後体制変革」 （国家・ 制度次元の

改革）の意義の大きさを示す。そして，②その後のこの次元での変

動の意義の「小ささ」を暗示する。③そ してこの時期にできた主と

して生産者団体からなるベビープーマー的な団体が永続したのは

55年体制下での政治勢力 との構造的連結が寄与したと推論される。

事業所統計での分析から．その後の絶対量かつ人口比密度での順調

な市民社会組織の発展を跡づけた。そして次第に日本の団体世界は

多元的な様相を示しつつある。④この発展は，統合空間ダイナミク

スモデルの社会・貞源次元つまり経済の発展と密接に関係してい

ることを柑関分析によって示す。経済の停滞は， 90年代後半に団

休世界の量的発展にも停滞を招いた。⑤遅れて発展したように見え

るアドボカ シーセクターは 組織の脆弱性ゆえに近年設立のものが

中心であるように見えるにすぎない可能性もある。⑥社会サービス

セクターは戦後一員してかなりの成長を示しつづけている。

戦前戦後の断絶や．生産者セクター・社会サービスセクター ・ア

ドボカシーセクターという輪唱型の設立分布は他の国にみられな

い日本の特徴である。 他）］．体制変品の団体世界への衝撃的な意義

や．近年のアドポカシーの形成など各国との共通点も見られる。
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はじめに

すでに私たちは前章において団休の「組織化」を検討する胄事業所統

計における団休数の推移を概観した。この統計がカバーしたのは 「政治・経

済・文化団休」， membershipnon-profit associationとして把捏される組織であ

り，私たちのJIGS調査の対象とする「組合・団体」（活動体）類型より，現

実をカバーする範囲は狭いカテゴリーであり，事業所としての団体組織化は，

活動体レベルの約3分の 1の規模であった。

こうした限定付きではあるが，事業所統計での日本の団体発展パターンは，

全般的に緩やかな多元化へ向けた市民社会組織の成熟と形容可能なものであ

った。それはアメリカの市民社会組織が微変動を伴いつつも多元的飽和状

態であること，韓国のそれが体制変動に伴う激変を示すこと， と鋭く対比さ

れるものである。ただし， 日本の市民社会の団体構造は，生産者団休、特に

経済団体に偏重し，行政との関係も弛いものと推察された。

本章ではまず， JIGSデータに基づいて現存する団体（被調査団体）の設

つまり誕生年を見ることにしよう。現在活動している団体はいつ生れ

たか，である。日本だけでなく，韓国，米国， ドイツの団体誕生年も検討し，

日本のパターンをどうみることができるか，またどのような団体形成の理論

が適用可能か考えていきたい。そこでは統合空間ダイナミクスモデルの国

家・制度次元の意義を，政治体制変化のインパクトを見る中で検討する。ま

た団体セクターごとの設立パターンの違いから，同モデルの社会・資源次元

に関連して，団体別の資源動員について考察する。後半では，前章で見た組

織化データである事業所統計を用いて，戦後の日本を中心に，韓国，米国を

含めて，団体事業所，団体従業者が社会・経済の動向とどのような関係を有

しているかを検討する。すなわち，団体と社会・経済環境との関係，社会・

資源次元との関係を統計的に検討する。

1 JIGS調査団体の設立年の分布

まず，図12-lを見ていこう。日本（太線）および韓米独 3ヵ国（点線，

細線，破線）での調査団体の設立年分布（実数）である。直観的に各国のパ

ターンが多様であることが了解できる。日本のグラフは，圧倒的多数が戦後
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の形成であること，戦荊と戦後の断絶の大きさを予想させる。戦前にも多少

の設立の波が観察できるが，戦後ほどではない。戦後にはいくつかの設立ラ

（年20団体以上首都での設立を甚準とすれば）が1叫5,.._,___,55年， 58,.______,68

70,.._,___,77年， 81,.______,92年に生じたことがわかる。

果たしてこれは民主化や制度立法化といいった政治的な環境要因によっ

て説明されるのか，それとも経済成長などの社会要因によって説明されるの

か，そして日本のパターンはユニークなのか普遍的なのか。さらになぜ

「55年（本制」は形成され，一党優位体制が確立し， 自民党支配が永続したか，

といった政治勢力の問題と， これはどのように関係するのだろうか？ 図12

-lに端的に示される団体の設立年に刻まれた歴史の痕跡は，私たちに無限の

問いを突きつけるのである。

ッシュ

図12-2は日韓米独4カ国のパターンを捉えるために，首都，地方別に 5

年ごとに設立年を集計し，それを全体に占める比率で表示したものである。

設立実数の図12-1は直観的に日本のパターンのユニークさを示したが， こ

の図においては4カ国のパターン差が明確に析出されたといえるだろう。首

都と地方の各国グラフの微細な相違も興味深いが，基本的には各国で両者は
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ほぼ同型であると見なせるので

たい。

両者の比較検討は別の機会に譲ることとし

2
 
JIGS設立年の解釈と問題意識

まずJIGSデータの現存団体設立年の集計の持つ意味を考えておこう。つま

り， これらグラフは「実際の設立数」を現すのではない。現段階では この
(1) 

包括的な範囲での市民社会組織の実際の設立数を示す統計は存在しない。

あくまでJIGSデータは現存する団体の設立年である。だから，団体の年齢

別分布グラフとみるのが正確である。

また図12-2のグラフは図12-1の実数とは異なり構成比％のグラフであ

る。どれだけできたかの比較ではなく ，現存するものが「いつ，どの程度の

割合ができたか」を示している。つまり， このグラフは設立の状況を表すの

ではない。だから正確には現存団体の団体年齢の年度別比率分布のグラフで

ある。 ............ . . . . . . . . . . . . 
私たちは しかしこれらのクラ フ は団体形成の実〖祭のグラフと相似であ. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ．．．．． 
る，グラフ上の波動ぱ実除の形成の波を，その高低を（一様かどうかは不明
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だが）弱めながらも保存している． と基本的には解釈しておきたい。

これ以外の理解として， これは団体「年齢Jのグラフである， と厳密に解

釈し，あくまで実際の設立とは切り離して考える解釈もありうる。しかし．

誕生年の統計量であることに固執したとしても，団体は人間のように自然に

誕生するという側面より社会的・政治的に誕生するという側面が強い。ま

たその寿命も自然人ではないので自然の制約はない。だから，ある時期に集

中して設立され，それが存続することは普通のことである。後に見るように，

日本のセクターごとの設立時期の差がこれに関係する。. . . . . . . . . . . . . . . . . . 
ただ，誕生年として見た場合 日本では，団体の設立が波打って続いたと. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
言う側面より， (AJ「なぜ，中年にあたる敗戦直後生まれのベピープーマー的. . . . . . . . . . . . . . . 
な団体が頑強に継続しているのか」，もしくはその反面として， (8)「なぜそ

の後の時代の団体が相対的に脆弱であったのか」という間題をこの図から読

みとることはできる。

但し， (B)に関しては，本章でも詳述する事業所統計での団体の順調な成長

を考えれば，量的にはその後の時代にも多数の団体が形成されつづけたと

いう点を否定するものではない。つまり，事業所統計はしつかりした組織事

業所をもった団体を対象としたものであるが，そこでは60年代以降，団体実

数の大きな増大とともに，団体数の人口当り密度の増大すら明確に観察でき

るのである。他方，この期間団体の増大が著しいとされるアメリカ（例

Petracca 1992)は，密度でみれば停滞気味であった。だから，日本の状況は，

敗戦直後の爆発的形成ほどのペースではないにしても， 60年代以降もやや停

滞した時期を挟みながら，かなりのペースで一貫した団体の形成が続いてい

ると見るべきである。

ただ私たちの解釈にしても，図12-2のグラフが設立の実際そのままでは

ないのは事実である。実際の誕生は含まれるが，その後消滅してしまったも

のはそこに含まれないからである。そして， このグラフでは必ずしも明確で

はないが， 日本において，戦前1920-------30年代に，韓国において1~0年代や80

年代初頭に，米国においても同様に20世紀において幾つかの波が訪れたとい
(2) 

う証拠は十分に存在するからである。

このようにこのグラフは確かに実際のそれとは異なるが，決して実際のそ

れと無関係に存在する訳ではない。それゆえ，先の推論のように， これは団
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体形成の実際のグラフと柑似であるという解釈が生まれる。このグラフは「団

体の増減の波」を一定程度反映しており 実際に形状としてはグラフに示さ

れたような団体設立の波があると推定できるからであ言。本論はこの推論も

採用する。

そうした観点に立てば 日木では 1945年における体制の完全な断絶， 60

年代から70年代における経済の高度成長 90年前後のバブル経済 ・地球化の

波が，それぞれ先にあげたJIGS調査での複数の波と関連していることが予想

される。同様に，米国では1910-------20年代戦後そして70年前後から80年代

にかけての急増 (69------85年）が印象的であり，総じて1970年代の緩やかな盛

り上がりに注目できる。雑国では1980年代以降特に85年以降の激増をどう

解釈するかが焦点となる。 ドイツでも1990年の統一後の激増戦後すぐの増

大が注目できる。

図12-2のグラフが誕生年である点から生れる問題意識と，それを実際の

設立形成の反映と捉えることから生れる問題意識の双方が， 各国の市民社会

組織の形成と発展を考える上で重要である C

3 国家・制度次元における体制変革の意義

統合空間ダイナミクスモデルの国家・制度空間次元においては具体的に

は政治体制の変化，権威主義体制による抑圧の効果とその崩壊いわゆる

自由主義的な民主化による解放という過程がどのよ うなイ ンパクトを団体

世界に与えたかが重要である。

またこうした現在にいたる波を考える上で現代の初期に見られた近代化

初期遺産としての条件も重要である。それらを考えるヒントとして例えば，

20世紀までに形成され現在まで存続したものの割合は，ベルリンでは7.9%,

ワシントンでは5.4%, 東京では1.7%, ソウルでは0.6%と有意な差が見られ

るし， 1945年までに形成され現在まで存続したものの割合でも，ワシント

ンでは24.1%,ベルリンでは18.1% . 東京では10.4%, ソウルでは4.5%と同

様の相違が見出される。米独に代表される欧米諸国ではその後の激動にも

かかわらず， 19世紀に誕生した一定の割合 (5------8%)の団体が現存すると

いうのは日韓との明確な違いとしてまず押さえておこう。

さて， ここで米国は権威主義体制を経験してこなかったのでそれを理念
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(4) 

型として日粋独の政治体制変化の大きさを推測してみよう。日本では、

.1945年の敗戦を契機とした戦後民主主義（本制への変革．韓国では1987年の民

主化宜言を契機とした権威主義（木制から民主主義（木制への移行（辻中 ・李 ．

廉 .1998). ドイツでは45年の敗戦と90年のドイツ統一に注目する。ごく簡便

な方法であるが政治体制変化の生じたとされる前の20年 (lO年筍）とそ

の後の10年の設立団（木数の比率を比較してみよう。因みに敗戦のインパク

トは首都で，韓国とドイツの近年の変化は地方レベルで見ていこう。地方の

方が変化が大きいことと． ドイツのハーレが東ドイツに属したため、社会主

義からの体制変化を見ることができるためである。

権威主義体制における市民社会の組織化への抑圧がなければ，それによる

抑制と解散がなければ，アメリカ同様の軌跡を描いたかどうかは一概にい

えない。形成の軌跡はそう単純ではない。ただ「解放」後の.LO年がそれま

での権威主毅体制下での団体数の設立を補いそれに余りある著しい団体形成

の期間であることは明確である。もう一点同じく敗戦や体制変化が生じた

とはいえ，各国とも断絶度，急激度において差が見られることである。

表12-1からわかるように，敗戦のなかった韓国と米国の首都では，それ

ぞれ全く異なる社会的な位置であったが（いうまでもないが，米国は戦勝国

であり，韓国は終戦時にはまだ日本に併合されていた）， 45年とその後10年の

インパクトが団体設立（誕生年）に残っていないという点で共通である。そ

して，この表で見る限り， 日独では敗戦以前の20年に形成され現在まで残

る団体数の数倍 (4"-'5倍）の団体が敗戦後の.LO年で形成され現在に至って

いる。敗戦のインパクトは極めて明瞭であろう。

表12-2の示す体制変化のインパクトも同様にわかりやすい。日本や米国

は60年代から現在まで大きな休制変更はなく，それゆえ大変類似した形成（誕

生年分布）比率を各時期が示している。他方で，韓国， ドイツの地方では，

表12-1 日独放戦の団体形成へのインパクト 表12-2 韓独①年前後の政治体制変化のイン

（敗戦前後での現存団体設立割合） パクト（体制変化前後ての現存団体設立割合）

L926- 1936- L9'l6-
N 

1£66- 1976- 1986-
N 

35年 45年 55年 75{ド 85年 95年

東京 29% 30% 225% l訊5 京畿道 13.6% 19 3% 56.8% 99 

ベルリン 18% 08% 12.7% 4% ハーレ 4.7% 2.4% 68.5% 127 

ソウル 35% 0.9% 38% 343 茨城 16 8% 18.6% 21 7% 179 

DC 39% 5.0% 6.3% 700 NC L4.5% l6 7% 20 5% 6M 
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体制変更前後からの10年で現存する 5剖から 7割の団体が形成されるという

急激な変動が生じている。

日本に関しては次のような推論が可能である。

（］） 敗戦直後10年の団体が高い割合で生き残っている。戦前の団体はほとん
(S) 

どが根絶された。これは牡に米国とは異なる。 日木の戦後体制 (55年体制）

構造の弛靭な基礎がここにある可能性：がある。

(2) 戦後設立の団体はほぼ同様の割合で現在まで生存しており（同様の割

合で存続したわけではないと推定されるが）、設立の残存団体数はその中で

波動を示している。その波動は．米韓（そして独）より詣著で 3ないし4

の頂きを残している。

(3) 体制変化のような大きなインパク トが生じると，それ以前に設立された

団体はその時期に消滅分裂や吸収再編成を余儀なくされるので，そ

れ以前の設立「波」は大きくその高さを減じるであろう。

(1)に関しては すでに推測したよ うな 体制変動との連関が指摘できる。

逆にいえば米韓両国の残存団体数の波やそれ以前との断絶度は両国の

体制変容と関連づけることが可能であろ う。 例えば，あまり明確に「政治体

制の変更」とは論じられていないが， 60~70年代のアメリカ「市民権革命j

から70年代団体多元主義構造の形成は Tローウィ (1959. 1981)が述べた

ように古典的な自由主義の終焉であり，体制変更であると考える議論も十分

検討する必要がある。いうまでもなく，韓国に関しては 87年の民主化開始

であるが， 80年代前半も90年代仙半もともに体制変更との関係で重要である

ように推察される。

(2)の戦後日本の波状かつ高原状の高い設立団体の残存についても， 団体が

戦後社会で持った決定的な意味 特に保守政権の安定や高度成長など経済的

発展との関連を怖く示唆する。

(3)の点はこのグラフを用いるときに注意を要する点である。体制変化以前

の説明には特に他のデータを扱用する必要がある （辻中 1984,1988, 1994 

参照）。

4 社会・資源次元の検討 I

日本における生産者セクター団体の量的優位と形成の先行
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このように政治体制の変革に規定されて大量の団体が時期ごとに形成され

るが．それは統合空間ダイナミクスモデルでいう多様な市民社会の団体セク

ター間の「陣地取り」の様相を呈する。利益団体の空間が開かれてもその

タイミングに合わせてうまく社会の資源を動員したセクターが自由な利

益団体空間を占拠することが考えられる。こうした観点から，社会・資源次

元の意義をみる上でまず．セクター別の団体形成のパターンに注目してみ

たい。それはまた，上記(2)の高原状の波動の意味を解明することにもつなが

るだろう。

それぞれのセクターには次の団体分野に属すると被調査団体が答えた団体
(6) 

分類をもとに再集計した。（ ）内は米での分類名。

生産者セクター：経済，農業，労働

社会サービスセクター：教育，行政（政府関連），社会福祉，専門家（医療

・保健．学術）

アドボカシーセクター：政治．市民 （環境）

宗教セクター：宗教団体（ドイツではなし）

その他セクター：その他（その他，外国利益，文化） ［日本では芸術文化，

国際交流・外国，親睦，非営利，農水林関連，厚生，国際NGO,専

門科学ほかが入る］

4 - 1 セクター別構成比の検討

まず，構成比を確認しておこう。

日本は， 「生産者」団体と「その他」団体が多い。これは事業所統計での，

「経済」団体， 「その他J団体の多さと一致する。但し， この生産者には労働

団体も含まれている。他方，各々の比率は事業所統計より低い。アドボカシ
(7) 

ー，宗教，社会サービスセクターは 3カ国で最低である。

米国は，社会サーピスが多いが， どのカテゴリーも中間の順位である。こ

こでアドボカシー団休セクターには環境団体しか含まれていない。実際には，

「その他」，「社会サービス」に他の国でのアドボカシーセクターの団休が含ま

れているのでこの数字より多い (Walker1991参照）。

韓国は，社会サービスが多い。アドポカシー，宗教も 3ヵ田で最大である。

他方，生産者とその他が少ない。生産者セクターが少ないのは近年の事業所
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統計の動向と一致する。また事業所統計で「その他」が多くそれは社会サ

ーピスやア ドボカシー団休を含んでいる。その傾向とも一致する。

ドイツは，スポーツという独自の分類を設けており，それを含め「その他J

が多いが，それを除けば少ない。

4 -2 5セクター別の設立動向

図12-3では実数で表示してあるので各セクターの規模を理解しつつ

誕生設立年の変動を理解することが可能である（各I国の調査団体数， 回答数

に差があるのでスケールは同じではないことに注意）。

各国別に概観する。まず日木の傾向を見よう。生産者セクターの団休は戦

後すぐに断崖状に盛り上がる大きな設立の波がありその後彼動を描きつつ

も設立数は減少している。社会サービスセクターとその他の団体は戦後一

貫して高く高原状であるが多少の波動を伴っている。アドボカシーセクター

の団体は絶対数は少ないが戦後すぐから60年までと，70年代以降，特に90

年代に波が押 し寄せている。宗教団体は絶対数が少ない。

米国の傾向は，社会サービスセクターとその他の団体では60------80年代前半

に特に高く， 90年代まで波は続く。生産者セクターは30年代と， 70年代後半

から80年代前半に山がある。アドボカシーセクターは. 70年代. 90年代前半

に， 宗教は全体になだらかであるが.60年代後半， 80年代前半に盛り 上がり

がある。

韓国の傾向は ほぼ全てのセクターが一挙に70年代後半から増大し, 80年

代後半から90年代前半に大きな盛り上がりを見せる。他方，生産者セクター

は，60年代後半にもピークがある。

ドイツの傾向はその他団体と社会サーピスにおいて， 20世紀以前，戦後

すぐ， 90年前後に盛り上がり を示している。 90年の波が断崖状である。生産

表12-3 セクター別の構成比 （首都％）

生廂者
社会サー アドボカ

宗教 その他 計 N 
ピス シー

日本 30.2 冽5 6 (j 0.8 :27 9 100.0 1403 
米国 22 3 ,~o.7 87 、l..3 no 100 0 715 
韓国 19 0 ,11 0 lOS lO~ 19.0 JOO 0 353 

ドイツ 79 ：灼7 I :1 
（京教スポーツ2:35 

!(){) 0 597 
その他27,l) 
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者団（木にとっては戦後すぐが重要であったようだ。

次に. 5セクター別に概観しよう。 3ヵ囚の特徴を生性：者、社会サーピ

ス，アドボカシーの 3セクターに注目し． どの時期に形成の中心があったか

を検討する。

まず．生産者セクターである。日木では戦後すぐに大きく， 60,,..._,70年代`

80年代と徐々に波の高さは低くなる。米国では30,....,_.,如年代にもなだらかに形

成の盛り上がりがあり.60年代後半から90年にかけてより多くの団体が形成

される。韓国では 60年代後半， 80年代から90年代前半に集中している。 ド

イツでは戦後すぐに大きい。

社会サービスセクターを見ていこう。日木では戦後すぐ， 60,,..._,70年代前

半， 80年代後半とほぼ同じ高さの波が続く。米国では， 60年代後半から90年

代前半にかけて大きな盛り上がりが見られる。韓田では， 70年代後半から90

年代前半に形成の波が訪れる。 ドイツでは， 80年代から90年代の波が鋭く盛

り上がり， 50年代前半.20世紀以前も設立が見られる。

にアドボカシーセクターである。日本では戦後すぐから60年， 70年代

前半， 90年代前半と徐々に高さを上げつつ波が訪れる。米国では70年代後半．

90年代前半に，韓国では80年代後半から90年代前半に多くの団休が形成され

る。 ドイツでも80年代後半以降である。

以上をまとめると， 日本だけが生産者，社会サーピス、アドボカシーの各

々のセクター間の形成時期の対照が著しいことがわかる。生産者，社会サー

ビス，アドボカシーの順に，戦後前半集中型，一貫して高い型，そして後半

集中型となり，生産者から社会サービス，（絶対数は少ないが）アドボカシー

セクターヘと形成の力点がシフトしていくことが観察される。日本における

市民社会組織の資源動員が， この順に生じたのであり，他の分野，国家や企

業からの資源供給がなされたのである。それが先に見た現在の相対的に生産

者団体が発達したセクター別団休分布に帰結したのである。

米国では， 60年代後半から90年代前半まで多少の波打ちと大きなうねりが

ほとんどのセクターに観察できる。時期は少しずれるが，韓国でも， 80年代

から大きなうねりが現在にかけて観察できる。 ドイツはその他，社会サービ

スが中心でありかつ類似の波を描き， 90年前後の変容に特徴が見られた。

4カ国でほぼ共通するのはアドボカシーセクターの近年における増大動
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向だけである。しかしこれは資源動員的には 2つの解釈か可能である。つ

まりアドボカシー団休プームが起こっているという普遍的な市民社会連帯

革命仮説（サラモンほか 19田山本ほか 1998) と，アドボカシーセクター

の団体は脆弱なので，近年に形成されたものしか常に残存していないとい

う市民・アドボカシーセクター脆弱仮説である。日本においても，アドボカ

シーセクター動向と民主化の波とは共変 (60年までの戦後民主化， 70年安保

と革新自治体期， 90年代NPOの時代から政界再編期）してきたことが観察

できるが，その度に，大衆運動や市民団休・住民団休は，砂山のように急

速に盛り上がっては消滅してきた可能性がある。

以上の観察された事実は，統合空間ダイナミクスモデルの社会・資源次元

以外の， もう一つの次元である国家・制度次元の仮説と関連させることもで

きる。

まず，政治体制の変更は社会サービスセクター（および同様の団体を含

む「その他」）により大きな変更を迫るものと考えられる。政治体制が政策変

更を導き，それはとりわけ田家（社会）政策に関連する社会サービス

を与えるのであろう。

政治体制だけでなく，政権構成，権力分布．政権能力ともセクター別の形

成は大きな関連をもつであろう。日本では55年体制での与野党｀その後の保

守政権下での社会的なコーポラティズムの基礎となる，生産者団体の形成の

早さとその存続力の弛さが印象的である。日本の戦後体制 (55年体制）構造

の強靭な基礎がここにあると推論できるのである (Tsujinaka 19~) 。

韓国やドイツでは. 80年代からすでに団体セクターの増大が生じており，

それが90年代の大きな盛り上がりにつながる。これは韓国民主化宣言やドイ

ツ統一の意義を示すと同時にそれ以前の権威主義体制（韓国全政権）や社

会主義体制（東ドイツ側）の自由主義的な「緩み」や折衷性を示すものかも

しれない。米国でも、 65,--._,80年にかけての市民権「革命」のインパクトはこ

こに明瞭に観察することができるが，その波自休はややなだらかであり他

の3カ国とはやはりパターンが柑違する。

5 市民社会組織の歴史的形成理論の課題

以上，団休活動体に関する比較JIGSデータをもとにこれまでの日韓米独の
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市民社会における団休配罹の形成について．統合空間モデルの国家・制度次

元と社会・資源次冗を意識して．考察を加えてきた。無論邸分的な検討であ

ったので，それを補いつつ，市民社会の団休の形成について，少し理論的な

整理をしておこう（辻中 1988: 2, 3章。 Petracca1992. Baumgartner/Leech 

1998. ;Jヽ野 200l)。

統合空間ダイナミクスモデルでは， 2つの次元と 3つの領域を関係する変数

として考えた。すなわち，田家・制度次元，社会・資源次元，国家関連領域．

企棠関連領域そして伝統的共同体領域である。 2つの次元の許容度の大きさ

によって，利益集団の空間規模は，規定され形成される。そうして生れた利

益集団空間において．利益集団活動に関与する企業と国家下位の領域および

伝統的共同体の領域を減じたものが，市民社会組織の政治化が可能な領域（利

益団体空間）である， というのが私たちの仮説である。

こうした理論仮説は，団体形成の外部要因として，国家の制度要因（制度

化）と社会の資源要因（近代化）を主として考えており，構造的・マクロ的

である。しかし，団体の形成にはそれ以外に，政治的機会構造のようなさ

らにマクロで全政治システムに関係する政治要因や，資源動員に関係するリ

ーダーシップや組織化のテクニックなどの内部要因など多くの他の要因も閲

係する（小野 2001: 70-78)。

国家・制度要因としては，憲法規定，関連立法，税制，予算措置，団体政

策・規制，行政指導，警察活動の管轄と実際などが含まれている。それらが，

団体形成・維持の促進，助成， 自由化，規制強化，規制緩和，抑圧という形

で表面化する。それらの中で，政治体制の変更が最も包括的で大きな影響を

もつことはいうまでもない。具体的には，憲法規定や各種の立法化との関連

や改革政策との関連を分析することとなる。

もう 1つの，社会・資源要因としては経済成長，景気循環，工業化，サ

ービス化，情報化，コミュニケーション技術の進化，教育の発展，さらには

経済・社会の地球化などの要因をあげることができる。この側面については

すでに近代化論として多くの研究がなされたが，市民社会の団体形成との明

示的な関係を分析したものは少ない。

団体自体の内部要因としては，集団や団体の規模集団セクター間の対抗

組織化・連鎖反応・団体間関係（これは政治的機会構造と関係する），団体の
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内部政策（副脱物など使益供与）の要囚団体の指導力（団休企業家），団体

の小集団のネットワーク関係などが重製な製因となる。社会・資源次元国

家・制度次元を認識し，それを利用するのは団休の内部嬰因である。

こうした要因が複合的に1尉連して現実のIJI休形成が生じる。

これまで経験的仮説としては団休形成の記原動員 「外部関与」仮説す

なわち，国家企業それらの関連機関公益法人などからの援助を重視す

る仮説や「世界民主化仮説」一日本の市民社会の団体形成と民主化，体制変

更に関して，「市民社会の組織の設立の噴出（増加）の波は（国内）民主化の

波と共変する。日本における (I』内の政治傾向としての）民主化はハンチ

ントンのいう国家の民主化（世界の語国家の民主主義政休への移行）の波に

強い影響を受けている」という仮説や 「政治変動仮説：独立変数と しての団

休変化」ー「政治体制の移行．変化，変容は団休形成の波の谷の （停滞）時

期市民社会の団体数の減少や停滞の時期であり，団体の確立・基礎固めや

再編成が生じている時期に発生する。換言すれば， （木制変化は団体数の増加

の波を追いかけるのであり，そうした変化は民主的であるとは限らない］と

いったマクロな歴史過程仮説を構想してきた (Tsujinaka19%. Tsujinaka 

2002)が経験的な実証にはなお肉付けが必要であり今後の課趙と考える

ことができる。

国家・制度および社会・資源の 2次元からの検討においても，多くの課題

が残されていることを確認して次に統計的な検討に移りたい。

6 日本の市民社会組織の比較的特徴：

事業所統計による日米韓比較

ここではサーベイ調査である J1GSデータから．再び統計的な団体事業所

データに目を移し，戦後日本を中心に帷国，米国を含めて，団体事業所，

団休従業者が社会・経済の動向とどのような関係を有しているかを限定さ

れた変数関係の中で検討する。いわば統合空間モデルの社会・資源次元との

関係を見るわけである。そのことによって国家・制度次元の意義を推定す

ることもできると思われる（詳細はTsujinaka2002)。

事業所統計に晶づき統叶的変化の比蛉から記述してみよう C このデータは，

前章と同じ． 「政治・経済・文化団（木」，membershipnon-profit associationと
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図12-4 人口当り団体数の変化（日米韓）
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して把握される組織であって．農協、中小企業協組など協同組合は含まれな

し＼

゜
比較のために主として数値を人口で除し， 10万人当り標叫化した数値（以

下，密度）を用いる。日本が51,-.,_,99年，米田が59,-.,_,gg年，韓国が81"'-'96年

（統計自体が81年開始）とカパーする範囲に相違があるが，それは統計的な連

紐It,整合性の観点から最大限を検討範囲に収めたためである。

アメリカ市民社会の団休状況は，極めて安定した状態にある（微増減）と

いってよいだろう。団体実数は1959,.,___93年の39年間で1.65倍（年平均1.3%増）

になっており微増である。人口当り密度でみると，アメリカでは1960年代以

降10万人当りほぼ35団体でほとんど変化がない（最低1980年の32.8,最高1987

年の37.3および1959年の37.1である。最近年1998年の40.3は「その他」の急増

によるが， この年より分類が改変されているため，実態の変動でなく統計分

類上の問題である可能性がある）。つまり団体数はこのおよそ40年間ほぼ飽. . . . . . 
和状態にあるといってよい。

他方，団体を種類別にみれば，市民団体が一貰して4割以上を占めその優

位も変化していない。人口当り密度では経済団体とともに横ばいである。経

済団体は日本との比較では割合，絶対数ともに少ない。経済団体の数は漸減

気味であったが，近年は緩やかに増加している。労働団体は76年をピークに

以後減少傾向（人口10万当り密度10から 6台へ）である。他方で専門家団体

やその他の団体は人口当り密度で約4倍に，政治団体は倍に増加している。

団体従業者数でも39年間で絶対数で2.3倍，人口当りで59年の221から98年の

334と，全体に緩やかな増加が観察できる。労働組合はここでも78年以降漸
(8) 

減である。

以上を要約すれば，アメリカの団体世界は密度で見れば， 1960年代以降，

団体事業所数ではほぼ飽和状態にあり，団体従事者の面では緩やかに増大を

示す。他の定評のある資料，例えばEncyclopediaof Associations (Gale Research 

Company)からは，団体が活性化し収録団休数が増大していることや，団休

の細分類ごとに相当な入れ替えがあることが推定される（辻中 1988: 93-98) 

が，上に見たように団休密度自休は飽和に近いので，結果的には，ゼロ・サ

ム的な団体空間の師い合い的な状況が存在すると考えられる。

韓国市民社会の団休状況は，全体に激動の様相を示している。団体実数は
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86,...___,91年の期間一旦絨少し， 91年から％年にかけて今度は3倍培である。こ

の期間に団体数密度も日木の 3分の 1水準から日本並み（米国の 8割以上）

に増大している。

団体種別にみれば経済団休は一員して誡少を示すが（人口10万人当り密

度9.6から2.8へ），近年の傾向では経済団体以外の種類は皆密度を増加させ

ている。特に「その他」の団休の爆発的増大 (91年以前の最大値86年の7倍

以上）は印象的である。労働組合 (15年で 7倍）や専門家団休、政治団休の

増大も著しい（いずれも15年で3倍増）。

団体世界の構成も激変している。 1991年までは日本型ともいうべき経済団

体の圧倒的優位（全体の約半分かそれ以上が経済団体）を示したが，％年に

は「その他」（実質は市民団体も多く含む）の団体の圧倒的優位へ様変わりで

ある。団体の従業者数の変化も同様の傾向を示し，現在の密度は日本を越え

ている（約1.3倍）。団体従業者密度で見れば経済団体だけは4分の 1以下

に激減労働は20倍，その他13倍専門家と政治団体は3倍といった爆発的

増大ぶりである。

要約すると，韓国では 1991年以降に，団休の爆発的な自由化が発生した

と考えられる。これは果たしてバプルに過ぎないのか，それとも実質的な欧

米的な意味での団体多元化が生じたのか．そもそも団体間界自体がなおエリ

ート構造の一角にあり，単にエリートレベルでの構成変化が生じただけで

実際は相変わらず二重構造なのかなど， この激変の解釈が争点といえる（辻

中・李・廉 1998)であろう。

こうした米韓の対照的な 2つのシステムは両国とも，理念型として十分

用いることができる。すなわち，政治体制「安定」と「変化」のスケールと

して，市民社会の団体の量的変化を用いうるという筆者の理論的仮説（「団体

は世につれ，世は団体につれ」的な相関関係）を支持するものである。

これら両国と日本の市民社会の団休状況を比べてみると，事業所レベルに

関しては日本はほぼ安定成長を遂げたと牡徴づけられる。団体実数は1930,..,____,

％年の36年間で3.7倍（年平均3.7%増加. 51,..,____,99年で2.7%増）を示し， この

間の平均成長率はアメリカの 3倍に辺い。微かに減少を記録したのは1957年，

69年. 99年の 3回だけである。

人口当りの団休密度では. 60年の対米比 3分の 1から％年にはアメリカの
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85%にまで達した（但し. 99年には漸減）。

団体種別でみると．安定した経済団（木の優位(4割前後）が印象的である。但

し，経済団体も最大の時期より 10ポイントの比率減少を示し，近年は停滞気

味である。もう 1つ近年に特徴的なのは「その他」の団体の急速な増大であ

る。この半世紀で 5倍以上の密度の伸びを示し，現在では最大の分類になっ

ている。政治団体も 3倍増．学術や労働団体の密度は 2倍弱である。参考ま

でに述べると，農協や宗教の事業所は長期減少傾向にある。

団体従業者数をみれば， 60,--.._,S)3年の36年間は4.9倍（年平均4.5%増）の増

大である。但し， 1957年までと％年以後は減少を示した。しかも図から理解

されるように事業所レベルとはやや趣きを異にするのは， 57年以前と以後

は質的な違いを予想させるだけの大きな減少傾向が観察できることである。

団体従業者総数は51,..._,57年の期間に 4分の 1に激減した。半世紀たった現在

も1951年の団体従業者密度水準を上回っているのは 「その他」と「団体総

だけである。

ただ，その後の成長は順調である。 57年と99年を比較すれば，その他の団

体は6倍弱政治団体，学術文化団体は4倍，経済団休は 3倍強，労働団体

は2倍弱である。ちなみに国勢調査での団体従業者数も1947年の戦後第 l

回調査から， 50年， 55年と急減後に成長軌道に入っている。不況（サービス

業も減少）や戦前の遺産整理， 55年体制に向けた様々な政治社会集団の整理

統合もそこに関連して可能性もある（辻中 1988: 69乳76)。

以上， 日本の状況をまとめれば， 1957,..._,50年頃からそれ以前とは異なる段

階に入ったこと，それ以降団体世界の継続的な安定成長が続いていること，

75年以降， 「その他」を中心とした新たな波が現れていること， 90年代後半

に入り停滞気味であること，などが指摘できる。

日本のパターンは，アメリカ市民社会の多元的飽和状態での微変動，韓国

の体制変動に並行する市民社会組織の激変と対比すれば，戦後初期とごく最

近を除けば，市民社会組織は安定的な成長と緩やかな多元的成熟を遂げてき

た，と形容可能であろう。他方で，その構成は安定的でありなお経済団体

の量的優位があることも特徴的である。増大する「その他」の団体の解釈が

特に日韓の性格付けに関係するが， これは市民団体と政府系や企業系の公益

団体の混合（前掲，第4章プロフィール）であり，今後の分析諜題である。
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7 社会・資源次元の検討II: 

「発展志向型国家の団体状況」仮説の部分的検証

団休が社会の資源を動員し組織化することで成立するとすれば 資源を供

給する経済環境の影響を受けることが考えられる。ここでは様々な経済環境

変数を用いて体系的に検討するのではなく， 1つの試みとして，「全事業所

（従業者）数の動向」に経済環境を代表させ．それとの関連を探るにとどめる。

この比較は確かに同一の統計を用いるという点で便宜的であるが，それだけ

でなく，事業所組織同従業者という同じ次元で，団体と全ての産業総計を

比較することができるとい う強みも持っている。

ここでは これまで焦点を合わせてきた政治 ・経済 ・文化団体だけでなく，

農業協同組合や宗教組織の事業所も比較の観点から可能な限り検討を加えた

（但し団体計には含めていない。団体計は政治 ・経済 ・文化団体である）。方
(9) 

法は基本的に戦後の分析可能な時期のデータ間での単純相関分析である。

ただ， 日本では57年以前と以後には性格の違いが推定されるので 51------99年'

と57,--.___,99年の 2時期で柑関を算出した。

7 -1 全産業事業所数と団体事業所数の相関（全産業従業者数と団体従業

者数の相関）

まず、各国の人口 当りの団体数密度と全産業事業所密度の推移，同じく団

体従業者数密度と全産業事業所従業者数密度の推移を見ていこ う（以下すべ

て人口10万人当りの密度であるので密度は略する）。図12-6. 12 -7には，団

体の推移とともに全産業事業所の推移団体従業者の推移とと もに全産業事

業所従業者の推移もスケールは異なるが示してある。表12-4. 表12-5は

両者の間の相関分析である。

アメリカでは人口当り 全産業事業所の推移は,72"-'74年.82"-'84年のジ

ャンプが見られ（図12-6) . おそら く何らかの制度 （税制など） 的な変動の

影響と考え られる。 72年までは漸減.84年以降は潮増である。結果的には如

年で1.4倍である。他方既に触れたように団休事業所の方は35前後で停滞し

ている。両者の柑関係数は 0.367で大きくはない。全事業所と団休の従業者

レベル（表12-5)はともに漸増傾向を示しそれらの相関係数は0.598と
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図12-6 人口当り団体数と全産業事業所数の推移（日米韓）
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図12-7 人口当り団体従業者数と全産業従業者数の推移（日米韓）
400 r 
(a) 日本 ,・-、、全産業 l48,000 

350 

300 

'・-ご:・ご・"-.-::_- ''42,000 

全

産

業

0

全

産

業

。

。

0
0
0
0
0
0
0
0
0

副

000
訊

0
0
0
5
0
0
0
0
0
5
0
0
0
0
0
5
0
0

網

5

，

賃

治

，
 

0

4

8

2

4

8

3

1

2

6

j

ー・

1
,
J
I

.

,

1

'．ー
・9,
1
Jー

，

．．
 
・ヽ
経
面
寸
政
8

3

2

]

1

6

術
治

4

3

J

3

2

2

.i

l

t

懇
働
-
っ
i

↓
五

・
ー
学
政
ず

：
り

4ー

市

労

:

/

．
i
961

胃

-
．
｀
・

い

磁

1

他

罪
□

，一

体

・

＿
．
~
，

[．--`

ー4 

z

墓
•
五

体
[
`
慟
」
暉
紐
全
〗
団
＿

団

／

ゲ

[
8[

[

／
ロ

/

／

／

960

国
＼

口
〗4
0
0

〗3ロ
1
5
0
0
0
5
0

1~9 

~-. 一・・~-殷協 !36,000 

2
7
0
2
4
0
2
1
0
1
8
0

150120

9
0
6
0

30 

従

業

員

数

(c) 韓 国
0

0

0

 

C, 

0
 
0
 

8

2

 ，
 

A
 
2

&

5

3

 

3

2

2

 

~
 

業
計
産
体
全
団

ノ

~--

ヽ.- .、
I その他［三

｀ヽ ／ ，．・労働
i 10.800 

・・-----•.• _、--•. • .,__(<--・・・ 17.200 

ノ.,..• -------. ____経済 !3.600 
．．・、ン 専l';l

戸岳六言-:-.二．亡二．戸=,;・:=-;:"s::..:・.:::こ：こ五こ，，,.・.・.,.,,,:.・.・:.,ー一ーニ麟し」。
1991 1996 1981 l9Sli 



280 

表12-4 人口当り団体数と全産業事業所数との相関分析

区分 団体計 経済 労（動
学術文化

政治 その他
股協／

宗教／市民 専門

0淀 l*''0898** 0.657** 0733** 0952** 08淡＊ぷ -0.433 ・・O 740** 

〇約5**0909** 0733** 0 772** 0 955** 0 800''* -0.433 -0 891 ** 
(-0 770**) 

〇淡7 -0: 弼 -0.899** 0438 07滋** 0.408 0 9()()* * 0 ¥)74*"' 

1951 ~99年
日本
1957~99年

米国 1959~98年

un ・／：左は日本の項目右は米[F-1の項目。
（ ）内は IS60年~1999年の相1共l絋

＊＊は水準O.otで.ff. 意。

表12-5 人口当り団体従業者数と全産業従業者数との相関分析

区

日本

分 団体計 経済 労（動
学術文化

政治 その他
農協／

宗敦／・市民 専門

1951 ~99年 053'I* 0 339 0009 0 577* 0 708** 0 724** 0 707*" -0 2Ll3 

l957~991if O 930** 0 979** 0 75l ** 0路 l** 0802** 0858** 
0 707** 

0 762** 
(0.473) 

1959~98年 0598** 0 900** 0 351 0. 924• ,, 0.8'16 * * -0.127 0.978** 0.%8''* 米国

(il) ・／・ 左はEl本の項目、右は米国の項目。 ・＊は水準0.05で＊＊は水準O.Olで行意。
（ ）内は，.lffiO年~l的9年の相関fir(である。

表12-6 人口当り団体数と全産業事業所数との増減量の相関分析

区 分 団体計 経済 労（動
学術文化

政治 その他
農協／

宗教
／市民 再fllj

1951~99年 0 373 0 2:32 0 3-41 0 191 0.713** 0露 -0 109 0 199 

日本 L957~99年 0.559 0 552 0 331 0007 0 770* * 0.377 
-0 109 

-0079 
(0 193) 

米国 1959~98年 0 172 -0.083 0 318 0335 0 057 -0.178 0287 0.683** 

（社：） ／ 左はEl本の項目右は米国の項目。 ＊＊は水準OOlで，有意。
（ ）内は lS60年~1999年の相関値。

表12-7 人口当 り団体従業者執と全産業従業者数との増減量の相関分析

区 分 団体計 経済 労慟
学術文化

政治 その他
農協／

宗粒
／市民 専門

1951 ~99年 0183 04[3 0 L92 0 293 0 270 0.183 0 746** Cl 120 

日本 1957~99年 0.672* 0 759** 0 327 0390 0 259 0.Ll--19 
0 746** 

0241 
(0.811 **) 

米国 1959~98年:-0 039 -0.012 0.092 0293 -0 l汐1 -0 l53 0 l28 0354 

（注） ．／ 左は日本の項目 右は米国のJ負El。 ＊は水準005で ＊＊は水準001で有忍。
（ ）内は l~O年 -[999年の相関値。

高くなり，有意である。

韓国では， 統計調査年が4回しかないので，相関係数には意味かない。 た

だ，図12-4. 12 -5のグラフから全産業事業所が一員 して顛調に成長して

いるのに対し，団休が横ばいから，減少そして急拡大と複雑な動きを してい

るのが対照的である。
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日本は，グラフからも分かるように全産業事業所と団体事業所は少しの

ギャップはあるものの極めて相似的な動きをしている。但し従業者レベルで

は戦後57年までが異なる軌跡飢向なので相似はそれほどでない。団体の推移

の方が全産業より伸びが著しい。その結果事業所レベルで0.884.従業者レ

ベルでも0.534の相関係数を記録している。しかも質的変化が予想される57

年以降だけに限ればそれぞれ係数の値は0.865,0.930となり相関関係は

極めて強くなる。日本の係数はすべて統計的に有意である。

全団体と全産業との密度の相関関係のレベルでは 日本が韓米を大きく引

き離して，強い相関関係を持つように推察される。

7 -2 全産業事業所「増減」量と全団体事業所「増減」量の相関（全産業

従業者増減数と全団体従業者増減数の相関）

相関関係に関してはデータが時系列的なものであるため初期値が係数に

与える影饗が考えられるので次に増減量（年単純平均）に着目して団体

と全産業の増減量間の相関係数を算出した。

まず，アメリカを見ていこう。先の値より全産業との相関係数は団体の

事業所数でも従業者数でも下がってそれぞれ0.172, -0.039である。つ

まりほぼ無相関である。

韓国。平均増減数のグラフを雷くと，先の全体数とは異なり全産業と団

体は事業所レベルでも従業者レベルでも相似した形状を示しているc

日本。先の全体数のものより，平均増減数における全産業との相関係数は，

団体の事業所数でも従業者数でも下がってそれぞれ， 0.373と0.183とな

りかなり相関は低い。ところが先と同様に， 57年以後に限れば， 0.559と

0.672 (統計的に有意）となり．柑関関係は強くなる。

全団体の増減量レベルでは韓国は置くとして， 日本は米国よりも．全産業

との相関関係が強いように推察される。特に1957,-..._,99年の時期は相当相関関

係が強い。

7 -3 人口当り全産業事業所数と「各団体分類」事業所数の相関（全産業

従業者数と「各団体分類」従業者数の相関）

次に，各団体分類ごとに観察していこう。ここでは政治・経済・文化団
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体だけでなく．参照できる限り．宗教団体、農業協同組合にも触れてみたい。

ただし，団体総計にはこれらは含まれていない。なお韓且］は相関分析につい

ては省略する。

アメリカ。全団体の相関は低く有意でなかった。種類別では宗教，専門家，

政治団休が正の強い相関を示し，労働団体は強い「負」の相関を示した。従

業者数でも，専門家．宗教．市民経済政治の各団体が強い相関を示し．

全体も有意な相関であった。

日本。有意の相関を示したのは，事業所では政治，経済，その他，学術文

化，労働が正のり怠い相関宗教 (60年以降の農協）が負の強い相関で有意で

あった。従業者では政治．農協．学術文化団体が正の相関として有意であ

った。 57年以降をとると，相関係数は全体に飛躍的に上昇し，経済労働を

含め全項目が強い有意な相関となる。

3カ国を見れば，やや意外な感があるが非経済的な団（木が．全産業事業所

・従業者と麻い相関を示しているのがわかる。宗教（日本では負）や政治団

休． 日本での学術文化がその典型である。

7 -4 人口当り産業事業所増減量と「各団体」事業所増減量の相関（全産

業従業者増減量と「各団体」従業者増減量の相関）

アメリカ。全産業事業所と団体事業所との増減数の関係では，宗教団体の

相関値が高く0.683,その他のものは有意な相関が見られなかった。従業者で

は有意な相関を示すものはなかった。

日本。団体事業所では．政治団体が最も高く，唯一統計的に有意である。

その他労働団体や「その他」の団体などに弱い相関が見られるが有意でな

い。従業者では農協が唯一有意な相関関係であり，経済に弱い相関が観察

される。 57年以降をとると，全体の相関値が上昇し従業者で経済も有意な相

関となる。

米国と比べて， 日本において，政治団体や農協が正の相関を事業所や従業

したのはユニークであるように思われる。

7 -5 まとめ

以上の検討をまとめると、以下のとおりである。
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人口当り団休事業所・団休従業者数と全庄業の事業所・従業者数の相関の

検討からは事業所レベルでは正負の柑関の混じる項目の多い米国より，

日本の方が相関係数は大きく上回り極めて高い。従業者レベルでは団体計の

相関係数は米が少し上回っており， 日木は経済・労働の相閲が弱い。ただし，

57年以降をとれば飛躍的に上昇し，すべて有意な相関となる。日本では事

業所，従業者両方で全産業との相関関係が確認できる。米国では従業者の

み確認できるといえるだろう。団体セクターそのものが成長を遂げた日本と，

セクターとしては団体数が飽和（人口増に伴う増大あり）していた米国の違

いが明瞭である。

人口当り団体事業所・団休従業者数と全光業の事業所・従業者数の平均増

減量の相関の検討からは事菜所ではまず日木の方が，全休としての相関

は高いが，統計的に有意なのは政治団休だけである。米国では事業所での

宗教を除きほとんど柑関関係にない。全体も無柑関に近い。従業者でみて

も，米国では無相関であるが． 日本では弱い相関がみられ，特に57年以降だ

と経済，農協に高い相関が現れ，全体も有意な相関となる。高度成長期の日

本の団体は，増減量という点でも産業の動向と相関関係が見られ，団体の数

では政治（や経済），団体従業者では経済と農協がそれに反応したのてある。

結論的には高度成長期以降の日木の市民社会組織は団体（事業所）数｀

団体従業者数ともその人口当り密度において，全産業の動向に規定されたと

いえよう。まさに経済発展とともに団体は存在したのである。従業者数に

関しては確かに米国においても全産業との相関は相当高い。しかし米国で

は 日本で記録したような団体の事業所数と全産業との相関は見られない。

団体の数量自体が．産業の動向と相関したという点で， 日本の市民社会は，

発展指向国家型の性格を有したのである。

まとめ

本章では活動体であるJIGSデータと組織休である事業所統計データを用

いて，市民社会における団休の設立．数量的推移における日本と米国韓国

との違いと共通性を確認し｀ 日本の特徴を浮き彫りにしようと努めた。

活動体の設立（誕生）年の分析から 日本では他の両国に見られない戦前

と戦後の大きな溝が見出され（トイツも小さいが見られる），戦後には継続的
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に多数の団体設立が見られるとともにいくつかの波の存在が確認された。

これは韓米両国とは大きく異なりまたドイツともかなり異なる点である。

日本では比較的にみて生産者セクターが極めて大きい。また日本だけが生性

者，社会サービス，アドボカシー各々のセクター間の形成時期の対照が著し

く，生産者から社会サービス，（絶対数は少ないが）アドボカシーセクターへ

と形成の力点がシフトしていくことが観察される。

JIGS設立年データからは，日本のパターンは，アメリカ市民社会の多元的

飽和状態での微変動，韓国やドイツでの体制変動（韓国民主化． ドイツ束西

統一）に並行する市民社：会組織の激変と対比すれば，戦後初期とごく最近を

除けば市民社会組織の安定した成長と多元的成熟と形容可能であろう。他方

で，その構成は保守的安定でありなお経済団体の量的優位があることも特

徴的である。増大する「その他」の団体の解釈が特に日韓両国の性格づけに

関係する。

後半では事業所統胃lデータを用いて日米韓 3ヵ国を対比した。人口当り団

体事業所・団体従業者数と全産業の事業所・従業者数の相関およびそれらの

年平均増滅量の相関を検討した。事業所レベルでは，米より日本の方が相関

係数が上回り極めて高い。従業者レベルでも57年以降をとれば， 日本の値は

飛躍的に上昇し，米国より高く有意な相関となる。日本では，事業所，従業

者両方で，全産業との相関関係が確認できる。米国では従業者のみ確認でき

るといえるだろう。団体セクターそのものが成長を遂げた日本と，セクター

としては団体数が飽和していた米国の違いが明瞭である。人口当り平均増減

量の相関の検討からも，統計的には弱いが、同様の傾向が観察された。高度

成長期の日本の団体は増減量という点でも産業の動向と相関関係が見られ

た。

このように日本では敗戦直後に形成された団体，しかも生産者団体が，

今でも多数を占めている。これが第 1の大きな波の核心である。第2の波以

降は社会サーピスセクター，いわゆる政策受益団体が台頭し，近年の第 3の

波では市民団体がやや目だっている。戦前・戦後の政治体制の変容の意義と

ともに戦後休制の構造の強固さ，その後の累積のあり方に特徴が見られる。

なお戦後民主化体制の延長に団体セクターの構造が見出される。こうした

「戦後」が特殊な意味をもつ軌跡を， ドイツとは共有しているが，米韓両国と
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は共有していない。

日本の戦後民主化構造の下てはとりわけ57年以降には全産業の成長動

向と並行した，それとの柑間関係の強い団体セクターの増大，団休従業者の

増大が安定的，継続的に続いた。 57"-'~')年の間は， こうした発展指向型の市

民社会組織形成が続いていたが， 57年以計］と％年以後には，質的相逢が推定

できる。 1945,-,,_,55年の政治的再編成や55年休制の形成. 93年以降の政治再編

成の開始や98年の NPO法などの祈しい団休法制の動向は， こうした時期区

分と密接に関連していることが予想される。いずれにせよ， これらの興味深

い展開は今後の研究課題となるがこうした大きな政治体制間題に市民社

会の組織利益団体の研究が，密接に辿動していることは本章で確認でき

るのである。

本章の最初の間題意識の 1つは．「なぜ，中年にあたる敗戦直後牛まれのベ

ビーブーマー的な団体が頑弧に継続しているのか」胃もしくはその反面と

して， 「なぜその後の時代の団休が相対的に脆弱であったのか」で虎□）だ。

この間題に十分な答えをする準備はないが，本章の文脈でいえば，他の［恥々

との比較の中で，次の点が重要である。

①日本の敗戦による「戦後体制変革」，国家・制度次元改革の意義0)大きさ。

②その後 (55"--'60年以後）の休制変革や制度次元での改革の「少なさ o 0 

③戦後の体制変革後，成立する安定的政治構造とベヒープーマー団体(]~と

して生産者セクター）の構造的な連結，いわゆる55年体制の団体世界での意

義。これらの団休は，市民社会の団体空間を先取し會占拠し，政沿「構造」

化したのである。

④その後90年代まで続く，経済発展指向国家型の市民社会組織の形成。経済

動向との密接な連動は経済発展の低成長化によって市民社会組織の停滞を

招来する。

⑤遅れてきたアドボカシーセクター団体はこの構造の前に，脆弱でありつ

づけた可能性が高い。

こうした点の意義が木章で，部分的には検証されたといえるだろう。

注

(!) 団体事業所レヘルに関しては事業所統計における新設事業所数を各調
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査年で集計するのは可能である。また公益法人や NPOに関しても統計

が入手可能である。 JIGS調杏の対象とする包括的な市民社会組織に関して

は 正確なデータは困難である。

(2) 辻中 (l994 : 470-474)。村松・伊藤・辻中 (1986: 50-63)。特に辻中

(l984) において戦前戦後の各分野別の（木系的な検討を行っている。

(3) 戦前・ 戦後の実院の設立動向を各分野別に検討したものとして． 辻中

(1知，辻中 1994)を参照。 1980釘の全国レベル（主要な圧力団体を対象）

の団体調杏での設立年の分布グラフと本論のそれは極めて類似している

（辻中l9糾符に243, 259頁のグラフ参照）。

(4) 政治体紺I]変化がないとは断定できないが， ここではそれを仮定 している。

体制変化がないH:会での団体世界の発展のパターンについては，スイスの

例で推察したことがある。スイスでは， 1940年頃に都市化・工業化の発展

と並行して団体設立もピークを迎えている。（辻中 1988:5l)。

(5) 日本における団体レベルでの戦前と戦後の連続 ・断絶については. 1957 

年と81年の事業所統計での設立年調査がヒントを与える。営利企業ては

それそれの年に、 32.9%, 9.9%が戦前期に設立されたと報告しているのに

対し．団体（政治経済文化団体）では．それぞれ14.5%,3.0%に過ぎない。

辻中 (1988: 62-63) 参照。

(6) この大セクター分類は，].WalkerのProfitSector, (Mixed Sector) Nonprofit 

Sector, Citizen Sectorにほぼ対応する。それぞれ生産者，（対応なし），社会

サーピス，アドボカシーのセクターである。彼は，設間で団体成員と職業

・産業との関係などを詳細に聞いておりそれに基づいて分類するという

手法をとっている。

(7) 宗教団体の教会・ 奇院などの基本組織は本調査の対象としてどの国の母

集団にも含めなかったので結果としてドイツでは 0, 日本ではそれ以外

の宗敦団体が 「その他」から抽出したため0.8%ある。米韓両国においてそ

の区別が明瞭でなく，より多く混入している可能性がある。事業所統計に

基づく 宗教団体と団体一般の日米韓比較と して，辻中 19況： 459-462を参

照。

(8) 米の団体従業者の統計には， 1%6~72年の時期に「その他」の分類の変

動に起因する異常な軌跡が記録されている。

(9) 団（木の動向と産業全体 （経済） の動向は， こうした単純な関係では十分

把握できない。営利企業と非営利であり，公共の利益や理念・主義主張と

関連する市民社会の団休の論理は異なるから，いくら資源を動員するとし

ても，単純な影響関係は考えられない。両者の間のズレや相互関係を計量

的にも明 らかにすることが今後必要である。



第13章

組織リソース

辻中豊・雀宰栄

団体のリソースのうち，』［木である組織リソースの一部を概観し，

韓．国，アメリカ， ドイツと比較してみる。団体のリソースは団体

の主体的属性であり様々に活動する際の基礎となる。発見として

は 全体と して 日韓米の団体セクターのリソースに大きな違いは

見出せない。首都では極めてよく似たグラフを描く ことが注目でき

る。個人・団体の会員数財政規模職員数どれをとっても，米日

韓の順に規模が漸減する とはいえ その差は小さい。地方では日

本の方が財政職員の面てより発達している。 日本は地方で団体が

比較政治的に見てより兌泣しCl¥る可能性がある。 これは 一党優

位の政党政治システムや55i卜体制の安定性の間四にも関係する。
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はじめに

私たちは統合空間ダイナミクスモデルを 1つの比較の準拠枠として， 日

木の利益団休，市民社会組織を比較政治的に分析してきた。このモデルの社

会・資源次元との関係が本章の焦点である。すなわち，社会発展や社会環境

の変容が団体但界に与える影響は，団休の組織化，設立だけでなく，できあ

がった団休のリソースという形でも現れると予想されるのである。しかし，

この社会一団休関係の諸仮説を休系的に検討することは別の機会にゆだねざ

るを得ない（比較を中心とした第6巻）。

ここでは，果たして日本の市民社：会組織リソースはどのような発展を遂げ

ているのかを， JIGSデータを記述的に紹介し日韓米独で比較対照することか

ら．考えてみたい。

リソースの定義範囲には様々な議論が成り立ち得る。会員数財政規模，ス

タッフ数などの有形的な組織リソース，会員の社会経済的地位や組織年齢

会員の動機の強さや団体目的への統合性，団休や会員の評判団体活動の正幽

統性などの無形的なリソース，指導者の有形・無形のリソース，人的・組織

的なネットワークやアクターアクセス，情報力ななどに関する「位圏やネッ

トワーク」に関するリソースなど多様である（辻中 1980, 1988)。後の章で

も一部について分析される。ここでは最も基礎的な組織リソースについて検

討する。

予め注意を喚起すれば，母集団は， 日韓米ともに電話帳であったが， ドイ

ツはそれに利益集団 CD-ROMが加わっている。また首都での回答率も， 日

(37%), 米 (33%), 独 (25%), 韓 (13%) の順に低くなる。こうしたこと

がある程度リソースの回答に影響を与え，歪みをもたらしている可能性もあ

る。すなわち， ドイツのやや広い母集団は，そこに他国以上に広い幅で小さ

い集団を捕捉している可能性があるし， 日本の高い回答率も同様の多少の偏

りを与える可能性がある。

1 理論的背景

日本の市民社会組織は未発達であるという主張が田際比較に基づいてり祖＜

主張されてきた。例えば，サラモンとアンハイアー (Salamon& Anheir 1997 
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123) は 教育 ・調査研究およひ保健 • 四療社会サービス，業界団体を日本

で発達した分野として述べた後 「日木てはこれ以外の分野では非営利セク

ターの活動はあまり盛んに行われていない。つまり文化・レクレーション，

環境保護住民あるいは市民運動といった分野での非営利活動はほとんどな

い」 と述べたし． 山本 (1998: 132) は 「．．．，•• 日本のシビル・ ソサエティのこ

れまでの発展は法人化免税措趾行政府のコントロールといった多くの

阻害要因によって，他の先進国のみならず最近，シビル ・ソサエティがダ

イナミックな形で発展しつつある近隣アジア諸国と比べても，相当の遅れを

とってきたことは認めざるをえない」。

すでに第皿部第11章（制度化組織化活動休）および第12箪（歴史的形

成） で， 3ない し4ヵ国比較の中で 日木の市民社会組織の展開を確認して

きた。市民社会団休総体では組織レベル．活動休レベルでは米国に引けを

取らない相当な発展が確認されたが生産者セクターの優位やア ドボカシー

セクターの出遅れなどの分野によって，違いも見られた。

ここでは簡単ではあるが， 2つの角度で確認しておきたい。まず 市民

社会組織（活動体）総体としての韓米独3ヵ国との比較である。もう 1つは市

民社会組織のなかのアドボカシーセクターのリソースの比較である e

2 活動体の分布

まず，団体の分布構成比を首都でのデータをも とに確認しておこ う。 す

でに生産者 社会サーピス， アドホカ シー．宗敦 その他といった大セク

ター分類では歴史的形成において検討した（第12草表12-:3参照）。

そこで触れたように 日本は 「生産者」が特に多く， また 「その他」も多

い。これは第11章の組織化で触れた事業所統計での．「経済」，「その他」の多

さと一致する。 但し． この生崩者には労働も含まれている。他方 事業所統

計より，比率は低い。アドボカシー． （宗教）．社会サービスセク ターは3ヵ

国で最低である。 ここでは.JIGS調査の設間 （日本 Q1)に基づく小分類で

の分布を確認する（米や独での分類名か一部異なることに注意。特に市民団

体という項が米国にはないし ドイツではスポーツが別項目として入ってい

る）。

図13-lから即解されるように日本が他1月より多l-)のは経済団体（日19%,
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図13-1 日韓米独の団体分類分布（首都）

（母数）： □日本 (1,438).II韓国 (371).II米国 (748).回ドイツ (643)
（注）合計は， 日韓米独それぞれ97.6%.95.0%. 95.5%. 92.9%で. 100%にならない。 全有効回答への比率。
残余は無回答の割合。
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図13-2 日韓米独の団体分類分布（地方）

（母数）： 0日本 (197), ■ 韓国 (110),■ 米国 (752).固ドイツ (154)
（注）合計は 日韓米独それぞれ97.5%. 97.2%, 95.2%. 92. l%で，100%にならない。全有効回答への比率。
・残余は無回答の割合。
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米17%, 韓11%. 独6%), 行政関係団休（日 10%.韓5%, 米2%, 独該当

項目なし），労慟団休（日 8%, 韓4%, 光、4%, 独 1%) , そして「その他」
の団休（日28%, 独26%, 米23%, 怖19%) である。逆に他国より少ないの

は，専門家団休（日 9%. 独10%. 怖13%, 米14葛）．政治団休（日 2%, 韓

2 %, 独4%, 米6%)である。

他方で，調査地方の性格が必ずしも均質てないので一般化は難しいが，デ

ータの背景として重要なので調査地方での団休分布（図13-2)も概観したい。

日本の方が著しく組織化が進んているのは農業団休（日29%, りri7 %. 

米 l%, 独 l%) . 経済団体（日 15%, 米10%, 翰4%. 独:3%)'労働団休

（日 11%,韓6%. 米 3%, 独0%) . 行政関係団休（日 5%. 韓4%,米2%, 

独該当項目なし）である。少ないのは福祉団体（日 5%. 独14% 米19%,

韓22%),専門家団休（日 4%, 韓7%, 独8%, 米12%),教育団体（日 3%, 

韓 3%, 独6%, 米9%)である。

以上のことから， 日木では経済労働団体（地方での農業）なとの牛産

者セクターにおいて他国より組織化が進展している可能性が強い。そして冒

政関係領域の組織化も同様に進んでいるようであるc これは これらの部分

によりリソースが動員されていることや，動員されやすい政治，社会構造が

存在することを推定させ， これまでの発展指向や生産性指向 (C.Johnson) 

といわれた日木の社会や国家の性格付けに見合う団休世界の状況であると考

えられる。

3 活動体の法人格

次に．各因の団体の法人格について検討しよう。

表13-1をみれば首都でも地方でも米日韓の順で法人格ありの比率は減

少する。日韓の差は地方で著しい。すでに第11章の制度化で検討したように，

表13-1 調査団体における法人組織の割合（日本，米国韓国）

日本 米国 的国

法人格ありlt.令；（首都） G03% 泌.8% 没 2%

実数 1.1ふ3 n~ :m 
法人格ありJt率（地）j) 67 ,)% 8:d'.)-6 41J 5% 

実数 JCJ7 7::i2 110 

出典:j上中翌およびI.I本利益UH本，淵介クループ.JIGS (!I本） I 997. Q-1. JIGS (米国）

l ¥J9'l. Q-1. JIGS (怜国） l ¥)¥)7. (お
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表13-2 団体分委頁別の法人組織の割合

典業経済 労（動教弁行政閲福祉専門家政治 市民家教 その
di・ 

ffl(本 l升｛本 ttl(本 Et!I本（系FJ-1/木 甘I(木 甘I(木 UI休 ltl/本 !JI(木 他

日本
h 糾 I 74 G GI 7 没旦 77~ GG 7 sn  l 4 3 27 1 l l)() 0 5:l 1 G l G 

法人化 無N 
S.9~S 01 :IB :l 、ll8 22 8 33:"l -<I:! 7 ss 7 7~9 0 (} Lj(j 9 :i..c.;.✓ J 

~¥1 272 107 l'.!2 l没 ＆！ l3l 28 59 12 401 1,10..s 

韓国
{i bO O 80 Cl ,).cl ,1 (i2 ;') 7S 0 8:Zb 7(-j 7 37 5 57 7 [:-{i 3 70 7 70 0 

法人化 月月 LIO O :zo O 55 Ei :), 5 2:i 0 [7.cl 23 :3 6:2 5 ,1:z J ,13 7 29 3 JO 0 

N lO 35 9 :2-l l2 !16 4J 8 必 3:2 ぷ ]l'.l

米且l
fl 咲）9 出A 沃0 92 2 &l 3 919 830 78 7 l 00 0 83 :) 86 l 86 S 

法人化 無入・
9.l 5.6'l"-10 78 35 7 81 170 21 3 00 167 139 135 

11 12:i 25 l'.Z9 1,1 37 ](Xi <!7 15 :m lli6 7'.~l 

出典衣l:l lと同じ。

3ヵ国はこの順で法人化の容易さが減少する事実と符合する結果である。

表13-2は．団体分類別に検討した結果である。日本において米韓両国より

法人化率が高い分類は， 農業， 労働．行政関係，宗教団休である。 また同様

に米韓両国より低い分類は経済．教育．幅祉，専門家、政治．市民，その他

の団休である。韓国と比べてもかなり低いのはその内． 政治． 市民団休で

あり， 次いでその他 専門家，福祉団体である。

言うまでもなく，法人という法的地位は重要な地位 リソースであるか ら．

こうした分野に対して 日本の国家（政府）がとっている政策を表している

と見る ことが可能である。ア ドボカシーセクターヘの 日本政府の冷遇を見る

ことができる。

4 組織リソースの分布

次に，現存する団体の組織リソースについてみていきたい。

組織リソースとして，侶1人会員数団体会員数．財政規模，常勤職員数の

4つの基本リ ソースで検討する。 なお，以下は日韓米独の首都のデータに主

として注目する。比率はいずれも個々の設問への有効回答数ではなく，回

答を寄せた調査団体絶対数を母数としており，無回答が多ければ比率が低下

する。 こう した表示は無回答の割合にも注意を払う ためである。 無回答は，

単なる回答拒否回答忘れ，非該当など複数の理由が考えられる。

4 -1 個人会員数（日韓米独の各JIGS: Q32 /Q35 /Q21 /Q30) 

4ヵ国で見れば，最大の範貼の団休 (LO刀人以上，2万人以上）でやや日木
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30 
図13-3 日韓米独の会員数（個人）分布（首都）
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: ~7~,it~Allli 99999) 
（母数） ：□日本 (1,438), Ill韓国 (371), ●米国 (748),国ドイツ (643)
（注） 合計は日韓米独それぞれ56.9%.61.9%, :55.2%, 62.0%で l00%にならない。全有効回答への比牟
残余は「O」と「無回答」の割合。ご こで， 0は無回答との区分けが容易ではないため， 残余処理する

図13-4 日韓米独の会員敬（団体） 分布（首都）
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・ドイツが少ないものの、パターンとしてはかなり類似している（図13-3)。

ドイツだけ最小範疇 1,-,,.,49人が最も多い比率を示しているが． その他の3ヵ

団では， l00"--499人， 1,000,.,,.,4,999人という 2つの レベルの団体が共通 して

最多（モード）の分類になっており次いで日韓両国では 1,-,,.,49人である。

全休に似た分布であり，20,-,,.,30人の小規模団体 200........,300人の中規模団休

2,000"--3,000人の大規模団休とそれぞれに存立の安定点があるように見える。

この大中小の安定構造は，地方レベルでも観察でき どの国でもこの 3カテ

ゴリーがやはりほぼ上位 3,.,,.,4位を占める（米国では10万以上が3位）。つま

り， かなり普遍的な現象と推定できる。

4 -2 団体会員数（日韓米独の各JIGS: Q32 /Q35 /Q21 /Q30) 

個人会員数ほどではないが， 団体会員数分布もやや類似している （図13-4)。

回答数が大きく減っているが， これは団体システム自休の発逹と関係する可

能性がある。早期から団体形成が進んだ米国では，組織された非営利団休数

そのものも日本の 2倍以上であったが，加えて関連の団体による他団休の系

列化．ネットワーク化が進んでいる可能性がある。 団体会員規模の分布でも，

日米において最大カテゴリー (250団体以上）がモー ドであるが，米固の方が

その割合が相当大きい（米20%、日 9%, 韓6%, 独4%)。 地方でも同様に

米国の団体会員規模が大きい。米日韓独の順で団体会員は少なくなる。

日本では， 恐らく中央で半分，地方で 3割が団体会員を持ち，全体の l,..___, 

2割（団体会員のあるものの3,....__,4割） は100団体以上の団体会員を有してい

るのである。

4 -3 団体の財政規模と常勤職員規模 ：首都

（日米韓独の各JIGS: Q34 /Q37 /Q22 /Q32, Q33 /Q36 /Q21 /Q32) 

団体の会員規模にある程度の共通性が確認されたが，団体の組織リソース

としてより直接的な財政規模と常勤職員数に注目 してみよう（図13-5,6,7,8)。

米韓独との比較のために ドル，ウォ ン，マルクを それぞれ円対比でウォン

は l/10, ドルは100倍マルクは50倍のレート として換算した (1997"'--'2000

での変動あり）。 財政規模と職員数は互いに規定し合うもの，財政規模に応

じたスタッフが雇用されるものと推察できる。しかし，非常勤職員やボラン
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図13--5 日韓米独の予算分布（首都）
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（注）合計は 日韓米独それぞれ91.7%, 90.7%, 75.7%, 89.4%で 100%にならない。全有効回答への比率。
残余は「無回答」の割合。

図13-6 日韓米独の職員数（常勤）分布（首都）
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（゚母数）： □日本 (1,438). 謳韓国 (371). 匿米国 (748).国トイツ (643)
（注）合計は、 日韓米独それぞれ80.4%, 82 9%, 84 2%, 56.4%で 100%にならない。全有効回答への比率。
残余は「0」と「無回答」の割合。ここて， 0は無同答との区分けが容易ではないため，残余処理する。
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図13-7 日韓米独の予算分布（地方）
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（゚母数）： □日本 (197), 麗雑国 (110),■ 米国 (752),日ドイツ (154)
（注）合計は， 日緯米独それぞれ86.4%, 81.7%, 74.7%, 85.5%で， 100%にならない。全有効回答への比率。
残余は「無回答」の割合。

図13-8 日韓米独の職員数（常勤）分布（地方）
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゜1人 I 2人 I 3、4人 I5~9人 10~29人j30~49人I50~99人 100人以上（母数）： □日本 (197), 璽韓国 (110),■ 米国 (752), ロドイツ (154)
（注）合計は日韓米独それぞれ77.7%, 63.6%, 73.1%, 53.1%で， 100%にならない。全有効回答への比率。
残余は「0」と「無回答」の割合。ここで， 0は無回答との区分けが容易ではないため，残余処理する。
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ティアの活用など多様な人的リソースの動員が考えられるから，関係は直線

的でない可能性もある。まず，酋都でのJIGSデータを見ることにする。

図13-5から理解されるように，財政規模のモードは米2~10億円，日3,000

万円,......,l 億円，韓独1,000~3,000万円と、 Ji(且序よく少しずつ規模が小さいほ

うヘシフトしている。しかし、グラフ全体の傾向はピークはずれるが良く似

ている。特に日米では， 1,000万円~l億円規模と 2億~10億円規模が多いカ

テゴリーであるという共通性がある。

ほぼ同様の顛向を常勤職員数でも見ることができる（図13-6)。モードで

あるグラフのピークは米国が10~29人，次いで 5~9人，日本は5~9人，次

いで 3"---4人，韓囚は 3~4人，次いで10~29人， ドイツは l人，次いで10

,....__,29人と次第に小さくなり異なるようだが，特に日米のグラフは相似形であ

る。 3,-..__,30名のスタッフが慟<1,000万から10億規模の財政をもつ事務所が団

体の典型的なイメージである。また100人以上が働く大きな事務所は特に日本

においては少ない。

首都と比べると地方の団体像はやや趣きを異にする（図13-7、8)。団体の種

類自休に大きな開きがあったことが原因している可能性が大きい。日米両国

はやはりよく似ているが， 日本の方が大きな団体が多いようだ。 10億や2億

以上の財政規模， 100人もしくは10~29人の職員規模の団体がどちらでもそう

である。そして韓国やドイツは規模が小さくなる。団体の共通性はまだ韓国

の地方までは及んでいないのかもしれない。 ドイツは母集団として相当小さ

いものまで把握された可能性もある。そして， 日本は地方で団体が比較政治

的に見てより発達している可能性がある。既に見たように農業経済労

働の団体が大きな割合を占めたからである。これは一党優位の政党政治シ

ステムや55年体制の安定性の問題にも関係するだろう。

5 アドボカシーセクターの比較

アドボカシーセクターとして市民団休と政治団体をとりあげ，その組織

リソースが全休合計と比べて多いか少ないか，検討してみよう。

表13-3は，その検討の結果をまとめたもの，表13-4は，そのうち最も

重要な組織リソースと若えられる打給の職員数について，詳細を示したもの

である。
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表13-3 組織リソースに関するアドホカシーセクター団体の相対強度比較l

日本 韓国 米国

市民 政治 市民 政治 市民 政治
El都個人会員数 相違はなl' i合iし＼ ・高(.、 高し、,:.: it':iし＼ 困il ¥ 
打給の従業者数 低い 相迎はなlI t[国はない柑違はなし立十[I迎はない HI迫はなし＼
予院t 低し＼ 相違はなll f[I迎はなし＼ 屯，・+・高し立 高し、 相述はなlヽ

地が個人会員数 ・fU迫はなし＼相迎はない柑追はない — l 励い ~ りし＼
有給の従業者数 fttl、 低（、 低(.¥ -・l f,':f沿1し、 相逸はない
予筍 低（、 低し、 低t、 一・I ,if/jし、 相追はなし＼

出典： El韓米のJIGS調和
ii'.l: 相対強度につし＼ては調杏設間にけのクロス表から．市民政治のU/(本分類と，混1介IJI/本全体の分布の形
を比ぺて． 「大変低し＼．低l'・ HI違はなし＼．伯iし＼． 大変泊iし＼」の5段階評価で，；平価したもの。
n 2 : サンプルの規模は小さい。
注3: 各地域におけるそれぞれの項目の規模は小さl'。
注4: サンプルの規模はゼロc

表13-4 アドポカシーセクター団体の分類別職員数比較 日輯米

政治団（本 Tri民団（本 その他 r.r 
日本韓国米国 El本韓国米国日本韓国米且l El本韓国米国

゜
l2 0 00 2 3 20.8 00 00 79 00 7.6 7.5 00 4 l 

20.0 22.2 6.8 28.2 0.0 7.1 15.8 2[→ 2 11.l 133 ll.4 8 l 

2 12 0 00 9 l 14.6 30.4 71 141 212 69 150 169 94 

職員数
3. 4 24 0 41.'l lS.9 16.7 26 l 7 1 24.6 5.8 153 202 192 142 
S-9 24 0 22 2 25 0 63 21 7 28.6 18.6 192 139 207 162 175 

（常勤） 10-29 4 0 11 l 22 7 63 8.7 286 130 15.4 20.l 148 179 210 
30-49 0.0 00 23 00 43 7 l 25 1.9 63 30 39 6.8 
50-99 0.0 0.0 9.1 2 l 4.3 14 3 23 5.8 5.6 2.4 52 67 

LOO以上 40 00 68 42 43 00 l l 9.6 l32 30 94 l2 2 

計 100 0 100 0 100 0 100 0 100 0 100.0 100 0 100 0 lOO O 100 0 lOO O lOO 0 
N 25 ， 44 48 23 14 35-<I 52 [L¥_L¥ l250 308 659 

出典 日米韓国JIGS調査 El本 Q33韓国 Q泌米国 Q2l 
※ 計には， ここに記載されていない 7なl'し8の分類をすぺて含む。

表13-3から理解されるように 日本の市民団体の組織リソースは個人会

員数を除いて，全体よりも小さい（図における「強度」は低い）。韓国では首

都では「高い」か「相違ない」であるし，米国では「高い」か「相違ない」

であるから，他の 2国と比べても， 日本の市民団体のリソースは少ないと言

える。他方で，政治団休は，首都では「相違ない」か「高い」であり， これ

は他の 2国と共通である。

表13-4を観察してみよう。今述べたよ うな傾向をより詳細に確認できる。

政治団体に関しては，やや米国の規模が大きく， 日本に職員 0が目立つが分

布傾向は相似であろう。他方，市民団体は．明確に米国が規模が大きく，次

いで韓国そして 日本となる。こうしたパターンは右端に示した「全休」
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計や様々な団休が混じった「その他」とは異なる。これらでは米国日本，

韓固の順に規模が小さくなるからである。

ここでの発見としては 日木の市民団休が組織リソースの小さいものを多

く抱えているという，既存の認識を再確認しただけでなく，政治団体という

アドボカシーセクターの別の分類では 日木において他の国々と比して発展

が観察されたことである。これは別の草（第 3章）で述べた日本の団体の，

行動上の特徴とも符合する。

まとめ

以上，市民社会の団休リソースの検討として，団体の分類ごとの分布，法

人格での違いの中で，斡米両国と比べた日木の特徴として経済農業団体

など生産者団体や行政関係団体において，他国より組織化が進んでいること

が発見された。逆に法人化では特に政治市民団体の低さが目立った。

また， リソースのうち，基本である組織リソースの集計データの一部を概

観し，韓米独と比較してみた。団体のリソースは，団休の基本的な属性であ

り様々に活動する際の基礎となる。日本の団体の条件を考える上で重要

であり，以下の章の分析の基礎となる。

注目すべき発見としては全体として日韓米独の団体セクターのリソー

スに際立った違いは見出せない。特に日本がユニークであるとは言えないc

地方では異なる点も見出されるが，首都では極めてよく似たグラフを特に

日米両国の間で描くことが往目できる。 佃人・団体の会員数財政規模，職

員数どれをとっても，米日韓独の順に規模が漸減するとはいえ，その差は，

特に日米の差は小さい。地方での比率に注目する限り． 日本の団体の方がど

の国よりも財政，職員の面でより発逹していると推定できる。

最後にアドボカシーセクターの検討では日本では，市民団体は他の国

よりリソースが小さい可能性が高いが，政治団体ではそうではないことが発

見された。



第IV部

全体的な分析と結論



第14章

現代日本市民社会の団体配置構造：

要因相互間の関連

辻中豊・雀宰栄

数量化m類を用いて主要な変数団体分類設立年などの多次
元的な関係を統計的に分析し，団体の系統樹を作成する。日本の市

民社会は政治への関与の度合い，行政・政党志向国内モノ・地

球化情報志向という 3つの次元で分かれるだろう。まず第1に，政

治への積極関与と消極・自立志向に分かれる。前者には，生産者団

体， 45----74年設立団体， 社団•特殊法人が含まれ， 後者には，社会

サービス団体，アドボカシー団体， 44年以前と75年以後設立団体，

財団法人格なしが含まれる。第 2の次元の行政・政党志向では，

いわゆる55年体制での与党（自民）系が行政志向，野党系が政党志

向である。さらに第3の次元として，社会サービス・アドボカシー

団体を中心とした地球化と情報への志向が存在する。

現在の構図は，既存政治体制派と，市民社会自立派に分岐し，旧

来からの自民党・政府といった「体制」を支える団体構造が分化し

脆弱化したこと，新しい曖味な市民的な団体，法人格なしの団体の

位置が，これまでの保革軸をこえた新しい位置にあること， 55年体

制と異なる21世紀型の構図を示していることが発見されるのである。
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はじめに

本章では，特定の従属変数を予め想定せず， 日本の市民社会組織・利益団

体の全構造の鳥暇図を作成してみたい。

JIGSデータは日本で初めての無作為抽出の団体調査であることから，かな

り欲張って多くの質問を設けた。調査票には38の質問，260の回答個所が含ま

れる。これまで，個々の質問やそのまとまりを中心に傾向を観察し分析して

きたが，全体を見渡せる鳥厳図なくして， 日本の市民社会の団体，利益団体

の本質を把握することは困難である。これまで取り上げてきた諸要因が全体

としてどのような質的構造をなしているかをここでは追求してみたい。

データは団体の分類活動目的，関心分野，法人格分類活動範囲国と

の関係自民党との関係，新進党との関係，民主党との関係，国の予算編成

団体の働きかけ（ロビイング）の有効対象接触の程度，情報収集源（第一へ

位），設立年，インターネット情報発信など，団体の属性，活動の方向他ア

クター関係行動様式を示す15分野を選んだが，特に今回の分析では各団

体分類の相対的位置，および団体法人格の種類，設立年の位罹に注目したい。

つまり，本章の分析によって， 日本の市民社会の多様な種類の団体が，いか

なる基準からみた異なる回答パターンを持つかが明らかになる。それはこ

うした団体がもつ行動の志向性，関係の違いを基に，団体を分類し類型化す

ることを可能にし， 日本の市民社会と政策過程の構造を示唆することになる

であろう。

1 方法

まず，林数量化IlI類の意義を説明しよう（林 1993, 三宅・中野・水野・山

本 1983, 田中・脇本 1983, 駒澤 1984, 田中・垂水・脇本 1984, 浅野 19~) 。

数量化皿類は，数多い情報（変数）をもつ定性的な事象から，ある似たパ

ターンのものを集め分類するとともに，その事象の数量化，または視覚化を

可能にする統計手法である。これは，定量的な事象に対し，一般的に使われ

ているパターン分類の因子分析とも同じ機能を果たす手法である。

因子分析の場合各定量変数の相関パターンが同じくなるような潜在因子

を抽出し，そのパターンを分類するが，数量化皿類は，各定性変数のカ
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リーとケースとの反応パターンに韮づき，似た反応パターン同士を分類する

ものである。

数量化皿類のパターン分頚の誌本化］な考え方は「ケース Xカテゴリー」の

データ行列（反応： 1, 非反応： 0) に対し， 「行」と「列」を並べ替えるこ

とによって，反応「 1」がデータ行列の対角線に極力集まるようにすれば，

その隣り合うケースやカテゴリーはその性質が似かよったものである．と

みなすことである。

数量化m類では同時に反応することの多いカテゴリー（変数）に類似の

値を与え（つまり数量化し）．一方で同時に反応することの少ないカテゴリー

には離れた値を与え、それをカテゴリー・スコアと呼訊同様にサンプル

（ケース）に付与された値をサンプル・スコアと呼び，それらの相関が最大に

なるように両方のスコアを決定する。出力の解釈としては各軸で大きなス

コアのカテゴリーと小さなスコアのカテゴリーとを比較し，それが反対の意

味を持つように軸の意味を付与するのが一般的である。

数量化m類を用いた分析は多用されているので以上の基本的な考え方を確

認するだけでよいであろうが，利益団体に関しては村松岐夫（村松・伊藤、

辻中 1986)が．また公益法人については数量化法の開発者である林知己夫自

身（林 19位 Hayashi・Iriyama・Tanaka1998)がこれを用いて分析しており．

分析方法や解釈の参考にすることができる。

2 データ

用いた設問は， J-JIGSデータ，つまり日本の市民社会の『団体基礎構造調

査』 (1997年）の内'Q1団体分類（被対象団体の自己分類）， Q2(団体の活

動目的）， Q3(団休の政策関心）'Q4 (団休の法人格有無と分類）， Q6(団体

の地理的活動範囲）， Q8 (国の行政との関係）, Ql3 (政党：自民党との支持関

係）， Ql4(政党：自民党との接触関係） • Ql3 (政党：新進党との支持関係）．

Ql4(政党：新進党との接触関係） • Q13 (政党：民主党との支持関係） • Ql4(政

党：民主党との接触関係）, Ql6 (国の予算編成への慟きかけ）， Q19(働きかけ

の有効な対象） • Q21 (働きかけーロビイングーの種類と程度） • Q22(情報の収

集源：第 1位）， Q30(設立年） • Q: 妙 3(インターネット情報発信）の15種類

である。
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表14-1 各変数のカテゴリー

;冬!J;"以fl カテコリー 功冬'iii 威 カテゴリー

l農業団（本

l？佃j 党且と

自民党の支持 lしなし＼
2経済団休 (QlJll) lする
3労慟団体 自民党と接触程度 lしない
4教育団休 (Ql1lll) 2する

団(i分加 (QO!Ol) 5 ffi敗I葵If系団（本

の伐係l沿進党とr 

新進党の支持 lしな（＼
6 ffi¥ttl: 団（本 (Ql312) 2する
7専門家団（本 沿i進党と接触程度 lしない
8. 政治団（本 (Ql4l2) :!. する

9 fii民団体

？眉党凸と

民主党の支持 lしな(.1
lOその他 (Ql3l3) 2する
1経済政第 民主党と接触程度 lしなし＼
2安全政策 (Ql413) 2する

関心分野 l 3公共間発政策 国の予1j'/編成に（動きかけ l しなll 

(Q2) 4福祉政策 (Ql6l1) 2する
5教育政策

政党 (Ql9Il) 
l Jr-―ff効

6森境政策

>'I 月慟; 
2 : 有効

l内部的な組織
行政 (Ql9l2)

l非有効
活動目的2 2経済利益の組織 け 2 -tf効
(Q3) 3政治的利益の組識 の

・表し判所 (Ql9l3) 
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4対外サーピス組織 2 1(効
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の

悶
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国と意見交換 lしない 3 55年~74年
(Q080S) 2する 4. 75年以後

国の密議会等に委負 lしない インターネット梢報発信 I Jf・ 発信
の派造 (Q08C6) 2する ((): 妬03) 2発信

行政退職者のポスト lしない
提供 (Q0807) 2. する

注） 1. 関心分野 ：「Q2. あなたの団体が関心のある政策． ．．． 」の質間項目である「1. 財政政策~22.そ

の他」を上成分分析により．比約したものである。辻中ほか1999の内．辻中 ・應論文（『選学』 52巻ll

号）参照。

2. 括動目的： fQJ あなたの団体のこじな目的．活動は．．．．」の'!Jlll¥l項目である fl, 会員 ・糸IL合貝ヘ

の梢報提供~12. その他」をJ-:戚分分析により．躾約したものである。

:l. 欠掛値がある変数についてはその町Illに対し．否定的と見i直し.QOlOと. Q220Iは fその他J.(flは
直人格がな l-lJ, Q(沿01~ Q0807は「受けな()J又は「しなし'J.Qt:ll l ~ ()131:l, Ql'1l l ~ ()1,11:l. 

Q2101~ Q211'1ぱ 「まったくないJ.「あまりないJと共に「しなし＼」. Ql6llは「しなし1J. Ql9ll~ 

Ql913は「非{i;珈. Q3603は「Ji)c/ci」でリ ーコードしたものである。
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変数のまとめ方としてはいくつかについては設問の下位設問が多いので

それを主成分分析し総合したものを用いた (Q2, Q'.3)。また変数値も高中低

の3カテゴリーに集約したものが多い。欠損値の幾つかについてはは表14-

1の注にあるように意味を考慮してPJコード化した。

3 数量化IlI類による団体特性

第 I軸， Il軸. llI軸を SPSS版数量化プログラム (ver.7.5) を用いて計算

した。

3 -1 第 I軸：政冶的関与の軸

図14-1にみるように第 I軸は固有値が0.17であり，そう高くはないが，

多くの変数において正負への散らばりが適度に見られ，変数全体の配置を烏

諏できる。「政治関与の軸」と呼ぶことができる。

負の軸では民主党・新進党・自民党との接触 (Ql4), 民主党・新進党・

自民党への支持 (Ql3), 与党との接触 (Q21). 予靡編成への働きかけ有り

(Q16), 情報の収集源政党 (Q22). 専門的情報の提供 (Q21), 政治団体 (Q

1), マスコミヘの情報提供 (Q21)' 国の行政への協力有り (Q8). 政府省庁

との接触 (Q21)' 他団体との連合 (Q21), 審議会への委員派遣有り (Q8)'

そして農業団体 (Ql) などが目立っている。

また正の軸ではその他の情報廂 (Q22). 自民党との接触なし (Ql4). 政

府省庁との接触なし (Q21). 経済政策への関心 (Q3)' 世界レベルの活動

(Q6)' 自民党支持なし (Ql3). 国と意見交換しない，行政指導を受けない

(Q8)' 専門情報の提供なし (Q21)などが目立っている。

全体として負の軸が政治への関与大，政治の積極的活用が大である政治

積極関与の軸正の軸は逆に政治から距離をおく（反体制ではなく）非体制

・自治的な没関与の軸であり， このよ うな点からこの軸を政治関与の軸と呼

んでよいように思われる。

団体の分野も政治関与の積極性を示す「負」の側に政治，農業経済労

働，行政の各団休が， また法人格では社団法人や特殊法人などが入る。

政治関与の消極性を示す「正」の軸の側には，福祉教育その他専門

家、（弱いが市民）の各団（木がまた財団法人や「法人格なし」が入り正負
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図14-1 数量化3類カテゴリースコア図(I軸）
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正賃を対比すれば 負が政党志向性，
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正が行政志向I生を示すものと解釈可能である。

団（木の分野では， fl打者の政党志向性かり怠し＼ものはすでに触れた政沿労

働．市民の各団（木．法人格なしの団（木である。後者の行政志向刊~は，農業，

行政，経済．専門家の各団体において， また財団． 社団江人において強くな

っており． これも興味深い対比である。 では大きな凡は見られなl'。

3 -3 第III軸 地球化・情報志向一国内・モノ志向の軸

図14-3では固有伯が0.08でいっそう低いものの．これまでの r. n 11咄以上

に、多くの変数において［［負への散らばりが明快であり，変数全休の配懺を

鳥鰍しやすい車rt1となっている。後辿のように「地球化・梢報志印J-l:.tlr,1,;1・モ

ノ志向の車fll」と呼ぶことにする。

図から明瞭なように負の側では農業団休 (Ql). 特外・社会福祉法人

(Q 4). 広域直レヘル (Q6)' 経済団休 (Q1)' 県レベル (Q6). 市町村レベ

ル (Q6)' 経済政策志向 (Q2)、福祉政策志向 (Q2). 経済的利益の組織 (Q

3), 労働団体 (Q1)' 福祉団体 (Ql), 行政団（本 (Q1), 国の法的規制を受

ける (Q8) などが目立っている。

他方，正の側では， 世界レベルの活動 (Q6)' インターネット上にホーム

ページ作成し情報を発信 (Q36-3), 教育政策志向 (Q3)' 経済政策志向 (Q

2), 専門家団体 (Q1), 市民団体 (Q1)' 教育団体 (Q1), マスコミに情報

提供 (Q21), 政治的利益の組織 (Q3). 政治団体 (Q1)' 専門情報の提供

(Q21), 財団法人 (Q4), 国の審議会への委員派遣 (Q8)などが目立ってい

る。

団体の分野での違いは最も明瞭である。地球化・情報志向か強いのは，専

門家，市民，教育政治，その他の団体であり，財団法人格なし，社団法

人がそうである。他方で，国内・モノ志向Itが強いのは農業経済，労働

福祉，行政の各団体において， また特殊法人・社会似祉法人などにおいて極

めて強くなっており興味深い。政策の閏しでも差は明確で，経済，教育環

境政策が地球化・信報志向，福祉，安全保障，公共間発政策が国内・モノ志

向である。 も対照が見出される。 75年以降と出年以前が地球化・惜

報志向であり， 45年から54年， 55年から74年の団休が田内・モノ志向である。
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4 団体特性の配附構造

第 I. 11. lllの数量化の 3つの車lりはそれぞれ政治関与の禎極対消極（臼

沿・脱政治）および政党よ向対Vi政志向，そして地球化・惰報志向対国内・

モノ志向という興味深し）構造車Iりを札心成するものであった。

ここではこの 3つの州りをそれぞれX. y軸として．そこにここでのすべて

の変数カテゴリーをプロットして. 3種類の図を作成してみることにしよう。

本章ては様々な変数カテコリーの関係を見る際，団休の10種類の分類別と

法人格別の 4種類の分類， cH-1.4団休カテコリーおよび4つの設立時期区分を

lつの導き手として用いるごとにしよう。

4 -1 政冶関与の積極性と政党・行政志向

図14-4のように X,yの2軸が4つの象限を構成するから，左下から時計

周りに政治関与柏極・政党，積極・行政，消極・行政，消極・政党の 4つ

の象限の区画が生れる。

最も原点から離れた左下の特巽な地点に存在するのは，「政治団体」である。

「政党からの情報を収集」や主要諸政党との「支持・接触Jというカテゴリー

などとともに存在し，ユニークな反応様式を示していることがわかる。この

象限に存在する団休カテゴリーは政治団体だけではないが，団体のなかで後

援会を中心とするであろうこの類型がいかにユニークかを示している。常識

的ではあるが，政治団休は政党とほぼ一体のものとして存在することは明ら

かである。ほかに，労慟団休と特殊法人ほかの法人がこの象限に入る。

左上の政治的な積極性と行政次元に移ると 4つの団体カテゴリーが存在す

る。「農業団体」は中心から離れ，やや特異な地点にあり，性格が明確である。

農業団休に近い点に汀目すると，やや離れているが「自民党支持あり」「同接

触あり」といった保守政党とのり璽い関係カテゴリーと「政府省庁との接触あ

り」「田の予算編成に働きかけ」「田の行政への協力」「国の審議会への委員派

といった政府省）『との強い結合，さらに「専門情報の提供あり」「他団体

との連合形成あり」といった強い圧力団休としての特性カテゴリーを含んで

いる。つまり，農業団休は， 白民党，政府とり祖く結合した怖力な圧力団休で

あるという，従来からの通訛的見解が回答パターンからも裏付けられたとい



318 9、~~9~9.I',•99、,~’~~~99·;9999
図 14-4 

政

性
極
積
的
、1ロ、.,＇

政治的積極性

数量化法

政
ニ丁,f 

新進党と接触．

政治的積極性政党

第 I軸 X第且軸

I 

I i 行政退職者ポストの提供
i i • 

国の渚議会等に委員の派逍

i 
国に協力． 

専門梢報の提供
i • 
1 国と巖見交換・

i 政府省庁と接触． f―r政
I -- ---

国予算編成に｛動きかけ
• I 

I ―--—-・情報提供 1 

らの情報収集・



I Ll!;¥' 現代日本市民礼会のrn体配辟構迅＇要囚相互間の関連 319 

------,,---
行政

政治的消極性・行政

+・-

⑨新進党と非接触

/ ifi民団体
'-.....___~-

三
—--—-----—~ ―--- 4 

⑩マスコミに情報非提供

⑪国予算に非働きかけ

⑫国に非協力

⑬国の法的規制を受けない

⑭行政働きかけ非有効

⑮専門情報の非提供

⑯教育団体

⑰その他団体

⑱他団体と連合非形成

⑲対外サービス組織

⑳新進党の非支持
6-』-~

政党
政治的消極性・政党

ワー



320 

える。

この象限での原息に近いやや刊格が曖昧なグループには． 「行政関係団休」．

「社：団法人」「経済団（木」がある。経済団体は X軋tiに近いが行政側に， 「牡外、

法人・社会福祉法人ほかの社、人」は X車川の向こう側政党側に近接していて政

党・行政のどちらの志向が強いとも言い切れない。

ここには．且1の「法的規制」「行政指導J昇午認可］を受けるという行政と

の関係要因， 「行政からの梢報収集」「行政が（ロビイング）働きかけ有効」

「田との意見交換」といった対行政の行動的要因が含まれる。ロビイング方怯

や自民党への「支持」「接触Jでは先の製業と共通であるカテゴリーに相対的

には近い。 農業団（本と比へれば穏健であるが．体制への関与と与党にも目配

りしながら行政にやや力点をおくロビイング姿勢を示す、経済関係の業界団

体や行政閲連団体の姿が屑かび上がってくる。

次に政治団体、農業団（ぶ経済団体，行政関係団体，社団法人，牡殊法人

・社会福祉法人ほかといった現休制への政治禎極関与型の団（木から，右佃J.

つまり， 「消極・自治型」の団体に日を転じよう。

右上の象限，つまり非体制・行政の区画には，財団法人，専門家団体，そ

の他の団体，教育団体が含まれる。もっとも，後2者の団体は X軸にほぼ重

なっているので行政への志向性が明瞭ではなく，政党志向との中間であると

いうことであろう。

このグループの近く，つまり似た反応をしめす要因としては，否定的なも

のがほとんとである。自民党への「接触」「支持」の「なし」であるとか．

「政党（動きかけ有効でない」「予算編成への働きかけしない」とか，「マスコミ

情報提供なし」「連合形成なし」等々。

ここでの 4つの種類の団休分類は，かつては自民党へのかなり明確な支持

母休であったし，行政とも近く，政府の政策や制度から受益することが大き

な利益団体活動のエネルキーであると考えられたので，「政策受益団体」とい

う類型が想定されたのてあった。しかし， 1980年代の行政改革の時代，財政

改革の時代を経て， さらに90年代のバプル崩壊後の政策不況の時期を経て，

「政策受益」といった観点から「民営化」「自立・自律」「分権」といった観点

へ大きく政策体系が移行したことが， こうした否定的なパターンの中にこの

団体グループの位附を移しかえたのであろう。
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さらに右下．政治への消極性・政党志向の象限を見ていこう。

ここにはy,1哺政党・ 行政志向州りの政党志向のり祖し）方向から， 「市民団体」

「法人格なし」そして「福祉団休」の分姐か合まれる。これと反応パターンが

似た製囚として 「市町村レベルの祈凱 「1且界レベルの活動」といった両極

の（実は類似団休特性てある）地理的活動範囲幾つかの否定的要因と共に會

「裁判所が慟きかけに有効」 「専門家から の情報収集」 「協力団休からの情報収

集」「その他からの梢報収集」といった政治・行政から自治的志向けが含まれ

る。

市尺・労働D:l{本が —·Iぷ別の次元 とは いえ．近似の位附に ある という のは，

自民 ・社会対峙の55年休制下の 「革新勢力」構造の残存なのかどうかという

観点から興味深い。残存でなく會新しい求心力ある政党や政府を欠いている

ためにこうした地点に 2集団が近接している可能性もある。いずれにせよ団

休の枯礎柚造つまり下位レベルの状況は トップレベルとは異なるのかも

しれない。また. 98年のNPO法の立法化で脚光を浴びた「法人格なし」の

団体は市民・労働団体に瓜し）ということもわかったのである。

設立年ではこの第 I, 且軸では大きな違いは見られなかったが，微かな傾

向の違いをいえば 44年以前の消極・行政の軸から， 45~54年の積極・政党

の軸へ， さらに55~74年は積極・ 行政へ. 75年以降は消極・政党へとい う，

微妙なシフトが観察できる。これは55年体制の形成を担った団体，55年体制

下で生まれた団休，そして75年以後の55年休制変容期と微妙だが奇麗に分か

れている。

分類分けとしては

積極 ・政党：政治 l~Il休労働団休． （特殊・社会福祉法人） (1945----54年設立）

積極・行政:~ 祖い傾向 農巣団体

弱い傾向 社団法人．行政関係団体経済団体 (55~74年設立）

消極・行政：財団法人．専門家団休．（敦育団体）（その他の団休） (44年以前

設立）

消極・政党：市民団体法人格なし．糾祉団休 (1975年以後設立）

となる。

4 -2 政冶関与の積極性と地球化・情報志向
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図14-5 数量化法第［軸 X第m軸
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図14-5は左上の政恰関与が積極的で地球化情報志向のある象限から見

ていこう。

ここには、遠く離れた地点にやはり政治団（木が．そして社団法人が Y判Iに

辺い点に存在する。政治団（本の近くには多くの政党・行政変数があるのは

先の場合と同じである。加えて．専門情殻の提供．マスコミヘの i情報提｛共と

いった情報関連変数が存在する。

市民団休や法人格なし団（木は Y軸に近し＼が．専門家団（木］教育団（木．財団

仏人，その他の団休と同じ象限にはし＼る。ここには政治へやや柏極か・消極

かという違いがある。このグループの近辺にはインターネット上の佑報発

信世界レベルの活動．専門家からの情報収集教育政策への関心，安全保

障政策への関心．対外サーピスの組織そして店年以袖と75紅以降設立といっ

た変数が見られる。

右下の政治関与が清極で田内・モノ志向の象限に日を移せば、 福祉団体が

含まれ、広域レベルの活動， 福祉政策への関心，内部的な組訛などが近い。

左下の政治関与が積極的で、旦l内・モノ志向をみると，農業団体が突出し．

特殊・社会福祉法人，経済団体労働団体，行政関係団体が含まれる。 45,..,_

54隼 55,-.,._,74年の設立年，田の許認可，法的規制，了二［政指導公共開発政策

や環境政策への関心などが近い。

すでに見たように設立年ではこの第 I, III軸では大きな違いが見られる。

44年以前と75年以降の新旧の団休が政治関与は消極的だが地球化と情報を志

向する象限に存在するのに対して， 45年から54年， 55年から74年という戦後

の高度成長期の団体， 55年体制下の団休（そして55年体制の基軸となった団

体）は政治積極性と田内・モノ志向の象限にあるという際めて明快な対比が

観察された。

分類分けとしては，

積極・地球化・情報志向：政治団休，社団法人

消極・地球化・栴報志向：専門家団休，教育団休，財団法人，その他の団体，

法人格なし，市民団休， 44年以前， 75年以後設立団休

消極• 国内・モノ志向：福祉団休

積極• 田内・モノ志向：農業団体，牡殊・社会幅祉仏人，経済団休，労働団

休， 45,---..,54年設立， 55,-.,._,74年設立団体
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4 -3 政党・行政志向と地球化・情報志向

図14-6は）L上の政党志1(1]て地球化・情報志向のある象限から見ていこ

つ。

ここには辿く離れた地点にやはり政治団休が，そして市民団沐法人格

なしの団休がこの象限に合まれる。閃連する変数としては．民t閃党接触，妍

進党接触．安全保間政策への関心 l且界レベルの活動．マスコミ情報提倶，

専門家からの情報提供．行政指導受けずなどり政に関係した消極性変数が存

在する。 Y軸に近いが、 7:う年以降の設宣I寸](木がここに入る。

次に右上の行政志向地球化・情報志向を見てみよう。専門家団休財団

法人．仕団法人が存在し．インターネット上の情報発信専門情報の提倶

審議会への委員派遣、教育政策への関心鳥政治的利益組織．政府省庁とのほ

触国の行政への協力などが間連変数てある。 Y車Iりに近接して教育団体と

その他の団休もこの象限に入る。 44年以韮設立団休もここに合まれる。

右下の．行政志向で田内・モノ志向をみると，農業団体．経済団体，釘政

団休が含まれる。環燒政策・公共I開発・経済政策政策への関心、経済的利益

の組織国の法的規制．行政指導許認可. 5ふ~74年の設立年などが近し-

左下の，政党志向で田内・モノ志向を見れば，特殊・社会福祉法八労働

団体．福祉団休が人り. 45~54年設立も含まれる。政党働きかけ有効市町

村レベル活動．県レベル活動．広域レベル活動，裁判所働きかけ有効などか

それらに関連する。

すでに見たように設立年ではこの第I1, llI軸でもかなりの違いが見られる3

44年以前はほぼ原点に近いが. 45~54年は政党• 田内・モノ志向に， 55---....-74

年は行政・国内・モ J志向に，そして75年以降は政党で，地球化と情報

を志向する象限に向かう。これも戦後復興から高度成長期の団休. 55年体制

下の団休は!Il内・モ J志向の象限にあるが政党志向から行政志向にシフト

し. 75年以降は政党・地球化・栢報志向であると l-'う際めて明快な対比が観

察された。

分類分けとしては

政党・地球化・、1青罰志向：政治団休．市民日］休広人格なし. 75年以後設立

川休
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図14-6 数量化法第II軸X第［［［軸
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行政・地球化・情報志向：専門家団化財団法人，社団社、人，（教育団休）

（その他団（木），且年以削設立

行政・甘］内・モノ志向：農業団（ぶ行政団体，経済団（木， 55,---.,..74年設立団（木

政党・囚内・モノ志向：労働団休，閤殊・社会福祉法人，福祉［廿I(木， 45,..___,団

年設立団休

3つの分類分けを組み合わせ，その分類での)IJt,'.j位を（）内に表示すると，

以下のようになる。囚みに団（木の分類は全部で14種類であるのでここでは各

尺度を l次元とすれば 1位から14位まであることになる（但し「政治閃与柏

極・消極」以外は別次元とし， 各志向での間位とした）。同じく設立作は、 ス

コアを基にその＇性格の強・中・弱をつけて，分類する。

政治関与積極ー政党志向ー地球化情報志向：政治 (1,1,4) の団体

政治関与積極ー政党志向ーに］内モノ志向： 45,..___,54年設立（弱，弱，強），労働

団体（ら， 2,4), 特殊・社会福祉法人ほか (4,6, 2) 

政治関与積極一行政志向一国内モノ志向： 55,..___,74年設立（弱，弱，事几農業

(2,1,l)、経済 (3,5, 3), 行政 (6,3, 6) の団（本

政治閲与積極一行政志向ー地球化情報志向：社団法人 (7,2, 7) 

政治関与消極一行政志向ー地球化情報志向：財団法人 (13,4, 5), 教育

(12, 8, 3), 専門家 (10,6, 1), その他の団体 (11,7, 8), 44年

以前（中，中. iJ蚕）

政治関与消極一行政志向一田内モノ志向：なし

政治関与消極ー政党志向一国内モノ志向：福祉団体 (14,5, 5) 

政治関与消極ー政党志向ー地球化情報志向：75年以降設宣（弱，弱，中），法

人格なし (9,4, 6), 市民団体 (8,3, 2) 

そして， これは系統樹をなしている（第15章の図15-1を参照）。

まとめ

数量化 [[I類を用いた本章の分析から， 日木の市民社会と政策過程における

団体配附の鳥鰍図的な構追が明らかになった。それは政治閃与の柏極ー消極

性，政党志向一行政志向，地球化・，I青報志向ー田内・モノ志向という 3つの

軸を持ち， 日木の市民社会の複雑な亀裂を立休的に示すものであるといえる。
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これは55;ト（木制における保革対立型の団休分姐と罰なる構凶である。

1980年1・廿休調杏の分析（村松・伊藤・辻中 1986, jf中 1988) におし）て，

セクター111休とよはれ強い与党・行政志向を示した農業・経済団体と専門家

の団休が，別グループにわかれた。 3つの車Iりの内． いまでは行政志向しか共

通するものはなし）。専門家団休か白立・消極化し、地球化・、情報志向を示し

たのである。

かつては野党・革祈サイドの中心であった労働と市民団体も．全く同様に

政治関与や地球化・ 1青祝志向の 2次元てわかれ．別クループに属してし＼る。

また， 80年代保守1日］帰の原因に繋がる笈因としてtt日（村松・伊藤・辻中

1986) されてきた，教育，福祉．行政関係などの政策受益型団休類型も．木

分析では行政関係I可休を除き．政治閲与の消極分姐に含まれたのである。政

治からの白立を余儀なくされてllる。

しばしば公益団休として一括りにされるl甘団法人と社団法人の違いも政沿

関与とし)う軸でll)Jf確になった。社団は積極的だが'liオ日］は消極・自立的なの

である。

他）J, これまで曖味てあるとともに日立たないため注日されなかった-j公

人格なし」や「その他の団休」などの位四や志向性も一歩明確になった。ー：人

人格なし」は市民団休に近く．「その他」は川団や教育専門家Lflf本lご近し＼こ

とが明らかになり.NPO仏 (1998年）以後の今後の日本の市民社会の展開を

考える上で興味深い示唆を与えるのである。

日本の団休の回答パターンの違いはまず政治間号の積極・消極性，言し）

換えれば政治依存と政治からの□立であるということは 90年代以降の日本
社会を考える上で． きわめて示唆的である。政治柏極派は．政治からの受益．

政治を通じての利益実現派であり．政治団体を含めほぼすべて. 55年体制の

保守革新の中該をなした集団．いわは既得権集団である。また政党志向と行

政志向は分かれるが．大部分がやはり 1且内・モノ志向であり．実際それら

は45年から74年に設立したものが多し＼ことを示している。

それに対して．政治消極・臼冶派は．かつて政策受益団休といわれた集団

も含め．応年休間の中核てはなく．相対的には周辺糾に位世した。設立時期

は. 55年休制成立11、『からかなり後の7S年以後の団体てある。そしてほとんと

が．地球化・梢報志向てある知識指/11]悲の祖織てある。これらの示す政治へ
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の消極目は政治の否定ではなく ，没政治，自治， J「政党政治などの意義を

もつものであり既得権の少ない集団の志向と関連する。

第IIの車iiiは政党 ・行政志向であるが，与党系で安定した団休ほど行政志

向を示し，野党系と混在系は政党志向を示している。

最後に第IIIの軸は． とりわけ今後の政第過程を考える上で興I比深い。地

球化と国内．、情報とモノを巡って．極めて鮒やかにlJI(本世界は二分された。

そしてそれは生j産に関連する戦後工業化期の団（木と工業化以後の時期で分

かれた。

以上のように本章の団体牡,-1"'.Iの配樅構造の分析は 20111紀木の団（木の志向

が，既存政治（木制派と，市民社会自立派に分岐し. !fl来か らの自民党・政府

とtヽ った「体制」を支える団休構造が分化し脆弱化したこと他力で新しい

曖昧な市民的な団休法人格な しの目I(木の位協が自立的な乳休制 ・政党象限

にあり，そして地球化情報志向を示すことなど． そうした保守・ 革新庫111をこ

えた祈しい第IIIの車側の意義など今後焦点とすべき興味深い仮況を提示してい

るのである。



第15章

結論

辻中 豊
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はじめに：本書の課題

おし汽□私たちは現代日木の市民社：会の全体像を市民社会におけ
る組織 とりわけ話動（木に焦点を合わせて捉えようとした。円錐型の 3層構

造モデルはこの探求の旅の冑写真であった。私たちのJIGS調査は．箇都と

-・ 地域において． この 3層を員くように活動する市民社会組織をランダムに

サンプリングした。この調査法自体が全く新しい試みであるから，それそれ

のレベルでの利益団休の祈鮮な姿を捉えることができこれまでの研究にな

い興味深い多くの発見があった。本喜の第［［部では主として政治過程，政策

過程での団（本と他のアクターの関係を日本に絞って分析し，第nu邪では， 日
本と比較できる数ヵ田を念頭に統合空間ダイナミクスモデルを提示し、 社会

過程や政治休制での団（本の状況を，歴史的・空間的に捉えようとした。

本書の課趙（狙い）は．市民社会組織の全体像を包括的に捉えその構造を

明らかにすることであった。具体的には，①市民社会と利益集団に対してい

かにして経験的な凋査が可能か示し，②政治過程と利益団体の相互閲係を主

要アクターごとに明らかにし，③日韓米独など諸国との比較の中で日本の位

置付けに関する仮説を提示した。①の課題については，市民社会組織・利益

団体をJIGS調査で用いた方法によって遂行することでそれが部分的には可

能となったと考えている（さらにもう 1つの地球環境政策ネットワーク

GEPON調査で補完する）。

以上の課題に関して，本書での事実発見はいかなる示唆を与えただろうか。

各章での事実発見を，節をあらためて振り返ってみよう。

l 比較政治的な発見：共通性と差異

まず，課題の③比蛉政治的な発見特に比粒での日本の位附付けである。

第III部で見たように，各田を貰く共通性と同時に各々の個性：も見出された。

共通性としては，団体世界が，組織リソースの点で類似すること，組織化

のレベルで差がないことがあげられる。比較研究したどの田々でも，人口当

りで同じ程度 (10万人当り約30の団体事業所，数十の団休活動休）の市民社：

会組織が，数名から数十名規模の職員を擁して存在しているのである。団休

の利益団体としての活動における特,1化に閃しても，ほぼ百パーセントの団体
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が政策関心をもつこと，半分的後の団休かロピイングや政治アクターと関係

を持つこと， J . 2割の団休か強度の政治活動を行うここという階層性は

共通である。調杏対象田か限定されているので断定的なことはいえないが．

洋の東西を間わず．利益団休の世界にはこのように一定の共通竹：が存在する

ようである。おそらく先進工業社会としての共通性， 自由民主主義体制とし

ての共通性を保持していたこととそれは関連するであろう。西洋諸国でな

くとも， 担界的に，先進工業国かつ自由民主主義田はほぼ共通の市民社会

的基礎を有するといってもよいだろう。 R.ダール（ダール 1981,1999) ら多

元主義的近代化論者の主張は、 この点では立詞されたのである。

比較での日本固有の特徴としては歴史的形成における時期的特徴，つま

りベピープーマー的な戦後派団休の比重の大きさがあげられる。これは分類

的には大部分が生産者団休である。また，中央と地方の団休を対比した場合

日木の地方団休は生産者の比重が重く，組織リソースが大きく．また活動も

旺盛であるという点に特徴が見られる。活動の佃l面では選挙。予算活動は

活発であるが，各種のロビイングは低調である。つまり， 日本の団体は政

治，農業労慟経済など生産者団体を中心に選挙と予算に特化している

のである。

日本は戦後改革以後調査時点 (97年）まで，大きな変革はなく．戦後の

団体空間を先取りしたのは生産者団休であったのである。生産者団体を中心

とする配隋は政党制を係留することで政治体制として確定したのであろ

う。こうした日本の特徴や各国の相違点に関しては今後の詳細な対比較，

全体比較の続巻において更に分析を深めていきたい。

2 113構造の浮上？

次に課題の②政治・政策過程での団体について述べよう。ここでは 20世

紀末の流動する現実の政治状況に比べると，やや旧い55年体制型の日本政治

の姿が浮かび上がったように見える。これは遣和感を覚える結果であった。

つまり，比蛉で見たように農業労働経済団体など牛産者団休セクターと

政治団休が｀ ロピイング全般て俊位に汀っているのである。選挙活動や予算

活動でもそうである。農協を抱える農業I可休や企業をバックにもつ経済団休

は リソースの面ても他より優位にある。牛陀者団体が大きな割合を占める
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地方での団体活動は自治（木や政党に向けられ｀首都より 全般に盛んである。

他方で．団体との関係における行政や自民党の位附も大きい。いわぱ．発展

志向田家型て 自民党—一党優位で· 官僚制庄羞で，そして多元的で競争化）な，田

家と市民社会の構造が発見されたのである。

こうした調査結果自（木，事実である。しかし. 1 997年 II~~点においてこの

一見すると旧い生蝕者団（木優位の発展志向型国家型の（木制構造が現存するこ

とに対する解釈の可能性は．複数考えられる。すなわち｀

(1)団体の基廃構造．基盤構造は， ローカルなもの， 弱小なものをすべて含む

がゆえに、容易に変わらない。これが日本の市民社会組織の実体である。政

治の表面である政局や政策過程のレベルの構図や政治過程の構図とは異なる。

おそらく，団体の基礎構造は政治社会休制の形成期に制度的な枠組みとと

もに創られたのである。そしてこの制度的な枠組みと形成期の構造配樅を与

件として．その初期構造の上に積み重なるようにその後の団体世界の発展が

生じた。いわば．初期条件からの経路依存性 (pathdependence) が今も強固

なのである。

(2)確かにそれが実休であるがそこには変化が生じている。市民社会組織レ

ベルと政策過程レベルには，時差がある。利益団休という下部構造と政治過

程や政策過程という上部の構造の変動には時差がある。それゆえ， このレベ

ルの実体構造だけでなく ，変化の方向に7J目する必要がある。つまりこれ

からこの基盤レベルも多元化するのである。

(3)確かに実体であり，変化もあるが，その方向は逆である。 1980年代までの

多元化は， 90年代以降の厳しい環境変動の中で，調査時点97年にはその潮流

が引いた時期（非多元化）なのである。かつて 自民党を媒介に旺盛な政治

・政策 ・予算活動をした「政策受益団休」は， この環境激変によって，市民

社会へ戻り， 自立せさるを得なくなった。かくて．旧い構造である50-...,60年

代の生産者団体の構造が残り，再浮上したのである。

(4)確かにそれは実体の一部である。ただ市民社：会組織のそれぞれの分類や

種類によって，政治，政策過程との関係が異なるから，サーベイデータの単

純集計など静態的な分析だけでは，十分捉えきれない。動態的な構造的分析

が必要である。例えば，メディアが介任してメティア多元主義が成り立つと

きアドポカシー団休セクターはメティア．生牲者団休セクターは行政 ・政
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党といった異なるルート．異なるアリーナ（舞台）て自己を表現する可

能I、生がある。

こうした複数の解釈叩應Itか考え られる。これら を今後さ らに検証してい

くには (1)(11)に関しては他の並行した調杏 (GEPON地球環境政策ネット

ワーク調杏など）との総合的検討が必製であり．また可能である。(2)(3)に関

しては 設立年 10年前との比較など時間軸の入ったJIGS闊査の設間項目に

江目し，検討する必股があり．それは行11分的には本書でもなされている。

前章での数量化による総合的な分析は，こうした解釈に別の面から示唆を

与える。数量化llI類による多くの設間を{l(tll般し．その背後の深層構造を探る

方法も有効である。

すでに触れたが数星化分析での結果から，下記のような系統樹が描きう

ることがわかった。これについては次の政治 ・社会過程に関する発見の中

で触れよう。

図15-1 数量化分析 (II1頚）による団体の分類系統樹

第 J軸 第］］軸 第m軸

—-—地球化・情報志向 政治団体

政党志向_J

積極・ 1 こ一ー国内モノ志向 —-— 労慟団体．特殊• 福祉法人
関与 (-45~54年設立）

I l―ー行政も向

I i-―ー行政む向
L ---l 
消極． ＇ 

自立 I ｝―---政党志向

国内モノ志向 農業経済行政関係団体
ー 55~74年設立

地球化・ 惜報志向 一―— 社団法人

地球化・惰報志向 -——財団教育専門家， その他
―—44年以前設立

国内モ ノ 志向 ―---—なし

国内モノ志向 ―-— 福祉団体

地球化・情報志向 —-- 法人格なし， 一—- 75年以降設立
市民団体

3 113構造をはみ出る 3つの発見

韮節では「旧構辿的な」発見とその解釈の多様性を指摘した。しかしも
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う少し政治・ H:会過程を鳥II敗的に観察すれば．旧構造をはみ出る本書での発

見として．少なくとも次の 3点を指摘できる。第 lは全（本としての政治化

の程度の低下第 2は1日い亀裂の‘消滅第 3は新しい団休の登場と新しい

亀裂の可能付：である。

最初に全体としての政治化の弱休化を指摘したい。 1980年代中葉と比べ

た場合具体的には選挙活動予算活動，政党支持や接触なと（行政接触

ではトップヘはやや減り｀実務レベルは増大）の減退に端的に現れている。こ

れは，祈しい団体の井政治,.生だけでなく會最も政治的な生荏者団（木など既成

団休の政治性の低下も含んでいる。全休として，緩やかではあるが｀「組織に

よる政治」からの後退といえる傾向である。それゆえに前節で述べたよう

に旧構迅が浮上してきたのかもしれない。

第2には旧い亀裂の消滅である。かつての保革対立構造下での団休政治は，

政策過程とイデオロギー過程の二重構造と模型化された（村松 1981)。そこ

では団体は，接触相手別にみた場合の行政派（政策受益団体），政権党派

（経済・専門家団体）と野党派（労働・市民政治団休）、 ロビイング戦術にお

けるインサイド・アウトサイドの別が，保守派，革新派の亀裂とほぼ重なっ

ていた（村松・伊藤・辻中 1986, 辻中 1988)。本研究での興味深い発見は，

行政派対政党派ではなく，行政派対行政・政党両方派が分化していることで

あり，戦術ではインサイド・アウトサイド併用が最も多かったことである。

団体の分類間の違いも大きくない。こうした点では旧い亀裂である保守・

革新型の亀裂はほぼ消滅しつつあると推定できるであろう。

第3は，新しい団体の登場である。世界志向型の団体，アドボカシーセク

ター団体の登場が注目される。こうした団体が，近年の設立であることは，

単純に近年増大していることの証拠とはいえない。逆にそれらの脆弱性の証

拠であることも多い。データが示すように政治団休はともかく，市民団休，

法人格なしの団（木などはなお脆弱なものが多い。世界志向団体は，その見盤

のしつかりしたものと脆弱なものの混合である。

他方で，前章での検討結果として示す系統樹（前頁図15-l)のように，新

しい団体は最も設立の古い団体とともに，市民社会自立派とでもいうべき

ような政治から距離をとる傾向をもち， 世界志向性やマスメディアヘの態度

から地球化・，I肯報志向を有しているのである。これらの団休は，政党志向も
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残しているから政治に完全に背を向けているわけではない。ただ既存の生

産者団休の．政治閃与，且l内・モノ志向とは大きな相迎を示している。こう

した点から．祈しい亀裂の可能刊をここから推論することが可能である。

4 深屑の構造分析ヘ

第 3章で概観したように、市民礼会組織自身の認識においても．「旧構造」的

なものは根強い。つまりそこでは「他のアクターの影曹力評価」において，

日本の団休は．官條農業団体，外国の政府．外国の利益団体，国際機関に

他団より高い評価を与えているが，労働やアドボカシー・市民系の団体には

低い評価を与えていることが分かったのであった。そして，私たちの分析で

も， 生産者団体の強さ．行政の比重の大きさ．アドボカシーセクター団体の

) l~ 詞炉性などが確認された。

他方で. i訂章の数量化分析で浮かび上がった構図は，他の断片的な発見と

ともに，深層の構造変化の方向を可能↑生として示すものと推論可能である。

繰り返しになるが．図15-1は多くの関連設間の関係を総休的に検討し，そ

れを団休分類．団休の法人分類設立年と関係づけた結果である。最も異な

るグルーピングとして，かつての保革軸でも，政策過程・イデオロギー過紺

の二重構造軸でもない．新たな軸が浮上したことは注目できる。政治への積

極関与と政治への消極・自立軸である。

ここでの「政治関与」とは調査時点1997年での政治．既成の政治への関

与である。つまり政治への消極・自立祇グループは 1997年時点の政治・

行政構造．政党配憤を念頭においた関与と非関与の軸とも読むべきである,,

そして， このグループにはいわゆる知識組織系の専門家団体や教育団体

財団などとともに市民団佑法人格なしの団体が含まれるのである。設立時

期的には最も旧い団体と最も新しい団体がそこに含まれる。第2の軸，行

政と政党志向は．翡に迩べたように. 55年体制型の政治過程の二重構造とほ

ぼ重なる。これは第2の次元であって．第 1の次元ではないことが重要であ

る。そして第 3の紬．次元として地球化・情報志向という新しい傾向が明

確に 1つの方向として登場し．それが．現休制への消極・自立系の多くの分

類とともに．政治団休． 社団法人によって志向されているのも．今後の方向

刊:'ベクトルを考える上で示唆的てある。
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以上， し＼くつかの日木政治への事実兌見とその示唆，批論を捉示した。私

たちは、庁論において現闊点てのいくつかの政治ベクトルヘの見力も了め

提示していた。この見方と以上の事実はどういう関係であるのか. Jflllか点て

どこまで分かったか，私たちの考え方を要約したい。まず、 いくつかの見力

を思い出してみよう。

5 3つの見方

序論の最後に祈間工事の動向を探る中， NPO.NGOなと新しい団休の爆

発的な紙面への登場を受けて現任の政治ベクトルヘの 3つの見方を示した。

つまり， 1アメディアの報道は実態に近いという観点に立つ，急速に進む多元

化況， イマスメディアが意図的かどうかはともかく祈しし叶項向の， し

かも日木の政治・社会にとって必要とメディアの立場で考える団休，集団を

多く報道しているという説て， メディア多元主義説，そして， 1ウ）表屈のこう

した報道の黛義は小さいと考え 日木社会・政治では既存の団休が大きな役

害りを果たしているとみる，既成生産者団体支配モデルである。いずれも日本

の市民社会の多元度と多元化の傾向を知りたし＼ という間趙意識が背後にあ

る。比較的にもそれはどの程度なのかである。

もう 1つの日本政治への「見方」群は，市民社会組織や利益団休と中央行

政や政党，地方自治体との関係が自発的なものか動員されたものかをめぐる

ものである。特に行政と団体の関係が，これまでの多元主義，エリート主義，コ

ーポラテイズムなどのモデルとの関連で注目された。簡単にいえば，官僚制

エリートなと政治エリートはとの程度，団体世界を牛耳っているかである。

最後の見方として， 日本の市民社会，利益団体における亀裂，区分線は何

か，様々な市民社会の組織，団休はいかにグルーピングできるかという類型

学である。そしてそこでのベクトル，変化の方向f生は何かである。新旧の団

休や分類の位附を， これらの亀裂，区分線，方向刊を考えることで，現在か

ら将来への推察を行うことができるのではないか。政治過程の新しい対立車開，

新しい多元主義は亀裂を生んでいるかである。

最初に示した見方のうち，「急速に凪む多元主義化」説は，本祖の市民礼会

組織の構造分析からは，―|分な証拠を得られず， どちらかといえばその拮盤

の取］さを示した。「メティア多冗主義」「既成牛府者[1!(木支配モテル」の 2者
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はそれぞれある『鷹恥兄得）Jある訓拠が見出されたように思われる。それゆ

え、今後の方[i'J]として． メデ ィアの役割の州）¥, 妍しし屯廿木の組織リソース

の脆弱It. 井政治『I:.既成Ulf本の政治への消極化は組織政治の弱（本とポピ

ュリズムを招l開する 1iJ能刊も否定できなし）。

しかし，他）j て， i~環構造的には別のも うlつの政治のあり 方への志向

が現在の政治関与への消枷．白立という形で表れており、またそれは地

球化と佑報化をホす非生））『者団（木セクターによって担われているとの推定も

i'iJ能である。また． 比車交的にみて 日木の市尺社会の多元度は活動団休とし

ては平均的であると推定され，牛かに矮小なわけでは決してな(,l。既成の生肱

者団体支配モデルや政治アクターによる且l休動員モデルは強固でもない。

そして この改軒構造分析は． すでに触れたように新ーしい亀裂．対立線

を陪示していると読むことか可能である。 この分煩系統樹は既成政治と新

しl-)政治既得柿とcJI既得柾政党と行政その志I,iJ性に関して極めて示

唆的である。

6 比較に向けての 1枚の地図

木円では複数の技広を川いて.:3層のレベルを分析する方法を自覚的に

援Jllすることによって．深汲の複雑な日 木の政治社会の配遣構造や傾向が透

けて見えてきたのである。 97年の橋木政権下での市民社会の配附をこの分析

はほぼ捉えてl¥るように思われる。

私たちの新しい試み． 日本や各国の市民社会を輪切りにして市民社会組

織 利益団体世界の断面図を作りたいという試み．そこからいわば中長期

的な気候配世図や地殻変動図を描くように政治 ・社会過程と政治休制の配

協図をh眉き．政治の諸条件を坪鮒したいとしいう試みが． との程度成功したか、

それは読者のfij断に委ねざるをえない。

この巻は． これに続く IT!家旬の対比蛉の諸巻．そして総比較の巻の出発点．

礎石になるものてある。これから もこの什菜は続けられる。より 計細な比較

分析とし＼う (1こ菜によって． 多義・日を残したここての解釈を．より明快に結論

づける ことができるだろう。

JIGS』月杏がu木てなされたl\)~)7年以役 急速に 1 :m 家 の Iii 休政第か変容して

し＼る i1TfiU'Iも否正てきなし ¥0 98りの NPO止、人だけなく. 2000年.2001年に
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は特許業務法人．中間法人．弁護土法人が創設され. tl: 会幅祉仏人制度改正

がなされ. NPO法の改正，協同組合法改正が議論されている。 NPO.NGO 

などの言説がメディアに出ない日はない。政治過程の．政治社会の構造変化

が急速に進み．特殊法人．認可法人の抜木改革の可能性:も否定できない。私

たちは こうした新しい変動の追跡もこれから続けるであろう。

木巻ではそうした団体政策の構造変化直前. 1997年における日木の位置

づけに関して． これからのさらなる現状分析と比較分析の出発点となる. 1 

枚の地図を提示したのである。
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団体の基礎構造に関する調介

団休基悦構造研究会

●質問には、団体の事務局長もしくは日常の業務に罪任のある方が、ご回答くださいますよ

うお願い申しあげます。

●各質問へのお答えは、団体の公式の見解でなくても結構です。ご回答される方が普段お考

えになっている団体の立場をご記入ください。

●質問の中には貨団体に該当しないものがあるかと思います。そのような場合は、その質問

にはお答えくださらなくても結構ですので、次の質間に進んでください。

●質問の中には、選択肢に適当なものがない場合があるかと思います。そのような場合は、

貴団体の立楊により近い選択肢をお選びください。また、どうしてもお答えいただけない

質問がある場合は、その質問をとばしてくださって結構ですので、質問の最後までお答え

くださいますようお廂い申しあげます。

●ここでお答えいただいたデータは学術的に処理され、各回答者のプライハシーが1受される

ことが決してないように細心の注意が払われます。

●誠に勝手なお厠いで恐縮でございますが、 1週間以内にご回答いただけたら幸いに存じま

す。
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01 あなたの団体は、下の 9つの団休分類のどれにあたりますか。該当する番号を 1つお選びくだ

さい。

①農業1卦休

②経済目j休

③労働団休

①教脊団休

⑤行政関係団休

⑥福祉rn休
⑦専I"塚rn休
⑧政治1且休

R市民団休

Rその他(

口
02 国や自治休の政策のうち、あなたの団休が関心のある政策や活勧分野はとれにあたりますか。

あてはまるものすべてに〇印を記入してください。

l 財政政策

2 金曲政策

3 通商政策

4 業界の産業振粗政策

5 土木・建設・公共事槃政策

6 述輸 ・交迎政策

7 通信・情報政策

8 fl・ 学技術政策

9 地域開発政汝

10 外交政策

11 安全保1氾政策

12 廿j安政策

13 司広・人権政策

J,1 地方行政政策

15 労働政策

]6 農業 林梨・ 水産政策

17 i¥り翡者政策

18 環廣政策

l:l J双14:_.福祉・ 医燎政策

20 I団際交菰・協カ・援助政策

21 文教・学術・スポ・ーツ政涼

n その他( ) 

03 あなたの団体の主な目的、活釣は次のどれにあたりますかc
あてはまるものすべてに〇印を記

入してください。

l 会員・組合員への情雑捉叫

2 会員，組合員のための経済的利益の追求s

3 会員，組合員の生活や権利の防衛のための活動e

4 会員 ，組合員の教脊，訓練 ，研修e

5 会員 ・組合員に、［月や官応休からの補助令や奨励金を点＇嘩する。

6 会員・紺合員に、許認可や契約な との行政上の使‘立をはかる。

7 情報を収染し会員外の機関 団体に提供する c

8 専門知識に基づく政策案を会員外の機関， rn1、卜に提訂する。
9 公共利益丈視のための啓岱砂Jo

10 他の1且休や個人にw令を助成する、9
11 一般向(tのサ・ーピスの提供、

12 その他(
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04 あなたの団体には、法人格がありますか。法人格がある場合は、該当するものに〇印を記入し

てください。

るぁ
I
 

9

9

 
ー＇、 (2) なし‘

財団法人 ( ) 5 認可地緑団体 ( ) 9 農業協同組合 （ ） 

社団法人 ( ) 6 労働組合 ( ) 10 中小企業事業協同組合（ ） 

3 特殊法人 ( ) 7 商工組合 ( ) 11 株式会社 （ 

4 社会福祉法人( ) 8 消費生活協同組合( ) 12 その他（

05 あなたの団体に属する人は、保守的な人と革新的な人のどちらが多いですか。団体の執行部と

一般会員について、下の尺度でお答えください。

①革新的な人が非常に多い

②革新的な人が多い

③どちらかといえば革新的な人が多い

①伺程度

⑤どちらかといえば保守的な人が多い

⑤保守的な人が多い

⑦保守的な人が非常に多い

〗
口

〗
口

06 あなたの団体が活動対象とする地理的な範囲は、次のどのレベルですか。

①市町村レベル

②県レベル

③複数県にまたがる広域招レベル

④日本全国レベル

⑤世界レベル
口

07 06でお答えになった‘地域’でなにか政策課題が生じたとき、あなたの団体はどの程度影響

力をおもちでしょうか。

①非常に強い

②かなり強い

③ある程度

④あまりない

⑤まったくない

口
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0 8 あなたの団休と〈国〉の行政機関との関係をお尋ねします。以下の事項に該当する場合は、 O

印を記入して ください。

]

2

3

4

5

6

7
ー

許認可を受ける関係がある。

何らかの法的規制を受ける関係があるっ

何らかの行政指導を受ける関係がある．．

行政機関の政策決定や予符活動に対する協力や支持をしている。

団体や業界などの事情についての意見交換をしている。

審議会や諮問機関に委員をおく っている<)

行政椴関の方が退椴した後のポストを提供している。

09 あなたの団体と 〈自治体〉との関係についてお諄ねします。以下の事項に該当する場合は、〇

印を記入してください。

1

2

3

4

5

6

7

 

許認可を受ける関係がある。

何らかの法的規制を受ける関係がある。

何らかの行政指導を受ける1関係がある。

自治休の政策決定や予算活動に対する協力や支持をしている。

団体や業界などの事情についての意見交換をしている。

審議会や諮問機関に委員をおくっている。

行政機関の方が退眠した後のポストを提供している。

Q 10 あなたの団体が行政に〈直接的〉にi動きかけをする場合、次のそれぞれの役薔の方とどの程

度接触（面会・電話等）されるでしょうか。現在と 10年前について、次の尺度でお示し下さい。

,------------------------------------7 

：③かなり栢繁 ②ある程度 ①まったくない：

L-------------------------------------' 

［国に対してl (l) 大臣・局長クラス

(2) 諜長クラス

(3) 係長クラス

田一般賑員

［自治体に対して] (I) 首長

(2) 諜長クラ ス

(3) 係長クラ ス

(.J) 一般厳員

現在

3-2-1 

3- 2-1 

3-2-1  

3-2-1 

3-2-1  

3-2-1  

3-2-1  

3-2-1  

10年前

3-2-1 

3-2-1 

3-2-1  

3- 2-1  

3- 2-1 

3-2-1 

3-2-1  

3-2-1 
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Q 11 あなたの団体は、次のような人を介して、行政に〈間接的〉に｛動きかけることがありますか。

次の尺度でお示しください。

r ------------------------------------・1 

： ③かなり栢繁②ある程度①まった〈ない ： 
L ____________________________________ J 

［国に対して］ (1) 地元の国会議員

(2) (1)以外の付き合いのある国会議員

(3) 首長・地方議会の議員

［自治体に対して] (1) 国会議員

(2) 地方議員

(3) その地域の有力者

3-2-1  

3- 2-1  

3-2-1  

3-2-1  

3-2-1  

3-2-1  

Q 12 あなたの団体は、国や自治体の行政機関から政策の作成や執行に関して相談を受けたり、意

見を求められたりすることがありますか。そのようなことがある場合は、具休的な組織名をすべ

てお書きください。

(1) ある

↓ 

中央官庁

自治体

(2)ない

Q 13 あなたの団体と各政党との関係についてお辱ねします。各政党に対するあなたの団体の支持

の程度は、どれ位でしょうか。現在と 10年前について、次の尺度でお示しください。

r------------------------------------------------------, 

：⑤非常に強い④かなり強い③ある程度②あまりない①まったくない：

L-------------------------------------------------------' 

l

l

l

l

l

l

l

l

 

―
―
―
―
―
―
-
＿
 

2

2

2

2

2

2

2

2

 

―
―
―
―

―
―
―
―
 

3

3

3

3

3

3

3

3

 

―
―
―
―
―
―
―
―
 

4

4

4

4

4

4

4

4
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―
―
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―
―
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現

自

新

民

共

社

太

さ

そ
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｛

切

切

い

固

伺

り

①

l

l

l

l

l

l

l

l

 

―
―
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―
―
―
 

2

2

2

2

2

2

2
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――

―
-

＿
―
―
―
 

3
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4

4
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014 あなたの団体が政党に｛動きかけをする場合、どの政党と接触することが多いでしょうか。現

在と10年前について、次の尺度でお示しください。

l

l

l

l

l

l

l

l

 

―
―
―
-
＿
―
―
―
 

2

2

2

2

2

2

2

2

 

―
―
―
―
―
―
―
―
 

3

3

3

3

3

3

3

3

 

―
―
―
―
―
―
―
―
 

4

4

4

4

4

4

4
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党

党

党

党

党

党

が

他

民

進

主

産

民

陽

き

の

．

現

自

新

民

共

杜

太

さ

そ

［

（

 

)
、

,
l
)
.
'
~

、
言
l
)

、
`
!
i
)

]

2

3

4

5

6

7

8

 

（

（

（

（

（

（

（

（

 

[10年前1
(l) 自民党・・・・・・・・・・・・・・・5-4-3-2-1 

(2) 社会党・・・・...........5-4-3-2-1 

(3) 公明党・・・・・・・・・・・・・・・5-4-3-2 -1 

(4) 共産党・・・・・・・・・・・・・・・5-4-3-2-1 

(S) 民社党・・・・・・・・・・・・・・・5-4-3-2-1 

(6) 新自由クラプ・・・・・・5-4-3-2-1

(7) Hr支i應・・・・・・・・・・・・・・・ 5 -4 -3 -2 --1 

他の名‘̀
'

,

 

9

J

 8
 

•
し

5-4-3-2-1 

015 あなたの団体は、国政選挙の時に以下のような活動をしますか。次の尺度で、現在と10年前

について、お答えください。

：⑤非常に栢繁 ①かなり ③ある程度
L _________ _ 

(i)特定の候補者や政党に投票するように、会員に呼

びかける。

(2)特定の候補者や政党に投票するように、会員を通

じて一般の人に呼びかける。

(3)特定の候補者や政党に資金の援助をする。

(4)特定の候補者や政党の選挙運動に、人員の援助を

する。

(5)会員を特定の政党の候補者として推薦する。

［現在l [10年前｝

5-4-3-2-1 5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 5-4-3-2-1 

016 あなたの団体は〈国〉の予算絹成において、政党や行政に対して何らかの慟きかけをします

か。現在と10年前についてお答えください。

［現在］ （］）する (2)しない

[10年前］ （］）する (2)しない
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017 あなたの団体は 〈自治体〉の予算編成において、政党や行政に対して何らかの1動きかけをし

ますか。現在と10年前についてお答えください。

［現在] (l)する (2)しない

[ 10年前] (l)する (2)しない

018 あなたの団体の権利や利益、意見を主張するとき 、行政楼関や政党、国会謙員はどの程度信

頼できるとお考えでしょうか。現在と10年前について、次の尺度でお示 しく ださい。

⑤非常に信頼でぎる ④かな り ③ある程度 ②あまりでき ない ①ま ったくできない

【行政機関】 現在（

｛ 政党• 国会議員］ 現在（

10年前（

10年前（

019 あなたの団体の主張を とおしたり、権利、意見、利益を守るために、政党 （ないし講会）、 行

政、裁判所のどれに慟きかけることがより有効だと思われますか。現在と10年前について、

（ ）に 1~3の順位を入れてください。

政党（ないし議会） 行政

↓ 

裁判所

［現在］

[10年前】

立

立

．
~
~
 
、
`
l
)

立

立

ヽ

d``l
)

 

ナ

i
L
4
>｛

.

.

.
9
 

ー`
、
、
1
,

020 あなたの団体は行政や政治家と交渉するときに、おおよそ何人ぐらいの人の利益を代表して

いると主張しますか。またその人たちは具体的にどのよ うな人ですか。

ー
刈
]
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021 あなたの団体は、政党や行政に1動きかけ
をする場合、次にあげるよ‘

度なさいますか。自社さ連立政権成立以降を
つな手段や行動をとの程

念頭において、次の尺度でお答えください。

'-------------------------
I -------------------------, 

！⑤非常に頻繁 ①かなり ③ある程度 ②あま りない ①まったくない！
L----------------- I _________________________________________ _, 

(l) 与党と接触する（糀話 ・会見など）。

(2) 野党と接触する（霊話 ・会見など）。 ..... …... 

(3) 政府省庁と接触する（電話 ・会見など）。

(1) 政党や行政に発言力をもつ人を介して慟きかける。

(5) 政党 ・行政の法案の作成を手伝う。

(6) 政党・行政に技術的 ・専門的なテータ

(7) 審議会や諮問委員会に委員を送る。......................, 

(8) 政党・行政に対して、 手紙 ・盆話などを用いて鋤き・・

かけるように一般会員に要請する。

(9) すわりこみなどの直接行動をとる。

(10) 大衆集会を開く 。

(11) 新聞などのマスコミに情報を提供する。

(12) 有料意見広告を掲載する（テレピ・雑誌 • 新聞）。

(13) 記者会見を行なって、団体の立楊を明らかにする。

(11) 他団体との連合を形成する。

情報を提供する。••••

5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 

""5-1-3-2-1 

5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 

5-4-3-2-] 

5-4-3-2-J 

5-4-3-2-1 

・・・・・・・・・・・・・・・"'5 -4 -3 -2 -1 

5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 

5-4-3-2-1 

S-4-3-2-1 

022 あなたの団体は、活動する上で必要な情報をどこか ら得ていますか。次の中か ら重要な顛に

3つまでお答え ください。

①国の行政携関

②自治体

③政党

①国会譲員

⑤地方譲員

⑤学者 ・馬門家

⑦一般のマスメディア

⑧専門紙 ・業界紙

⑤協力団体

⑩団体のメ ンバー

⑪企業

⑫その他（

， ー
2
 ]-

位 3
 l-

位 位
「
|
|
_

023 あなたもしくはあなたの団体が、個人的によ く知っ ていて、 接触できる人が下記のなかにい

ますか。いる場合は、（ ）に〇印をつけてください。

1

2

3
4
5
3
 

国会譲員 （ 

与党の指導者（

野党の指導者（

自治体の首長（

地方議会議員（

6

7

8

9

 

全国紙新開記者 （ ） 

地方紙新聞記者 （ ） 

全国・地方テレビ放送記者（ ） 

各省の局長・課長 （ ） 
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024 過去 3年問に、あなたの団体はマスコミに何回ぐらいとりあげられましたか。テレビ、新聞

を問わずにとりあげられた回数を、おおよその数で結構ですのでお答えください（全国紙・全国

局、地方紙・地方局を問いません）。

D 
025 次にあげるのは1980年代以降の重要な政策決定と考えられるものです。これらの政治決定に

対するあなたの団体の態度、活動についてお教えください。

（］） あなたの団体のこの問題への参加の程度（強い・普通・弱い）はいかがですか。

(2) あなたの団体のこの決定に対する立場（賛成・中立・反対）はいかがですか。

(3) あなたの団体のこの決定に対する満足度（大変満足・満足・不満）はいかがですか。

(1)参加 (2)立場 (3)満足度

③強い ③賛成 ③大変滴足

②普通 ②中立 ②渦 足

①弱い ①反対 ①不 満

... ,.. ... 
(l) 80年12月 外国為替及び外国貿易管理法 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

の一部を改正する法律施行

(2) 82年8月4日 老人保健法を国会が可決 3-2-1 3-2-1 3-2-l 

(3) 83年3月15日 第二次臨時行政調査会答申 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(4) 訊年8月7日 健康保険法改正を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(5) 別年12月14日 電霞公社民営化三法案を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(6) 85年5月17日． 男女雇用機会均等法可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(7) 86年11月28日．国鉄改革関連八法案を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(8) 88年12月24日 消費税法案を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(9) 92年6月15日 国連平和維持活動協力法案可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(10) 93年12月7日 米輸入部分的自由化決定 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(11) 94年 1月29日 政治改革4法案の可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 

(12) 95年12月20日 住専処理案決定 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
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026 下記の諸グループが日本の政治にどの程度の影響力を持っていると思いますか。「ほとんど影

営力なし」を 1とし「非常に影晋力あり」を 7とする下のような尺度にあてはめると、伺点にあ

たりますか。それぞれの欄に点数をご記入ください。

r・----------------------------------------------------.--., 
I 

：はとんど影響力なし 中HJJ ' 
I 

非常に影評力あり ： 
, 1 

: ~i : l 2 3 4 5 6 7 , 
I 

' 
I 
I 

L 
I 

------------------------------------------------------J 

]

2

3

4

5

6

7

8

 

労慟団体

農業団体

経済・経営者団体

官僚・・・・・・・・・...

政党

大企業

マスコミ

文化人 ・学者

(
‘
,
＼
、
,
`
‘
、
,
'
‘
,
1
,

(

（

（

.

,

.
 

．
 

• 9 消翡者団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （ 

10 f品祉団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （ 

11 NGO・ 市民運動・住民運動団体・・・（

12 婦人・女性運動団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(

13 自治休・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ( 

11 外国の政府・・...............................( 

15 国際椴関・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （ 

16 外国の利益団休・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （ 

027 あなたの団体は、下記の諸グループとどのような関係にありますか。「非常に対立的」を 1と

し「非常に協課的」を 7とする下のような尺度にあてはめると、何点にあたりますか。それぞれ

の襴に点数をご記入ください。

r------------------------------------------------------1 
I I 

：非常に対立的 中立 非常に協調的：
I I 

I I 

: ~TI I IT-~! 
I I 

, l 2 3 4 5 6 7 1 

I 
I 

I 
I 

I I 
J L------------------------------------------------------

l

2

3

1

1

5

6

7

8
 

労拗!jj休

農業団体

経済・経営者団体

宜僚

政党・・・・・

大企菜

マスコミ・・・・

文化人 ・学者

,1
,
9
'
¥
・
‘
,
¥
、
_
＇
，
＇
‘
(

＇ー、＇ー，

i

-

[

 

9 消質者団体
10 福祉団体・,,,,.,,,,...... 

11 NGO・ 市民迅動 ・住民運動団体

12 婦人・女性運動団体

13 自治体

14 外国の政府

15 国際機関

16 外国の利益団体
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028 あなたの団体の活動によって、国または自治体に特定の政策や方針を〈実施〉させることに

成功したことがおありでしょうか。

(1) はしヽ (2) vヽしヽ え

↓ 

2つほど実例をおあげください。

029 あなたの団体の活的によって、国または自治体の特定の政策や方針を〈條正〉あるいは〈阻

止〉することに成功したことがおありでしょうか。

(1) はい (2) いいえ

↓ 

2つはど実例をおあげください。

030 あなたの団体が設立されたのはいつですか。

，
 

:
 
．．
 r'r 

9
,
9
d
 

031 団体が設立されるに際して、資金やその他、何らかの援助を他の組繊からうけることはよく

あると思います。貴団体が設立されるに際して他組織から援助を受けでしょうか。受けた場合

は、（ ）に組織名を具体的に記入してください。

(1) 受けた (2) 受けない

~ —• 

中央官庁（

経済団体(

企業（

自治体(

労働団体（

その他（
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032 あなたの団体の会員数の推移をおうかがいします。次にあげた項目ごとに会員数をお知らせ

下さい。なお団体会員の場合は、団体会員数とその団体に民する構成員の総合計数をお知らせく

ださい。（正確にわか らない場合は概数でお知らせ下さい）

個人会員の会員炊 団体会員の会員数 （所屈人数の合計）

設立時 人 団体 （ 人）

JO 年月rj 人 団休 （ 人）

視 在 人 団体 （ 人）

033 あなたの団体には｀有給の器員が何人おられますか。

常勤（ ）人 非常勤（ ）人

034 あなたの団体の平成 8年度の予算はい くらでしたか。

① 100万円未渦

② 100万円以上、300h円未渦

③ 300万円以上500万円和偽

① 500万円以上1,000万円未満

⑤ l.000)5円以上3,000万円未尚

⑤ 3,000万円以上 H底円未満

① 1億円以上2億円未満

⑧ 2億円以上10億円未満

⑨ 10倍円以上 口
035 あなたの団体は国や自治体から補助金や奨励金をいくらうけておられますか。平成 8年度に

ついてお答えください。

国から（ ）万円 ・自治体から（ ）万円

036 最後に情報椴器導入の程度についておうかがいします。

(1) あなたの目淋は、 何台0)コンビ土ーター（パソコン）をお持ちですか。

ロニ~ 台

(2) あなたの団休は、虚子メールを使って他の組琺と情報の交換を行なっていますか。

□している 口していない

(3) あなたのijj(木は、 インターネノ
ト上にホームペー シを開設し、情報の発信をしていますかc

□ している 口していない

ご協力ありがと うございました。
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第 5巻 辻中豊・李景鵬•国分良成編

『現代中国の市民社会・利益団体』 (2003) ISBN4-8332-2323-6 

第 6巻辻中豊編

『現代世界の市民社会・利益団体比較： 5カ国比較』 (2004)

ISBN4-8332-2324-4 

研究叢書の目的

世界的な比較の中で，各国市民社会組織の構成や配留そして，利益団体として

の政治過程での行動，関係を体系的に分析し，各国の政治社会構造的な特性を

摘出する。とりわけ， 日本と各国の比較に力点を罹く。共通の調査分析部分と

それを踏まえた各国別の固有の費的な分析を行う。

特徴

①各btlの同じ研究枠組みの下での実態調査 (1997-2003)に見づく。この調査は，
世界的に見ても極めて稀な特長をもつ。すなわち，

(a) 現在考えられる最も包括的な市民社会組餓総体データに対する調査

(b) 各田首都地域ともう 1地方の 2地域への調査，

(c) 無作為系統抽出法による団体調査，

(cl) 異なる文化的背景を持つアジア， ヨーロッパ， アメリカ大陸に罰る，凋査，

(e) 中国に対する初めての市民社会組織• 利益団体凋査 (200L-2003年）。

②各田のチームと日本チーム（筑波大学）との緊密な連携のもとに調査を遂行。

分析も共同実施。



正誤表

頁数 行数 誤 正

16 下2 ・・・（次の第 1章・・・ ・・・（次の第 2章・・・

78 図の凡例 圃 米国(U) 圃日本(J)

口 日本(J) □ 米国(U)
176 表の注 ** < 0.01 *** < 0.01 
225 図の副題 C: 統合空間モデル C: 統合空間ダイナミックスモデル

362 下 8 過去（軌跡）依存性(path
経路依存性(pathdependence)・ ・ ・ 

dependency)・ ・ ・ 

366 上 18 ・・・（チェ シ＇ョン）．．． ・・・（チェ ジェヨン）．．．

…社会工学系・・・ …社会工学研究科…

・辻中豊編著 (2002)『現代日本の市民社会・利益団体』木鐸社．
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